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第1章 はじめに 

 

 

第1節 問題の所在――体制転換後のロシアの混乱 

 

1991年 12月、ソ連邦が成立から約 70年で解体し、ソ連を構成していた 15の共和国が別々

の国家へと分裂した。冷戦の終結に始まり、社会主義体制の崩壊とソ連という国家の解体

に至る一連の出来事は、世界史的な大事件であったと言えるが、ソ連において中心的位置

を占め、ソ連と部分的に同化していたとも言えるロシア1が、新たにどのような政治体制を

形成したのかという点は、その中でも特に大きな関心を集めてきた。 

このソ連／ロシアの体制転換過程において、1991年 12月のソ連の解体と、1993年 12月

のロシア連邦憲法の成立という 2つの出来事は、大きな節目となるものであった。前者は、

社会主義体制の崩壊過程に終わりを告げただけでなく、国家の枠組の変化によって、それ

までの争点や、そこに関与する政治主体に大きな変化をもたらしたという意味で重要であ

ることは、言うまでもないだろう。後者の憲法成立は、その後のロシア政治における「ゲ

ームのルール」を確定したものであるという意味で非常に重要な転機であった。したがっ

て、この憲法がどのような性格を有するのかを論ずることによって、ロシアの新しい政治

体制の特徴を明らかにしようとする試みがこれまでにも数多くなされてきたのは、ある意

味当然である2。 

そして、ロシアの政治体制の特徴を論ずる上で、最も頻繁に考察の対象とされてきたの

が、大統領制であり、大統領権限の強さについてである（Huskey 1999; Nichols 2001）。例え

ば、憲法では、首相の任命や議会による政府不信任に関しては、大統領が国家会議（下院）

に対して優位に立つことを制度的に保障した3。また、大統領の弾劾は認められているが、

                                                        
1 本稿で｢ロシア｣と記した場合、1991年 12月のソ連解体以前についてはソ連の一連邦構成共和
国であったロシア・ソヴィエト連邦社会主義共和国（ロシア共和国）を指し、ソ連解体以降に

ついてはロシア連邦を指す。 
2 本稿は、憲法の内容を分析することが、政治体制の特徴を考察する上での必要十分条件である、
言いかえれば、憲法体制と政治体制が同義であるとは考えていない。ただし、憲法体制は、政

治体制を構成する重要な要素であり、この点の分析は政治体制を考察する上で不可欠であると

考える。また、ロシアではしばしば非公式な制度の重要性が指摘されるが（例えば Gel’man 2004）、
非公式な制度が発達する背景には、公式の制度の瑕疵や機能不全があると考えられるので、非

公式な制度の分析に先だって、公式の制度を正確に理解するべきである。 
3 憲法第 111条によれば、大統領の提案した首相を国家会議が 3度拒否した場合、大統領は首相
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その手続きは非常に複雑で、実現は容易ではない。立法に関しても、議会で可決された法

案に対する大統領の拒否権を覆すには下院議員総数の 3 分の 2 以上が必要であるし、大統

領は特に制限なく大統領令を発することもできる。このように、ロシアの大統領制は、「超

大統領制」（!"#$%& 1999; Fish 2000）とも呼ばれるほどの「強い大統領」の存在が大きな特

徴であり、他国との比較においても、大統領の権限が大きいことが指摘されている（Shugart 

and Haggard 2001）。また近年、ロシアにおける「民主化の停滞」や「権威主義化」を論じる

研究が増えているが、これらの研究の多くが第一に指摘するのが、この大統領制の問題で

ある（Shevtsova 1999; Reddaway and Glinski 2001; Fish 2001b; Colton and Skatch 2005）。このよ

うに、ロシアにおける大統領制の成立やその権限をめぐる問題は、単に 1 つの政治制度の

形成に関する問題ではなく、政治体制の特徴を決定する重要な要因の 1 つとして考えられ

たのである4。 

このような「強い大統領」の存在は、体制転換期に生じた政治的・経済的権限の分配を

めぐる激しい対立を収束させ、政治的安定や秩序を確保した上で市場経済改革を迅速に進

めるために必要であるということを、その大義名分としていた（佐々木 1999b; '()*(+%& 

2009）。この憲法制定を主導したエリツィン大統領自身も、「強い大統領」が「国家の安定」

をもたらすという認識を持っていた（Colton 2008, 280）。つまり、ソ連時代からの経済的な

閉塞状況を打破し、様々な分野での改革を推し進めるために、「開発独裁」的な統治がある

意味で正当化されたのであった。 

しかし実際には、ロシアでは 1990 年代を通じて大きな社会的・経済的混乱が継続した。

1992年初頭から市場経済化が本格的に開始したが、実質国内総生産（GDP）は、1990年代

のほとんどの期間で減少を続け、通貨金融危機を経験した 1998 年の GDP は、1989 年の約

半分にまで落ち込んだ。特に 1990年代前半には、工業生産の急激な減少と猛烈なインフレ

が同時に生じ、失業率も急上昇するという「転換不況」を経験した（田畑 2004, 44-46）。そ

のような状況で、政治的にも不安定な状況が続いた。まず、各連邦構成主体の遠心化傾向

                                                                                                                                                                  
を任命し、国家会議を解散し、新しい選挙を公示する。また、第 117条によれば、国家会議に
よる政府不信任が採択された場合、大統領は政府の総辞職を公示するか、または国家会議の決

定に同意しないことができる。国家会議が 3ヶ月以内に政府不信任を再度採択した場合には、
大統領は政府の総辞職を公示するか、国家会議を解散する。このように、首相の任命及び政府

不信任について、大統領と国家会議の見解が対立した場合には、大統領に国家会議を解散する

権限が担保されている。 
4 その背景には、比較政治学において「憲法工学（constitutional engineering）」が 1990年代に活
発になり、政治制度と政治体制の特徴やその安定性との関係が議論されたことがある（Shugart 
and Carey 1992; Mainwaring 1993; Linz and Valenzuela 1994; Sartori 1996）。 
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が続いた。1994 年以降、連邦構成主体は連邦政府とそれぞれ権限区分条約を結んで、個別

に中央との関係を定めた。この権限区分条約の締結を通じて、連邦構成主体は資源の囲い

込みを図り、経済的苦境を乗り切ろうとしたのである。そうした試みは、一部の連邦構成

主体の自立性を強め、連邦構成主体ごとに権限の相違が大きくなるという結果を招き、ロ

シアの連邦制の非対称性を一層促進した（Filippov and Shvetsova 1999; Stoner-Weiss 2001; 

Ross 2002）。また、1990年代のロシアは、ある程度の政治的自由があり、定期的に選挙も実

施されたが、国家は弱いままで政策実行能力も低い「ひ弱な多元主義（feckless pluralism）」

であったと形容されるが（Carothers 2002; Gel’man 2006）、こうした状況も「強い大統領制」

が志向する集権的統治とは異なるイメージを持つものである。 

つまり、1990 年代を通じて、強い権限を持つ大統領は、意思決定の自由をかなりの程度

保持し、国家権力の集中化も可能であった。それにもかかわらず、憲法制定以降、連邦関

係は中央政府と連邦構成主体とのバイラテラルな交渉に委ねられるところが大きくなった

ため、連邦構成主体間の非対称性が拡大し、連邦制度の全体としての一貫性を保持するこ

とが困難になった。そして、その結果として生じた中央・地方関係の遠心化が、ロシアの

統治能力を低下させる大きな原因となった。具体的には、連邦レベルと連邦構成主体レベ

ルの法律に齟齬が生じたり、中央の徴税能力の低さが問題となったりした。このように、

強い大統領制によって集権的統治を志向したにもかかわらず、中央・地方関係が遠心化す

るという逆説的な状況が生じたのはなぜだろうか。この問題が、本稿が明らかにすべき中

心的な問いである。この点は、ロシアの国家の弱さや、プーチン政権期に実施された政治

改革の意味を考える上でも非常に重要であり（この点については後述）、考察に値する問題

である。 

従来の研究においても、体制転換を経ていかなる政治制度が形成されたかという点に対

する関心は高かったが、大統領制と連邦制というロシアの政治体制の骨格を構成する 2 つ

の政治制度の関係性を体系的に検討するという試みはなされてこなかった。つまり、この 2

つの政治制度の形成過程は別個のものとして説明されてきたのである。大統領の憲法上の

権限については、憲法成立までの政治過程の分析が詳細になされてきた。後述するように、

この憲法は、1993 年秋にエリツィン大統領が議会や憲法裁判所の機能を停止し、かなり強

引な手法で策定した憲法草案を国民投票に付すことにより成立にこぎつけたものである。

したがって、憲法の内容は、この時期に政治的に優位な立場にあったエリツィン大統領の

意向を強く反映したものであると考えられてきた。他方で、連邦制については、こうした
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中央での政治対立が行われる間に、非対称な連邦制が発展し、憲法制定以降に連邦中央と

連邦構成主体との間にバイラテラルな形で締結された「権限区分条約」によって、それが

一層増幅したとされる（Ross 2002）。しかし、「強い大統領制」に固執し、集権的統治を求

めたエリツィン大統領が、なぜそのような一貫性を欠いた連邦制の発展を許容したのだろ

うか。この点については、これまで十分に明らかにされていない。 

本稿は、ソ連／ロシアの複雑な体制転換過程において、大統領制の問題と連邦制の問題

は密接に関連しており、両者がトレードオフ関係になったことが、この憲法が相反する特

徴（以下では、これを「統治機構の『二面性』」と記す5）を持つことになった原因であると

主張する。エリツィンは自らの権力維持と国家の安定化のために強い大統領制を志向した

が、それを導入するために、大統領による集権的統治を妨げることになる非対称な（連邦

構成主体ごとに権限の差異が大きい）連邦制を容認せざるを得なかった。そしてそのこと

は、制度設計者の予想以上にロシアの統治能力の低下を招くことになった。つまり、ロシ

アの統治能力の低下は、強い大統領制が導入されたにもかかわらず
．．．．．．．

生じたのではなく、強

い大統領制が導入されたからこそ
．．．．

生じたのである。 

この点を明らかにするためには、体制転換過程を再検討することが必要である。ロシア

における政治制度の形成に関する既存研究は、政治的に優位な政治主体の選好が、形成さ

れる政治制度に反映されるという前提の下で、いかなる制度（ここでは特に強い大統領制）

が形成されたかを説明してきた。しかし、そのような視点では、なぜ相反する特徴を持つ

制度が同時に成立したのかという上述の問いに適切に答えることはできない。そこで、本

稿は、ソ連／ロシアの体制転換過程を分析する上でより適切であると考えられるアプロー

チを設定し、この問題に答えることを試みる。具体的には、ソ連／ロシアの体制転換過程

の特徴である「重層性」に着目し、このことがいかに各政治主体の選好の変容や「改革の

交錯」をもたらしたのか、そしてそのことが形成される政治制度の特徴にいかなる影響を

及ぼしたのかという視点から、分析を進める。 

本章は、第 2 節において、本稿で説明される主要な概念を定義し、体制転換過程がどの

ような変化をもたらしたのかを概観する。続いて第 3節で、既存研究を批判的に検討する。

第 4 節では、本稿が着目する体制転換の「重層性」とはどのようなものか、そしてこの点

に関するこれまでの研究の成果とその限界について述べる。そこで明らかになった問題点

を踏まえ、第 5 節では本稿が採用する分析枠組を提示し、本稿全体の構成について簡単に
                                                        
5 統治機構の定義は、次節で述べる。 
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述べる。最後に第 6節では、この研究の議論の射程とその意義について述べる。 

 

第2節 統治機構の変容――ソ連共産党から大統領制と連邦制へ 

 

体制転換を扱う研究の多くは、当然政治体制を分析の対象としている。そこで、まず政

治体制とは何かという点から議論を始めよう。山口定によれば、政治体制とは「政治権力

が、社会内で広範な服従を確保し、安定した支配を持続するときに、それを形づくる制度

や政治組織の総体」であり、それは（1）正統性原理、（2）統治エリート集団、（3）国民の

政治的意思表出と政策形成の制度、（4）国家による物理的強制力の独占、（5）国家による

社会再編化の仕組みという 5つの構成要素から成る（山口 1989, 1-16; 岸川 2002, 19）。 

これに対し、本稿における被説明変数である「統治機構」は、「政治体制の中で、政策形

成にかかわる意思決定とその決定の遂行を担う制度の総体」であるとここでは定義する。

これは、政治体制の中で特に「支配＝統治」の側面を支えるものである。そして、ある特

定の領域に対する支配は、それに必要な命令を「決定」するという局面と、そこで決定さ

れた命令を「遂行」するという局面から構成される6。これは、政治体制における国民の意

思表出や利益代表などの局面を除外し、「支配」に焦点を当てた概念であるため、当然、政

治体制よりも限定的な概念である7。 

ソ連という政治体制において、統治機構の役割を果たしていたのは言うまでもなく共産

党であった。共産党は、中央での実質的な意思決定機関であっただけでなく、党組織を社

会の隅々にまでめぐらすことで、その政策の遂行を担ってもいた。社会主義体制の崩壊と

ソ連という国家の解体は、共産党が作り上げたこのヒエラルヒーの動揺に端を発したもの

であり、体制転換の過程では共産党に代わる新たな統治機構をどのようなものにするかと

いう点が、当然大きな政治的争点となった。すなわち、この争点は中央における意思決定

機関をめぐるものであっただけでなく、中央と地方の結び付きの在り方をめぐるものとも

                                                        
6 本稿で用いる「統治機構」という概念は、山口が「政府」と呼んだものとほぼ同義である。そ
れによると、「政府」とは、「国家政策の決定と執行の中軸装置である『狭義の政府』＝内閣だ

けでなく、『広義の政府』、すなわち本来は決定された政策の執行の任にあたるものとされてい

るが、現実には国家政策の策定にも重要な役割を果たすことが多い行政機構もしくは官僚制（中

略）の上層部」を意味するとされている（山口 1989, 10-11）。 
7 この概念は、ウェーバーの「国家」の概念とも類似している。ウェーバーは、国家の特徴を「暴
力的支配の独占的性格」、「合理的な強制団体的性格」、「永続的な経営的性格」であるとした（ウ

ェーバー 1972, 90-91）。ただし、国家という言葉が内包する多義性を考慮して、ここでは「統治
機構」という用語を用いる。 
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なったのである8。そして、この争いに一定の決着をつけたのが、1993 年 12 月のロシア連

邦憲法制定であった。これによって、中央での意思決定を担う制度（大統領制）と、中央・

地方関係に関する制度（連邦制）という 2 つの政治制度が憲法に組み込まれ、この 2 つの

政治制度を骨格として、新たな統治機構が担われることになったのである9。 

すでに述べたように、憲法は大統領に強大な権限を付与した。その一方で、連邦制に関

する憲法規定は非常に曖昧なものであった。憲法第 11 条第 3 項は、「ロシア連邦の国家権

力機関とロシア連邦の連邦構成主体の国家権力機関の間の管轄事項及び権限の区分は、こ
．

の憲法、管轄事項及び権限区分に関する連邦条約
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

、
．
ならびにその他の条約によって行う
．．．．．．．．．．．．．．．．

」（傍

点引用者）とし、中央と地方関係は「憲法」「連邦条約」「その他の条約」という 3 種類の

文書が規定することとした。憲法第 2 編の雑則には、連邦条約やその他の条約が憲法に違

反する場合には、憲法の規定が施行されることが記されていたが、その後連邦中央と連邦

構成主体の間で個別にバイラテラルな「権限区分条約」が締結されるにつれ、憲法が定め

る「その他の条約」にあたる権限区分条約と憲法との関係が改めて問題になった。また、

ロシアの連邦制は、ソ連時代の行政区分を基本的には引き継ぎ、民族的区分である共和国、

自治州、自治管区、領域的区分である地方
ク ラ イ

、州、連邦的意義を有する市という 6 種類のカ

テゴリーから構成されたが、その中で共和国のみが憲法を制定することを認められる一方

（第 66 条）10、連邦中央との関係においては、各連邦構成主体は同権であるともされてお

り（第 5条）、連邦構成主体間の権限の同異についても、憲法の規定は曖昧であった。 

このように、1990 年代のロシア連邦における大統領制と連邦制は、ソ連時代の共産党に

代わる新たな政治制度として、言わば統治機構の縦糸と横糸の役割を果たすものであった。

しかし、大統領制が強大な権力を持つ大統領のもとでの集権的統治を志向する一方で、連

邦制は元来分権的性格を持つ制度である上に、ロシアでは連邦構成主体ごとの非対称性が

顕著な形で発展していったために、中央による統治を、特に政策の遂行という側面で大き

                                                        
8 ただし、ソ連解体の前後では、中央・地方関係というものの意味内容自体が大きく変わった。
そのため、問題は単に共産党を代替する機構を新設すればよいというものではなく、国家を再

編すべきか否か、どのような行政単位が「地方」になりうるのかといったより根本的な問題を

孕んでいた。この点については、第 2章及び第 3章で論じる。 
9 ソ連は共産党を基盤とした集権的国家であったが、国家制度としては連邦制を採用しており、
それを構成する 1つの共和国であったロシア共和国もまた連邦制であった。ロシア連邦の連邦
制は、行政区分に関してはソ連時代のものをほぼ引き継いでおり、制度の実体としては大きく

異なるものの、ソ連解体後にできた新しい制度というわけでは必ずしもない。同様に、大統領

制もそれ自体は 1991年に導入されており、連邦制と比べるとはるかに新しいものではあるが、
憲法成立と共に生まれたという訳ではない。 
10 その他の連邦構成主体の地位は、憲章によって定められる。 
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く妨げた。このことは、さらに、中央と地方の関係が、大統領と連邦構成主体との個人的

関係に基づくものとなるきっかけとなったため、大統領による個人主義的な統治を促進し、

国家の弱さを助長する結果にもなった。したがって、1990 年代のロシアの混乱や国家の弱

さを考える上で、こうした相反する特徴を持つ政治制度がなぜ憲法に組み込まれたのかを

考察することは非常に重要である。しかし、次節で詳述するように、従来この点は十分に

考慮されてこなかった。本稿は、体制転換過程を包括的に分析することで、上記のような

逆説的状況がいかに生じたのかを論じるものである。 

 

第3節 既存研究とその問題点 

 

本節では、制度形成をめぐる既存研究を検討する。ロシアの体制転換をめぐる研究は、

1980 年代以降に盛んになった民主化論・移行論や、それを批判しながら発展した近年の比

較政治体制論の強い影響下で進められてきた。これらの研究の中には、本稿において取り

扱う政治制度の形成には直接には関係ないものもあるが、主に分析枠組について、制度形

成に関する既存研究に大きな影響を及ぼしてきた。したがって、民主化論以降の政治体制

論の変遷を考察することは、本稿の趣旨や主張を明らかにする上で有益であると考えられ

る。そこで、第 1 項で民主化論の展開を概観し、その分析枠組の問題点を整理する。こう

した点を踏まえて、第 2 項で制度形成に関する既存研究を概観し、その成果と限界を明ら

かにする。 

 

第1項 民主化論の分析枠組とその問題点 

 

「第三の波」のその後――民主化論後の政治体制論の展開 

1974年のポルトガルを筆頭に、20世紀の最後の四半世紀には南欧、ラテンアメリカ、ア

ジア、中東欧、ソ連、アフリカの諸国が大きな政治変動を経験した。これは、民主化11の「第

                                                        
11 「民主主義」や「民主化」には多様な定義が存在するが、本稿では民主化を、比較政治学に
おいて共有されている最小綱領的な定義に基づく民主主義体制に向けた政治変動と理解するこ

ととする。「最小綱領的な定義に基づく民主主義体制」とは、その体制の最高意思決定者が選挙

によって選出され、その選挙は自由で公正なもので、かつ定期的に実施されるものであり、実

質的に全ての成人が投票に参加できるような政治体制のことを指す (Huntington 1991, 7)。本稿で
は、このような体制を民主主義体制と呼ぶことにする。こうした定義は、ダール (Dahl, 1971)の
言う「競争」と「包括性」が確保された状態である「ポリアーキー」に通ずるものでもあり、
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三の波」と呼ばれ (Huntington 1991)、これらの政治変動を説明する理論的枠組として民主

化論（移行論）が大きくクローズアップされた。極めて単純化して言えば、民主化論は「あ

る権威主義体制の崩壊は一定の時期を経て民主主義体制の成立をもたらす」といった命題

を内包しており（Carothers 2002）、こうした観点から、旧ソ連や中東欧諸国の体制転換を分

析しようとする試みが数多くなされた(Schmitter and Karl 1994)。そこでは、ある国が権威主

義体制から民主主義体制に至る変動をどのように達成したか、またはその途上のどのよう

な段階にとどまっているのかが議論された。 

他方で、民主化論の想定する民主主義体制への単線的な「移行」を疑問視する議論は、

早くからあった12。民主主義体制への「移行」とその「定着」とを区別する必要性を主張す

る議論 (Linz and Stepan 1996; Schedler 2001)は、「移行」を経験したすべての国が民主主義の

定着に至るわけではないという認識に基づいていたし13、1990年代後半以降、従来の民主主

義と権威主義の二分法に代わり、「形容詞付き民主主義14」や「形容詞付き権威主義15」とい

ったグレイ・ゾーン／混合体制に関する様々な類型が提起されたのも、体制転換の結果成

立した政治体制を民主主義体制と評価することがそもそも妥当なのかという問題意識に裏

付けられていた（Carothers 2002; McFaul 2002; 遠藤 2006）。レヴィツキーとウェイは、これ

らの政治体制をいかなる形容詞を付しても民主主義と評価するべきではなく、選挙が競争

的であっても競争条件（playing field）が不公平な体制を「競争的権威主義体制」と定義し

ている（Levitsky and Way 2010）。 

ロシアについても、民主化論が抱いていた当初の楽観的観測はすぐに薄れ、「指導された

民主主義（guided democracy）」（Brown 2002）や「管理された民主主義（managed democracy）」

                                                                                                                                                                  
自由で公正な選挙の実施を重視する定義である。ただし、学術的議論ではなく、政治的言説と

して用いられた「民主化」という言葉は、当然この定義に当てはまらないものもある。そこで

本稿では、政治的言説において用いられたものを引用する場合には、「民主化」とカギ括弧付き

で表記し、上記の定義に基づく用語の用い方をする場合には、民主化と括弧を付さずに表記す

ることとする。 
12 旧ソ連・東欧諸国に関する研究について言えば、先に引用したシュミッターらが、「南」（南
欧やラテンアメリカ）と「東」（東欧及び旧ソ連）の体制移行には、様々な違いがあることを認

めつつも、両者の比較研究は可能であると主張したのに対し、バンスは、「南」と「東」の違い

は比較可能なものではなく、両者の違いはより根本的であると反論した (Bunce 1995)。 
13 もっとも、この「定着」という概念も非常に論争的であり、多くの論者がその概念の妥当性
に疑問を投げかけている。O’Donnell(1999), 恒川(2006）などを参照。 
14 「形容詞付き民主主義」に関する考察については、Collier and Levitsky (1997) を参照。 
15 古典的な権威主義と異なるものとして、「競争的権威主義（competitive authoritarianism）」「選
挙権威主義（electoral authoritarianism）」「準権威主義（semi-authoritarianism）」などの類型が挙げ
られた。Diamond 2002; Schedler 2002; Levitsky and Way 2002; 2010; Ottaway 2003; Schedler 2006を
参照。 
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（Colton and McFaul 2003）などといった「形容詞付き民主主義」による定式化がなされる

ようになった。また、2000 年のプーチン大統領誕生以降は、「ロシアの権威主義化」、民主

主義からの「逸脱」や「衰退」（Fish 2001a; 2005）といった評価が増加し、民主主義と権威

主義の中間に位置する（両者を混合した）体制の不安定性を主張する論考も数多くみられ

るようになったが（Bunce 1999a; Anderson et.al. 2001; Levitsky and Way 2002; McFaul 2002; 

Way 2005）、これは比較政治学全体の研究潮流と決して無縁ではない。 

 

問題点 

以上のような議論の展開は、一般理論化を志向した初期の民主化論に対し、その単純化

を批判し、各政治体制の歴史的文脈や体制転換のパターンとその帰結の多様性を考慮しよ

うとする試みであったと言えよう16。しかし、少なくともソ連／ロシアの体制転換の文脈で

は、そうした試みが新たな政治体制の類型に関する共通理解を生むには至っていない。む

しろこのような様々な類型が存在すること自体が、ロシアの政治体制を既存の類型に則っ

て一義的に定義づけることの難しさを示しているように思われる。ここでは、この類型論

の妥当性の問題はひとまず脇に置いて17、本稿の分析を進める上で有用と思われる以下の問

題について検討してみよう。 

それは、民主化論及びそれを批判する議論が持つ分析枠組の妥当性に関する問題である。

つまり、初期の民主化論がある政治体制の「民主化要因」を探ろうとしたのに対し、徐々

にその政治体制の「非民主化要因」を探る方向に研究の重心がシフトしたという差異は認

められるものの、どちらも、体制転換というものは、民主主義の成立を目指す勢力と権威

主義の維持を求める勢力の争いに他ならないという前提を有している。この前提は、次項

で検討する制度形成に関する既存研究の分析枠組にも強く影響を与えてきたので、その内

容とそこに内在する問題をやや詳しく見ていく。 

オドンネルとシュミッター (O’Donnell and Schmitter 1986)、プシェヴォルスキ (Przeworski 

                                                        
16 特に、民主化論が持つ目的論的視角に対しては、オドンネルなど民主化研究の基礎を築いた
研究者からも批判が投げかけられた（O’Donnell 1999）。 
17 話をロシアに限定して 1点だけ述べるとすれば、現在、ロシアの政治体制の評価が指導者（大
統領）個人の評価に帰する傾向にある（『プーチンのロシア』と題する著作の何と多いことか！）。

こうした著作は、確かにロシアの政治体制の部分的な特徴を捉えてはいるかもしれないが、他

方で個人の資質を重視しすぎて政治体制の包括的理解からは乖離している。本稿が、政治体制

を理解するための最初の作業として、「統治機構」の形成に注目して政治制度の総体の特徴を描

き出そうとしているのは、このような問題意識にも依る。 
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1991) などによる民主化論の先駆的業績は、体制転換をエリートの交渉過程として短期的視

点でとらえ、主体間の権力バランスを分析の中心に据えたという点に共通点を見出すこと

ができる。そのため、民主化論の理論的枠組に依拠してロシアの体制転換を分析しようと

する研究者もまた、体制転換の過程で生じた政治的争点をめぐる対立を、「民主派」（また

は「反体制派」「改革派」）と「反民主派」（または「体制派」「守旧派」）の対立として捉え

る傾向にあった。そこでは、主体の利益や選好は所与のものとされ（すなわち前者は民主

主義を求め、後者は権威主義を求める）、体制転換とは、これらの相反する利益を持つ主体

間の争いに他ならず、その帰結には両者の権力バランスが重要であるという前提が存在し

た。 

これに対し、ロシアにおける民主化の進展に否定的な論者は、初期の民主化論を批判・

修正したが、結果的にはその多くも概ね民主化論の前提を踏襲した。例えば、マクフォー

ル（McFaul 2001; 2002）やバンス（Bunce 1999a; 2003）は、民主化論の定式化とは異なり、

旧ソ連や東欧では、対立する 2 つの政治勢力の権力バランスが同等か、権力バランスが不

確実であると双方が認識している時、交渉が破綻し民主化が行き詰る可能性が高まり、逆

にバランスが反体制派に有利で旧体制との断絶が明確である場合には、民主化が達成され

やすいと論じた。 

同様に、ロシアにおける民主化の進展に否定的な研究の中には、民主化を阻む構造的要

因の存在を指摘するものも多いが18、これらの研究も、ロシアに存在する諸々の構造が「体

制派」と「反体制派」の権力バランスを規定し、それが体制転換の帰結も説明する（つま

り、「反体制派が拡大しない要因の存在」が「民主化が進展しない理由」である）という立

場をとっているという点で、上記のものと大差がない。しかし、このような論理は民主化

論の提示したモデルを反転させただけで、上で述べた民主化論の限界――利益・選好の固

定化と主体間の権力バランスの分析という手法の問題点――が顧みられておらず、根本的

な批判とはなっていない。 

他方で、反体制派が必ずしも民主化を推進するとはかぎらず、むしろ、「第三の波」を経

験した政治体制では、いわゆる「民主派」勢力であっても、権力を獲得すると、その独占

                                                        
18 例えば、西側（米国、EU及びそれらの関与する国際組織）の影響力（Western leverage）と西
側との繋がり（linkage to the West）といった国際的環境が各国の民主化に影響を与えるという主
張（Levitsky and Way 2005; 2010）や、歴史的に構築された社会構造や政治文化が民主化を阻害
するという主張（Brovkin 1996; Motyl 1997; 2004; Gitelman 2001; Levitsky and Way 2002; Lynch 
2005）が挙げられる。これらの議論の内容は様々であるが、ロシアに存在する構造的要因が民
主化を阻害すると考える点では一致している。 
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のために民主的な制度や手続きを利用する例が数多く知られている。ロシアでも、「反ソ連

指導部」の立場を急進化させることで大衆的人気を博した初代大統領のエリツィンは、当

初「民主派」とみなされることが多かった。確かに、エリツィンは 1990年以降競争選挙を

実施し（それを延期、中止しようとすることはあったが）、民主化の促進に貢献した側面が

ある。他方で、1993 年 9 月に議会機能を停止したことに代表されるように、憲法を逸脱す

る行動もたびたびとり、民主的手続きを無視する傾向も併せ持っていた19。そして、この時

期の政治エリートはみな、多かれ少なかれ同じような特徴を有していたのである。 

この点を考慮すると、体制転換初期の政治的立場に応じて、各政治主体の利益を固定し、

それらを「民主派」または「反民主派」と規定してしまうことは適切ではない。バーンズ

（Barnes 2006）が述べているように、この時期の政治過程に関与している主体はより多様

であったし、体制転換という大きな変動を経験する中で、各主体は選好・利益を大きく変

化させていった20。したがって、主体を分析の中心に据える際には、主体の選好や利益を先

験的に設定するのではなく、その選好や利益がどのように形成されたのかを緻密に議論す

る必要がある。そしてそのためには、主体の選好や利益を形成する上での制約要因として、

主体を取り巻く環境や社会構造が明らかにされなければならない（Satz and Ferejohn 1994）。 

記述が少し長くなったが、民主化論を初めとする近年の体制転換をめぐる議論の問題点

は、以上のようにまとめられる。この点を念頭に、続いて本稿の主題である政治制度形成

に関する既存研究を概観しよう。 

 

第2項 制度形成をめぐる既存研究 

 

制度形成に関する既存研究も様々なものがあるが、民主化研究から派生して、民主化に

適した政治制度を論ずる「憲法工学」が比較政治学の中で脚光を浴びたこともあり（Shugart 

and Carey 1992; Linz and Valenzuela 1994; Sartori 1996）、前項で検討した民主化論の分析枠組

を踏襲しているものが多い。そのため、そこに内在する問題点も前項で指摘したものと類

                                                        
19 ロシアに限らず、クルグズスタン、アルメニア、カザフスタン、ウクライナ、アルバニアな
ど旧ソ連諸国や中東欧諸国のいくつかの国においても、民主化の進展に貢献した指導者自身が、

民主化を後退させてもいることも指摘されている (Anderson, et. al. 2001, 163)。 
20 既存研究に対するバーンズの批判は、おおむね同意できるものである。しかし、同書では、
主体の選好や利益の変化がいかに生じるかという点について体系的な説明がなされていないた

め、説明が場当たり的で一般化・抽象化が困難であるという欠点も指摘できる。本稿の立場は、

この点を加味した上で構築されている。 
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似していると言える。 

体制転換期における制度形成を分析した研究は、ロシア政治、比較政治学双方の分野に

おいて活発な議論が交わされてきた領域の 1 つであり、先行研究も数多い。それらは、分

析アプローチに基づいて大きく 2 つに分類できる。第一のものは、合理的選択論アプロー

チである。合理的選択論は以下の 4 つの基本的仮定を持つ。すなわち、（1）主体は固定的

な選好を持つ。（2）政治は集合行為のジレンマの連鎖であるとみなされる。（3）主体は他

の主体の行動に対する期待に基づいて行動する。（4）主体が主意主義的に制度を形成する。

この 4 つの基本的仮定に基づき、合理的選択論者は比較的短い期間に分析の射程を絞り、

合理的な主体が相互作用を繰り広げる中でいかなる制度が選択されたかを論ずる。これに

対し、第二には、構造論（歴史的制度論）アプローチを挙げることができる。これはより

長期的な観点から分析を行い、社会経済構造や制度的遺産などの客観的条件が、形成され

る制度を決定するという見方である(Hall and Taylor 1996, 938-946)。 

民主化論（移行論）や比較政治学全体の潮流の影響を受け、ロシアの政治制度形成に関

する研究の多くも、合理的選択論アプローチを採るものが多かった（Frye 1997; Roeder 1998）。

例えばフライは、選挙の本命候補の交渉力（the bargaining power of the electoral favorite）と

選挙結果に対する不確実性の程度（the degree of uncertainty over the electoral outcome）が、旧

ソ連諸国における大統領権力の大きさを決定するとして、主体間の権力バランスに注目し

た「選挙交渉アプローチ」の有用性を主張した。また、転換期の不確実性や経路依存の重

要性を指摘しているマクフォール（McFaul 1999）の議論も、憲法制定による最終的な制度

の確定については、エリツィン大統領の権力や戦術から説明しており、これも前述の議論

と大差がない。さらに、ロシアではソ連解体以降に大統領と議会の政治的対立が深まった

ことを受け、両者の対立とその権力バランスに焦点を当て、双方がどのような政治制度を

求めて争ったのかを詳細に記述している研究も数多く見られる（Huskey 1999; Shevtsova 

1999; McFaul 2001; Moser 2001; 上野 2001; 森下 2001; ,%+%- 2005; 津田 2005; 2007）。 

次に、構造論アプローチを採るものとしては、旧体制下で生じたエリート間の資源配分

が体制転換期に選択される制度を決定すると論ずるものがある (Easter 1997; Kitschelt 2001)。

例えば、キッチェルトは、旧ソ連・中東欧の共産主義体制を官僚制権威主義型（bureaucratic 

authoritarian）、国民妥協型（national accommodative）、家産型（patrimonial）の 3つに分類し、

旧体制の類型が移行の様式や制度の選択を規定したと主張した。そして、家産型共産主義

であった旧ソ連諸国では、体制側エリート（共産党エリート）が主導する「先取り型
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（preemptive）」の体制転換となるため、彼らに好ましい制度として強い大統領制が設けら

れたとしている。また、旧ソ連諸国の多くで採用された準大統領制は、ソ連時代の共産党

中央委員会と政府との間の機能分担を、大統領府と政府との間に移転したとして、旧体制

における制度的遺産の役割を論ずるものもある (Matsuzato 2006; 大串 2011)。 

連邦制についても、ソ連末期に各共和国でナショナリズムが台頭し、分権化の方向でソ

連の再編をめぐる動きが活発になるのに伴い、ロシア内部の自治地域も同様の権限を要求

し、中央との交渉に取り組んだ過程を詳細に実証している研究がある（Filippov and Shvetsova 

1999; Kahn 2002; 塩川 2007b）。これらは、歴史的背景の説明をしつつも、分析の焦点は短

期的な交渉過程に当てており、ミクロなレベルでの分析を試みている。 

以上のように、既存研究はいずれも、分析レベルの違いがあるにせよ、主要な政治エリ

ートが持つ資源や権力の配分が政治制度に反映された（特に大統領制については、大きな

権力を持っていたエリツィンが「強い大統領制」を導入した）という見方を有している。

これは、個々の政治制度の特徴を見る上では一見妥当なようである。しかし、強い大統領

制と非対称な連邦制という 2 つの政治制度が、憲法に同時に組み込まれたことを考慮する

と、強い大統領制を導入することができたエリツィンが、なぜ非対称な連邦制の成立を許

容したのか、すなわち、ロシアの統治機構が集権化と遠心化という異なるベクトルを併せ

持つ「二面性」をなぜ有することになったのかという疑問には答えられない。 

それでは、既存研究はなぜロシアの統治機構が「二面性」を孕むことになった要因を説

明できないのだろうか。その理由は、これらの研究の分析枠組に 2 つの関連する問題点が

あるためだと考えられる。それは第一に、既存研究は体制転換期に生じた政治対立を一面

的なものと捉えている点にある。次節で見るように、ロシアの体制転換は「重層的」なも

のであったが、従来その影響は十分に論じられず、複数の問題群があってもそれらをめぐ

る対立軸は同じであるとみなされる傾向にあった21。また第二に、既存研究の多くが、各政

治主体の持つ選好は固定的であり、政治主体間の権力バランスや資源の分布状況に応じて、

その選好が政治制度に反映されるという前提を有している点にある。そのため、個別の政

治制度の形成に関しては一見説得的な説明を提供しているように見えるが、統治機構全体

の特徴について、一貫性のとれた説明はなされていない。 

 

                                                        
21 体制転換過程を「大統領と議会の対立」という構図から分析する上述の研究は、基本的にそ
うした態度をとるものである。 
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第4節 重層的転換論 

 

前節で提起した問題点を考えるために、以下では、ソ連／ロシアの体制転換の「重層性」

という特徴に着目し、この特徴が制度形成に与えた影響を考察するための分析枠組を設定

する。本節では、その前提として、まず第 1 項でこの体制転換の「重層性」とはどのよう

なものであったのかについて論ずる。続いて第 2 項では、この点を踏まえた研究をいくつ

か紹介し、それらが提供している知見とその限界を明らかにする。 

 

第1項 ソ連／ロシアの体制転換の特徴 

 

前節で検討した既存研究は、体制転換過程の 1 つの側面については詳細に論じているも

のの、その全体像を捉えてはいない。そのため、そこから説明される政治制度に対する理

解も部分的なものにとどまっている。こうした限界を克服するために、まず、旧体制であ

るソ連はどのような特徴を有していたのか、そして、ソ連／ロシアの体制転換過程は全体

としてどのような特徴を帯びていたのかという点から考えていこう22。 

ソ連は、国家機関は連邦制をとりつつも、共産党組織が中央集権的な統治機構を形成し、

党の優位の下で、党組織と国家機関が機能的にも実体的にもかなりの程度オーヴァーラッ

プするという特徴を持っていた（塩川 1993, 36）。この「党＝国家体制」においては、共産

党が人事権を通じて社会の大部分を支配し、その支配は政治と経済のかなりの領域に及ん

でいた。また、垂直的構造をもつ党機構を通じて地域的にも広大な領域をカヴァーしてお

り、政治と経済を一体化しつつ中央が地方を規律するというシステムを有していた（Rigby 

1990; 地田 2004）。 

このように、「党＝国家体制」が政治と経済の双方を包含するものであり、党の垂直的機

構を通じて広範な地域を支配していたがために、1985 年に共産党書記長に就任したゴルバ

チョフが経済分野で始めた改革は、経済部門を統轄する党機構そのものの改革へと波及し

ていった。さらに、党機構ヒエラルヒーの相対化を目指した改革は、必然的に地方勢力の

伸張による政治の多元化とソ連内部の中央・地方関係の動揺をもたらした。こうして、各

連邦構成共和国が自立化を求める中で、連邦制の再編が大きな政治課題となった。しかも、

この時期に行われた複数の改革は単に同時進行したというだけでなく、相互に影響を与え

                                                        
22 この点は、第 2章で再び詳しく論じる。 
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ながら連鎖していった。ブラウンによれば、「これらの改革はいずれも、残りのひとつが変

化しない限り行き詰る可能性が高」く、「それでいて、それぞれの変化が実現すると、今度

はその副作用のせいで他の分野の改革が複雑化」するというものであった（ブラウン 2008, 

230-231）。そして、これらの改革課題がそれぞれ一定の解決に至らないままに、ソヴィエト

体制が急速に瓦解し、ソ連という国家も解体したために、この「改革の交錯」状況は、部

分的にその様相を変えながらも各共和国に引き継がれていくことになった。 

本稿では、以上のような過程を「重層的転換」過程と呼ぶ。ここでは、複数の分野で大

規模なシステムの転換が同時に起こっているだけでなく、それらが交錯し、連鎖すること

によって、互いの改革の進展を促進したり阻害したりする効果を持つとき、体制転換が「重

層的」であると考える。ソ連／ロシアの体制転換においては、経済体制の転換、政治体制

の転換、国家の再編という 3つの大きな転換が交錯したという考えが一般的である23。ただ

し、この 3 つは必ずしも並列できるものではない点には些か注意が必要である。つまり、

政治体制の転換と経済体制の転換とは対比できるものであるのに対し、国家の枠組の再編

という問題は全く次元の異なる問題である。その一方で、国家の再編は、ソ連とロシアの

双方において中央・地方関係の再編を同時に引き起こすものであったから、この問題と政

治体制の転換は、統治機構の解体と形成に直接的に関わる問題であった。 

いずれにせよ、改革の同時進行性が個々の改革の実現を困難にしたという議論を、ここ

では便宜的に「重層的転換論」と呼ぶことにする。例えば、バンスは、ロシアの事例が関

心を集める理由として、「民主主義、ネーション、国家、資本主義を同時に建設することの

複雑さ」を示していると同時に、「多くの点でポスト社会主義に典型的なケース」であるか

らだと指摘している。そして、従来の研究はエリート（主体）の選択を過剰に評価する傾

向にあったが、彼らの置かれた文脈をもっと考慮すべきだとも述べている (Bunce 2004, 

208-210, 230)。 

たしかに、いくつかの改革が同時進行したという事実は、程度の差こそあれ、ポスト社

会主義諸国に共通する条件であった。しかし、多くの研究が指摘しているように、体制転

換後のポスト社会主義諸国の政治体制・経済体制の特徴は、実に多様なものになっている

                                                        
23 ブラウン(2008)は、この 3つに外交政策の転換を加えて「四重の転換」という考えを示してい
る。確かにゴルバチョフ期に外交政策は大きな転換を見せたが、本稿の関心はブラウンのそれ

と異なり、主にソ連解体後のロシアの統治機構成立にあるので、他の多くの研究と同様 3つの
分野について「転換」が生じたと考える。 
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し、市場化と民主化の進展度は相関関係にあると指摘するものもある24。改革が重層的であ

ったという事実自体は、ロシアをはじめとするポスト社会主義諸国の大きな特徴として指

摘できるとしても、このことがこれらの国々の体制転換の帰結にどのように影響したのか

という点は、より緻密に議論されなければならない。論理的には、複数の争点が存在する

状況で、各政治主体が取引を行うことにより個々の改革がより進展すると考えることも可

能であり、ある改革の「副作用」が、他の改革に否定的な影響を及ぼすということは、必

ずしも自明ではないからだ。重層的転換論が体制転換過程を分析する有用なアプローチと

なるには、改革がどのように連鎖し、それがどのような結果をもたらしたのかを論理的に

展開することが求められる。 

 

第2項 重層的転換論の視角とその問題点 

 

それでは、既存研究において、「重層的転換」はどのように考察されてきたのだろうか。 

まず、上野（2001）や森下（2001）らに代表されるように、ソ連／ロシアの体制転換過

程を分析した研究の多くは、この時期に行われた様々な改革の経過を丹念に辿ることによ

り、中央での権力闘争と中央・地方関係をめぐる争いの過程を詳しく論じてきた。そのた

め、個々の政治闘争の経過については既に多くの知見がもたらされている。その一方で、

それぞれの過程は別個に論じられており、こうした複数の改革がどのように交錯したのか、

そしてそのことは個々の改革の帰結にどのような影響を及ぼしたのかという点について、

十分に考察されてきたとは必ずしも言えない。 

「重層的転換」を積極的に分析枠組に取り込もうとした試みは、塩川（1999）やレミン

トン（Remington 2001）によってなされてきた。ポスト社会主義諸国の体制転換の包括的な

比較分析を行った塩川は、「重層的転換」についても言及し、改革相互に矛盾関係や緊張関

係が生じうることを指摘している。また、それとの関連で、国家の境界や領域に関して住

民の間に合意が存在しないときには、政策決定のルール自体が争点化するため、具体的な

政策課題の実行がより困難になるとも述べている（塩川 1999, ch.5）25。また、レミントン

（Remington 2001, ch.6）は、経済改革と中央・地方関係という 2 つの軸から構成される 2

                                                        
24 McFaul（2002）や Roeder（1999）を参照。また、経済改革と政治改革（民主化）の関係は、
ポスト社会主義諸国にとどまらない比較政治学における 1つの大きなテーマとなっている。例
えば、Przeworski et.al.（2000）を参照。 
25 このような点については、以下の研究も参照（佐々木 1999a; McFaul and Stoner-Weiss 2004）。 
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次元の空間モデルを用いて、この 2つの問題に関して異なる利益（無差別曲線）を持つ「民

主派（エリツィン派）」「共産派（保守派）」「地方指導者」という 3 者間の対立構造を分析

している。それによると、この 2次元空間においては、現状と異なるどの点に移動しても、

3者のうち少なくとも 1つは損害を被るため、全ての主体が合意できる点はこの空間上に存

在しない。そのため、この 3 者間の交渉は行き詰らざるを得なかった。そして、エリツィ

ン大統領は、憲法の内容を 1つのパッケージにして国民投票に付すことでこれを克服した。 

この 2 つの研究は、イシューの多元性やイシュー間の連鎖がなぜ改革の実現を困難にし

ているのかを論じているという点で、ポスト社会主義諸国の体制転換を分析する上で示唆

に富む視角を持つものである。ただし、その上で「重層的転換」がどのように制度形成に

影響を与えたのかを考察する上で、やはり不十分な点がある。例えば、上記のレミントン

の研究は、そもそも主たる関心が議会制度に寄せられていることもあり、結果として採択

された憲法が総体としていかなる性質を持つものであるかについては明確な記述がないが、

新憲法をめぐる交渉の行き詰まりを打破するためにエリツィン大統領が国民投票を実施し

たことを重視しており、憲法採択を主導した大統領の意向が憲法にそのまま反映された（す

なわち、強い大統領制が形成された）かのような印象を受ける26。そのため、やはり統治機

構の「二面性」がなぜ生じたのかという問いには答えられていない。 

そこには、前節で紹介した研究が抱える問題点と共通する問題があると考えられる。つ

まり、これらの研究は、「改革の連鎖」という要因を考慮している点でソ連／ロシアの体制

転換の包括的理解に貢献しているものの、各政治主体の利益や選好は固定的であり、形成

される政治制度には、この利益や選好が各主体の政治資源や権力の分布状況に応じて反映

されるという前提を持っている。その意味で、重層的転換論も、前節の最後に記した既存

研究の 2 つの問題点（体制転換の一面的理解、各政治主体の固定的利益が政治制度に反映

されるという前提）のうち、第二のものを克服するような分析枠組を提示できていない。

そのため、「強い大統領制」の形成は説明できても、それが「二面性」を持つ統治機構の一

端であることは説明できないのである。しかし第 1 節で述べたように、この「二面性」の

問題こそが 1990 年代のロシア国家の混乱を考える上で非常に重要であることを考えると、

                                                        
26 体制転換期の所有権をめぐる政治過程の政治制度形成への影響を論じるバーンズの研究
（Barnes 2001）も、レミントンと同様の長所と短所を持つ。彼は、政治制度と直接的に関係の
ない問題の政治過程が、政治制度形成において重要であったという命題を主張しており、これ

は「重層的転換」の影響を論じたものと考えられる。しかし、ここでの被説明変数は、その他

の研究と同様「強い大統領制」である。 
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「強い大統領制」の成立と統治機構の「二面性」を同時に説明できるような別の分析枠組

が必要であるだろう。 

 

第5節 分析枠組と構成 

 

第1項 分析枠組――体制転換の動態的分析に向けて 

 

第 3 節と第 4 節で論じてきた既存研究の問題点をまとめると次のようになる。既存研究

の多くは、資源や権力が優勢な政治主体がいかに自らに有利な政治制度を形成したか、そ

して、ロシアの文脈では、資源や権力が優勢であったエリツィンが、いかに強い大統領制

を導入したのかを説明しようとしてきた。ただし、それと同時に、非対称な連邦制も生ま

れたが、この 2 つの政治制度の連関が統一的に説明されることはなかった。体制転換の重

層性を指摘する研究は、改革の連鎖（イシューの多元性）を指摘したという点で重要な視

角を提供したが、政治主体の利益、選好を固定的なものと捉え、権力や資源の分配状況が

制度を決定するという分析枠組を持つという問題点があった。 

このような問題点を克服するために、本稿は 2 つの視角を組み合わせながら分析を進め

ていく27。まず、「重層的転換」とは、複数の改革が交錯しながら展開していくものである

ため、個々の改革課題について、どの主体がどのような利益を有していたか、そして異な

る利益を持つ諸政治主体はどのような対立状況にあり、それらの主体間の相互作用の結果

はどうなったのかを明らかにする。ソ連時代には、長らく社会集団の組織が制限されてい

たので、体制転換期に次々と形成された政治連合も組織的に脆弱なものが多かった。その

ため、改革課題が変化すると、政治エリートの連合のあり方も変化することになった。そ

こで、それぞれの問題について、どのような対立軸が存在し、それをめぐってどのような

集団が対立したのかを整理することが第一の課題となる。そして第二に、それら複数の改

革はいかなる形で連関していたのかを論理的に解明する。「重層的転換論」がこれまでに展

開してきた「改革の交錯」に関する議論を、第一の課題の分析を加えることで、より包括

的なものにする。つまり、複数の改革が同時進行していたことを指摘するだけではなく、

個々の改革の対立軸とその結果や影響を考察することで、複数の改革がどのような意味で

結びついていたのかをより体系的に明らかにすることがここでの課題となる。ある改革課

                                                        
27 以下の議論の基礎となったものとして、溝口（2010; 2011a）も参照。 
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題において異なる利益を持つ主体間の相互作用の結果は、別の改革課題に対してどのよう

な波及効果を持ったのか、そして、その結果は各主体の権力の変化や合従連衡にどのよう

な影響を持ったのか。このような点を分析し、「重層的転換」がいかなるダイナミズムの下

で展開していったのかを論理的に解明する。 

以上の 2 つの作業を通じて、大統領制と連邦制というロシアの統治機構の中核である 2

つの政治制度の関係性を明らかにし、強い大統領制を導入し、集権的統治を志向したにも

かかわらず、同時に連邦構成主体間の関係が非対称なものとなり、中央・地方関係が遠心

化したのはなぜかを明らかにする。これが第三の課題であり、本稿が明らかにすべき中心

的問いでもある。 

表 1-1 は、既存研究の問題点と本稿が取る分析視角をまとめたものである。右列の（1）

から（3）は、前段に記した 3つの課題に対応している。第 3章以下の実証部分では、まず

（1）について、体制転換期に浮上した 3つの分野の改革について、①それぞれの課題、②

そこに関わる政治主体の選好、③その課題をめぐる対立の帰結を順に検討する。その際、

他の改革分野への波及効果についても考察することによって、改革がいかに交錯していっ

たのか、すなわち、「重層的転換」がどのように展開したのかを論理的に解明することを試

みる。これが（2）に当たる。この 2 つの作業を通じてはじめて（3）について論じること

ができるようになる。 

 

表  1-1 既存研究の問題点と本稿の視角  

既存研究 既存研究の問題点 本稿の視角 

政治主体の利益・選好を所与と

した上で政治主体間の権力バ

ランスを分析 

政治主体の利益・選好を固定 (1)  課題ごとに政治主体の選好を整

理し、主体間の相互作用を分析 

「重層的転換」の分析が不十分 (2) 「重層的転換」の展開を論理的に

解明 

大統領権限の強さのみに注目 制度の実態と乖離 (3) (1)と(2)に基づき、政治制度間の関

係を精査 

出典：筆者作成 

 

このようなアプローチを採るため、本稿の議論は、やや複雑なものとならざるを得ない。

なぜなら、複数の問題を同時に取り扱うことになるのと同時に、イシューごとに関与する

主体や対立軸が変化していく過程を辿っていくことになるからだ。例えば、経済改革をめ



20 
 

ぐっては社会階層に応じて形成された政治的連合を中心として、それらの利害対立が調整

されていったのに対し、中央・地方関係をめぐっては、行政区分（連邦構成主体）ごとの

利益の違いが、中央との交渉の中で表明された。そのような対立軸をめぐる主体間の相互

作用が交錯する中で、それがどのような帰結を生み出したのかを丹念に辿っていくことが、

本稿が実証部で行う作業である。 

ただし、細部まで検討すること自体がその目的なのではなく、本稿の目的を達成する上

で、このような複雑なアプローチをとることは不可欠である。その理由をより一般的な形

で明確にしておこう。第一に、既存の制度形成に関する研究は静態的な分析が中心であっ

たのに対し、本稿はより動態的な分析を行う。そしてその際には、物事が起こる順序とそ

のタイミングを重視する。なぜなら、複数の改革が交錯する中で、それぞれの問題が生じ

るタイミングとその連鎖の順序は、その問題の帰結に大きな影響を及ぼすと考えられるか

らだ。こうした点を勘案するためには、個々の問題の対立軸とそれに関与する政治主体の

選好を明確にした上で、これらの政治主体の相互作用の結果や、ある改革課題の他の課題

への波及効果を考察する必要がある。例えば、ソ連崩壊後の新生ロシアにおいて急進的経

済改革が始まったのはなぜかを考えるには、それ以前に改革がどのような状況をもたらし

ていたかを考察する必要があるし、その経済改革がもたらした帰結は、その後体制転換が

どのような経過を辿ったかを見る上でも考察が欠かせない。以上のような考察を加えるこ

とにより、1993年 12月の憲法制定に至るまでの経路を論理的に明らかにすることができる

だろう。 

第二には、複数の改革が交錯する状況が、主体の選択の範囲を限定すること、また、そ

のような状況では主体の選択が予期せぬ結果をもたらしうることを、本稿のアプローチは

示すことができるだろう。既存研究の多くは、それぞれの政治主体は合理的で、他の政治

主体より優位な立場にあれば、自らの利益に即した政治制度を形成できると仮定しており、

それ故に政治主体間の権力バランスを分析し、どの政治主体の選好が形成される政治制度

に反映されたかを考察してきた。これに対し、本稿は 2 つの意味で主体の選択は制約を受

けているという立場を取る。第一に、「重層的転換」過程で複数の改革が交錯していく中で、

主体の選択肢は限定されていく可能性がある。ある有力な政治主体が自らの利益に見合う

政治制度を形成することを望んでいたとしても、複雑な政治過程を経る中で自分の望む選

択を行えなくなる可能性が生じる。第二に、「重層的転換」により複雑化した利益構造の中

で行われる選択は、不確実性が増し、主体の期待と異なる結果をもたらしうる。一般的に、
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憲法は様々な政治制度をパッケージとしているものであるから、そこには多様な主体の利

害が複雑な形で組み込まれている。そのため、その規定が、憲法策定に最も影響力のある

政治主体の「設計」どおりに機能するとは限らない（Horowitz 2002; Pierson 2004）。特に、

複雑な体制転換過程を経験して成立したロシアの政治体制の特徴を理解するためには、こ

のように意図せずに埋め込まれた制度の特徴もより綿密に考察する必要があるだろう。 

以上のように主体の選択に対する制約条件を考察することで、本稿は、既存の制度形成

研究において優勢であった合理的選択論の修正を促す。合理的選択論が採用してきたよう

に、短期的に生じた急激な変化を扱う上ではミクロなレベルでの分析が欠かせないが、同

じレベルでの分析を重ねながら、本稿は合理的選択論とは異なる結論を導く。ここでの試

みは、マクロな構造的要因や主体を取り巻く環境の変化を考慮しながら、主体の限定され

た選択を考察するという意味で、合理的選択論と構造論アプローチの架橋を目指すもので

あり、この点に本稿の方法論的な貢献はあるだろう28。 

ただし、それでもここでの分析の対象は主に政治エリートに限定され、大衆や社会運動

などの分析はかなり捨象されている。このことは、ロシアにおいて大衆や社会の運動が全

く意味を持たなかったことを意味しているわけではもちろんない。しかし、ソ連／ロシア

の体制転換は概して政治エリート主導の「上から」の運動として生じ、社会運動はソ連末

期に一時的に盛り上がったものの、市場経済化に伴い市民生活が混乱する中で市民の多く

は徐々に政治に対する関心を失っていき、権力闘争に明け暮れる政治エリートたちに不信

感を強めていった。そのため、ロシアに新しい憲法体制が成立する上で、「下から」の動き

が与えた影響は非常に限定的なものとならざるを得なかった。このようなことから、本稿

では、中央・地方レベルの政治エリートを主たる分析対象としている。 

なお、本稿が考察の対象とする時期は、ゴルバチョフの改革が始まった 1985年からロシ

ア憲法が成立した 1993年 12月までである。特に、1990年 5月から 1993年 12月までの時

期が議論の中心となる。1990 年 5 月というのは、ロシアに人民代議員大会と最高会議とい

う独自の議会制度が設置され、従来ソ連と部分的に同化していたロシアが、その自立性を

明確にしていく上での大きな転機であった。また、憲法が制定された 1993 年 12 月以降、

ロシア連邦における政治の基本的ルールは確定し、それ以前とは政治の様相が大きく変容

した。そのため、この約 3 年間は、ロシアの政治的発展にとって、その他の時期と区別さ

                                                        
28 比較政治学の3つのアプローチと、その方法論的課題については、Lichbach (1997); Lichbach and 
Zuckerman (2009) を参照。 
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れるべき非常に重要な時期であった。ただし、1991 年末まではソ連が存在していたため、

1990 年から 1991 年末までの時期と、1992 年以降の時期との間では、前提となる条件が大

きく異なった。この点をよく理解するためには、社会主義体制の崩壊とソ連の解体へ向け

た動きが始まる契機となったゴルバチョフによる改革の試みから考察を始める必要がある。

本稿が 1985年から 1993年末という時期に分析の対象を置くのは以上のような理由による。 

 

第2項 構成 

 

以下では、表 1-1に記した（1）から（3）の作業を順に進めていく。第 2章では、（1）の

前提として、まず、旧体制であるソ連の統治機構の特徴を整理し、その体制に潜んでいた

矛盾を明らかにする。そして、旧体制が動揺する中で、なぜ「重層的転換」が生じたのか、

そして、それはいかなるものであったのかを明示する。ここでは、まず、ソ連を「党＝国

家体制」と位置付け、それがどのような特徴を持っていたのか、そして、この体制はペレ

ストロイカ前夜の 1980 年代前半にはいかなる問題を抱えていたのかを論じる。共産党は、

ソ連共産党を頂点として党組織を行政区分（共和国、地方
ク ラ イ

、州、市、区など）ごとに持ち、

末端では職場ごとに初級党組織を設けることによって、1つの大きなピラミッドを形成して

いた。そして、このピラミッド構造は、社会の大部分を覆っており、中央で決定された政

策を遂行する機能も担っていた。すなわち、ソ連では、国家的所有という原則のもとで、

共産党が意思決定を独占し、それに基づく中央集権的な計画経済が全国で遂行されたので

ある。この「党＝国家体制」の下では、共産党が人事権を通じて社会の大部分を支配し、

その支配は政治と経済のかなりの領域に及んだ。また、垂直的構造をもつ党機構を通じて

地域的にも広大な領域をカヴァーしていた。このシステムは、第二次世界大戦直後までは、

大規模な工業化を実現するなど一定の成果をもたらしたが、軍需産業への過剰な依存やシ

ステムの肥大化による効率性の悪化などの問題が、早くも 1960年代から存在しており、シ

ステムへの負荷となっていた。 

続いて、このようにソ連で長らく存在していた問題が、ゴルバチョフの登場によって一

気に表面化し、その後改革の動きが、指導部の当初の意図を超えて体制全体を揺さぶるほ

どの大きな変動に発展していく過程について述べる。1985 年 3 月にソ連共産党書記長に就

任したゴルバチョフは、まず体制内改革として経済改革を開始し、体制の刷新を図った。

しかし、経済改革は既得権益を持つ党及び国家官僚の妨害を受けたため、指導部はこれら
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官僚機構の改革を実施しないことには経済改革の進展は不可能であるという認識を持ち、

1988 年ごろから新たに政治改革に乗り出した。この政治改革は、党機構を中心に存在して

いた従来の垂直的統制の緩和をもたらしたため、政治が多元化しはじめ、今度は各連邦構

成共和国において新たな政治勢力が台頭するようになった。これら共和国エリートは、ナ

ショナリズムを喚起しながら連邦中央からの自立化を要求し、ソ連の中央・地方関係を大

きく揺さぶった。こうして、1990 年ごろまでには、経済分野では行政的＝指令的経済から

市場経済への移行（特に私有化問題）が、政治分野では、共産党に代替する統治機構の創

設と国家の再編という事態が、複雑に絡み合う状況が現出することになったのである。そ

して、これらの問題がいずれも最終的な決着に至らないうちに、ソ連は解体してしまった

ため、上記の問題は各連邦構成共和国に引き継がれていくことになった。以上の点を第 2

章では確認する。 

第 3章から第 5章は、1990年から 1993年までの政治過程を分析するが、そこには 2つの

目的がある。第一の目的は、「重層的転換」過程における各政治主体間の対抗関係の変遷を

整理することであり、第二の目的は、そうした各改革課題がいかに交錯したのかを論理的

に明らかにすることである。これはそれぞれ、表 1-1 の（1）と（2）に対応する。また、

この 3 つの章で「政治主体」として考察の対象となるのは主に、議会内で議員が形成した

政治連合である会派やブロック、各連邦構成主体の利益を代表するために積極的に活動し

た連邦構成主体行政府、そして、1991 年 7 月にエリツィンが就任した大統領、という 3 種

類である。これらの政治主体が、ペレストロイカ以降に生じた様々な問題についてどのよ

うな利益を有していたのか、そして異なる利益を持つ集団間の争いはどのような帰結をも

たらしたのかを考察する。それによって、ある改革の帰結が、社会経済状況及び政治状況

にどのような変化をもたらしたのか、そしてそのことが新たにどのような課題を生じさせ

たのかが明らかになり、「重層的転換」において「改革の交錯」がいかに生じたのかを明確

にすることができるだろう。そして、こうした作業を通じて、政治制度が制度設計者の意

図とは異なる特徴を帯びることになった理由を明らかにする。これは、表 1-1の（3）に相

当するものである。 

第 3 章では、ソ連末期の 1990 年から 1991 年にロシアで生じた問題をめぐる各政治主体

の対抗関係を考察する。第 3 章は、第 2 章と扱う時期が重複しているため、同じ問題を取

り扱うこともあるが、第 2 章がソ連全体の動きを中心に論述するのに対し、この章はロシ

ア内部の動きに焦点を置く。この時期の大きな特徴は、第一に、ソ連で 1988年以降に進め
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られた政治改革の結果として、ロシア共和国でも政治改革が進められたことである。元来、

ロシアには共産党をはじめとして KGB、科学アカデミーなど、他の共和国が保有していた

制度が存在せず、ソ連とロシアの境界は曖昧にされていた29。したがって、ロシアに独自の

政治制度が確立していく過程は、その両者の違いが明確になっていく過程であった。第二

に、上記の過程で、当初は連邦中央の決定に応じて進められた政治改革が、徐々にロシア

独自のものとして自己運動をはじめた。そして、第三に、政治と経済の双方にまたがる問

題が、ソ連とロシアの間の権力闘争の形をとって次々に生じ、この権力闘争が結果的にロ

シアにおいて様々な改革を進展させることになった。このように、この時期は「改革の交

錯」が本格的になった最初の時期であるだけでなく、それがソ連とロシアという 2 つのア

リーナで生じたという非常に特殊な時期であった。 

第 4章は、ロシアが新たな国家としてスタートを切った 1992年の 1年間の政治過程を考

察する。1991年 12月のソ連解体によって連邦再編問題は一時的に鎮静化したものの、エリ

ツィン政権の主導による急進的な市場経済化が始まったことにより、1992 年には政治主体

間の対立が深まっていった。1992 年前半は主に経済改革をめぐる問題が重要な政治イシュ

ーであったのに対し、この年の後半にかけては、経済政策の意思決定をどの機関が担うの

かという統治機構のあり方へと、問題の性質が徐々に変化していった。共産党の一党独裁

が廃止されて間もないこの時期、議会には様々な会派やブロックが作られていたが、この

ように改革の焦点が変化するのにつれて、議会内に形成される連合の形も非常に流動的に

なった。この章では、各ブロックの社会的背景を考察し、それらが各課題についていかな

る利益を有していたのかを示しながら、この時期の政治対立の過程を追う。1992 年後半に

かけて議会内に「反大統領勢力」が拡大していったとする既存研究に対し、一部勢力が「反

大統領」の姿勢を強めていったのは事実であるにせよ、議会全体はむしろ原子化傾向にあ

ったことが、ここでは示される。 

第 5章では、憲法制定に至る最終段階であった 1993年の政治過程を考察する。1993年は、

エリツィン大統領とハズブラートフ最高会議議長が、両者の妥協点を模索して交渉を続け

ながらも権力闘争を過熱させていくという時期であった。エリツィン大統領は、原子化に

より多数派工作が困難になった議会を回避して政治を主導しようとする試みをたびたび見

せた。そのような試みは失敗に終わることもあったが、国民投票での勝利を経て 1993 年 6

                                                        
29 これは、モスクワに 2つの中心が生まれるのをソ連指導部が望まなかったことを反映してい
る。ペレストロイカ末期には、この危惧された事態がまさに現実のものとなった。 
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月に創設した憲法協議会では、私有化の過程で力をつけた連邦構成主体代表者を取り込む

ことによって、自らの権力拡大を憲法草案に盛り込むことに成功した。他方で、連邦制の

問題は大統領の強大な権力とトレードオフの関係になり、エリツィン大統領は連邦構成主

体の要求をある程度受け入れざるを得なくなった。ただし、連邦制をめぐる連邦構成主体

代表者の主張は一致せず、「10月政変」を含む混乱の影響もあり、最終的に採択された憲法

においても、連邦制の内容は非常に曖昧なものになった。第 5 章ではさらに、このような

過程を経て採択された憲法が、いかなる特徴を帯びることになったのかについても検討す

る。 

結論として、第 6 章では憲法制定に至るまでのこれまでの議論をまとめ、ロシアの大統

領制と連邦制の関係性について考察する。既存研究では、この 2 つの政治制度の成立は異

なるものとして説明されてきたが、その形成過程は密接に関わっており、最終的な段階で

両者はトレードオフの関係になった。つまり、「重層的転換」の過程で各主体の利益が流動

化する中で、エリツィン大統領は強い大統領制を導入するためには、非対称な連邦制を認

めざるをえなかった。このことがロシアの統治機構が「二面性」を孕むことになった原因

である。この点を理解することは、1990 年代以降現在に至るまでのロシア政治の展開を考

察する上で非常に大きな意義を持つ。最後に、本稿での体制転換過程の分析が、現在のロ

シアの政治体制を理解する上で持つインプリケーションについて述べる。 

 

第6節 議論の射程と本稿の意義 

 

本稿の意義として、以下の 3 点を挙げることができる。まず、本稿が掲げた問いに答え

ることで、ロシアの政治体制を構成する骨格部分（本稿ではこれを「統治機構」と呼ぶ）

に対する理解を深めることができよう。1990 年代のロシアは、長らく激しいインフレや生

産の低下が続き、国の徴税能力も低かったために、財政は逼迫した状態が続いた。公務員

への給与未払い問題は長らく深刻であり、そのことが官僚の汚職・腐敗を生み出す大きな

要因となった。この問題は、現在でもロシアを蝕み続けている。また、財政悪化は、社会

保障をはじめとする公共サービスの水準の大幅な後退ももたらした。そして、こうした状

況は国民生活の悪化に直結した。ロシアの人口は 1990年代半ばから減少に転じ、男性の平

均寿命が 50歳代になるなど、この問題も現在に至るまで継続している。 

以上のような混乱の原因について、多くの研究は、体制転換を経て成立した新しい政治
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体制における「国家の弱さ」や「統治能力の欠如」を指摘してきた（Linz and Stepan 1996; 

Huskey 1999; Solnick 2000; Herrera 2001; Lynch 2005）。市場経済化を実現するには、国家制度

の確立が必要条件であったにもかかわらず、必要な制度が整備されず、ロシア国家の統治

能力が弱かったことが、一貫性を持った政策の実施や財政の健全化などを妨げたというの

である。従来こうした問題については、エリツィン大統領のパーソナリティや健康状態な

ど、政治制度とは直接関係のない状況的な要因が指摘されることが多かった。しかし、こ

うした問題の根源の 1 つとして、1993 年憲法に規定された大統領制と連邦制の問題がある

と考えられる。つまり、本稿の考察は、「国家の弱さ」の原因を政治制度に内在的な問題と

して捉え直すための視座を提供するものである。1990年代の中央・地方関係は、大統領（及

びその周辺）と連邦構成主体指導者との間の個人的、家産的な関係によって成り立つ部分

が大きかった。それに対して、2000 年に大統領に就任したプーチンは、自らの政策目標と

してこうした関係の脆弱性を危惧し、「垂直的権力」や「法の独裁」の回復を掲げた。具体

的には、連邦制改革をはじめとする中央集権化と与党「統一ロシア」の整備を推し進め、

より安定的な体制の構築と統治の効率化を目指すことになったのである。一般に指摘され

るプーチン政権下でのロシアの「権威主義化」は、このような背景の下で行われたことを

理解する必要がある。次章以降の分析は、このようなロシアの政治体制の発展を見る上で

の適切な出発点を提供する。この点が、本稿がもたらす第一の学術的貢献となるだろう。 

また、以上の点を議論するための方法として、本稿は独自の分析枠組と新たな資料を用

いて、体制転換期の政治過程を捉え直す。ロシアの体制転換は、複数の改革が交錯しなが

ら展開するという「重層的転換」であった。この点を考慮し、ダイナミックな体制転換の

全体像を捉え直す。そしてそのために、従来の研究では十分に検討されてこなかった新た

な資料を利用する。特に、最高会議、憲法委員会、憲法協議会という 3 つの機関は、憲法

制定に至るまでの政治過程においていずれも重要な役割を果たした。これらに関する資料

を新たに検討し、この時期の政治過程を再構成すること、そして複数の改革の連関のあり

方を具体的に提示することが、本稿の第二の意義となる。 

最後に、理論的には次のような意義を持つ。従来、体制転換期の制度形成を扱う研究の

多くは、比較政治学における主流理論である合理的選択論によって説明を試みるものが多

かった。それによると、異なる利益を持つ主体が戦略的に行動し、自己の利益を最大化す

ることを目指した結果として、制度は形成される。したがって、その制度は、それが形成

される時点で最も優位に立つ主体の利益や選好を反映したものとなると推論される。これ
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に対して、本稿は「重層的転換」が起こる中で主体の選択肢は徐々に限定されていき、さ

らに各主体の利益が非常に流動的な状況下での選択は、その選択をした主体の想定と異な

る帰結をもたらしうることを示す。しかも、その帰結を「偶発性」や「複雑性」に帰して

説明するのではなく、先行する政治体制の特徴やそこから生じた体制転換過程を考察する

ことによって、論理的に明らかにする。その意味で、本稿の理論枠組は、主体中心の合理

的選択論と構造論という 2つのアプローチを架橋するものである。
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第2章 ソ連の統治機構とその矛盾 

 

 

本章では、ソ連はいかなる統治機構を有していたのか、そしてその統治機構はどのよう

な過程で破綻をきたし、体制転換と国家の解体に至ったのかを整理する。現在のロシアの

統治機構の特徴を考える際に、旧体制（ソ連）がどのようなものであったか、そしてその

体制の崩壊と国家の解体とは何を意味するのかを理解しておくことは不可欠であるが、そ

の理由を本稿のアプローチに即して述べると、以下のようになる。 

第 1 章で定義したように、政治体制を「政治権力が、社会内で広範な服従を確保し、安

定した支配を持続するときに、それを形づくる制度や政治組織の総体」であると捉えると、

体制転換とは、この「安定した支配」を支える制度や政治組織（統治機構）が運用される

基本的パターンの中で矛盾が顕在化した際に、その改革や根本的な転換を求めようとする

運動であると考えられる。したがって、体制転換過程で生じる政治主体間の対抗関係は、

旧体制の「矛盾」に大きく依存しており、体制転換の帰結として生ずる新たな政治体制と

は、この「矛盾」を争点とする政治主体間の相互作用の結果である。この「矛盾」は、旧

体制を支えてきた「支配の基本的パターン」の中から生じてきたものであるため、「矛盾」

の内容、そしてそれが体制転換に与えた影響を考察するには、まず旧体制における統治機

構の特徴を把握することが必要となる。 

また、旧体制の統治機構は、体制転換過程において政治主体が新たな政治制度を構築し

ようとする中で、主体の選択肢を限定するという意味でも重要である。統治機構内の「矛

盾」の顕在化は、それを解消する必要性を生じさせるが、そのことは、それまでと全く異

なる統治機構が形成されることを必ずしも意味しない。むしろ、旧体制の中で蓄積された

政治エリート間の資源配分や利益関係は、体制転換期における彼らの行動に影響を与える

と考えられる。ただし、ここでは、体制転換後にも旧体制の遺制が残存したという「制度

の経路依存性」を主張したり、「党＝国家体制」という統治機構の特徴が、ロシアに成立し

た新しい統治機構の特徴を決定づけたと主張するわけではない1。そうではなく、旧体制の

特徴が新たな政治体制・国家の成立過程における争点の顕在化の仕方と、その争点をめぐ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

る対抗関係の形成
．．．．．．．．

に重大な影響を及ぼしたと考える。つまり、体制転換期に顕在化した「矛

                                                        
1 本稿は、現在のロシアの政治体制にソ連時代の公式・非公式の制度が残存しているとは、アプ
リオリには考えない。それと同時に、それらが残存する可能性を否定するものでもない。 
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盾」は、当然旧体制の特徴に起因するものであるし、旧体制下での資源の配分や利益関係

が、体制転換における対抗関係の形成にとって重要な役割を果たしたと想定する。そして、

そこで生じた問題がどのように解決されたか、または解決されずに残存したのかという点

は、このような対抗関係における政治主体間の相互作用の結果であると考える。 

したがって、本章での目的は、社会主義体制の崩壊やソ連解体の要因を明らかにするこ

とではなく、次章以降で体制転換過程における政治対立を具体的に分析していく上で、ロ

シアの政治エリートがどのような課題に直面していたのかを整理することにある。第 1 節

では、ソ連の統治機構の特徴と、体制末期に顕在化した「矛盾」がいかなるものであった

かを明らかにする。そして、第 2 節では、1985 年にソ連共産党書記長に就任したゴルバチ

ョフの改革の試みが、いかに体制転換と国家の解体を招き、その過程でロシアはどのよう

な問題に直面することになったのかという点について述べる。 

 

第1節 ソ連の統治機構 

 

一言で「ソ連の解体」と言っても、それは様々な意味を持ちうるが、以下では、社会主

義経済システムからの転換、共産党一党支配の終焉、そしてそれに伴う中央・地方関係の

動揺と国家の解体という局面に着目する。ソ連の解体の大きな特徴は、これらが同時に起

こったという点にあり、そのことは、ソ連という体制の中でこれらが強く連関し、一体と

なっていたことを示している（石井 1995b, 5-6）。逆にいえば、共産党による意思決定の独

占と、共産党の中央集権的構造という条件の下で生じた政治と経済の一体化が、ソ連とい

う体制の中核的な特徴をなしていた。そして、体制を揺るがすような「矛盾」は、当然こ

れらの連関の中で生じた。 

本節では、体制末期に「矛盾」として顕在化したことで改めて確認されることになった

ソ連の統治機構の特徴を整理する。ソ連においては、党機構と国家機構が密接な関係にあ

ったが、以下では、まず、それらの構造的特徴を整理する。続いて、この「党＝国家体制」

がいかなる形で機能していたのか、そしてそこにどのような矛盾が生じていたのかを明ら

かにする。 

 

第1項 「党＝国家体制」の成立とその構造 
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一般的に、旧体制の正統性を否定する革命政府は、国家機構を一から作りかえる必要が

あり、その安定にはある程度の時間を要すると考えられる。10 月革命の担い手であったボ

リシェヴィキもその例外ではなく、ボリシェヴィキは、革命後すぐに一党支配体制を確立

できたわけではなかった。当初のソヴィエト権力は、各地で成立した複数のソヴィエト政

府の寄せ集め的な存在にすぎず、ボリシェヴィキと対抗する立場をとる各地の民族運動に

対しても民族自決原則を尊重せざるを得なかった。ソヴィエト政府に代わり、共産党組織

が統治機構として確立するには時間を要し、その過程では内戦も経験した（Rigby 1990）。 

共産党組織は、内戦が収束したのち、1920 年代を通じて少しずつ都市から農村に拡大し

ていった。そして、1922年 12月に、ロシア、ウクライナ、白ロシア、ザカフカース連邦（グ

ルジア、アゼルバイジャン、アルメニア）の 4 共和国による連邦条約が締結され、ソ連邦

が結成されると、ソ連共産党を頂点に、共和国2、自治共和国（党組織上は州として扱われ

る）、地方、州、自治管区、地区、市というように、行政区画ごとに党組織が設けられ、末

端の初級党組織は職場ごとに作られた。これらは、垂直方向のみに結びつくことで、ソ連

共産党を頂点とした中央集権的構造を形成した（図 2-1参照）。 

すべての党組織は、ビューロー、党委員会といった指導機関を持ち、州レベル以上には

監査委員会、共和国レベル以上には中央委員会と中央監査委員会が設置された。そして、

党全体の活動を指導していたのは、ソ連共産党中央委員会に設けられた政治局と書記局で

あった。政治局は、名目的には中央委員会の委任を受けた事項のみを管轄する機関であっ

たが、実質的には、党における主要な政策決定を執り行っていた。 

それに対し、書記局は元来それほど重要な機関ではなかった。それは、1919 年 1 月に設

置された党中央委員会組織局が、当初は党員の人事を一元的に管理していたためである。

しかし、1922 年 4 月に書記長に就任したスターリンが、党内の権力闘争を通じて情報や人

事権を書記局に集中していくと、書記局は大きな権限を持つ機関となった。共産党による

一党支配体制が確立する中で、党書記局は人事を掌握する分野も拡大していき、ソ連社会

のあらゆる分野において幹部の選抜、教育訓練、人員の配置を行うようになった。そして、

形式的には選挙によって選ばれることになっている代議員やその他のポストは、実質的に

はすべて党の上部機関によって任命されることになった。このように、党による人事権の

                                                        
2 例外的にロシア共和国にだけは 1990年まで党組織が作られなかった。このことは、ソ連とい
う国家の再編が問題となった 1990年以降に大きな意味をもった。この問題については、第 3章
第 1節で詳述する。 
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掌握（ノメンクラトゥーラ制3）は、党が人事を通じて国家及び社会に対して「指導的役割」

を行使するための制度的基盤となり、共産党による支配の中核となると同時に、共産党内

部のヒエラルヒーを保つ上でも中心的役割を果たしていた（上野 1995a, 118-130）。 

 

図  2-1 ブレジネフ時代の共産党・ソヴィエト機構組織図  

 

（出典）地田（2004, 41）を一部修正。 

 

共産党がこのように垂直的で集権的な党機構を持ち、あらゆる分野の人事を一元的に管

理するノメンクラトゥーラ制を基盤としたという点に、「党＝国家体制」の最大の特徴があ

る。塩川（1993, 36）は、この「党＝国家体制」を「単一支配政党が重要諸政策を排他的に

決定し、その政策が国家機関にとって直ちに無条件に義務的となり、かつ党組織と国家機

                                                        
3 ノメンクラトゥーラとは、各級の党委員会が人事を管轄する「職名のリスト」とそのポストに
ふさわしい「候補者リスト」を指し、転じて、そのような任命職にある幹部やエリートなども

意味した。このリストに基づき行われる人事制度が「ノメンクラトゥーラ制」と呼ばれた（上

野 1995a, 102; 地田 2004; Ogushi 2008, Appendix 1）。 

（ロシアを除く） 
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関が機能的にも実体的にもかなりの程度オーヴァーラップしている」と定義した4。また、

リグビー（Rigby 1990, 6）もソ連を「単一組織社会」という概念で分析する上で、（1）社会

活動のすべての領域が、フォーマルな階層組織によって支配・指揮・運営される、（2）共

産党組織が他のすべての組織を単一の組織的総体として統合する、（3）この統合された総

体内部におけるフォーマルな地位が権力、ステイタス、物理的報酬の主要な決定要因であ

るという特徴を挙げている。次項で見るように、以上の点がソ連という政治体制の特徴を

すべて表しているわけではない。ただし、ここで重要なのは、「党＝国家体制」の基本的な

特徴は、（1）集権的構造を持つ党機構が国家と同一化していたこと、そして、（2）それが

経済活動を指揮しつつ、教育・医療など様々なサービスを提供することによって、社会の

大部分を覆っていたことにある、という点である。また、そのようなシステムを維持する

ために、膨大な官僚機構が存在していたことも重要である。 

他方で、憲法でソ連の国家制度における政治的基礎と位置付けられていたソヴィエトは5、

長らく有名無実な存在であることを余儀なくされた。そもそも「ソヴィエト」とは、「会議」

を意味する普通名詞であるが、1905 年の第一次ロシア革命の中ではじめて「労働者の代表

者機関」という意味で用いられて以来、労働者にとって重要な意味を持つ言葉となった。

そして 1917年の 2月革命の際には、各地でソヴィエトが結成され、これらが革命の担い手

となった。もっとも、各地のソヴィエトの実態や役割は一様ではなく、当初はそれぞれが

独自の権力体となることを志向していた。10 月革命後、ソヴィエト組織の整備が行われる

と、ソヴィエトは共産党機構を中心とする集権的な統治機構に組み込まれていく中で実質

的な力を失っていき、「人民権力の象徴」という擬制をまとう存在となった。 

ソヴィエトが実質的な権力を喪失したのは、次の 2 つの理由による。第一に、共産党が

ソヴィエト選挙の候補者選出過程に決定的な役割を持っていたことである。選挙は、共産

党が選出した単独の候補者を信任するのみで、実質的に国民に選択の余地が与えられてい

なかった。第二に、ソヴィエトは、共産党の決定を全会一致で追認するだけの機関と化し

ていた。ソヴィエトは、そのような形式的選挙で選出された代議員から構成されたために、

その独自性を失っていた。ソヴィエト空洞化のこの 2 つの要因は、ペレストロイカ期にソ
                                                        
4 「党＝国家体制」がどの時期に成立したのかという点については、様々な議論がある。塩川（1993, 
77-120）のほかに、溪内（1978）、石井（1981; 1995a; 1995b）なども参照。 
5 例えば、1977年ソ連憲法第 2条では、「ソ連邦における全権力は人民に属する。人民はソ連邦
の政治的基礎をなす人民代議員ソヴィエトを通じて国家権力を行使する。他のすべての国家機

関は人民代議員ソヴィエトの監督の下に置かれ、ソヴィエトに報告の義務を負う」と記されて

いる。 
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ヴィエト（議会）にいかに実質的権力を付与するかという議論の中で、大きな焦点となっ

た。 

 

第2項 「党＝国家体制」の機能 

 

次に、第 1 項で述べた「党＝国家体制」の構造的特徴が、ソ連の中で実際にいかに機能

していたのかを検討しよう。共産党は、共産主義社会の建設というイデオロギーによって

社会を変革することを、第一義的な目標としていた。そして、それを達成する手段として

国家権力を奪取し、中央集権的な組織化を伴う指令経済（行政的＝指令的経済システム）

を採用した。ただし、体制が安定化していく中で、イデオロギー統制の持つ意義は徐々に

減少していき、社会全体に対して共産党が果たす機能は、主に経済の管理、運営に向けら

れるようになった。 

この行政的＝指令的経済システムを運営していく上での前提であったのが、（1）共産党

の意思決定独占、（2）中央集権的計画経済、（3）国家的所有の支配、という 3 つの要素で

あった。そして、ゴスプラン（国家計画委員会）で作成された中央計画が、経済管理機構

のヒエラルヒー（省庁、部局、企業合同）を通じて、多数の義務的指標やノルマなどに分

解されながら、末端企業に下達され、その遂行が義務付けられた。この過程において、各

級党組織は、それを側面から監視するという役割を担っていた（佐藤 2004, 434）。このこ

とからも、前項で記した「党＝国家体制」の集権的構造が、体制の運営において不可欠な

存在であったことが分かる。 

ここでは、「党＝国家体制」の機能として、2 つの点を指摘することができる。第一に、

ソ連の経済は中央でなされる政治的な意思決定に強く依存しており、行政的・指令的に操

作されるものであった。指令を下す中央機関と生産を担う企業との関係は、独立した組織

間の関係ではなく、巨大なヒエラルヒー構造を持つ組織内の
．．．．

関係であった。そのため、こ

の経済システムは政治体制との密接なかかわりあいの中で存在することになった。この「政

治と経済の一体化」は、「党＝国家体制」の大きな特徴であった（佐藤 1975, 118; ブルス 1978, 

第 7章; Bunce 1999b, 22）。 

しかし、中央の意思決定に基づく指令によって、ソ連経済がすべて決まっていたわけで

はない。「党＝国家体制」は全体としては指令の役割が支配的であったが、部分的にはそこ

から逸脱する要素が存在したのである。これが、「党＝国家体制」の 2 つ目の特徴である。
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リグビーは、一般論として、個人の活動の社会的役割を決定し、割当て、調整する機能と

して、慣習、交換、指令という 3 つを挙げ、ソ連ではこの中で指令が最も根本的な要素で

あったが、他の要素も存在していたことを指摘している（Rigby 1990, 9）。交換（市場経済）

に不可欠な貨幣は、ソ連においても不要とはされず、それは指令（計画）を補完する存在

として捉えられた。そして、これと関連して経済の分権化も生じていた。組織化・集権化

を前提とする指令が、慣習や交換の要素で補完されていたということは、組織の部分的分

権性が必要であったということを示している。ノーヴは、これを「集権的多元主義」とい

う用語で表現した。ソ連の経済システムにおいては、中央での計画を担うゴスプランの仕

事や決定が多岐にわたっていたため、かなりの権限が省に移譲されていたし、実際に、ソ

連経済が機能していたのは、中央の計画官が事実上細部の決定をほとんど行わないからで

あった（ノーヴ 1986）。このように、「党＝国家体制」は、基本的構造としては集権的であ

ったが、部分的に分権的傾向を有していた。そして、こうした傾向こそが、ソ連経済を背

面から支えていたのである6。 

それでは、このような分権的傾向とは、具体的にどのようなものであろうか。分権化の

特色や程度は、時期により異なるが、本稿の関心に基づき、ここでは主にペレストロイカ

前に存在していた傾向のみを論じることとする。 

分権的傾向の 1 つは、企業の自立性である。各企業の経営者は、中央が生産課題を作成

する際に、いかに少ない課題を受け取り、与えられた課題の達成を容易にするかに腐心し

た。そのため、経営者は企業の生産能力を上部機関に対して隠し、それを低く見せかけよ

うとした。同時に、課題を超過達成しすぎると、翌年の計画で高い課題を与えられる恐れ

があるので、課題をあまり大幅には上回らないようにも心がけた。経営者と中央との間の

このような情報の非対称性ゆえに、計画は中央から一方的に課されるものではなく、そこ

には一定の交渉の余地が残されることになった。 

企業ごとに設けられた初級党組織は、このような行動指針を持つ企業経営者と協調する

ことに利益を見出した。なぜなら、企業の業績が悪ければ、経営者だけでなく初級党組織

も非難されることになったからだ。こうして、初級党組織は、企業の利益促進のために経

営者と共謀し、党指導部の持つ優先事項にしばしば反するような行動をとった（Rutland 1993, 

48）。また、企業は、従業員に対して住宅、医療をはじめとする多様な社会サービスを提供

                                                        
6 経済体制をめぐる一般的考察及び社会主義体制の基本的特徴を包括的に論じたものとしては、
塩川（1999, 78-130）も参照。 
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する役割も担っていたから、企業の経営者は人々の生活に対して大きな権力を握ることに

なった7。こうして、企業を中心として独自のネットワークが形成されることになった。 

第二には、経済が発展し、「党＝国家機構」が肥大化するにつれ、省庁間・部門間での目

標の食い違いや利益の対立が生じたことを指摘できる（佐藤 1975, 93）。スターリン期以降

のソ連における多元主義の兆候を指摘したハフやラトランドも、党が経済を運営する上で

果たす主要な役割として、省庁間の利害の対立を調整していた点を強調している（Hough 

1971; Rutland 1993）。このように、「党＝国家機構」の巨大なヒエラルヒーの中では、部門間

での目標の食い違いや、国家機関の指令と党機関の指示の重複など、様々な問題が生じた。

そして、その結果として、システムが想定していない、またはシステムから逸脱した行動

が観察され、しかもそうした行動こそがシステムの持続を支えるという逆説的な状況が生

じていた。 

以上のように、ソ連の政治体制においては、共産党の集権的機構が発する指令が、社会・

経済の中核であったことは間違いないが、体制が運営される中では、それにとどまらない

分権的要素も存在していた。 

 

第3項 「党＝国家体制」の矛盾 

 

以上のような構造と機能を有していた「党＝国家体制」は、1929 年に始まった第一次 5

ヶ年計画以降、急速な経済発展をもたらし、ソ連を米国に次ぐ世界第二の工業・軍事大国

にするなど一定の成果を収めた。国内の少数民族を含め貧困は一掃され、非識字者の解消、

普通中等教育の普及、無料医療の発展、科学技術の向上などが達成されたことも、経済発

展の成果であると言えよう。他方で、この経済成長は、重工業部門重視の政策によっても

たらされたものであり、戦後復興期が終わると、早くも経済の不均衡が目立つようになっ

た8。そのため、1960年ごろからは、ソ連経済は製品の質や生産効率といった面で深刻な問

題に直面し、1970 年代後半の第十次 5 ヶ年計画のあたりからは、成長率の低下が顕著にな

った。このように、当初は華々しい成果を挙げたかに見えたが、その背後では、ソ連の経

済システムには重大な「矛盾」が蓄積されていた。そして、ゴルバチョフがソ連共産党書

                                                        
7 国有農場、集団農場においても、人々は都市から離れて集団生活を送るため、農場及びその経
営者に大きく依存していた。 
8 1951年から 1980年までの 5ヶ年計画の平均成長率では、一貫して生産財生産が消費財生産の
伸び率を上回っていた（左治木 1995, 136）。 
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記長として登場する頃には、ソ連経済にとって改革は不可避な状況であった。 

しかし、「党＝国家体制」の内部には、経済的行き詰まりを打開するための改革を妨害す

る要素が存在した。例えば、佐々木（1999a）は、ソ連の経済システムが資源を一元的に管

理するものであったがゆえに、中央のエリートは改革拒絶勢力となり、ソ連の抱えるジレ

ンマが膨れ上がっていった様子を描出している。スターリン期に急激な重工業化を進める

上で構築された国家による垂直型の資源コントロールは、その後工業化の進展という本来

の目的の外に、中央のエリート集団の地位を安定させるものとして再構築されていったた

め、このエリート集団が改革を拒絶する政治勢力となった。そして、国家統合の安定は、

重工業部門の膨張を放置することに立脚するというジレンマを抱えていた。かくして、エ

リート集団の安定のために経済的効率は犠牲にされ、結果として体制に大きな負担を与え

た。 

これに対し、バンス（Bunce 1999b）は、政治と経済の融合だけでなく、党と国家の融合

によって成立した「党＝国家体制」は、大規模な階層的機構の内部で、垂直的にも水平的

にもエリートを分断する作用を持っていた点に着目し、指導者の継承問題、国際環境の変

化などによって政治的機会構造が大きく変化する中で、制度の「自己破壊的（subversive）」

な特徴が顕著になり、システムの上層部の不安定化がシステム全体を不安定化させるとい

う連鎖反応を引き起こしたと論じている。 

以上のように、「党＝国家体制」は、一定の時期までは効果的であり、安定していたかに

見えたが、秘かにその内部に大きな矛盾をため込んでいた。そのような矛盾は、それまで

にも全く認識されていなかったわけではなく、様々な形で改革が試みられてきた。しかし、

ペレストロイカを契機として、それが一気に噴出すると、最終的にシステム全体が崩壊す

るという結果に至ったのである。 

 

第2節 ペレストロイカとソ連の崩壊 

 

本節では、1985年 3月のゴルバチョフ書記長就任から 1991年 12月のソ連邦解体に至る

までの経緯を概観する。特に、ペレストロイカと呼ばれた改革運動の中で、どのような問

題が争点となり、各争点がどのように交錯していったかを明らかにすることが、本節での

議論の中心となる。前節では、共産党を中心に政治と経済が一体化し、人事を中心として

中央が地方を指導することによって、社会活動のほぼすべての領域が、1つの「組織」の内
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部に包摂されていたことが、ソ連の基本的特徴であったという点を確認した。以下に見る

ように、この点は、ペレストロイカ期の政治過程に重大な影響を及ぼすことになった。ほ

とんどの社会領域が 1 つの組織内に包摂されているソ連では、ある問題が改革の俎上に乗

ると、ほかの領域における改革の必要性も顕在化するといった具合に、改革の連鎖が生じ

たのである。 

本節の目的は、個々の争点をめぐりどのような勢力が利害を対立させていたのかという

点を詳細に記述し、体制崩壊とソ連解体の理由を検討することではなく、既存研究の業績

に依拠しながら、改革の連鎖の全体像を明らかにするとともに、ソ連解体後に引き継がれ

る論点がどのように生じ、何が未解決のまま各連邦構成共和国に引き継がれていったのか

を整理することにある。したがって、以下ではソ連とロシア（をはじめとする各連邦構成

共和国）との関係をめぐる論争にも若干言及することになるが、その主張の内容を含め、

より詳細な叙述は次章で行うことにする。 

 

第1項 ゴルバチョフの登場 

 

ソ連経済は、第二次世界大戦直後までは、重工業中心の政策を梃子に大幅な近代化を進

めることに成功した。しかし、1960 年代から製品の質や生産効率といった面での問題が目

立ち始め、1970 年代後半からは、成長率の低下が顕著になっていた。さらに、社会的指標

においても、先進資本主義諸国から立ち後れるようになった。ゴルバチョフの登場は、こ

のような経済的停滞への対応が不可避になった時期に重なったものであった。 

生産効率を好転させるために、過度に中央集権的な経済管理を改めて、企業の自主性を

増大させようとする試みは、ペレストロイカ以前にもフルシチョフや、ブレジネフ時代の

コスィギン閣僚会議議長（首相）によって行われた。しかし、「党＝国家体制」が確立する

中で肥大化した官僚機構には、中央集権的な管理制度の下で多大な利益を得ているエリー

ト集団が存在しており、いずれの改革も彼らの強い抵抗を受けて骨抜きにされていった（左

治木 1995, 147-148; 佐々木 1999a）。特に、フルシチョフの後を受けて共産党第一書記（1966

年に書記長に改称）に就任したブレジネフ体制においては（とりわけブレジネフ自身が病

気になった 1974 年以降）、経済は長期低落傾向を示し、党官僚の腐敗が進行した。この時

期は、後の改革派から、「停滞の時代」と批判されることになる。 

ブレジネフの後を受けて 1982 年 11 月に共産党書記長に就任したアンドロポフは、綱紀
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粛正と労働規律の強化を敢行し、ゴルバチョフを農業部門担当に登用するなど、人事の刷

新にも乗り出した。このように、アンドロポフは、ブレジネフ時代からの転換を図ろうと

する改革志向が強い人物だったことがうかがえる。しかし、アンドロポフはわずか半年で

病気のために執務が困難になり、1984 年には死去したために、実際には新しい政策を打ち

出すには至らなかった。後を継いだチェルネンコは、アンドロポフとは対照的に保守的な

人物で、改革の機運は一時停滞することになった。だが、そのチェルネンコも高齢で病弱

であり、書記長就任後 1 年あまりで死去した。相対的に安定していたブレジネフ期には、

経済が停滞しただけでなくエリートの高齢化も進行しており、1980 年代になると、指導部

の世代交代が求められていた。当時 54歳であったゴルバチョフは、政治局員の中で最も若

く、事態を打開できる新たな指導者として期待され、1985 年 3 月に共産党書記長に就任し

たのである。 

ゴルバチョフは、書記長就任直後から経済改革を進めることになるが、コスィギン改革

とは違い、ゴルバチョフ時代に本格的な経済改革が始まる蓋然性が高まった要因として、

ブラウンは以下の 4 点を指摘している。第一に、ゴルバチョフが党書記長に就任した時に

は、客観的な経済の動態が以前よりはるかに悪化していた。すなわち、経済改革の必要性

が、より強くかつより多くの人に認識されるようになっていたのである。第二に、コスィ

ギンの時代には他に参照すべき改革モデルが存在しなかったのに対し（逆に「プラハの春」

の鎮圧により、改革の機運は削がれていった）、ゴルバチョフの時期までに、中国や東欧で

経済改革の経験が蓄積され、ソ連指導部の改革に対する受け取り方が変化した。実際、1987

年に制定された国営企業法では、ハンガリー型の改革案が採択されることになった。第三

に、改革主導者が首相（コスィギン）ではなく、より権限の大きい共産党書記長であった。

ソ連では、閣僚会議（政府）の権限は相対的に小さく、改革の遂行には共産党指導部の支

持が必要であった。そして第四に、ゴルバチョフの提示したペレストロイカは、コスィギ

ン改革よりも包括的なものであった（ブラウン 2008, 279-285）。ゴルバチョフが、共産党書

記長就任時に改革の全体像をどの程度構想していたのかという点は、議論の分かれるとこ

ろであるが9、客観的な条件に加えて、ゴルバチョフという指導者のリーダーシップが発揮

されうる状況が生じたことが、本格的な改革の実施を準備することになったのである。 

                                                        
9 ブラウンは、ゴルバチョフは経済改革を開始した当時から、政治改革も念頭に置いていたと主
張しているのに対し（ブラウン 2008, 225）、ハフは、ゴルバチョフは経済改革を達成するため
のシナリオをそもそも持っておらず、旧システムの破壊が機能的な市場の出現に必要な条件を

生み出すとすら考えていた可能性があると指摘している (Hough 1997, 105-106)。 
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第2項 ゴルバチョフの経済改革 

 

「加速化」路線 

ゴルバチョフは 1985年 3月に共産党書記長に就任すると、まず経済の「加速化」を課題

として掲げた。1985 年 4 月の党中央委員会総会における報告（「第 27 回ソ連共産党定期大

会の招集と、その準備と実施に関する課題について」）に引き続き、1985年 6月 11日に「科

学技術進歩の加速化の諸問題」と題された党中央委員会の会議で行われた報告において、

ゴルバチョフは「社会経済的発展の加速化」を党及び国民全体の課題であるとしたのであ

る。これは、科学技術振興策と機械工業への投資を集中的に行うことによって、経済成長

の質的な向上を目指すものであった (.%+/01(& 1987, 2%3.2, 251-278)。この路線は、続く 1986

年 2月に開催された第 27回党大会で承認されることになった。 

しかし、重工業への重点的投資を主軸とする改革案は、従来の経済政策のアプローチを

踏襲するものであった。そのため、技術革新、経済成長率上昇のけん引力とはならず、そ

の効果は芳しくなかった。逆に、非効率的な資金利用の蔓延、投資の拡散と未完成建築の

増加など否定的な結果を多く招いた（佐々木 1999a, 162）。加速化路線が失敗に終わると、

それに伴い、「加速化」という言葉も 1988 年ごろまでに使われなくなっていき、改革は別

の形態へと移行していった。 

また、ゴルバチョフの書記長就任と並行して、指導部の世代交代も進んだ。1985 年 4 月

の党中央委総会では、リガチョフ（書記（組織担当）とルィシコフ書記（経済担当）が政

治局員になった。リガチョフは、アンドロポフ時代にゴルバチョフとともに書記に任命さ

れ、ペレストロイカ初期にはイデオロギーや外交も分担し、反アルコール・キャンペーン10

を主導した人物である。ルィシコフは 1982年 11月に書記になり、1985年 9月に首相とな

った。さらに、7 月にはグルジアの党第一書記シェワルナゼが外相になり、12 月にはエリ

ツィンがモスクワ市第一書記に就任するなど、1906年生まれのブレジネフの世代から 1930

                                                        
10 反アルコール・キャンペーンは、ゴルバチョフの初期の経済改革を代表するものであった。
アルコール問題は、ソ連において長らく大きな社会問題であり、飲酒が引き起こす労働規律の

弛緩や犯罪の多発に対する対策が求められていた。反アルコール・キャンペーンは、綱紀粛正

や労働効率の改善を目的として取られた措置であり、その内容からも非常に注目を集めた政策

であった。しかし、国家予算収入の約 14パーセントを占めていた酒税収入の激減、密造酒の増
大とそれに伴う闇経済の活性化など、その弊害も大きく、国民の評価も否定的なものだった。 
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年前後生まれの世代へと、指導部の世代交代が一気に進んだ11。 

以上のように、「加速化」を中心とする初期の経済改革は、反アルコール・キャンペーン

など注目を集めるものもあったが、概して従来の政策アプローチの範疇にとどまるもので

あった。そのため、問題の根本的解決をもたらさないばかりか、行き詰まった経済状況を

好転させることもできなかった。ゴルバチョフ自身も、この時期の経済政策が「誤りであ

り、時間の損失につながった」ことを認めている。ゴルバチョフは、1984 年にはすでに構

造改革の必要性を認識していたが、極度に不安定な経済状態に対する応急処置が必要であ

ったために、従来のアプローチでまず修正を加え、そのあとで本格的な改革に取りかかろ

うと考えていたのだと回想録に記している（ゴルバチョフ 1996, 上巻, 425-426）。しかし、

「従来のアプローチ」は目立った効果を上げられず、経済の混迷が一層深刻化したために、

ゴルバチョフは新たな方向性を模索する必要に迫られた。 

 

経済改革の本格化 

「加速化」という初期のスローガンが徐々に後景に退く中で、新たに「ペレストロイカ12」

というスローガンが頻繁に使われるようになった。そして、それに伴い、改革の方向性に

も変化が見られるようになった。 

経済政策の面では、「加速化」路線に代わり、国営企業以外の経済セクターの創出や企業

経営の自立化といった新たな方向性が志向されるようになり、1986年 11月以降、この点に

関わる法律が次々と制定された。まず、1986年 11月に制定された「個人労働活動に関する

法律13」（以下、「個人労働活動法」）では、従来農業以外では認められていなかった個人の

副業が、29の業種で認められた。また、1987年 1月の合弁企業に関する 2つの閣議決定14で

は、外資の導入が初めて認められることになった。 

                                                        
11 この中では、リガチョフだけが 1920年生まれとやや年長である。 
12 「ペレストロイカ」という言葉自体は、「再建」「建て直し」「改革」などを意味する一般的な
単語であり、当初は体制内改革を示す言葉として用いられていたが、改革運動の展開に伴い、

徐々にその意味は転化していくことになる。 
13 40$%) 555! «6/ 7)87&7890:;)%< =+98%&%< 8(>=(:;)%?=7» // '(8%3%?=7 '(+@%&)%*% 5%&(=0 
555!. 1986. A 47 (2381). 5=.964. 
14 B%?=0)%&:()7( 5%&(=0 ,7)7?=+%& 555! «6 C%+>8$( ?%-80)7> )0 =(++7=%+77 555! 7 
8(>=(:;)%?=7 ?%&3(?=)"@ C+(8C+7>=7<, 3(#89)0+%8)"@ %/D(87)()7< 7 %+*0)7-0E7< 555! 7 
8+9*7@ ?=+0) – 1:()%& 5F'» // 5%/+0)7( B%?=0)%&:()7< B+0&7=(:;?=&0 555!. 1987. A 8. 5=.38. 
B%?=0)%&:()7( 5%&(=0 ,7)7?=+%& 555! «6 C%+>8$( ?%-80)7> )0 =(++7=%+77 555! 7 
8(>=(:;)%?=7 ?%&3(?=)"@ C+(8C+7>=7< ? 910?=7(3 ?%&(=?$7@ %+*0)7-0E7< 7 G7+3 
$0C7=0:7?=71(?$7@ 7 +0-&7&0HI7@?> ?=+0)» // 5%/+0)7( B%?=0)%&:()7< B+0&7=(:;?=&0 555!. 
1987. A 9. 5=.40. 
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さらに、企業経営の自立化という面においては、1987 年 7 月の「国営企業（企業合同）

に関する法律15」（以下、「国営企業法」）の制定（施行は翌年 1 月）が、大きな転機となっ

た。国営企業法によれば、国営企業の活動は、「経済及び社会的経済発展国家計画」ととも

に「完全独立採算制、自己資金調達制の原則」に基づくと定められており、社会主義経済

システムの中での市場メカニズムの部分的摂取（分権化モデル）を目指したものであった。

また、この法律は、勤労者集団総会での企業管理者選出、労働者の自主管理機関の創設な

ども認めており、労働者の自主管理という形式を取り込もうとする意図も見られた。 

1988年 5月には、「ソ連における協同組合に関する法律16」（以下、「協同組合法」）が制定

され、3人以上の市民による協同組合の結成が認められた。協同組合は、自らの生産・財政

活動を独自に計画することができ、生産の拡大、生産性の向上、消費財・サービスの質の

向上、雇用の創出などをもたらすことが期待された。 

このように、ゴルバチョフはまず、労働者の活動範囲を徐々に広げることで、企業経営

の自立化を進めようとした。これら一連の法律は、外資の導入、企業の独立採算制や自己

資金調達制の採用などによる効率の改善及び財政赤字の縮小を目指したものであり、従来

の経済システムから考えると大きな変化であった。 

 

改革の挫折と政治改革への転化 

1987年制定の国営企業法と 1988年制定の協同組合法は、これまで党の決定する計画に応

じて厳しく制限されていた生産活動を一定程度自由化するものであり、従来の経済システ

ムから考えると大きな変化であった。ただし、これらの法律は、その実施が適切に確保さ

れず、その効果は不十分なものとなった。 

法律の実施を妨げた第一の要因は、官僚エリート層からの広範な抵抗であった。国営企

業法の制定過程において、ゴルバチョフは、省庁や党の官僚が改革を阻もうとしているこ

とを改めて認識したと述べているように（ゴルバチョフ 1996, 上巻, 444-447）、フルシチョ

フやコスィギンの改革と同様、ゴルバチョフも改革に対する官僚層の強い抵抗にあった。

第二には、これらの法律は、国家発注や割当については従来どおりの方式を維持したため、

                                                        
15 40$%) 555! «6 *%?980+?=&())%3 C+(8C+7>=77 (%/D(87)()77)» // '(8%3%?=7 '(+@%&)%*% 5%&(=0 
555!. 1987. A 26 (2412). 5=. 385. 
16 40$%) 555! «6 $%%C(+0E77 & 555!» // '(8%3%?=7 '(+@%&)%*% 5%&(=0 555!. 1988. A 22 (2460). 
5=. 355. 
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実質的には国家による介入が残存し、経済の自由化は限定的なものにとどまった17。このよ

うな状況の中で、ゴルバチョフを中心とする指導部は、改革の抵抗勢力たる官僚機構自体

を改革の対象とすべきだという認識を強めた。その結果、1987年後半から 1988年にかけて、

改革の比重は、徐々に経済改革から政治改革へとシフトしていった。 

 

第3項 ゴルバチョフの政治改革 

 

ソヴィエト改革と共産党改革 

1986 年 4 月に起きたチェルノブイリ原発事故をきっかけに、情報公開や言論の自由の象

徴として「グラスノスチ」という言葉が、改革派知識人などに積極的に用いられるように

なった。そして、グラスノスチの進展によって、以前より政治的な言説は活性化した。た

だし、実際の政治過程においては党官僚が大きな権限を持つという状況には変化はなかっ

た。ゴルバチョフは、経済改革を阻害しているのは、既得権益を守ろうとする党・国家官

僚であると考え、経済改革を遂行できる環境を整備するために、官僚機構の権限縮小を中

心とする政治改革に乗り出した。ゴルバチョフがそれまでの指導者と大きく異なった点は、

経済改革の進展を遅らせている大きな原因である政治制度の改革をも射程に入れたという

点にある。そしてそのような改革が可能になったのは、それだけ社会全体に閉そく感が広

まっていたからだとも言える。このように、ゴルバチョフの改革の比重は、1987 年後半か

ら 1988年にかけて徐々に政治改革へと移っていった。 

ゴルバチョフ自身の言葉を借りれば、この政治改革の意義は、「権力を独占的に握ってい

る共産党の手から
．．．．．．．

、憲法でその所有者と規定されている各ソヴィエトの手に
．．．．．．．．

、自由な人民

代議員選挙の手を通じて引き渡すこと」（傍点引用者）（ゴルバチョフ 1996, 上巻, 531）に

あった。実際、政治改革は、共産党改革とソヴィエト改革の 2 つを中心に進められ、前者

から後者へと権力を移譲することが目指された。 

第 1 節で述べたように、ソヴィエト制度は、形式的にはソ連の国家制度の中心に据えら

れていたが、ソヴィエトの代議員選出プロセスを共産党が支配していたために、実質的に

は共産党の決定を追認するにすぎない機関となっていた。1936 年のスターリン憲法制定以

来、ソヴィエト代議員は国民の直接選挙によって選出されることになっていたが、実際に

                                                        
17 ゴルバチョフを批判するいわゆる「改革派」勢力は、この点を根拠にゴルバチョフの改革が
「中途半端」であると批判した。 
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行われる選挙は単独候補者の信任投票であり、その候補者の選抜を共産党が支配していた。

したがって、ソヴィエト改革はまず、複数候補による競争選挙を導入して、真の国民の代

表を選出することを目指した。この点が、ソヴィエト改革の第一の課題となった。しかし、

このようにソヴィエトの代議員を競争選挙で選ぶことが可能になったとしても、ソヴィエ

ト自体の機能を活性化しなければ、この改革の意義は損なわれてしまう。そこで、ソヴィ

エト改革の 2 つ目の課題は、ソヴィエトを党の決定を追認する場から実質的な決定の場へ

と変革することであった。そのため、新たに人民代議員大会を設置し、ソ連最高会議を常

設の立法機関に変革するという構想が示された（人民代議員大会と最高会議については後

述する）。ソヴィエトを党の影響力から切り離し、ソ連邦最高会議を名目的にも実質的にも

国家の最高権力機関とすることが、この改革の眼目であった。 

他方で、共産党改革の課題は以下のとおりであった。ソ連の政治システムの最大の特徴

は、共産党が強い集権構造を持っており、その機構を通じて国家と社会の大部分を党が支

配する「党＝国家体制」を構築していたことにあるが、その要は、ノメンクラトゥーラ制

に基づく党の人事管理にあった。そこで、党改革の第一の課題は、党内被選出ポストの多

選を制限し、かつ党書記選挙に複数候補、秘密投票制を導入して「党内民主化」を徹底す

ることであった。このように党書記選出に競争選挙を導入することは、ノメンクラトゥー

ラ制の廃止を意味するものであったから、当然のことながら党官僚からは激しい抵抗が起

きた。 

党改革の第二の課題としては、党委員会と国家機関・経済機関との仕事を分離し、党の

スリム化を図ると同時に、国家機関の自立性を高めるというものであった。党は、長年経

済運営を担ってきたが、システムが複雑化していく中でその機能は徐々に党にとって重荷

となっていた（Ogushi 2008, 31-32）。また、党による経済管理自体が経済の非効率性の原因

ともみなされていた。したがって、党と国家の分離という課題は、単に党委員会の権力を

相対的に低下させるだけでなく、経済改革を推進するうえでも欠かせないものだとされた。 

このような政治改革の構想が最初に明らかにされたのは、1987 年 1 月の党中央委員会総

会であった。ゴルバチョフは、その場で、党書記選挙を複数候補、秘密投票で行うこと、

地方ソヴィエト選挙に大選挙区制及び競争選挙を導入することを主張し、共産党協議会の

47年ぶりの開催を提案した（.%+/01(& 1987, 2%3.4, 321-324, 360-361）。そして、1988年 5



44 
 

月の「第 19 回全連邦党協議会に向けたソ連共産党中央委員会のテーゼ18」において、共産

党改革とソヴィエト改革を中心としたゴルバチョフの政治改革案が、党中央委員会の総会

決議として採択された。 

こうして、1988年 6月から 7月にかけて開催された第 19回全連邦党協議会において、ソ

連の統治機構の改革が正式に決定された。その意味で、この党協議会はペレストロイカの

重要な転機となった。ここでは、「第 27 回ソ連共産党大会決定の実現経過及びペレストロ

イカの深化に関する諸課題について19」と「ソヴィエト社会の民主化及び政治システムの改

革について20」という 2つの重要な決議が採択され、上述の政治改革構想を具体化した21。 

第一の決議は、省庁改革と党機構縮小の必要性を指摘している。さらに、党機構と国家

機構の機能の分離、各級ソヴィエトの全権性の回復が重要であるとされ、国家の最高権力

機関の改革として、人民代議員大会の招集と、二院制の最高会議の日常的活動が、政治シ

ステムが効果的に機能するための前提条件であるとされた。 

第二の決議では、政治改革の課題がより具体的に提示された。まず、ソヴィエトの改革

としては、（１）各級ソヴィエトの立法、監督、管理機能を強化し、ソヴィエトで決定され

る問題を拡大するとともに、ソヴィエト幹部会及びソヴィエト議長を秘密投票によって選

出すること、（２）民主的方法で選出されるソ連人民代議員大会を国家の最高権力機関とし、

そこから互選されるソ連最高会議を常設の立法、運営、管理機関とすることなどが定めら

れ、ソヴィエトを実質的な決定を行う機関として再編することが目指された。他方で、共

産党の改革としては、これらの改革を遂行する上での社会の前衛としての共産党の役割と、

そこでのレーニン以来の民主集中制原則の重要性が指摘され、そのためには党内の民主化

                                                        
18 2(-7?" J()=+0:;)%*% K%37=(=0 KB55 $ XIX '?(?%H-)0> $%)G(+()E77 // KB55 & +(-%:HE7>@ 
7 +(L()7>@ ?D(-8%&, $%)G(+()E7< 7 C:()93%& JK. 2%3.15 (1985-1988). ,. 1989. 5.595-616. 
19 !(-%:HE7> «6 @%8( +(0:7-0E77 +(L()7< XXVII 5D(-80 KB55 7 -08010@ C% 9*:9/:()7H 
C(+(?=+%<$7» // XIX '?(?%H-)0> $%)G(+()E7> K%339)7?=71(?$0> C0+=77 5%&(=?$%*% 5%H-0, 28 
7H)> – 1 7H:> 1988 *.: 5=()%*+0G71(?$7< %=1(=. （以下、XIX '?(?%H-)0> $%)G(+()E7> KB55と
する）2%3.2. ,. 1988. 5.112-120.  
20 !(-%:HE7> «6 8(3%$+0=7-0E77 ?%&(=?$%*% %/I(?=&0 7 +(G%+3( C%:7=71(?$%< ?7?=(3"» // XIX 
'?(?%H-)0> $%)G(+()E7> KB55. 2%3.2. 5.135-144. 
21 各決議の作成に当たっては部会が組織され、そこで討議が行われたが、この 2つの決議を準
備した部会の議長はいずれもゴルバチョフであった。そのほかに、この党協議会では、「官僚主

義との戦いについて」（!(-%:HE7> «6 /%+;/( ? /H+%$+0=7-3%3» // XIX '?(?%H-)0> $%)G(+()E7> 
KB55. 2%3.2. 5.147-152）、「民族間関係について」（!(-%:HE7> «6 3(#)0E7%)0:;)"@ %=)%L()7>@» 
// XIX '?(?%H-)0> $%)G(+()E7> KB55. 2%3.2. 5.156-160）、「グラスノスチについて」（!(-%:HE7> 
«6 *:0?)%?=7» // XIX '?(?%H-)0> $%)G(+()E7> KB55. 2%3.2. 5.166-170）、「法改革について」
（!(-%:HE7> «6 C+0&%&%< +(G%+3(» // XIX '?(?%H-)0> $%)G(+()E7> KB55. 2%3.2. 5.172-175）と
いう 4つの決議も採択された。 
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が重要であるとされた。党内の民主化としては、これまでの「形式的＝ノメンクラトゥー

ラ的方法」に代わり、党中央委員会に至るまでのすべての党委員会の委員と書記を、複数

候補による秘密投票選挙によって決定することが求められた。さらに、党と国家の機能分

離を進めるうえで、党委員会機関（アパラート）の削減と権限の縮小についても言及され

た22。 

ただし、この決議に記されたような複数候補による秘密投票選挙が、党協議会の後にす

んなりと導入されたわけではなかった。ノメンクラトゥーラ制度によって権力基盤を築き

上げてきた党官僚が、当然のことながらこれに激しく抵抗したため、1989 年 8 月から 9 月

ごろまでは、州レベルの党委員会第一書記と連邦構成共和国党中央委員会第一書記の選挙

はおおむね従来の方式（事実上の任命）によって行われた（上野 1995b, 221; 上野 1999, 

339-381）。だが、徐々に複数候補選挙が導入されていったことも事実であり、従来のノメン

クラトゥーラ制からの大きな転換がなされたことは間違いない。 

 

人民代議員大会の創設 

第 19回党協議会での 2つの決議に示された方針に基づき、1988年 12月に憲法が改正さ

れ、人民代議員大会の創設と最高会議の改革についての法的基盤が整備された。これによ

り、政治改革の柱の 1つであるソヴィエト改革が、実際に始動することになったのである。

そして、1989年 3月にはソ連人民代議員選挙が実施された。 

人民代議員の選挙は、地域選挙区、民族・地域選挙区という 2 種類の選挙区で行われ、

それぞれ 750 名ずつの代表が選出された。この選挙は、従来単独候補で行われていたもの

とは異なり、複数候補が争う競争選挙の実質を備えたものであった。実際、都市部を中心

に有力な地方党幹部が落選するケースも散見され、ソ連の政治史の中で期を画す出来事と

なった。他方で、人民代議員大会は、社会団体（ソ連共産党、労働組合、協同組合、コム

ソモールなど）の代表枠を設け、その枠に全体の 3分の 1（750名）を確保し、団体ごとに

代表が選出された23。こうして、ソ連人民代議員大会は、合計で 2250 名から構成される巨

                                                        
22 1988年 8月から 9月にかけて、党機構の削減が具体化された。そこでは、新たに六つの中央
委員会付属の委員会（$%37??7>）を設置し、これらが部局を監督するという制度が導入され、
党中央委員会書記の地位を相対的に低下させた (Ogushi 2008, 32-53)。 
23 全体の 3分の 1を選挙ではなく社会団体に確保するというこの制度設計は、既存エリートの
流出に伴う過度の混乱を防ぐ意図があった（上野 1995b, 214-215; Remington 2001, 26-30; Ogushi 
2008, 57）。しかし同時に、この制度設計が改革を「遅らせ」る結果を招いたとして、当時ゴル
バチョフの補佐官をしていたチェルニャーエフは批判的であった（チェルニャーエフ 1994, 
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大な最高権力機関となったのである。 

これに対し、最高会議は、人民代議員の互選による 542 名（連邦会議 271 名、民族会議

271名の二院制）から構成された。人民代議員大会が、従来の最高会議と同様に非職業的議

員からなり、基本的に年に 1 度招集されるだけであったのに対し、最高会議は常設の立法

機関として、実質的な意思決定を担うことが想定された。そして、1989 年 5 月に招集され

た第 1回ソ連人民代議員大会において、ゴルバチョフが最高会議議長に選出された。 

人民代議員大会と最高会議という二層構造を持つ議会制度の整備によって、共産党の権

力は相対化され、政治改革は新たな段階に入った。しかし、人民代議員大会は、2000 名を

超え、通常は年に 1 度しか招集されない上に、実質的な審議を行う経験も欠如しており、

非常に非効率であった。また、最高会議も、同じく経験不足であり、かつ政党・会派など

の制度が整備されなかったために、共産党に代わる新たな権力の中心となることは容易で

はなかった。そのため、1990年に入ると、政治改革はさらに新しい局面を迎えた。 

 

憲法第 6条の修正、大統領制導入 

共産党の権力が減退する中で生じた「権力の空白」は、人民代議員大会と最高会議から

なる新しい議会制度では埋めることができなかったため、新たな「権力の中心」として、

大統領制の導入が構想された (Ogushi 2008, ch.3)。また、それとほぼ並行して、共産党の指

導的役割を記した憲法第 6 条を改正する動きも起こった。議会制度改革に続き、大統領制

を導入することで権力分立原則が明確に打ち出され、また、憲法第 6 条の改正によって共

産党以外の政党の活動が公式に認められるというこの 2つの変化は、「党＝国家体制」の統

治機構の根幹が変革されたことを意味するものであった。 

1989 年末の段階で、ゴルバチョフは、憲法第 6 条を改正し、複数政党制を導入すること

には慎重な態度を示していた。しかし、1990 年 2 月の党中央委員会総会では、そこから一

転して（1）党は法的・政治的優位を自認しない、（2）政治的多元主義の発展過程では諸政

党の創設もありうる、（3）ペレストロイカ推進のために広範な権限を備えた大統領制の導

入が考慮されねばならないという考えを明らかにした（木村 2002, 26）。そして、この 2月

総会は、大統領制と複数政党制の導入を含む憲法改正案を記した政治綱領を採択し、続く 3

月の総会で、大統領候補にゴルバチョフが推挙された。続けて、第 3 回臨時ソ連人民代議

                                                                                                                                                                  
216-217）。 
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員大会は憲法改正案を採択し、その後ゴルバチョフを大統領として選出した24。また、この

大会では憲法第 6条を修正し、1990年 7月に開かれた第 28回ソ連共産党大会において、新

しい党綱領が採択され、党規約が改正された。ゴルバチョフは共産党書記長の地位にとど

まり続けたが、以上の過程を経て、共産党を中心とするソ連の統治機構は解体し、大統領

を中心とした統治機構へと変容することになった。 

 

政治改革の意義 

ゴルバチョフは、経済改革を遂行するために既存の統治機構の変革が不可欠であると考

え、「党＝国家体制」の変革を、議会改革と共産党改革という 2つの方向から模索した。ソ

連の中で、ノメンクラトゥーラ制度に基づく候補者指名は、中央が地方党組織の人事を統

制する上で重要な機能を果たしてきたものであり、集権的な統治機構の要であった。その

ため、「党内民主化」の号令とともに中央の指導性が制限され、競争選挙を経た代議員から

成る議会制度を構築したことは、非常に大きな意味をもった。 

また、政治改革は、共産党が管轄する領域を縮小することで、国家機関の自立化を図る

とともに、共産党自体のスリム化も目指していた。このスリム化は、管轄する問題のスリ

ム化（党と国家の分離）であると同時に、中央・地方関係のヒエラルヒーを相対化するこ

とでもあった。したがって、当初は、経済改革に抵抗する党書記局の機能を低下させるこ

とを目的として、「党内民主化」をはじめとする政治改革が始まったが、そのような意図を

こえて、改革は政治の多元化を促し、各共和国に自立的な勢力が伸長する契機を形成する

ことになった（塩川 2007a, 156-157）。 

ゴルバチョフが進めた共産党権力の相対化は、ゴルバチョフ自身の権力基盤を掘り崩す

ものでもあった。そこで彼は、大統領制の導入によって、最高意思決定機関を従来の共産

党政治局から大統領府へと移し、新たな「権力の中心」を設けようとした。しかし、政治

の多元化の中で対抗勢力が予想以上の速さで力をつけ始めた上に（ゴルバチョフ 1996, 上

巻, 610）、ゴルバチョフの側近も政治改革に対する態度が異なったために（上野 1995c, 283）、

権力の移転はなかなかうまく進まなかった25。他方で、連邦構成共和国の政治エリートは、

必ずしも一貫した改革のシナリオを持っていたわけではないが、急速に発言力を拡大した。

                                                        
24 改正された憲法では、最初の大統領は公選ではなく人民代議員大会が選出することになって
いた。 
25 ゴルバチョフ自身に、大統領を中心とした統治機構を制度化しようとする意図があまりなか
ったとする論者もいる（Huskey 1999, 20-25）。 
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彼らは、地方の経済的停滞は中央に責任があり、地方が中央の経済管理の枠組からある程

度自由にならなければ、経済の窮乏化を止めることはできないという見方を表明し、ナシ

ョナリズムを巧みに喚起した。そして、政治制度改革の結果、これら共和国エリートが中

央において共和国の利益を公に要求できる仕組みが生まれると、彼らは中央の政策に対す

る反発をさらに強めていった。停滞する経済状況の活性化として始まったペレストロイカ

は、これまで概して「上から」進められてきたものであったが、これ以降「下から」の動

きも大きな力を持つようになった。つまり、政治改革を経ることによって、各共和国の自

立化要求が強まり、中央・地方関係をめぐる問題が重要な政治イシューとして顕在化する

ことになったのである。 

このようにして、1990 年になると、経済改革、政治改革、そして中央・地方関係の再編

という 3 つの改革課題が交錯する状況が生まれることとなった。次項で述べる連邦制再編

（中央・地方関係の再編）の動きは、このように複数の改革が交錯した状況における、国

家の将来像をめぐる論争であった。そして、それは、多様化する政治勢力に様々な方向か

ら批判を受け、ゴルバチョフが求心力を失っていく時期とも重なっていた。 

 

第4項 連邦制再編問題 

 

連邦中央で政治改革の 1 つの柱として実施された議会改革は、共和国以下のレベルの議

会制度の変容も促した。そもそもソヴィエト制度は、各級ソヴィエトの集合体であったか

ら、この改革がソ連最高会議より下位のソヴィエトをも改革の対象としたのは当然であっ

た。1990 年に各共和国で実施された議会選挙の結果は多様であったが、各共和国にできた

新政権は概して連邦中央に対する自立性拡大を要求した26。1990年 5月に初めて開催された

ロシア人民代議員大会も「国家主権宣言」を採択し、これ以降ソ連法に対するロシア法の

優位を主張するなど、「ロシアの自立化」を求めた27。かくして、1990 年に入ると、連邦制

の再編をめぐる問題、特に新しい連邦条約の策定をめぐる問題が、新たな政治課題として

浮上してきた。 

この連邦条約とは、1922年のソ連樹立に関する条約のことである。10月革命の担い手と

                                                        
26 1990年 3月に、リトアニアが独立回復宣言を採択するなど、最も急進的な動きを見せたのは
バルト 3国であった。 
27 これらの経緯については、次章で詳しく述べる。 
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なったボリシェヴィキは、ただちに旧ロシア帝国領全体を支配できたわけではなく、周縁

部を中心に反革命勢力との内戦や、外国の干渉軍との間の戦いも経験した。そのため、10

月革命後しばらくの間は混沌とした状況が続いていた。このような状況を収束させ、単一

の国家形成のために、ロシア、ウクライナ、白ロシア、ザカフカース連邦の間で締結され

たのが、連邦条約であった。こうして、連邦国家としてのソ連が誕生したのである。ただ

し、ソ連の国家制度が連邦制を採用していたとはいえ、統治機構が中央集権的なものであ

ったことは、既に何度も述べたとおりである。また、「形式において民族的、内容において

社会主義的」というスローガンに示されているように、ソ連において民族問題は解決済み

のものと公式には考えられていた。しかし、ペレストロイカの過程で、言論統制が緩やか

になり政治の多元化が生じる一方で、経済状況は好転しないばかりか、市場経済化政策が

社会に混乱をもたらしたために、各地で民族問題が噴出し、連邦中央に対する不満が高ま

った。このような中で、1922 年の連邦条約を、より分権的な新たな連邦条約に再編すべき

だという考えが強まった。 

各共和国の自立化要求が強まる中、1990 年 3 月に、連邦中央は共産党に代わる新たな権

力の中心として大統領制を導入し、国家の一体性回復を目指していた。しかし、大統領就

任直後から、ゴルバチョフは、連邦共和国の主権とその経済的・政治的自立性の強化、自

治共和国やその他の民族的・領域的地域の地位向上のための措置をとること、そして、現

状に対応した新たな連邦条約を策定することが必要であると述べていた。また、大統領就

任後最初の大統領評議会においても、連邦条約に基づくソヴィエト連邦制の根本的改革を、

優先的な課題として掲げていた（!"#$ %"&'" ()*" +",-.'/01 2007, 140-142）。このように、

連邦中央と連邦共和国の関係再編をめぐる動きは、1990 年に入り急速に活発になり、ゴル

バチョフは一方で大統領制導入により自らの求心力回復を目指しつつも、連邦再編の問題

も無視するわけにはいかなかった。ソ連経済が一向に好転する兆しを見せない中で、ゴル

バチョフは改革派・保守派双方から批判を受けるようになっていたため、連邦再編を梃子

に改革派・保守派双方の連邦維持勢力を取り込もうとした (Remington 2001, 33-35)。かくし

て、4 月に入ると、連邦中央と連邦共和国（及び自治共和国などの自治地域28）との関係を

規定する法律が、ソ連最高会議で次々と制定され29、徐々にではあるが従来よりも分権化が

                                                        
28 連邦共和国内部に、民族的自治地域として自治共和国、自治州、自治管区が存在した。その
多くはロシア共和国内に存在したので、次章以降で見るように、ロシアとロシア内部の民族的

自治地域の関係も大きな政治的争点となった。 
29 それらを以下に列挙する。「市民の民族的平等の侵害とソ連領土の一体性の強制的違反に対す
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推し進められたのである。しかし、共和国の要求の急進化は、こうした連邦指導部の妥協

を上回る速度で進んだ。そのため、一連の法律の制定に対し、それを不服とする共和国（特

にバルト諸国）は一層遠心力を高めていった（塩川 2007a, 60-63）30。 

以上のような状況の中で新連邦条約（5%H-)"< 8%*%&%+: Union treaty）草案の準備は進め

られ、1990 年 11 月の第一次草案公表以来、新たな連邦条約をめぐって交渉が続けられた。

公表された新連邦条約の草案は全部で 4つあるが31、そこでの争点は、大きく 2つに分ける

ことができる。第一には、ソ連をどのような形で再編するのか、特に連邦制（フェデレー

ション）の形にするのか、国家連合（コンフェデレーション）の形にするのかという問題

があった。そこでは、連邦中央と共和国の間の権限区分はもちろんのこと、新しい国名を

いかなるものにするのかという点も、重要な争点であった。第二の争点は、新たな連邦条

約に署名する主体は何であるかというものであった。ソ連の連邦制は、連邦共和国の内部

にも自治共和国などの民族的な自治地域が存在するという「入れ子構造」をしており（ロ

シア共和国自体も連邦制であった）、連邦共和国に加えて、自治共和国も連邦条約の主体に

なれるのかという点が、重要な争点であった。この問題は、内部に多数の自治共和国を抱

えるロシアにとって特に重要であった。なぜならば、ロシアをはじめとする各連邦構成共

和国が「主権」を宣言し、「自決」の権利を主張したのと同様に、その内部の少数民族も自

らの「主権」や「自決」の権利が当然に認められるべきだと主張し始めたからである。こ

のことは、問題を一層複雑なものとした。こうして、連邦中央、ロシア、自治共和国とい

う 3者は、権限獲得のために「3つ巴」の争いを繰り広げることになった32。 

この 2 つの争点をめぐる各政治勢力の対抗関係は、第 3 章で詳しく述べるが、連邦制の

再編をめぐる交渉において大きな転機となったのが、1991 年 3 月に実施された国民投票で

あった。この国民投票は、「対等な主権共和国の刷新された連邦（フェデラーツィヤ）とし

                                                                                                                                                                  
る責任強化に関する法律」（4月 2日制定）、「連邦共和国のソ連からの離脱に関する問題決定の
手続きに関する法律」（4月 3日制定）、「ソ連の地方自治と地方経済の一般原則に関する法律」
（4月 9日制定）、「ソ連、連邦共和国、及び自治共和国の経済関係の基礎に関する法律」（4月
10日制定）、「ソ連諸民族言語に関する法律」（4月 24日制定）、「ソ連と連邦主体の間の権限区
分に関する法律」（4月 26日）、「自身の民族国家的領域の外に居住するまたはソ連内にそうした
領域を持たない市民の自由な民族的発展に関する法律」（4月 26日）。 
30 皆川（1999, 386）は、予想以上の国内環境の変化や政治プロセスでの行動規範の不在ゆえに、
ゴルバチョフの政策は、必然的に対症療法的、部分改革路線になったと評している。 
31 ソ連の新連邦条約草案をめぐる議論については、Kahn 2002; Ross 2002; 森下 2002; 塩川 
2007a; 2007bなどを参照。 
32 この点は、同時期に作成作業が行われていたロシア内の連邦条約締結問題とともに、ロシア
の中央・地方関係の重要な争点であった。この問題については、第 3章で詳述する。 
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てのソヴィエト社会主義共和国連邦（ソユーズ）の維持を必要と考えるか」という設問に

対する国民の意見を問うものであった。この時期までに独立を志向するようになっていた 6

つの共和国（バルト 3 国、グルジア、アルメニア、モルドヴァ）がこれをボイコットした

が、全国で投票率は 80％であり、設問に対する賛成票が 76.4%を占めた。この結果により、

国民の多くはソ連の維持を支持していることが示された。1990年以降、ゴルバチョフの「右

傾化」が顕著になり始めるのと並行して、各共和国指導部は程度の差こそあれ、自立化を

求めて急進的な主張を強めてきたので、連邦中央指導部（ゴルバチョフ）と各共和国指導

部との関係は、少しずつ悪化する傾向にあった。特にエリツィンは、連邦条約締結に向け

た交渉を続けながらも、連邦条約草案に何度も批判を投げかけていた。しかし、この国民

投票の結果を契機に、1991 年 4 月より、国民投票に参加した 9 つの共和国指導部と連邦指

導部との間で、新しい連邦条約締結に向けた本格的な交渉（交渉が行われた別荘地の名称

をとって「ノヴォ・オガリョヴォ・プロセス」と呼ばれる）が始まった。そして、4 月 23

日には、9 共和国首脳とゴルバチョフ大統領との間で合意が成立し（「9 プラス 1 合意」）、

共同声明が発表された。この共同声明は、（1）連邦条約（名称は主権国家条約とされた）

の締結が必要であること、（2）条約締結と新憲法の制定に至るまで、憲法秩序の回復と現

行法の無条件の遵守が必要であることなどを確認するものであった（!"#$ %"&'" ()*" 

+",-.'/01 2007, 224-227）。また、この共同声明は、連邦条約を主権国家の自発的な連合体

を形成するための条約と位置付け、15 共和国全てが調印することを前提としなくなったと

いう点で、共和国に権限を委譲しながら連邦を維持しようとする従来の条約案とは大きく

異なるものであった（中井 1998, 136）。 

その後も連邦条約草案の最終調整が続けられる中で、ゴルバチョフは共和国に対して譲

歩を続けた。最後に残された税制の問題をめぐって、ゴルバチョフ、エリツィン、ナザル

バエフ（カザフスタン大統領）の協議が行われ、その結果、事実上連邦の財源を共和国に

依存させ、連邦の独自財源を否定することが規定された。また、連邦政府の保守派を解任

することなども合意された（塩川 2007a, 67-69）。このように、連邦中央の譲歩によって、

新しい連邦条約は調印を直前に控えるところまで進んだ。 

 

第5項 ソ連の解体 

 

以上のような合意に基づき、連邦条約は 8月 20日に調印される予定であると発表された。
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しかし、調印を目前に控えた 1991 年 8 月 19 日、この連邦条約が連邦中央の権限を削減す

ること、そしてゴルバチョフが自身の再選と引き換えに自分たちの解任に合意したことに

不満を募らせた連邦政府の保守派勢力は、「国家非常事態委員会」を組織し、条約調印の阻

止を目的としたクーデターを企てた。国家非常事態委員会はゴルバチョフに辞任を迫った

が、拒否されたために彼をクリミア半島フォロスの大統領別荘に軟禁した。そして、ゴル

バチョフが健康上の理由で執務の継続が不可能となったため、（国家非常事態委員会のメン

バーの 1人である）ヤナーエフ副大統領が大統領の職務を引き継ぐと発表した。 

これに対して、エリツィン・ロシア大統領は素早く対応し、国家非常事態委員会は非合

法であると宣言して、市民による大規模なデモを先導した。一方、国家非常事態委員会の

足並みは揃わず、首謀者の逮捕によってクーデターはあえなく失敗に終わったため、保守

派勢力は改革を阻止する道を完全に閉ざされた。このクーデターの企ては、連邦政府の中

枢から起こされたものであったので、その失敗により連邦権力は一気に失墜し、首謀者に

より別荘に軟禁されていたゴルバチョフの権威も同じく失墜した。反対に、クーデターを

打倒したエリツィンを中心とする「改革派勢力」が大きくその勢力を拡大した。この「改

革派勢力」の中心をなしていた「民主ロシア」は、クーデターの起きた 8 月 19 日から 22

日までの間に、モスクワの最高会議ビル（「ホワイト・ハウス」）前で大規模なデモを組織

し、その動員能力を示した。このクーデター直後の世論調査では、モスクワ市民の 53％が

「民主ロシア」を支持し（ソ連共産党の支持率は 11％）、ロシア全土でも 40％を越える人々

が「民主ロシア」に対する支持を表明した（Brudny 1993, 153-154）。 

クーデターに対して、いくつかの共和国はそれを静観したり、曖昧な態度を取ったりし

ていたが、その失敗が明らかになると、各共和国は急激にこれに批判的な態度を示し、次々

と独立を宣言した。他方で、1991 年 11 月末までは、一層の分権化（実質的な国家連合化）

の方向で、連邦条約調印に向けた交渉も続けられていた。しかし、ウクライナで 12月 1日

に完全独立論者のクラフチュクが大統領に選出され、同時に行われた国民投票では、投票

総数の 90％以上が独立を支持したことが情勢を決定的にした（中井 1998, 153-156; 木村

2002, 106）。12月 7日から 8日にかけて、ロシア、ウクライナ、ベラルーシの 3共和国首脳

がソ連の消滅と独立国家共同体（CIS）の結成を宣言したことで、ソ連を維持しようという

最後の試みも頓挫した。12月 21日には、バルト 3国とグルジアを除く 11ヶ国が CIS創設

協定議定書に調印したため、ゴルバチョフは大統領を辞任し、最終的にはソ連最高会議共

和国会議が現状を追認するために、12月 26日にソ連の消滅を宣言した。 
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第3節 小括――ソ連解体と残された課題 

 

本章では、まず、「党＝国家体制」の構造的特徴を概観することにより、共産党は中央集

権的な組織原則を有しており、ノメンクラトゥーラ制を梃子に社会の大部分も包摂してい

たこと、そしてそれゆえに、共産党を中心に政治と経済が一体化していたことを確認した。

ただし、国家機構として採用されていた連邦制が全く無意味であったわけでもなく、各地

域は民族エリートの存在とともにある程度の自立性を保持しており、ブレジネフ期には特

にその傾向が顕著になっていた。また、社会経済が複雑になるにつれ、この「党＝国家体

制」はシステムの肥大化に直面し、その中心に位置する共産党にかかる負荷は、徐々に増

大していった。 

かくして、1985年 3月、ゴルバチョフが共産党書記長に就任すると、「党＝国家体制」の

問題点はまず経済システムの問題として認識され、経済改革の実施が掲げられた。ゴルバ

チョフの始めた改革は、当初経済の「加速化」を掲げたが、それは従来の経済政策と大差

ないものであった。しかし、ゴルバチョフが他の指導者と大きく異なったのは、改革が行

き詰まった際に、改革を停滞させる原因にまで改革の対象を広げた点である。このように

して始まった政治改革は、ソヴィエトへの競争選挙導入、共産党機構の改革（党内民主化）、

共産党の指導的役割の廃止、ソヴィエトの議会化と大統領制導入による権力分立原則の採

用など、これまでの「党＝国家体制」を大きく変容させるものであった。さらに、このよ

うな政治改革が進行していくのに伴いヒエラルヒー構造が緩み、中央の統制が弱まると、

政治は必然的に多元化し、改革の当初の意図を越えて、各共和国に中央を批判する勢力が

伸長した。これらの勢力は、各共和国でナショナリズムを喚起しながら、共和国の主権や

独立を求める声を強めていった。こうして、「上からの」改革として始まったペレストロイ

カが、「下からの」動きにも突き動かされるようになったのである。 

他方で、ゴルバチョフにとっては、政治改革によるヒエラルヒー構造の弛緩は、その頂

点に位置する共産党書記長としての自らの権力基盤を掘り崩すことを意味した。そのため、

その後の改革を円滑に進めることは困難になった。権威の低下した共産党書記長に代わる

新たな「権力の中心」として大統領制を導入することには成功したものの（ただし、ゴル

バチョフは共産党書記長の座を辞任することはなかった）、権力基盤が共産党書記局から大

統領府へとスムーズに移行したわけではなく、「権力の空白」状況は埋められないままであ
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った (Remington 2001; Ogushi 2008)。さらに、1990年に入ると、ゴルバチョフは、政治・経

済改革の問題よりも、連邦の維持に傾注せざるを得なくなった。ゴルバチョフは、「連邦の

刷新」という形で各共和国に譲歩しながら新たな連邦条約の締結を目指したが、様々な方

面から批判を受け、国民の間での人気も 1989年の夏頃から急速に低下した。対照的に、こ

の時期各連邦構成共和国のエリートは、巧みにナショナリズムを利用しつつ、ゴルバチョ

フが「保守化」したと喧伝し、発言力を強めていった。共産党という巨大組織に権力が極

度に集中していたソ連で、それに代わる新たな権力の中心が用意されないうちに共産党機

構のヒエラルヒーを否定し、それを解体したことは、結果的にソ連という国家の存在自体

をも危機に陥れた。 

本稿の問題意識に照らし合わせて考える際に重要な点は、以上の過程で噴出した課題が、

ソヴィエト体制の崩壊とソ連という国家の解体によって、すべて解決されたわけではない

ということにある。むしろ、次章以降で述べるように、ペレストロイカ末期に存在した政

治課題の多くは、一部の論点や中心となる政治主体が変わったにせよ、多くの部分がソ連

解体後にまで持ち越され、政治的・経済的権限をめぐってさらに激しい対立を引き起こし

た。したがって、ソ連崩壊後の変動過程は、それ以前と同様複数の争点が交錯し、相互に

影響を与えながら進展することになったのである。このように、争点の多様性とその連関

という特徴は、ソ連という旧体制の特徴に起因するものであり、既存の研究が指摘する「重

層的転換」や「国家性」といった問題は、程度の差こそあれ、旧ソ連諸国の体制転換過程

に共通する問題であると言える。 

また、ソ連／ロシアの体制転換過程のもう 1 つの特徴としては、争点が変わると、そこ

にかかわる政治主体が変わるだけでなく、対立軸も変化するということが挙げられる。あ

る問題については利益を共有していた勢力が、他の問題については選好を異にして分裂し、

かつその選好自体も非常に流動的であるという事態がしばしば観察される。「党＝国家体制」

の下では、共産党以外の政党の結成や活動は禁止され、社会の相当部分が党＝国家に吸収

されていたために、社会的亀裂に応じて利益を代表するような「理念的」な政党が形成さ

れることはなかった。共産党以外の政党や政治組織の結成はソ連末期に認められることに

なるが、ソ連という体制・国家が急激に解体していったために、これらの政党・政治組織

は、組織的にも理念的にも十分に発達したものとはならなかった。そのため、争点となる

べき政治課題が山積した一方で、それを解決すべき政治エリートは激しく離合集散を繰り

返した。 
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次章では、本章でも触れたペレストロイカ末期の各政治争点の交錯を、ロシア共和国と

ソ連中央の関係を踏まえて、より詳しく考察する。ソ連解体後のロシアで政治課題となっ

た諸問題は、この時期に徐々に形成されていき、それはソ連に対してロシア共和国の権限

を拡大していくという対抗関係の中で形成されていった。そして、これらの問題が、互い

に交錯しあいながら、ソ連解体後に新たな対抗関係をもたらしたのである。 
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第3章 ロシアの自立化（1990年～1991年） 

 

 

前章では、経済改革として始まったペレストロイカが、徐々に政治改革と絡み合いなが

ら進展した過程、そしてその中で萌芽した多元的な政治状況が、各共和国の自立化運動へ

と結実し、連邦再編問題をも引き起こした過程を見てきた。本章以降では、焦点をソ連か

らロシアに移し、ロシアでどのような問題が改革の対象となり、その問題に対してどのよ

うな勢力が関与していたか、また、改革の対象となった諸問題がどのように交錯していっ

たかを明らかにする。本章は、ロシアで議会改革が行われた 1990年前半からソ連解体（1991

年 12月）までを分析の対象とする。 

この時期の大きな特徴は、第一に、ソ連で 1988年以降に進められた政治改革の結果とし

て、ロシア共和国でも政治改革が進められたために、従来その境界が曖昧であったソ連と

ロシアの区別が明確化していったということである。元来ロシアには、共和国の名を冠し

た共産党、KGB、科学アカデミーなど、他の共和国が有していた組織が存在しなかった。

これは、ソ連指導部がモスクワに 2 つの中心が生じることを望まなかったことを反映して

いるが、このことがまさに、ロシアがソ連の中核であっただけでなく、ソ連とロシアの境

界自体が曖昧であったことを示している。したがって、1990 年以降にロシアに独自の政治

制度が確立していく過程は、その両者の違いが明確になっていく過程であった1。この過程

は、ロシア共和国内部に目を向けた場合には、政治改革の進行過程として捉えられるが、

ソ連とロシアの関係性に注目した時には、中央・地方関係の再編過程であると考えられる。

このように、この時期は、ソ連とロシアが異なる政治アリーナを構成し、しかも両者の関

係性が大きな問題となった時期であり、その政治過程は不可避的に複雑になった。 

第二の特徴は、上記のようなプロセスが進行する中で、当初は連邦中央の決定に応じて

進められた政治改革が、徐々に連邦中央の意図から離れて、ロシア独自のものとして自己

運動を始めたという点である。また、その過程でロシアの政治主体性が明確に意識される

ようになると、その主導権をめぐって（潜在的には存在していた）亀裂が顕在化し、ロシ

アの政治エリート間にも対立が生じることになった。次章以降で見るように、この問題は

                                                        
1 1990年にロシア共産党が創設されたことも、ソ連とロシアの境界が明確になっていく上で、
象徴的な出来事であった。実際、ロシア共産党の創設について、ゴルバチョフは、それがソ連

にとって「遠心力」となることを懸念する発言をしている（!"#$ %"&'" ()*" +",-.'/01 2007, 
150-154）。 
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ソ連解体後に一層激化し、対立軸自体が複雑な変容を遂げることになるが、そうした政治

対立の端緒をこの時期に見出すことができる。 

第三の特徴は、ロシアは、ソ連という連邦国家における連邦構成主体の 1 つであったと

同時に、ロシア自体も連邦制をとっていたために、ソ連の連邦制再編が政治的争点となる

につれ、ロシアの中央・地方関係についても複雑な問題が生じたということである。ソ連

には、ソ連とロシアという 2 つの連邦制が存在しており、しかもそれらが「入れ子構造」

になっていた。そして、1990 年にロシアで政治改革が進むと、この「入れ子構造」をめぐ

って複雑な対立が生じた。本章で扱う 1990 年から 1991 年にかけて、ロシアは、ソ連中央

に対して権限拡大を要求したが、そのことが飛び火し、ロシア内部の民族的自治地域（主

に民族共和国）も権限の拡大をロシア共和国に対して要求するようになったのである。民

族的自治地域は、ロシアが要求する「主権」や「自決」といった権利は当然自分たちにも

認められて然るべきだと主張した。この「主権」や「自決」といった言葉は、曖昧であり

ながらも強い政治的影響力を持つものとして、様々な集団によって利用された。エリツィ

ンに代表されるロシア共和国指導部は、ソ連との交渉過程で自らの要求が正当であること

を主張するために、一時的にロシア内部の民族地域に対しても権限拡大を容認する態度を

とった。しかし、徐々にその統制が困難になると、逆にソ連中央の指導部がロシア内民族

地域と手を結ぼうと画策するようにもなった。以上のように、この「3つ巴」の争いは、対

立構造が次々と入れ替わりながら進展した。そして、ロシア内部の民族地域の地位や権限

に関する問題は、ソ連解体後にも主たる論争点となって引き継がれることになる。 

以上のことから、この時期は、前章までに見てきた 3 つの改革の交錯が、ソ連とロシア

共和国という 2 つのアリーナにおいてそれぞれ存在するようになった上に、この 2 つのア

リーナは元来境界の曖昧なものであったが故に、両者が互いに影響を与えあうという、極

めて複雑な状況が現出した。前章では、ソ連というアリーナにおける改革の交錯を中心に

述べたので、本章ではロシアというアリーナに焦点を当てつつ、この 2 つのアリーナが交

わっている部分について、より詳細に論じることにする。 

このような議論を進めるための前提条件として、以下ではまず、ソ連の中でロシアはど

のような位置を占めていたのか（第 1節）、そして、ソ連の政治制度改革に準じて進められ

た改革により、ロシアにどのような議会制度が生まれたのか（第 2 節）を概観する。第 3

節以降では、この時期の改革がいかに相互に連関しながら進展したのかを論じる。第 3 節

では、「国家主権宣言」の採択など、ロシアの自立化を一気に推し進めた第 1回人民代議員
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大会を取り上げる。ソ連に対するロシアの権限拡大を宣言したこの「国家主権宣言」は、

それ以降約 1年間の政治と経済の展開にとって決定的に重要な意義を持った。これ以降、「ロ

シアの自立化」を実現することを目指して、ロシア内の諸勢力に一定の協力関係が生じ、3

つの改革分野の政治状況は急激に変化していくことになったのである。こうした展開のう

ち、経済改革の進展については第 4 節で、政治改革の進展については第 5 節で取り上げ、

中央・地方関係の再編については第 6 節で論じる。ここでは、どのような勢力がいかなる

利益を持っていたのか、そして、それらがどのような争点をめぐって対立していたのかを

できる限り明らかにする。最後に、第 7 節において、これら複数の改革がどのように交錯

していったのかを論じ、本章をまとめる。 

 

第1節 ソ連におけるロシアの位置 

 

ソ連は 15の連邦構成共和国からなる連邦国家であったが、ソ連全体の人口の約半分、国

土の 3 分の 2 を占めていたロシアは、その中で特別な地位にあった。それは単に規模の問

題ではない。ロシアは、他の共和国とは異なり、長きにわたり共和国独自の党組織を持た

ず、ロシア内部の行政区分（地方
ク ラ イ

や州など）に設けられた共産党組織は、ソ連共産党に直

接従属しており、多くの国家機関もソ連中央のそれで代替されていた。このことにより、

ある意味ではロシアはソ連邦と一体化し、ロシア革命以来諸民族の「長兄」としてソ連邦

を 1 つの国家としてまとめ上げる役割を果たしてきた。そして、ロシア人の中には、周辺

諸民族に対する支配者意識ないしは優越感が存在していた。他方で、経済的にはロシアは

必ずしも他の共和国を圧倒するような存在ではなかったし、ソ連は公式には諸民族の平等

や国際主義を掲げていたために、「ロシア人支配」が国家制度として確立されたり、積極的

に正当化されたりすることもなかった。つまり、ロシアが連邦を構成する 1 つの共和国で

あるという点は、他の共和国と同じであった。そのため、ロシア人は、他の民族のために

奉仕しているにもかかわらず、自分たちはそれに見合う地位や待遇を受けていないという

不満も抱えていた。このようなことが、ロシア人の中に、支配者意識・優越感と同時に被

害者意識と劣等感を醸成する契機となったのである2。 

そのような特別な地位を占めてきたロシアに、1990 年に入り人民代議員大会という重要

                                                        
2 このような結果として、ロシアには特異なナショナリズムが存在し、体制転換期には深刻なア
イデンティティの分裂を経験した（中井 1998, 23-31; 塩川 2007a, 198-220を参照）。 
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な国家機関が創設されたことは、ソ連とロシアの関係性を考えるうえで重要な転換点とな

った。これ以降、ロシアは人民代議員大会や最高会議を通じて独自の決定を下すようにな

っていき、優越感と劣等感が同居するロシア・ナショナリズムが大いに喚起されるように

なった。また、ロシアの人民代議員大会や最高会議での決定は、ロシアの権限拡大を定め

るものが多かったため、しばしばソ連の決定と相反し、様々な問題を引き起こした。この

ような事情から、この時期のロシアの政治改革は、ソ連中央との権限をめぐる争いと交錯

しながら進んでいくことになったのである。 

 

第2節 ロシア人民代議員大会の創設と議会制度の概要 

 

本節では、この政治制度改革の結果として生まれた議会制度の概要と、その内部で形成

された議員の連合を整理する。また、1990年 5月から 6月の第 1回人民代議員大会で設置

され、それ以降、新憲法制定や現行憲法改正に関する議論を主導する役割を担った憲法委

員会についても簡単に述べる。 

 

第1項 議会制度の概要 

 

ソ連では、ソヴィエト改革の一環として、1988年 12月にソ連人民代議員大会の創設と最

高会議の再編、及び選挙制度の改革を定めた憲法改正が行われたが、これに従い、ロシア

共和国でも 1989年 10月に共和国憲法が改正され 、直接選挙によって選出される人民代議

員大会と、人民代議員の中からメンバーを互選して構成される最高会議という二層構造を

持った議会制度が創設された（図 3-1参照）。ソヴィエト制度は、もともと各級ソヴィエト

の集合体として存在するものであったから、この改革は当然、ソ連最高会議
ソヴィエト

より下位のソ

ヴィエトをも改革の対象とした。連邦構成共和国においてどのような議会制度を採用する

かは、各共和国の判断に任されたが、主に議員の数とその選出方法について相違があった

ものの（表 3-1, 表 3-2 参照）、ロシアはソ連と非常に類似した制度を採用することになっ

た 3。このことからも分かるように、この時期のロシアにおける議会制度改革は、連邦中央

の影響の下で実施されたものであった。 

ただし、ロシアの議会制度とソ連の議会制度との違いを比較してみると、前者の特徴が

                                                        
3 連邦構成共和国のうちで、人民代議員大会を設置したのはロシアだけであった。 
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浮き彫りになる。ソ連人民代議員大会は、地域別選挙区での選挙、民族・地域別選挙区で

の選挙、社会団体枠からの選出という 3 つの区分から、それぞれ 750 名ずつが選ばれ構成

された。それに対し、ロシアでは、社会団体枠は設けられず、地域別選挙区での選出が 900

名、民族・地域別選挙区での選出が 168 名であった。この 2 つの選挙区の定数が非対称な

のは、ソ連では最大民族のロシア人が国民全体に占める割合が約 5 割であったのに対し、

ロシアではロシア人が国民全体の約 8 割を占めており、その分少数民族に割り当てられる

代表数も減少したためと考えられる。ただし、最高会議は共和国会議と民族会議の二院制

であり、前者には地域別選挙区から選出された人民代議員が、後者には民族・地域別選挙

区から選出された人民代議員が 126 名ずつ互選されるため、民族・地域別選挙区から選出

された人民代議員の多くは、最高会議にも参加することになった。 

 

図  3-1 1990年から 1993年のロシア議会の選出方法  

 

出典：筆者作成 

 

表  3-1 ソ連とロシアの人民代議員大会の比較  

 人民代議員数 内訳 

ソ連 2250名 地域：750名 民族・地域：750名 社会団体：750名 

ロシア 1068名 地域：900名 民族・地域：168名  

出典：筆者作成  

 

表  3-2 ソ連とロシアの最高会議の比較  

 最高会議議員数 各院の構成 

ソ連 542名 連邦会議：271名 民族会議：271名 

ロシア 252名 共和国会議：126名 民族会議：126名 

出典：筆者作成 

国民 選挙
人民代議員大会 
（1068名）

互選

最高会議 
（252名） 

共和国会議　民族会
議 
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前章でも記したように、議会制度改革は、従来共産党の決定を追認するばかりであった

ソヴィエトに実質的な権力を与えることを目的としており、これは連邦構成共和国の議会

制度改革においても同様であった。改正されたロシア共和国憲法によると、人民代議員大

会は「国家権力の最高機関」であり、憲法の採択と改正、首相の承認、最高会議の採択し

た法令の取消しなどの権限を排他的に有する機関であった。ただし、人民代議員大会は年

に 1 度の定期大会と必要に応じて開催される臨時大会のみの活動であり、最高会議が常設

の立法機関として機能することになった。 

最高会議は、共和国会議と民族会議の二院制であり、人民代議員の中から互選された 252

名で構成される。両院は同数でかつ同権であるが、どんな国にも該当するような一般的問

題（国家建設、社会・経済的発展、市民の権利・自由・義務など）については、共和国会

議が優先的に審議を行い、民族間の平等や各民族の社会・経済的発展などの問題について

は民族会議が優先的に審議するとされた (2.-"3')4 34560.0) 7"++// 1998, 17)。ただし、

この議会制度が機能していた 1993年秋までの時期に、共和国会議と民族会議が明確に対立

することはほとんどなく、両者の違いは非常に曖昧であった。実際、たいていの審議は両

院合同で実施され、法案等の採決も同時に行われていた。 

 

第2項 人民代議員選挙と議員の連合形成 

 

以上のような制度改革を経て、1990 年 3 月に、ロシアで初めての人民代議員選挙が実施

された。前年に発足したソ連人民代議員大会では、代議員の 3 分の 1 が社会団体枠として

確保されていたが、ロシア人民代議員大会はすべての議席が選挙によって争われ、実際に

複数候補による競争選挙が行われた割合も、ソ連人民代議員大会よりも多かった。 

この選挙を前にして、ソ連人民代議員大会で「地域間グループ」を形成していた「民主

派」の代議員らは、「民主ロシア」という選挙ブロックを組織し、地方ソヴィエト選挙も含

めて活発な選挙キャンペーンを展開した4。その結果、「民主ロシア」ブロックは人民代議員

大会の 30％から 40％を占める勢力となり、同時に選挙が行われたモスクワ市やレニングラ

ード市の人民代議員ソヴィエトでは、過半数を獲得するまでに至った (Remington 2001, 

90-91)。「民主ロシア」が 1990年 1月の創設大会で発表した綱領では、（1）改革を支持しつ
                                                        
4 「民主ロシア」の活動については、Brudny( 1993)を参照。 
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つも、指導部の政治的失敗や経済的誤算に対しては批判的態度を明確にし、独自の代替策

を提示しなければならない、（2）効率的な市場構造の形成だけでなく、市民の生活水準低

下を防止する措置を講じなければならない、（3）ソ連は、共和国がソ連に与えた権限だけ

を行使できるべきであり、そのためにロシア連邦の主権を宣言し、法的にも確定する必要

がある。同時に、この主権は、ロシア連邦内の諸民族の自治とも柔軟に組み合わされなけ

ればならない、といった主張をした（B+(8&"/%+)0> C+%*+0330 «M(3%$+0=71(?$%< !%??77» 

1990）。「民主ロシア」は一般に「改革派」「民主派」として知られた勢力であるが、この綱

領を見ても分かるように政策の具体性には乏しく、その主張は玉虫色であった。 

他方で、人民代議員大会では、「ロシア共産主義者」というもう 1つのグループも形成さ

れた。第 1 回人民代議員大会においては、このグループは 355 名（約 33％）を擁する勢力

であった（2.-"3')4 34560.0) 7"++// 1998, 51）。この「ロシア共産主義者」は、いわゆる

「保守派」が形成したグループであったが、「民主ロシア」と同様にこちらも明確な主張を

持った集団ではなかった。また、ロシア・ナショナリズムを喚起して、ソ連共産党に対し

批判的な態度を取るという点も、「民主ロシア」と共通していた。 

ほぼ同数で拮抗していたこの両者が、第 1 回人民代議員大会における二大勢力となり、

大会の進行を主導した。もっとも、この時期の議会内の連合は、党議が議員の行動を強く

拘束することはなく、緩やかな連合という程度のものであった。どちらも、選挙における

候補者の選出や選挙運動における財政支援を体系的に行ったわけではなく、組織的に未熟

で、所属議員の行動も十分には規制していなかった（Remington 1994, 161-162）。またそれ

と同時に、こうした連合に組織化を進めるインセンティブを与えるような議会規則が未整

備であったことも、議会内の連合が安定しなかった一因である。第 1 回大会当初から、議

会内にはさまざまなグループが形成されてはいたが、議員は複数のグループに所属するこ

とも可能であった。そのような行為を禁止する会派ルールが制定されるのは、しばらく後

になってからのことだった5。 

このように、各グループの凝集度はあまり高いとは言えないものであったが、当時自ら

も代議員であったシェイニスは、「民主ロシア」と「ロシア共産主義者」の社会構成（職種）

                                                        
5 人民代議員大会、最高会議では、議員の間で様々な連合が形成された。また、最高会議の規程
が頻繁に改訂されていたこともあり、議員が組織する連合の形態には様々なものが存在した。

しかし、1991年 10月の最高会議規程改正により、政治的理念に基づき 50名以上の議員が形成
する連合を「会派」と呼び、3つ以上の会派が集合して形成するものを「ブロック」と呼ぶよう
になると、これが議員連合の基本となった（'(8%3%?=7 5D(-80 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5! 7 
'(+@%&)%*% 5%&(=0 !5N5!. （以下、'(8%3%?=7 5OM 7 '5 !5N5!とする）1991. A 44. 5=.1438.）。 
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と政治的志向性には密接な関係があったことを示している。表 3-3 に明らかなように、「ロ

シア共産主義者」の主張に従った投票行動を行っていたのは、最高政治指導部をはじめ高

い役職を持つ人々であったのに対し、下級管理職、労働者、コルホーズ員、知的労働者（技

師、学者、医師など）出身の代議員の投票行動は、「民主ロシア」の主張とおおむね一致し

ていた。そして、中級管理職に就く代議員の投票行動は、ほぼ二分していた。このことは、

それまでの「党＝国家体制」において占めていた地位が高ければ高いほど、「ロシア共産主

義者」を支持するのに対し、そこでの地位が低い者、労働者、知的労働者になればなるほ

ど「民主ロシア」との近親性が高かったことがわかる。 

  

表  3-3 第 1回人民代議員大会における議員の政治的志向性  

 

社会構成（職種） 

投票行動（％） 

「民主ロシア」 「ロシア共産主義者」 

最高政治指導部 4 96 

高級管理職 8 90 

中級管理職 45 51 

下級管理職 74 23 

労働者、コルホーズ員 74 24 

知的労働者 87 11 

出典：P(<)7? 2005, 2%3.1, 277-279. 

 

第3項 憲法委員会の設置 

 

続いて、憲法委員会の組織と活動についても簡単に触れておく。第 1 回人民代議員大会

では、新憲法策定を担う機関として最高会議内に憲法委員会が創設された6。憲法委員会委

員長には、この人民代議員大会で最高会議議長に選出されたばかりのエリツィン、副委員

長にはハズブラートフ最高会議第一副議長が就任し、そのほかに 100 名の委員が選出され

た。当初憲法委員会は各地方出身の代議員によって組織される予定であったが、その大半

をいわゆる「保守派」勢力が占めたために、主要な政治勢力間のバランスを考慮して、法

                                                        
6 B%?=0)%&:()7( 5OM !5N5! «6/ %/+0-%&0)77 K%)?=7=9E7%))%< $%37??77» // '(8%3%?=7 5OM 7 
'5 !5N5!. 1990. A 3. 5=. 24. 
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学者や実務家などの議員が急遽加えられた。これにより、憲法委員会においても、「民主ロ

シア」を中心とする「民主派」と「ロシア共産主義者」を中心とする「保守派」が、ほぼ

同数で均衡することになった (!93>)E(& 2007, 21-22; P(<)7? 2005, 2%3.1, 314-316)。 

また、憲法委員会創設に続いて、人民代議員大会が採択した決定「新憲法草案準備のい

くつかの問題について」では、新憲法の策定に向けて、その基本概念を国民投票に付し、

その投票結果に基づいて憲法委員会が新憲法草案を準備し、これを 1991年 1月の人民代議

員大会に提出するという計画が示された7。 

このような任務を負った憲法委員会は、創設直後から、その内部に設置された作業グル

ープを中心に様々な活動を行った。そして、その活動は、新しい憲法草案を準備すること

にとどまらず、ソ連の連邦条約におけるロシアの地位をめぐる問題の検討や、現行憲法の

改正案の作成にまで及んだ。1990 年後半以降、ソ連の連邦制の刷新が主要な政治課題とな

る中で、新しい連邦条約の締結を目指して交渉が進められていたし、同時に、急激に変化

する状況に現行の法制度を適応させるために、様々な形で憲法を改正する必要にもかられ

ていたが8、憲法委員会はこれらの問題にも対応したのである。他方で、このように事態が

急速に変化していく中で、憲法委員会に与えられた主要な任務である新憲法策定の作業は、

決して計画どおりに進まず、最初の憲法草案が公表されたのは、1990年 11月であった9。 

また、エリツィンは、1991 年 6 月に大統領に就任した際に、最高会議議長を辞任し、最

高会議から離れたが、最高会議の付属機関である憲法委員会委員長の座にはとどまり続け

た。ただし、実態としては、徐々にエリツィンと憲法委員会との間の立場の相違は広がっ

ていった。後に、新憲法草案の内容をめぐって対立が激化していくが、そのことを検討す

る上でこの点についても確認しておく必要があるだろう。 

 

第3節 自立化の始まり 

 

このようにしてロシアに新たに設置された人民代議員大会は、1990年 5月 16日から 6月
                                                        
7 B%?=0)%&:()7( 5OM !5N5! «6 )($%=%+"@ &%C+%?0@ C%8*%=%&$7 C+%($=0 K%)?=7=9E77 !5N5!» 
// '(8%3%?=7 5OM 7 '5 !5N5!. 1990. A 4. 5=.57. 
8 この時期のロシア共和国憲法は、1978年に制定されたものであった。ロシア人民代議員大会
の新設と最高会議の改革を定めた 1989年の改正をはじめとして、それ以降この憲法は頻繁に改
正が重ねられることになった。 
9 Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !%??7<?$%< N(8(+0E77. K%)?=7=9E7%))0> $%37??7>: 
?=()%*+033", 30=(+70:", 8%$93()=" (1990-1993 **.).（以下、Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N.
とする）2007. 2%3.1. 5.597-663. 
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22 日まで第 1 回大会を開催した。この大会は、新しい議会制度の下での最初の大会であっ

たので、その後の展開を方向付ける様々な問題が議論され、決定された。本節では、その

中でも特に論争的であり、その後の経過にとって重要な意味を持った最高会議議長の選出

と、「国家主権宣言」の採択という 2つの問題を取り上げる。 

 

第1項 最高会議議長の選出 

 

第 1 回人民代議員大会では、5 月 24 日から最高会議議長の選出が審議された。最高会議

は、日常的な立法活動を担う重要な機関となったため、誰が議長として最高会議を主導す

るかという問題は、ロシアの議会が今後進む方向性を規定する上で非常に重要であった。 

議長候補には、エリツィンの他に、モロキン（カザン航空大学上級教官）、ポロスコフ（ソ

連共産党クラスノダール地方委員会第一書記）という 3 名が立候補し、第 1 回目の投票が

行われた。この第 1回投票では、議員総数の過半数（531票）の賛成票を獲得した候補がい

なかったため、エリツィン、ポロスコフの上位 2 名で、改めて決選投票が行われることに

なった。しかし、第 2 回目の投票でも両候補は過半数を獲得できなかった（表 3-4）。その

ため、大会は、再度候補者を立て直して再選挙を行うことを決定した。再選挙には、エリ

ツィンの他に、ヴラソフ（ロシア共和国首相）、ツォイ（ハバロフスクの企業経営者）の 3

名が候補となった。5 月 29 日に行われた再選挙では、エリツィンが過半数をわずかに 4 票

上回り、最高会議議長に選出された（表 3-5）。 

 

表  3-4 第 1回人民代議員大会における最高会議議長選挙（5月 24日）の結果* 

 エリツィン ポロスコフ モロキン 

第 1回投票（賛成／反対） 497／535 473／559 32／1000 

第 2回投票（賛成／反対） 503／529 458／574  

* 議員総数は 1060名、有効投票数はいずれの投票でも 1032票。 

出典：B(+&"< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!, 16 30>-22 7H)> 1990 *%80: 5=()%*+0G71(?$7< 

%=1(=.（以下、B(+&"< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!）1992-1993. 2%3.2. 5.343, 347. 
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表  3-5 第 1回人民代議員大会における最高会議議長再選挙（5月 29日）の結果* 

 エリツィン ヴラソフ ツォイ 

投票結果（賛成／反対） 535／502 467／570 11／1026 

* 議員総数は 1060名、有効投票数は 1037票。 

出典：B(+&"< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 2%3.2. 5.445-446. 

 

このように、最高会議議長選挙は、結果がなかなか確定しなかった上に、最後の再選挙

の結果も、当選したエリツィンが過半数をわずかに上回るという辛勝であった。エリツィ

ンは、ソ連指導部へ痛烈な批判を浴びせることによって大衆的な人気を獲得し、1990 年 3

月の人民代議員選挙では地元スヴェルドロフスクで 80％以上という圧倒的な得票率で当選

していた。エリツィンの側近であったブルブリスによれば、エリツィン支持者を拡大する

ための働きかけは、この人民代議員選挙の前から既に進められていたという（P(<)7? 2005, 

2%3.1, 328-329）。しかし、大会におけるエリツィン個人への支持は、投票を重ねるごとに少

しずつ増加したものの、代議員全体の半数程度にすぎなかった（木村 2002, 45; 上野 2001, 

15-16）。 

他方で、ゴルバチョフは、エリツィンの最高会議議長就任に対する反対の立場を公言し、

この第 1 回人民代議員大会の直後に創設されるロシア共産党の第一書記となる保守派のポ

ロスコフを擁立したが、彼をエリツィンの有力な対抗馬として選挙戦を戦う準備は十分に

できていなかった（P(<)7? 2005, 2%3.1, 302-304; 塩川 2007a, 231）。そのため、最高会議議

長選挙の過程は、「民主ロシア」と「ロシア共産主義者」が拮抗する状況を強く反映する形

となった。しかし、シェイニスによれば、3度目の投票が行われる前に水面下で様々な交渉

が重ねられた結果、党官僚、ソヴィエト、軍の代表の一部やインテリ層が、エリツィン支

持へと立場を変更した（P(<)7? 2005, 2%3.1, 305-306）。このように、最高会議議長選挙の

経過は、第 1 回人民代議員大会が大きく 2 つのグループに分かれていたこと、そしてそれ

にもかかわらず、そのグループは固定化されない流動的なグループであったことをよく表

したものであった。 

 

第2項 国家主権宣言 
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背景と両派の選好 

第 1 回人民代議員大会で、最大の焦点となったのは、ロシアの「主権」をめぐる問題で

あった。この問題は、5 月 21 日から議論が始められ、最高会議議長選挙後もその議論は続

けられた。この「主権」をめぐる問題が、ロシアの最初の人民代議員大会において最も論

争的となった背景には、1988 年ごろから政治改革が進み、政治的多元化が進行して以来、

ソ連各地で民族問題が頻発するようになり、1989 年 9 月の中央委員会総会以降は、連邦全

体の再編も議論され始めていたという事情がある。こうした状況を反映して、他の共和国

と同様に、ロシアでも連邦中央に対する権限拡大の問題が浮上し、「国家主権宣言」が策定

されることになった。 

この問題に対して、「民主ロシア」と「ロシア共産主義者」はそれぞれどのような態度を

とっただろうか。「民主ロシア」は、人民代議員大会が招集される前の 1990 年 3 月から 4

月にかけて、大会における重要課題を記した文書を作成した。そして、その中には「国家

主権宣言」の草案も含まれている10。この草案は、あまり詳細な内容を持つものではないが、

「ロシア共和国内部における、ロシア共和国の憲法と法律の至高性」という記述など、後

に主権宣言にそのまま反映された部分も含んでいた。このように、ロシアの法律がソ連法

よりも優位であることを主張することにより、「党＝国家体制」の中央集権的な支配を相対

化し、ロシアを独自の主体として確立させようとする志向性を「民主ロシア」は持ってい

た。表 3-3に示したように、「民主ロシア」は「党＝国家体制」内部で相対的に低い地位に

就いていた人々から構成されていたので、ソ連指導部と自己を差別化し、旧来とは異なる

統治のあり方を提示することに自己の存在意義を見出していた。 

これに対し、「ロシア共産主義者」の主張は、それとは異なるものであった。彼らの多く

は、「党＝国家体制」で相対的に高い地位に就いていたいわゆる「保守派」であったが、こ

の保守派勢力は、人民代議員大会の招集と同時期にロシア共産党の創設を達成したことで、

ソ連共産党内部のリベラルな改革派とは疎遠になっていた。そのような状況で、彼らは、

共産党を中心とした体制を維持することを前提としつつも、ロシア領内の連邦財産を自ら

の管理下に入れることを緊急の課題としていた（P(<)7? 2005, 2%3.1, 317）。このように、

「ロシア共産主義者」は、「民主ロシア」とは異なる立場からソ連指導部との差別化を模索

しており、「国家主権宣言」にこの財産管理に関する内容を盛り込もうとしたのである。 

                                                        
10 ,0=(+70:" K%)?=7=9E7%))%< $%37??77 /:%$0 «M(3%$+0=71(?$0> !%??7>» // Q- 7?=%+77 
?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.1. 2007. 5.39-50. 
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争点と審議過程 

以上のように、「民主ロシア」と「ロシア共産主義者」は異なる立場に立ちながらも、ロ

シアをソ連から自立化させることを目指すという共通した目標を持って、「国家主権宣言」

の審議に臨んだ。そのため、両者の利益は相反するものではなく、審議においては双方の

立場をいかに統合できるかが大きな焦点であった。しかしそれと同時に、審議過程では、

両派が想定していなかった別の問題も生じることになった。したがって、「国家主権宣言」

をめぐっては 2つの大きな争点に沿って、議論が展開した。 

第一の争点は、ロシアとソ連中央の関係性をめぐる問題であった。そこでは特に、ロシ

ア法の連邦法に対する優位などが記されている第 5 条や、ソ連からの自発的離脱を定めた

第 7条が、非常に重要であり、そのために論争的でもあった。この問題については、「民主

ロシア」と「ロシア共産主義者」の間には、いくつかの見解の相違があった。例えば、前

者に所属する議員が、主権を手にするためには、現行憲法からの逸脱もやむを得ないとい

う発言をしたのに対し、後者は、ソ連が解体することを危惧し、「ソ連の維持に対する不変

の支持」を宣言に盛り込むことを提案した11。その他にも、「国家主権宣言」の内容には直

接は関係ない問題について互いに批判し合うこともあった12。しかし、他方で、ロシアがソ

連から離脱しないという前提のもとで、ロシアの権限を拡大するという一般的方向性、そ

して、ロシア領内の財産をロシアが管理するという点においては、両者の見解は一致して

いた13。かくして、第 5条は過半数（531票）をわずかに 13票上回るという僅差ではあった

が14、採択されるに至った。 

第二の争点は、ロシア内部における中央と地方の関係であった。上述の「民主ロシア」

が作成した「国家主権宣言」案には、ロシア内部の自治地域に関する記述は全くないこと

から、ロシア内部の連邦関係における「主権」をめぐる問題は、事前に十分な準備がなさ

れていなかったことがうかがえる。しかし、「国家主権宣言」の審議では、この問題を規定

している第 9 条をめぐって、議論が最も紛糾した。議論が紛糾した第一の要因は、ソ連を

                                                        
11 B(+&"< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 2%3.3. 5.472-474, 483-485. 
12 例えば、「ロシア共産主義者」の側から、「民主ロシア」の急進的な私有化政策を批判し、国
民の生活水準を保つためには、多様な所有形態を維持することの必要性を訴えるような発言が

あった（B(+&"< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 2%3.1. 5.573-575）。 
13 そのため、審議の過程で、ロシアの主権的権利に反するソ連の法令の施行は、ロシア領内で
停止されるといった非常に急進的な修正案も採択された。 
14 B(+&"< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 2%3.3. 5.512. 
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構成する共和国が、ソ連中央に対して自立化を求める動きが強くなるにつれ、各共和国内

部の民族的自治地域も共和国に対して同等の要求をするようになったことが挙げられる15。

例えば、「国家主権宣言」の第 5 条では、「ソ連の管轄に自発的に委ねられたものを除き、

国家的及び社会的活動におけるあらゆる問題の決定に際しての、ロシア共和国の全権」が

定められているが、これに準じて、民族的自治地域（自治共和国、自治州、自治管区）に

ついても、その領内での「全権」や「自治地域の法律のロシア共和国に対する法律の優位」

を定めることが提案された16。また、自治地域のロシアからの離脱権についても議論された。

このように、第一の争点で採択された内容が、全く同等にロシア内部の民族地域からロシ

ア指導部に向けて提起されたのである。したがって、「主権」をめぐる問題は、ソ連とロシ

アの関係にとどまらず、ソ連、ロシア共和国、その内部地域という三層間の関係をめぐる

ものとなった。 

この問題が紛糾した第二の要因は、領域的行政区分である地方
ク ラ イ

や州が、民族的自治地域

と同等の権限拡大を要求したことにある。ロシアの連邦制は、民族的自治地域（共和国な

ど）と領域的行政区分（地方
ク ラ イ

や州）という異なる種別の行政単位から構成されていたが、

民族的自治地域出身の代議員が、上記のような民族的自治地域の権限拡大を要求する一方

で、地方
ク ラ イ

や州の代議員は、「国家主権宣言」の文言の中に、自らが代表する地域の利益が考

慮されていないことを批判した。さらには、そのような見解の相違状況を危惧して、この

問題を規定する第 9 条を、「国家主権宣言」から削除すべきだという意見も出された17。こ

のように、ロシア人地域である地方
ク ラ イ

や州が、民族的自治地域との同権化を要求する意見を

提出し、ロシアの連邦構成主体間でも見解の相違が生じたために、問題は一層複雑化した。 

この第二の争点をめぐっては、「民主ロシア」、「ロシア共産主義者」という連合形態はほ

とんど意味をなさず、議論は主に行政区分上の立場の違い（ロシア中央、民族的自治地域、

地方
ク ラ イ

・州）に基づいて進められた。そうした中、議事を進行していたエリツィンは、民族

的自治地域と地方
ク ラ イ

・州を併記して、双方の大幅な権限拡大を認めるという妥協案を提示し、

この案は圧倒的な多数で可決された18。そして、その直後に「国家主権宣言」全体に対する

投票が行われ、投票総数 929票のうち 907票が賛成という圧倒的多数で採択された19。 

                                                        
15 共和国内部の民族的自治地域の多くは、ロシア共和国内にあったので、こうした問題は、ロ
シアで最も顕著であった。 
16 B(+&"< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 2%3.4. 5.167. 
17 B(+&"< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 2%3.4. 5.165-170, 215-216, 239-250.  
18 B(+&"< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 2%3.4. 5.250-251. 
19 B(+&"< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 2%3.4. 5.251. 
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このようにして採択された「国家主権宣言」は、ロシア共和国の多民族的な人民
ナロード

が、主

権の担い手であり、自発的にソ連の管轄に委ねられたものを除き、あらゆる問題の決定に

全権を有すること、ロシア領内においてロシアの憲法と法律が至高性を持つこと、そして、

ロシア人民代議員大会は、地方及び州と同様に、自治共和国、自治州、自治管区の権利の

本質的拡大の必要性を是認することなどを定めた。他方で、ロシアは他の共和国とともに

ソ連の連邦条約の下で結集し、他の共和国やソ連の主権的権利を認めることも規定されて

いる。ここでの「主権」や「主権的権利」が、具体的に指す内容は不明確であるが、この

「国家主権宣言」は、ロシアは「刷新されたソ連」を構成する存在であり、ソ連の維持を

前提とする一方で、ソ連に対するロシアの自立性や権限の拡大を主張しているものとまと

められる20。 

「民主ロシア」と「ロシア共産主義者」は、「国家主権宣言」に対して異なる立場に立っ

ていたが、ソ連に対する法的な優位、ロシア領内の財産確保というそれぞれの意図は、ど

ちらも最終的な文言の中に反映された。つまり、この両派の意図の違いは 1 つの文書に組

み込むことが可能であり、そこに両派の妥協点が存在した。最終的に「国家主権宣言」が

圧倒的多数で可決されたということは、この点に関して両者の利益が合致したということ

を示している。最高会議議長選挙に如実に表れたように、ロシア人民代議員大会は、一般

的に「保守派」とされる「ロシア共産主義者」と、「改革派」とされる「民主ロシア」がほ

ぼ拮抗した状態にあったので、「国家主権宣言」をめぐる問題に関しても両派が激しく対立

する可能性はあった。しかし、この問題は、両派の志向性の相違を際立たせる問題ではな

く、両派の共通の「敵」であるソ連中央との関係性を問うものであった。そのため、第 5

条のように、僅差で採択された問題を除けば、おおむね全会一致に近い状況で、この宣言

は採択された。 

また、エリツィンが採択間際に提起した妥協案は、民族的自治地域と地方
ク ラ イ

や州の双方の

要望をある程度取り込むことによって、「国家主権宣言」を成立させる上で重要な役割を果

たした。しかし、他方で、そもそも「主権」という言葉がかなり曖昧に用いられた上に21、

ロシア内部の民族的自治地域と地方
ク ラ イ

・州の「権限拡大」についても、具体的な内容の決定

                                                        
20 M($:0+0E7> 5OM !5N5! «6 *%?980+?=&())%3 ?9&(+()7=(=( !5N5!» // '(8%3%?=7 5OM 7 '5 
!5N5!. 1990 *., A 2. 5=. 22. 
21 例えば、エリツィンは第 1回人民代議員大会の演説において、「主権」は、個人、企業、コル
ホーズ、ソフホーズ、地区ソヴィエト、初級ソヴィエトなどにも認められるべきだと発言して

いる（B(+&"< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 2%3.1. 5.570）。 
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を先送りするものであった。そのため、この問題はこれ以降もロシアの中央・地方関係を

めぐる大きな対立軸となった（塩川 2007b, 21-22）。 

 

意義と影響 

1990年 6月 12日にロシア人民代議員大会で「国家主権宣言」が採択されたことは、ソ連

とロシアの行く末を決定する上で、2つの意味で大きな転機となる出来事であった。それは

第一に、ソ連という国家の中央・地方関係と、ロシアという国家の中央・地方関係が、同

時に政治的課題となり、この 2 つの問題が交錯する契機を形成した22。つまり、ソ連中央、

ロシア、ロシア内地域という 3 つのレベルが、それぞれどの問題に対して管轄権を持つの

かという点が大きな論争点になった。この問題をめぐっては、これ以降、ソ連とロシアと

いう 2つの連邦制を規定する文書として、2つの連邦条約が並行して準備され、新たな中央・

地方関係の構築が目指された（本章第 6節参照）。 

そして第二に、「国家主権宣言」は、その後のロシアの発展に対し、経済的にも政治的に

も大きな影響を及ぼした。経済面では、「国家主権宣言」で規定されたロシア領内の財産の

管轄を法的に確立するために、様々な法律が矢継ぎ早に制定され、国営企業の私有化にま

で事態は進んだ（第 4 節）。政治的には、「ロシアの自立化」を確保するために、ロシアが

独自の政治機構を持ち、自立的な政策決定を可能にすることの必要性が認識されるように

なった。そしてそのために大統領制導入の議論が活発化した（第 5 節）。このように、「国

家主権宣言」を起点として、1990年後半から 1991年半ばにかけて、様々な分野で状況は急

激にかつ大規模に変化した。「国家主権宣言」は、そのような変化を引き起こすきっかけと

なったのである。 

 

第4節 経済的自立化――「法律戦争」と私有化の進展 

 

第 1 回人民代議員大会で採択された「国家主権宣言」は、ロシア国内の財産の占有、利

用、処分の権利を宣言していたが、これに法的根拠を与えるために、ロシア最高会議は 1990

年後半から 1991年にかけて、国内の財産を管理するための様々な法律を採択した。1990年

                                                        
22 ゴルバチョフは、回想録の中で、「国家主権宣言」の内容が異なっていれば、連邦解体を防ぐ
ことは可能であったが、実際に採択された「国家主権宣言」は、それまで連邦中央とバルト 3
国の間で模索されていた努力――改編された連邦体制の中で両者の関係を規定しようとするも

の――を打ち壊すことになったと述べている（ゴルバチョフ 1996, 上巻, 676-677）。 



72 
 

10月には、「ロシア共和国領内におけるソ連機関の法令の効力に関する法律」や「ロシア共

和国の主権の経済的基礎の確保に関する法律」、12月には「ロシア共和国の所有に関する法

律」（以下、「ロシア所有法」とする）、「企業及び企業活動に関する法律」（以下、「ロシア

企業活動法」とする）、そして、1991 年 7 月には私有化に関する 2 つの法律が採択された。

この時期、ソ連でも、同様の法律や、最高会議及び政府の決定が採択されており、ソ連と

ロシア双方が自らの法律の優位性を主張しあう状況が生じた。ソ連とロシアが法的優位を

争い合うこのような状況は、「法律戦争」と呼ばれた。本節では、このように「国家主権宣

言」以降、経済分野で活発化したソ連とロシアの間の権限をめぐる争いが、どのように変

遷したのかをまとめ、私有化をめぐる立法過程をやや詳しく検討することで、この時期の

ロシア内部の各政治勢力の関係性を明らかにする。また、それと共に、「国家主権宣言」以

降の経済改革の進展が、他の改革分野にどのような影響を及ぼしたのかも論ずる。 

 

第1項 500日計画と法律戦争 

 

1988 年以降、連邦中央は政治改革へと改革の重心を移したため、経済改革の進展はそれ

以前と比べるとやや減速したが、1990 年に入り、経済の危機的状況に対する認識が高まる

と、ソ連政府内で経済改革を再び本格化させようとする動きが強まった。まず、アバルキ

ン・ソ連副首相（経済改革担当）は、比較的急進的な市場経済化計画を作成した。しかし、

それとは対照的に、ルィシコフ首相は大胆な経済の自由化を控える計画を提出した。この

ように、ソ連政府内でも改革の方向性についての統一的方針が欠如していた。 

そのような状況で、アバルキンに登用された若い経済学者であるヤブリンスキーらは、

400 日での市場経済への移行を提唱する「400 日計画」を策定した。そして、1990 年 8 月、

ゴルバチョフとエリツィンは作業グループを設置して、ヤブリンスキーの急進的な案を基

礎に、新たに「500日計画」を策定することに合意した。エリツィンはソ連指導部の改革の

テンポが遅いことを盛んに批判していたため、長らくエリツィンとゴルバチョフの関係は

悪化の一途を辿っていたが、突如一時的な協調関係が生まれた。同時期にロシア側でもヤ

ブリンスキー案と同様の改革案作成が進んでおり、ソ連の計画とロシアの計画の衝突をゴ

ルバチョフが恐れたことが、両者の一時的な協調に帰着した（ゴルバチョフ 1996, 上巻, 

734）。このように、共和国が策定する経済政策は実質的意義を持つようになっており、連

邦中央にとってもそれは無視しがたいものであった。この両者の一時的協調の下で、500日
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計画はシャターリンとヤブリンスキーという 2人の経済学者が中心となって策定された。 

ロシア最高会議は、出来上がった 500 日計画をすぐに承認しただけでなく、現在のソ連

政府には計画を実行する能力がないとして、その退陣を要求した。これに対して、ルィシ

コフ・ソ連首相が中心となった政府の経済改革案も策定されていたため、ゴルバチョフは、

この政府案と 500 日計画の一本化を模索した。結局アガンベギャンの下で折衷案が再度作

成されたが、この折衷案は、政府案と 500日計画双方の作成者に不満を残す結果となった。

特にロシア最高会議において、エリツィンら「民主ロシア」勢力は、ゴルバチョフが改革

を遅らせている点を、激しく非難した。他方で、ゴルバチョフは、急進化する「民主ロシ

ア」とソ連政府内の保守勢力との間に挟まれながら、両者のバランスを取ろうと試みた。

しかし、結果的に、そのような態度はゴルバチョフの優柔不断さや「右傾化」の表れであ

るとみなされ、「民主ロシア」のさらなる批判を招くことになった。さらにこれは、これま

での彼の支持層を離反させるきっかけともなった（Hough 1997, 361-372; P(<)7? 2005, 

2%3.1, 407-408; ブラウン 2008, 518-527）。 

こうしてゴルバチョフとエリツィンの一時的協調が結局不調に終わったことで、ソ連と

ロシアの間の対立は再び高まった。特に、ソ連とロシア双方が、それぞれの採択した法律

の優位性を主張し合ったため、この対立は「法律戦争」と呼ばれた。そこで繰り広げられ

たのは、もはやルールに基づく競争ではなく、何が正当なルールなのかをめぐる争いであ

った（塩川 2007a, 239-241）。例えば、1990 年 10 月に採択された「ロシア共和国領内にお

けるソ連機関の法令の効力に関する法律23」は、ソ連機関が定めた法令がロシアの主権に反

している場合は、ロシア最高会議または政府は、その法令の効力を停止できると定め、「国

家主権宣言」の内容を法的に確立しようとしたものだった。また、同月に採択された「ロ

シア共和国の主権の経済的基礎の確保に関する法律24」は、土地や天然資源がロシア国民の

民族的資源であるとし、脱国有化や私有化に関するロシアの法律が採択されるまでは、こ

れらの資産収用に関するソ連のいかなる法令も、ロシア領内での適用は許されないと定め

た。 

さらに 1990 年 12 月には、ソ連で既に制定されている法律とほぼ同じ分野を規定する法

                                                        
23 40$%) !5N5! «6 8(<?=&77 0$=%& %+*0)%& 5%H-0 55! )0 =(++7=%+77 !5N5!» // '(8%3%?=7 
5OM 7 '5 !5N5!. 1990. A 21. 5=.237. 
24 40$%) !5N5! «6 %/(?C(1()77 R$%)%371(?$%< %?)%&" ?9&(+()7=(=0 !5N5!» // '(8%3%?=7 5OM 
7 '5 !5N5!. 1990. A 22. 5=.260. 
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律が 2つ、ロシア最高会議で採択された。第一に、1990年 3月に制定されたソ連所有法25に

対して、ロシア所有法26が制定された。このロシア所有法の特徴は、まず、私的所有が国有、

公有、社会組織所有と並ぶ所有形態の 1 つとして承認されたことが挙げられる。また、天

然資源は当該地域国民の財産だという点は、ソ連所有法、ロシア所有法双方で規定されて

いたが、前者は、全連邦的意義を持つ経済活動に必要な天然資源については、当該地域住

民の同意のもとに、ソ連邦所有になると定められていたのに対し、後者では、このような

規定は除去された。さらに、後者には、具体的な手続きは定められていないものの、前者

にはない私有化に関する条項も含まれている。第二に、1990 年 6 月にソ連最高会議で採択

された「ソ連における企業に関する法律27」（以下、「ソ連企業法」とする）に対して、ロシ

アで「企業及び企業活動に関する法律28」（以下、「ロシア企業活動法」とする）が制定され

た。ソ連企業法も、市場経済への移行を想定し、その過渡期の法的基盤を提供するもので

あったが、ロシア企業活動法は、ソ連企業法よりさらに市場経済化に接近した形で企業の

経営形態を規定し、私有化の経路も示した（加藤 2005, 88-92, 96-99）。そして、1990年 12

月の第 2 回ロシア人民代議員大会では、このような一連の法律制定に基づいた憲法の改正

もなされた29。 

以上のように、ロシア最高会議及び人民代議員大会では、「国家主権宣言」に基づいて、

土地、資源、企業などの管轄を自らのものにするための法律が次々と採択された。それら

は、市場経済へのより革新的な移行を想定し、ソ連の法律で規定されていない問題を法制

化するなどして、ロシア内部の財産の管轄を確保しようとする意図を持つものであった。

「法律戦争」はソ連とロシアの間での中央・地方関係をめぐる争いであったが、それが主

に経済分野（資源・財産の管轄）で展開されたために、この争いが結果的に市場経済化を

促進するという側面があった。 

 

                                                        
25 40$%) 555! «6 ?%/?=&())%?=7 & 555!» // '(8%3%?=7 5D(-80 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& 555! 7 
'(+@%&)%*% 5%&(=0 555!. 1990. A 11. 5=.164 
26 40$%) !5N5! «6 ?%/?=&())%?=7 & !5N5!» // '(8%3%?=7 5OM 7 '5 !5N5!. 1990. A 30. 5=.416. 
27 40$%) 555! «6 C+(8C+7>=7>@ & 555!»// '(8%3%?=7 5D(-80 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& 555! 7 
'(+@%&)%*% 5%&(=0 555!. 1990. A 25. 5=.460. 
28 40$%) !5N5! «6 C+(8C+7>=7>@ 7 C+(8C+7)730=(:;?$%< 8(>=(:;)%?=7» // '(8%3%?=7 5OM 7 '5 
!5N5!. 1990. A 30. 5=.610. 
29 40$%) !5N5! «6/ 7-3()()7>@ 7 8%C%:)()7>@ K%)?=7=9E77 (6?)%&)%*% 40$%)0) !5N5!» // 
'(8%3%?=7 5OM 7 '5 !5N5!. 1991. A 29. 5=.561. 
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第2項 私有化関連法の制定 

 

「国家主権宣言」以降の経済改革をめぐるソ連とロシアの対立において、1つの節目とな

ったのが、1991年 7月に制定された私有化に関する 2つの法律（「ロシア共和国における記

名私有化預金及び口座に関する法律」、「ロシア共和国における国有及び公有企業の私有化

に関する法律」）30の制定であった。社会主義経済システムの下では、生産手段は共有（主

に国有）であったため、市場経済化を進める上で、この国有財産をいかなる形で私有化す

るかという点が、重要な争点となるのは当然であった31。そのため、1990年にはソ連・ロシ

ア双方で様々な法律が制定され、これらの財産の管轄をめぐる問題、そして、その財産の

私有化に関する問題が少しずつ規定されていたが、私有化の具体的方法を規定したこの 2

つの法律の制定が、社会主義経済システムからの転換を推し進める上で大きな転換点とな

ったのである。そこで、以下では、この 2 つの法律が制定される過程での争点を明らかに

した上で、ロシア最高会議内にどのような勢力が存在したのか、そして法案審議の結果は

いかなるものになり、他の改革分野に対してどのような影響を及ぼしたのかを、やや詳し

く見ていく。 

 

背景と争点 

ペレストロイカの過程で、市場経済化が少しずつ進行していたが、前項で記したとおり、

「国家主権宣言」以降、「法律戦争」とも呼ばれるソ連とロシアの対抗関係の中で、それは

加速度的に進展した。そうした中で、私有化関連法案の審議がロシア最高会議で始まった

1991 年 5 月の段階での私有化に関する問題状況は、以下のとおりであった。第一には、国

有企業を私有化すること、すなわち、「生産手段の共有」という社会主義経済システムの根

幹部分を解体・変革すること自体については、ロシア国内で既にコンセンサスが存在して

いた。それゆえに、争点は私有化の具体的方法にあった。特に、ソ連最高会議でも私有化

関連法の審議がほぼ同時期に行われていたため、これより先に法律をできる限り早く成立

                                                        
30 40$%) !5N5! «6/ 73())"@ C+7&0=7-0E7%))"@ ?1(=0@ 7 &$:080@ & !5N5!» // '(8%3%?=7 5OM 
7 '5 !5N5!. 1991. A27. 5=.925; 40$%) !5N5! «6 C+7&0=7-0E77 *%?980+?=&())"@ 7 
39)7E7C0:;)"@ C+(8C+7>=7< & !5N5!» // '(8%3%?=7 5OM 7 '5 !5N5!. 1991. A27. 5=.927. 
31 privatizationには、経営形態の「民営化」と所有形態の「私有化」という 2つの側面がある。
ロシアや他の旧社会主義諸国で行われた privatizationは、後者の側面が強かったので、本稿では
「私有化」という言葉を用いている。 
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させることが、強く求められていた32。第二には、ゴルバチョフの一連の経済改革の結果、

民営企業の創設は段階的に容認されるようになり、小規模な私有化が自然発生的に生じて

いたが、情報を多く持つ党・国家官僚が経済界に転身して国有財産を私物化したり、国有

企業の経営者がそのまま企業の所有者となったりする状況が問題となっていた

（.73C(:;?%) 1993, 35-39; Solnick 1998）。そのため、このような状況を是正するために、私

有化の法的基盤を確立することが必要であるとの認識が共有されていた。これらの理由か

ら、ロシアでは私有化関連法を早急に制定する必要性が高まっていた。 

 

審議過程 

以上のような状況を背景として、ロシア最高会議では、1991 年 5 月から私有化関連法の

審議が始まった33。私有化の具体的方法をめぐっては、「500日計画」の起草者でもあるヤブ

リンスキーが、国有企業の売却を主張して、株式売買の制限も設けずに、私有化をできる

限り市場メカニズムに委ねることを求めたのに対し、マレイ国家財産委員会34委員長やフィ

リッポフ最高会議経済改革委員会委員長は、私有化に社会の広範な層が参加できるように、

小切手（バウチャー）を配布することや、労働者を困窮させないために、彼らの権利を保

護することを主張した35。この主張の背景には、売却による私有化が成功しなかったポーラ

ンドの経験から、迅速に私有化を進めるために、労働者に一定の株式を確保する方法が支

持されたという側面もある（Åslund 1995, 230）。そして、法案は後者の主張を中心に審議が

進められた。 

ただし、マレイとフィリッポフの主張がすべて一致していたわけではない。例えば、マ

レイが売却される株式の 30％を無料で労働者に譲渡することを求めたのに対し、フィリッ

ポフは、無料譲渡には反対していた。だが、このような立場の違いは、エリツィン大統領、

ハズブラートフ最高会議議長なども参加した交渉を経て解消され、マレイ案（政府案）は

撤回される一方で、政府は労働者に対し追加的特権を付与することができるという文言が

追加された36。他方、経済的な平等性が確保されないという立場から、労働者にさらに大き

                                                        
32 2+(=;> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !5N5!. SH::(=(); A 27 5%&3(?=)%*% -0?(80)7> 5%&(=0 
!(?C9/:7$7 7 5%&(=0 O0E7%)0:;)%?=(<. （以下、2+(=;> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !5N5!. 
SH::(=(); A とする）7 30> 1991 *. 5.8-16, 42-46. 
33 法案の審議過程については、Barnes (2001; 2006)を参照。 
34 国家財産委員会は、私有化問題を管轄する行政側の担当部署であった。 
35 2+(=;> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !5N5!. SH::(=(); A 27. 5.8-16.  
36 2+(=;> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !5N5!. SH::(=(); A 36. 2 7H:> 1991 *. 5.23, 67-70. 
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な特権を与えるよう求める意見もわずかにあったが、そうした意図を持つ修正案はいずれ

も否決されており、最高会議内では支持を得られなかった37。このように、私有化の方法に

ついては立場の違いがあったものの、議論の中心にいたヤブリンスキー、マレイ、フィリ

ッポフという 3 人は、いずれも市場経済化を積極的に推進するという立場をとっており、

総じてエリツィンに近い人物が法律策定のイニシャチヴをとっていたと言える。 

成立した 2 つの法律は、これ以降の私有化過程を規定する制度的枠組を提供するもので

あり、ソ連法との対抗関係から迅速な採択が重視されたことからも分かるとおり、ロシア

の自立化が強く意図されていた。そして、それと同時に、これらの法律によって市場経済

化も一層推し進められることになった。その規定によれば、国有財産の一部は無料で国民

に譲渡され、残りは売却されることになった。また、国民が株式購入のみに利用できる記

名私有化口座が設けられ、入手した株式を 3 年間は売却できないが、交換は可能であると

された。さらに、労働者には、投票権のない株式を無料で入手可能（全体の 25％）、及び投

票権のある株式も割引で購入できるという特権が付与されることになった（西村 1993, 

153-155）。この法律に基づき、1992 年には私有化計画が策定され、本格的に私有化が開始

されることになる。 

 

第3項 経済的自立化の影響 

 

「法律戦争」における様々な法律の制定は、「ロシアの自立化」や「ロシアが優位な条件

下での市場経済化」を目指したものであったが、結果的に急進的な市場経済化を促進する

ものとなった。「ロシアの自立化」という目標は、「国家主権宣言」を人民代議員大会が採

択した時と同様、私有化関連法においても「民主ロシア」と「ロシア共産主義者」という

両派の基本的合意を可能にした。このことから、「ロシア共産主義者」にとっても私有化は

必ずしも反対すべき事項では既になくなっていたことが分かる。「保守派」といえども市場

経済化に全面的に反対なわけではなく、国有財産の私有化自体にはこの時期に既にコンセ

ンサスがあった。また、「民主ロシア」にとっては、急進的市場経済化は、自らを「改革派」

と位置付ける上で、社会に訴える力を強く持つものであった。そのため、1991 年 8 月のク

ーデター未遂事件以降、ソ連中央の権威が急激に低下し、ロシアの自立性が確固たるもの

になると、エリツィン政権はまずこの問題に取り組んだ。次章で見るように、1992 年初頭
                                                        
37 2+(=;> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !5N5!. SH::(=(); A 27. C.37-39; A 36. 5.71-72. 



78 
 

から本格化する急進的な市場経済化はこのような背景で進められたものだった。 

経済的自立化の第二の影響としては、これらの法律は事実上の私有化を進行させたため、

本格的な市場経済化が始まる前に、競争条件を不平等なものにしたということがある。「党

＝国家体制」のヒエラルヒー構造は以前から弱まっていたが、ペレストロイカ期に企業の

自主性を強化する動きが強まったことは、そうした統制の弛緩を促進した。党官僚や企業

長層の多くが、このような状況を利用して、国有企業を私物化するために奔走した。この

ように、企業の自立化（事実上は企業長層の自主性拡大）は、市場経済メカニズムの導入

という側面だけでなく、後の国有企業の私物化（ノメンクラトゥーラ私有化）を可能にす

る前提条件ともなったのである（塩川 1999, 419）。そして、このようにして政治的、経済

的に力を付けた勢力は、後の政治に大きな影響力を発揮することになる。「市場経済化」が、

党＝国家による統制の廃止を目指しているとしても、それは必ずしも経済活動の「脱政治

化」を意味しているわけではなく、企業の私有化、私物化をめぐって政治と経済が交錯す

る新たな接点を数多く生み出すことになった。 

 

第5節 政治的自立化――大統領制の導入 

 

「国家主権宣言」以降顕在化した「ロシアの自立化」のもう 1 つの側面が、ロシア内部

の政治改革である。経済改革の場合では、ロシアの法律の優位性を主張することが「法律

戦争」や私有化関連法の進展につながったが、政治制度に関しても、ソ連に対抗するとい

う意図が大統領制導入を促進した。それは、ロシアに新たな権力の中心を設け、自立的な

意思決定を可能にしようとするものであった。大統領制は、ソ連でまず 1990年に導入され、

その後連邦を構成する共和国でも、次々と導入されていた。当然ロシアでこの問題が議論

される際にも、ソ連の大統領制が参考にされた。しかし、1990 年に行われたロシアの議会

改革が、ソ連の議会改革と連動して進んだのとは対照的に、1991 年に入ってからの大統領

制導入は、ロシア内部で独自に計画されたものであった。その意味で、大統領制創設をめ

ぐる政治過程も、「国家主権宣言」以降のロシアの自立化の 1つの重要な帰結であった。そ

こで、以下では、この政治過程を辿りながら、そこにどのような争点が存在したのか、そ

して他の改革に対してどのような影響を及ぼしたのかを検討する。 
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第1項 大統領制の導入 

 

背景 

ソ連で政治改革が進み、ソ連共産党に代わる新たな権力の中心を目指して、ソ連で大統

領制導入が議論され始めた際に、カザフスタン共和国の共産党中央委員会第一書記であっ

たナザルバエフは、「連邦大統領制導入構想と諸共和国の独立性拡大の間の矛盾が既に目立

っており、これを解消するために」各共和国でも同様のモデルを採用すべきだと主張した。

このことを皮切りに、各共和国が手にし始めた自立性を損なわないよう、共和国にも大統

領制を導入することを求める要求が強まった（Ogushi 2009, 5-8）。特に、ソ連人民代議員大

会で「改革派」議員が組織した議員連合である「地域間グループ」が、この動きを主導し

た（ゴルバチョフ 1996, 上巻, 616-617）。 

このように、共和国レベルにおける大統領制の導入は、連邦中央からの「自立化」と大

いに関係を持つものであったが、それはまた「民主化」という政治的スローガンとも密接

に関わるものだった。ペレストロイカ以降、政治改革が進められる上で、「民主化」という

言葉は政治的に重要な意味を持ち、多様な局面で使われた。「民主化」が具体的に何を意味

するのかは曖昧であることが多かったが、それが「党＝国家体制」による集権的統治に対

するアンチテーゼであるという点では一致していた。そこでは、体制の理念としては「平

等」を掲げながらも実質的には長らく垂直的・集権的支配を基本としていた「党＝国家体

制」とは異なり、この「民主化」というスローガンこそが真の「平等」や「参加」を含意

するのだと考えられたのである。そのため、「民主化」というスローガンは、必然的に「党

＝国家体制」からの「自立化」と重なり合うようになった。そして、この「自立化」を達

成するためには、ロシアに連邦中央に対抗する強力な執行権力が必要であると考えられる

ようになったから、「自立化」と表裏一体の関係にある「民主化」も、強力な指導者として

の大統領を希求するという傾向を併せ持つことになった38。このように、後に権威主義的と

しばしば批判されることになる大統領制の導入は、社会全体の「民主化」が喧伝される中

で相応の支持を獲得していた。後述するように、エリツィンは、こうした国民感情を理解

してか、国民投票の機会を大統領制導入のきっかけとして利用した。 

                                                        
38 以上の点に関して、政治的な平等を達成するためには、各市民に権利を与える方法と、誰に
も権利を与えない方法の 2つがあるというトクヴィルの指摘が想起される（トクヴィル 1987, 
（上）, 112-113）。 
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大統領制成立の過程 

大統領制関連法案が起草されるまでの過程をみると、エリツィンがそれを主導していた

ことが明確に分かる。前章で述べたように、1990 年に成立したソ連の大統領制は共産党に

代替する「権力の中心」として機能することに失敗していたが、エリツィンにとって、ゴ

ルバチョフと同等の役職に就くことは、ソ連に対抗する上で必要な手段であった。さらに、

そのポストに直接選挙で選出されることは、自己の正統性を一層高めるはずであった39。こ

のように、ソ連との関係において優位に立つことが、エリツィンが大統領制導入を望む最

大の理由であった40。 

エリツィンは、1990 年 5 月の第 1 回人民代議員大会において最高会議議長選挙に出馬し

た際、選挙前の演説ですでに大統領制を導入することに言及し、大統領選挙を 1991年 5月

までに実施すると発言していた41。また、1990年 12月の第 2回人民代議員大会で採択され

た決定「ロシア共和国の国家機関システムの再編に関する法案準備について42」では、大統

領制導入のために法案を作成することを、最高会議と憲法委員会に求めた。このように、

大統領制導入に向けた動きはかなり早い段階から存在しており、しかもそれは人民代議員

大会の過半数の支持を得ていた43。この決定に基づき、1991年 1月、エリツィンは憲法委員

会内に 19名からなる編集会議を設置し、新憲法草案の策定とともに、大統領制導入に向け

た提案を準備することを命じた44。そして、2 月に入ると、大統領制導入の是非をめぐる国

民投票を実施することについて、最高会議内で議論が始まった。1991 年 3 月に、ソ連維持

の是非をめぐる国民投票をソ連全土で実施することが予定されていたが、この機会を利用

                                                        
39 実際、大統領就任後にエリツィンは、人民代議員大会で大統領に選出されたゴルバチョフよ
りも、国民による直接選挙で大統領になった自分の方が、国家の指導者としての正統性を備え

ているという点に何度も言及した。 
40 また、当時最高会議議長であったエリツィンは、その幹部会が集団的意思決定による点に嫌
悪感を覚えており、そこから自由になることを望んでいたことも指摘されている（Remington 
2001, 94-95）。 
41 B(+&"< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 2%3.2. 5.234. 
42 B%?=0)%&:()7( 5OM !5N5! «6 C%8*%=%&$( -0$%)%C+%($=%& % +(%+*0)7-0E77 ?7?=(3" 
*%?980+?=&())"@ %+*0)%& !5N5!» // '=%+%< (&)(%1(+(8)%<) 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!, 
27 )%>/+>-15 8($0/+> 1990 *%80: 5=()%*+0G71(?$7< %=1(=. 1992. （以下、'=%+%< 5D(-8 )0+%8)"@ 
8(C9=0=%& !5N5!とする。）2%3.6. 5.242-243. 
43 この決定を採択する際の投票結果は、総投票数 833に対し、賛成 642、反対 109、棄権 82で
あった（'=%+%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 2%3.6. 5.189）。 
44 !0?C%+>#()7( B+(8?(80=(:> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !5N5! «6 3(+0@ C% %/(?C(1()7H 80:;)(<L(< 
8(>=(:;)%?=7 K%)?=7=9E7%))%< K%37??77 5D(-80 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!» // Q- 7?=%+77 
?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.2. 2008. 5.55-59. 
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して、大統領制導入に関する国民投票をロシアで実施することが提案されたのである。 

しかし、この時期、ロシア最高会議・人民代議員大会において、エリツィンに対する批

判が急激に高まる出来事があった。それは、バルト 3国でのソ連軍の武力行使をめぐって、

エリツィンがバルト 3 国を支持し、ゴルバチョフのソ連大統領辞任を要求したという出来

事に端を発したものだった。このことを契機に、ロシア最高会議幹部会の 6 名が、エリツ

ィンの権威主義的政治手法を非難し、不信任を表明する政治声明を出したのである45。この

政治声明を準備したゴリャチェワ最高会議副議長は、国民投票を権力闘争のために利用し

ているという点からもエリツィンを批判し、大統領制導入に対しても嫌悪感を示した46。ま

た、同時期には、臨時人民代議員大会を招集し、エリツィンに活動報告を求めるという声

明も出され、これには 272名の人民代議員が署名した。 

このように、国民投票が近づく中でエリツィンの独断的な手法に対する批判は高まって

おり、その批判は「ロシア共産主義者」からだけでなく、「民主ロシア」の所属議員からも

噴出した（塩川 2007a , 244-246）。しかし、こうした批判は大統領制導入に向けた動きを押

し戻すことはできなかった。エリツィンの不信任を表明する声明が出された翌日（2 月 22

日）、先の政治声明に署名したメンバーとは別の最高会議幹部会メンバー11名が、この政治

声明は国全体を不安にさせ、政治状況を先鋭化させるものだとして、これを反対に非難す

る声明を出し47、2月 27日には、大統領制導入の必要性を国民投票で問うことが発表された。 

かくして、1991年 3月 17日に、ソ連維持をめぐる国民投票と同時にロシアの大統領制導

入をめぐる国民投票も実施されることになった。ロシア共和国内におけるこの国民投票の

結果は、ソ連維持に関するものとロシアへの大統領制導入に関するもの双方で賛成票が約

70％となり、ほぼ同じ結果となった（表 3-6, 表 3-7）。このことは第一に、ロシア国民の多

くが、ソ連の維持とロシアの自立化は両立すべきものと認識していたことを示している48。

第 1回人民代議員大会の開催以来、「ロシアの自立化」傾向が強まっていたのは明らかであ

るが、ロシアでは、急進的な主張をする代議員でさえも「ソ連の解体」を一貫して主張し

                                                        
45 B%:7=71(?$%( -0>&:()7( 1:()%& B+(-787930 '(+@%&)%*% 5%&(=0 !5N5!, )0+%8)"3 8(C9=0=03 
!5N5! // Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.2. 2008. 5.117-119. この政治声明には、ゴリ
ャチェワ最高会議副議長、イサエフ最高会議副議長、アブドゥラチポフ民族会議議長、イサコ

フ共和国会議議長、ヴェシニャコフ共和国会議副議長、スィロヴァトコ民族会議副議長が署名

した。 
46 2+(=;> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !5N5!. SH::(=(); A 13. 21 G(&+0:> 1991 *. 5.3-5. 
47 Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.2. 2008. 5.119-120. 
48 ただし、ソ連維持への賛成票の 71.3%という数字は、投票を実施した 9共和国のうちで、ウク
ライナ（70.2%）に次いで低い数字だった。 
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続ける者はほとんどおらず、ソ連という国家の維持を前提とするものが大半を占めた。こ

のような認識は、国民の間でも広く共有されていたということがこの投票結果から分かる。 

国民投票の結果から分かる第二のことは、国民の強力な指導者への希求とエリツィンに

対する期待の高さである。ゴルバチョフは、大統領就任後、大統領府に新たな「権力の中

心」を形成することに失敗し、徐々に「保守化」「右傾化」していったが（ブラウン 2008; Ogushi 

2008）、1990年末には、それに反発したシェワルナゼ外相が辞任するなど、ペレストロイカ

初期からの側近の多くが離反し始めていた（チェルニャーエフ 1994, 260-332）。こうした中

で、国民もまたゴルバチョフから離反し、ゴルバチョフは国民の支持を大きく低下させて

いたが、この状況から最も恩恵を受けたのがエリツィンだった。彼は、ゴルバチョフとの

対決姿勢を強めることで、改革志向的な指導者というイメージをさらに広げていった。そ

のような態度は、ゴリャチェワ最高会議副議長らの反発に見られたように、一部勢力から

の批判も招いたが、国民投票の機会を利用して大統領制創設のための道筋を開くことには

成功した。 

  

表  3-6 ロシア共和国におけるソ連維持に関する国民投票の結果  

投票に参加した選挙人数（投票率） 79,701,169（75.4%） 

賛成票数（投票総数に占める割合） 56,860,783（71.3%） 

反対票数（同上） 21,030,753（26.4%） 

無効票数（同上） 1,809,633（2.3%） 

出典：B+0&80, 26 30+=0 1991 *. 5.1. 

 

表  3-7 ロシア共和国における大統領制導入に関する国民投票の結果  

投票に参加した選挙人数（投票率） 76,425,110（75.09%） 

賛成票数（投票総数に占める割合） 53,385,275（69.85%） 

反対票数（同上） 21,406,152（28.01%） 

無効票数（同上） 1,633,683（2.14%） 

出典：同上 

 

国民投票の直後に開催された第 3回人民代議員大会は、大統領選挙の日程を 1991年 6月
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12日にすることを定めた49。そして、1991年 4月 24日には、大統領法と大統領選挙法が最

高会議で可決された50。大統領制導入という重要な問題に関する法案であるにもかかわらず、

最高会議における 2 つの法案の審議が 1 日で完了するのは、他の法案と比べても異例の速

さであり、審議過程においてもそれほど目立った論争は巻き起こらなかった。例えば、後

に激しい対立を引き起こすことになる大統領・政府・議会の関係についても、大統領法案

の審議過程ではあまり激しい議論とはならず、大統領は最高会議の同意の下で首相を任命

すること、閣僚は首相の提案に基づき大統領が任命すること、大統領は最高会議や人民代

議員大会を解散する権限を持たないことなどが定められた。また、何人かの議員が、大統

領就任に際しての宣誓について（第 4 条）、ロシアの憲法や法律を遵守することに加えて、

ソ連の憲法や法律を遵守することを宣誓することが必要だと主張したが、こうした提案は

いずれも否決された51。続く 5 月の第 4 回人民代議員大会では、大統領法は再度採択され、

また、関連する憲法条項が改正されたことにより、大統領制導入に関する法整備が完了し

た。 

以上のような法律制定過程を経て、1991年 6月 12日には大統領選挙が行われた。この選

挙は、大統領候補と副大統領候補がセットで立候補する形で行われたが、エリツィンは、

ロシア共産党内部の改革派グループ「民主主義のための共産主義者」の指導者であったル

ツコイを副大統領候補として指名した。ルツコイは、アフガニスタンに従軍した軍人でソ

連の「英雄」であったから、国民の人気が高かったし、共産党内の改革派や軍人の票を集

めることも期待できた（エリツィン 1994, 上巻, 64-65; ルツコイ 1995, 35-36; 上野 2001, 

19）。その他には、ルィシコフ前ソ連首相やバカチンソ連安全保障会議メンバー、民族主義

的で過激な言動で知られるジリノフスキーらが出馬した。エリツィンは、この選挙運動に

おいても反ゴルバチョフ、反ソ連共産党という立場を貫き、他の候補者との戦いというよ

りも「ロシアのソ連からの自立化」をアピールすることで選挙戦を戦った（Colton 2008, 195）。 

投票の結果は、エリツィンとルツコイの圧倒的勝利と言えるものであった（ 

 

                                                        
49 B%?=0)%&:()7( 5OM !5N5! «6 C(+(+0?C+(8(:()77 C%:)%3%17< 3(#89 &"?L737 
*%?980+?=&())"37 %+*0)037 !5N5! 8:> %?9I(?=&:()7> 0)=7$+7-7?)"@ 3(+ 7 &"C%:)()7> 
+(L()7< 5D(-8%& )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!» // '(8%3%?=7 5OM 7 '5 !5N5!. 1991. A 15. 
5=. 495. 
50 40$%) !5N5! «6 &"/%+0@ B+(-78()=0 !5N5!» // '(8%3%?=7 5OM 7 '5 !5N5!. 1991. A 17. 
5=.510; 40$%) !5N5! «6 B+(-78()=( !5N5!» // '(8%3%?=7 5OM 7 '5 !5N5!. 1991. A 17. 
5=.512. 
51 T(=&(+=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. SH::(=(); A 23. 24 0C+(:> 1991 *. 
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表 3-8参照）。エリツィンとルツコイは唯一過半数の賛成票を集め、他の候補者はいずれも

反対票が 80%を超えていた。この選挙の結果、エリツィンがロシアの初代大統領に選出さ

れた。 

 

表  3-8 1991年 6月 12日の大統領選挙の投票結果  

大統領候補 副大統領候補 賛成票数（賛成票率） 反対票数（反対票率） 

エリツィン 

ルィシコフ 

ジリノフスキー 

トゥレエフ 

マカショフ 

バカチン 

ルツコイ 

グロモフ 

ザヴィジア 

ボチャロフ 

セルゲエフ 

アブドゥラチポフ 

45,552,041（57.30%）  

13,395,335（16.85%）  

6,211,007（7.81%）  

5,417,464（6.81%）  

2,969,511（3.74%）  

2,719,757（3.42%）  

32,229,442（40.54%）  

64,386,148（80.99%）  

71,570,476（90.03%）  

72,364,019（91.03%）  

74,811,972（94.10%）  

75,061,726（94.42%）  

出典：5%&(=?$0> !%??7>, 20 7H)> 1991 *. 5.1. 

 

第2項 政治的自立化の影響 

 

こうして、議会改革に続き、大統領制の導入についても、ロシアはソ連から約 1 年遅れ

でこれを実現した。ただし、両制度の形成過程は大きく異なったものであった。議会制度

の改革については、ソ連憲法の改正においてすでに、連邦構成共和国でもソヴィエトの改

革を実施することが予定され、議会制度の形態を選択する自由は各共和国に残されていた

けれども、ロシアにおける議会改革はある程度連邦中央からトップダウンの形で行われた。

対照的に、ロシアにおける大統領制導入は、ロシア共和国内の独自の動きによって実現し

た。ロシアは第 1回人民代議員大会での「国家主権宣言」採択以降、自立性を強めており、

大統領制の導入もロシアの自立化過程の 1 つとして捉えることができる。しかも、それは

ゴルバチョフが連邦を維持するために計画した国民投票の機会を利用して行われたという

ことも、ロシアの自立化を示す上で象徴的であろう。このように、ロシアの政治改革は、

中央・地方関係（ソ連とロシアの関係）の再編をめぐる論争と交錯する中で、その性格を

大きく変えることになった。また、ロシアに大統領制が導入され、権力の中心が生まれた

ことで、「国家主権宣言」以降の政治改革は、1つの区切りを迎えた。 

また、大統領制導入をめぐっては、当初は最高会議幹部会を二分する形で権力闘争が生
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じたが、そうした争いは社会階層に応じて形成された議会内ブロックとは無関係な最高会

議上層部の対立であった。そのため、権力闘争は議会全体に広がらないまま、法案の審議

は迅速に進められ、最終的には最高会議や人民代議員の大多数の支持を得る形で法案は採

択された。特にエリツィンは、国民が強い指導者を望んでいる状況を利用して国民投票を

実施し、これを梃子に大統領制導入を一気に推し進めた。 

そして、大統領制が導入され、エリツィンが大統領に就任したことは、それ以降の政治

の展開に大きな影響を及ぼした。まず、ソ連指導部を批判することで国民の人気を得てき

たエリツィンが大統領に就任したことで、ソ連とロシアの対抗関係は一層際立つことにな

った。次節で述べるように、この時期は新しい連邦条約締結に向けた交渉が行われていた

が、ロシアへの大統領制の導入は、この中央・地方関係再編の動きにも大いに影響を与え

た。他方で、大統領は、もちろん大きな権限を持ち政治的影響力も大きかったが、その一

方で、特定の政治基盤を持たない特殊な政治主体であった。特にエリツィンは、人民代議

員大会において大統領に選出されたゴルバチョフとは異なり、自分が国民の直接選挙で選

ばれた「国民全体の指導者」であることを強調するため、支持政党の組織化など、特定の

支持基盤を固めるような行動をとらなかった。そのため、エリツィンは、大衆的な人気は

あるものの、その立場は非常に危ういものであった。このような大統領の特性も、その後

の展開に重要な影響を及ぼすものであった。 

 

第6節 2つの連邦条約とソ連の解体 

 

私有化に向けた法整備と大統領制の導入は、どちらもロシアの自立化を促進する上で大

きな意味を持ったが、1990 年後半以降に最も論争的であった問題は、ソ連とロシアの 2 つ

の連邦条約をめぐるものであった。第 2章でその経緯に触れたとおり、1990年から 1991年

にかけて、新しいソ連の連邦条約（5%H-)"< 8%*%&%+: Union treaty）を締結するための交渉

が進められていたが、同じく連邦制をとっているロシア共和国内部の連邦関係を新たに規

定するために、ロシアの連邦条約（N(8(+0=7&)"< 8%*%&%+: Federation treaty）の準備も、1990

年 5月から 6月の第 1回人民代議員大会以降進められた52。以下では、まずロシアの連邦条

約をめぐる問題状況と争点をまとめる。ソ連とロシアの 2 つの連邦条約は異なるものでは

                                                        
52 この 2つの連邦条約を区別するために、5%H-)"< 8%*%&%+ (Union treaty)を「ソ連の連邦条約」、
N(8(+0=7&)"< 8%*%&%+ (Federation treaty)を「ロシアの連邦条約」と記述することにする。 
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あったが、1つの国家に存在する 2つの連邦制を規定する文書であったので、当然そこに関

与する政治主体の多くは、双方に利害関係を有しており、この 2 つの問題は相互に連関し

ながら交渉が進められた。そこで、続く第 2項では、この両者の関係を考察しながら、2つ

の連邦条約の策定過程を検討する。 

 

第1項 ロシアの連邦条約をめぐる問題状況 

 

ロシアの連邦条約をめぐっては、解決すべき問題がいくつか存在した。第一の問題は、

ソ連とロシアの 2 つの連邦条約の関係性をどうすべきかという問題であった。これは、ロ

シアの連邦条約というイシュー自体が、ソ連に対するロシアの自立化をきっかけとして浮

上したということに起因する問題だった。第 1 回人民代議員大会で採択された「国家主権

宣言」は、ソ連に対するロシアの権限拡大を規定することを主眼としていたが、その起草

過程でロシア内部の地域もロシアに対して同様の権限拡大を要求したことは既に述べたと

おりである（本章第 3節第 2項）。ロシア内部の連邦構成主体の要求は、ロシアのソ連に対

する要求と同じ内容を持つものであったので、前者を否定することは後者の要求の正統性

を放棄することにもなりかねず、これはロシア政権にとって非常に慎重に取り扱うべき問

題となった。したがって、ソ連の連邦条約の内容とロシアの連邦条約の内容は、必然的に

相互に連関した。 

第二に、ロシアの連邦構成主体の要求をいかに取りまとめるかという問題があった。ロ

シアの連邦制がそもそも民族的自治地域（自治共和国53など）と領域的区分であるロシア人

地域（地方
ク ラ イ

、州）という異なる種類の行政単位から構成されていたため、ロシアの連邦構

成主体の要求も多様であった。「国家主権宣言」採択の際にも、民族的自治地域とロシア人

地域との間には意見の対立があり、エリツィンは曖昧な内容の妥協案を提示することで、

この問題の最終的な解決を先延ばしにした。ロシアの連邦条約によって、その連邦関係を

改めて規定するにあたり、この問題は再び大きな争点となった。 

第三の問題は、ロシアの連邦関係をどのような形式で規定するのかというものであった。

具体的には、連邦関係を憲法で規定するのか、それとも連邦条約を策定するのか、そして

                                                        
53 1990年 12月の第 2回ロシア人民代議員大会において、自治共和国は「共和国」へと呼称が変
更されることが確認された。しかし、連邦を構成する 15共和国と区別するために、本稿では、
ソ連解体の 1991年末までの時期に関しては、便宜上これらを「自治共和国」と記すことにする。
1992年以降はこのような区別をする必要がないので、「共和国」と記す。 
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連邦条約を策定する場合には、連邦条約は憲法の一部となるのか否か、などといった点が

争点となった。これらの点は予め決まっていたわけではなく、重要な争点であった。 

 

ロシア政府の立場 

2つの連邦条約が同時進行したために、その双方に直接関わっているロシア政府（エリツ

ィン）は、ソ連指導部と交渉を続けつつ、ロシアの内部地域にも対応しなければならない

という難しい立場に立っていた。ロシア政府としては、ソ連の連邦条約においてはロシア

の権限をできる限り拡大する一方で、ロシア内部地域の要求はできる限り抑え込むことが、

最も望ましい結果であった。しかし、2つの連邦条約の争点は非常に類似したものであった

ので、一方で分権化を進め、他方で集権化を進めるという結果を導くことは、ほぼ不可能

であった。そのため、エリツィンはその場の状況を最もうまく切り抜けるように場当たり

的に発言をし、その主張は一貫性に欠けたものであった。例えば、1990 年夏に、エリツィ

ンがタタール自治共和国（後のタタルスタン共和国）やバシキール自治共和国（後のバシ

コルトスタン共和国）を訪問した際には、エリツィンは自治共和国がロシア共和国にとど

まりつつ、ソ連の連邦条約に直接署名して連邦共和国の地位を得ることや、自治共和国が

望むすべての権利を保持することを認める発言をした（Kahn 2002, 114-123; !"#$ %"&'" 

()*" +",-.'/01 2007, 164-166; 塩川 2007b, 23）。そのため、ロシア内部の自治地域は 1990

年夏以降次々と「主権宣言」を行い、このような状況は「主権のパレード」と呼ばれた。

しかし、1991年に入りソ連の連邦条約の調印が近づいてくると、エリツィンは態度を翻し、

ロシアの自治地域がソ連の連邦条約の主体となることに否定的になった54。このように一貫

性に欠けるエリツィンの態度は、上述の第二、第三の問題についても同様であった。 

これに対し、ロシアにおける憲法問題や連邦条約の問題を主導していた憲法委員会のル

ミャンツェフ責任書記は、かなり明確な態度を持っていた。彼は、第二の問題については、

ロシアの連邦構成主体は同権である（つまり、自治地域とロシア人地域の区別は撤廃すべ

きである）という立場に立ち、第三の問題については、連邦関係は憲法において規定すべ

きであるという立場を貫いており、憲法とは別に連邦条約を策定することに対しては反対

であった。 

                                                        
54 一方、ソ連中央（ゴルバチョフ）の側も、このように態度を変えるロシア政府（エリツィン）
との関係を見据えながら、ロシア内部地域にソ連の連邦条約の主体となることを認めるような

発言をすることもあれば、それを否定することもあり、こちらの態度も揺れていた（塩川 2007b, 
27-38）。 
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ロシア内部地域の立場 

ロシア内部地域の中で、まず声をあげたのは自治共和国であった。1990 年夏の「主権の

パレード」の過程で次々と「主権宣言」を行った自治共和国は、続いてソ連の連邦条約に

直接署名することを主張し、ソ連を構成する連邦主体として地位を格上げしようとした55。

上述のようにエリツィンは最初これを認めるような発言をしたが、徐々にこうした立場に

否定的になっていった。このように、自治共和国はロシアにおける権限の拡大とソ連の中

での地位の向上を同時に主張していたが、これに対してロシア人地域は異議を唱えた。彼

らの主張は、民族的行政区分（自治共和国）であろうが、領域的行政区分（地方
ク ラ イ

・州）で

あろうが、ロシアの連邦制を構成する主体であることには変わりなく、これを差別するこ

とは不適当であるというものだった。そのため、ロシア人地域はロシアの内部地域の同権

を要求し、当然それは自治共和国の要求と食い違うものであった。 

また、当時ロシア最高会議民族会議議長であったアブドゥラチポフは、ロシアの連邦条

約をソ連の連邦条約より先に締結し、それをロシア憲法の一部とすることが必要であると

主張した56。 この点において、ロシア内部地域の立場は、先に挙げたロシア指導部の立場

とは異なるものであった。 

このように、ソ連中央、ロシア政府、ロシア内部地域という 3 層間での主張の対立が生

じたというのが、この時期の 2つの連邦条約をめぐる争いの特徴であった（表 3-9）。 

 

表  3-9 連邦条約をめぐる立場の相違  
 対 ソ連中央  対 ロシア政府 対 ロシア内部地域 

 
ソ連中央 

 
‐ 

ある程度の権限分割を

容認。連邦の維持が目

的。 

当初はソ連構成共和国

との同権化容認。その後

撤回。 
 
ロシア政府 

権限拡大を要求。ソ連の

主体は連邦構成共和国

のみ。 
‐ 

当初は民族地域・ロシア

人地域双方に権限拡大

を約束。その後撤回。 
 
ロシア内部

地域 

ソ連連邦条約への直接

加盟を要求（ソ連構成共

和国への昇格） 

独立については曖昧な

立場。民族地域とロシア

人地域で態度が異なる。 
‐ 

出典：筆者作成 

                                                        
55 例えば、シャイミエフ・タタール自治共和国最高会議議長の発言を参照（!"#$ %"&'" ()*" 
+",-.'/01 2007, 182）。 
56 2+(=;> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !5N5!. SH::(=(); A 3. 30 >)&0+> 1991 *. 5.3-16. ここで、ア
ブドゥラチポフは、民族地域とロシア人地域との主張の対立についても言及したが、それにつ

いての解決策は特に提示しなかった。 
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第2項 2つの連邦条約の交錯 

 

以上のような複雑な対抗関係が存在する中で、ソ連とロシアの 2 つの連邦条約をめぐる

交渉はどのように進められたのだろうか。塩川（2007b, 27-43）の整理によれば、1990年後

半からソ連解体に至るまでの時期は、3つに区分できる。すなわち、第一に「国家主権宣言」

から 1991年初頭にかけての時期、第二には 1991年 3月の国民投票から同年夏までの時期、

そして第三に 1991年 8月クーデター未遂事件から同年末のソ連解体までの時期である。 

第一の時期は、「国家主権宣言」によりロシア法のソ連法に対する優位が宣言され、その

後主に経済資源の管理をめぐって「法律戦争」が生じた時期であり、そこではソ連に対す

るロシアの自立化が激しく争われた。そして、こうした動きと並行するように、ロシア内

部の諸地域も同様の主張を展開したことで、2つの連邦条約をめぐる動きが本格化した。 

ソ連の連邦条約に関しては、そこで規定される新しい国家の形をどのようなものにする

のか――連邦制（フェデレーション）か、国家連合（コンフェデレーション）か――とい

う点が、最大の争点であったが、「法律戦争」のさ中、ソ連指導部は「主権国家の連邦（ソ

ユーズ）」という形でソ連を再編することを記したソ連の連邦条約第一次草案を策定した。

そして、ゴルバチョフは、草案発表直後の 1990 年 12 月に開かれた第 4 回ソ連人民代議員

大会で、この草案は国家連合ではなく、連邦制（フェデレーション）原則に基づくもので

あると述べた（!"#$ %"&'" ()*" +",-.'/01 2007, 189）。 

一方、ロシアの連邦条約については、1990 年 6 月のロシア最高会議幹部会決定「連邦条

約について」において、初めてその考えが示され、それに基づき、9月からは最高会議民族

会議で連邦条約草案策定作業が始まった。そして、1991 年 1 月末にロシアの連邦条約草案

が自治共和国に送付された。このように、第一の時期は 2 つの連邦条約双方の草案が最初

に準備された時期であったが、ソ連の連邦条約が連邦構成共和国と自治共和国の対等化を

規定していたために、自治共和国はロシア政権よりもソ連中央に相対的に近付いていった

（塩川 2007b, 27-31）。 

第二の時期は、1991 年 3 月にソ連維持に関する国民投票とロシアの大統領制導入に関す

る国民投票の結果、ソ連指導部とロシア指導部が共に信任されたために、両者が対立を緩

和させ、接近した時期であった。自治共和国が第一の時期に提起した要求を受けて、1991

年 4 月の第 3 回ロシア人民代議員大会は、ロシア共和国内の連邦構成主体の同権を保持す
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ることを前提としつつも、自治共和国はソ連の連邦条約に直接調印できるという決定を採

択していた57。しかし、その直後に始まったノヴォ・オガリョヴォ・プロセスは、自治共和

国を排除してソ連政府と 9共和国政府との間で進められ、これは「9プラス 1合意」に結実

した（第 2章第 2節第 4項参照）。このようにソ連中央と共和国が対立していた状況から一

転し、両者が接近しソ連の連邦条約の策定が進んだというのが第二の時期の特徴であった。

この過程で、各共和国は、ソ連の連邦条約にロシアの自治共和国が直接調印することに反

対するという立場で合意した58。 

また、ロシアの連邦条約をめぐっては、自治共和国とロシア人地域（地方
ク ラ イ

、州）という、

ロシア内部での対立が一層明確になった。後者がロシアの連邦構成主体はすべて同権であ

ることを主張したのに対し、前者は、自治共和国は他の連邦構成主体よりも政治的に大き

な権限を持つと主張した（塩川 2007b, 36-37）。こうした議論の末に、第 3回人民代議員大

会は「ロシア連邦の民族・国家建設の基本原理について（連邦条約について）」という決定

を採択したが、そこではロシアの連邦条約草案を基本採択するにとどまった59。 

第三の時期は、1991 年 8 月のクーデター事件以降の時期である。クーデター事件が勃発

し、連邦中央の権威が失墜したことにより、2つの連邦条約締結に向けた動きは急激に廃れ

た。例えば、1991 年前半には、ロシアの最高会議や人民代議員大会において、2 つの連邦

条約の問題はかなり頻繁に討議されていたが、1991年 8月以降は議論が停滞してしまった。

確かにこの時期にもソ連の連邦条約を何とか締結させようという最後の試みが続けられた

が、クーデターによってソ連指導部の権威が一気に失墜したことで、その締結は困難にな

っていた。このような状況の中で 1991 年 12 月にソ連が解体してしまったために、ロシア

の連邦条約の問題は、締結に至らないままソ連解体以降に持ち越されることになった。 

 

第7節 小括 

 

本章では、1990 年にロシアに設けられた新たな議会制度の下で採択された「国家主権宣

                                                        
57 B%?=0)%&:()7( 5OM !5N5! «6 5%H-( 59&(+())"@ !(?C9/:7$ (5%H-)%3 8%*%&%+() 7 C%+>8$( 
(*% C%8C7?0)7>» // 2+(=7< (&)(%1(+(8)%<) 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!, 28 30+=0-5 0C+(:> 
1991 *%80: 5=()%*+0G71(?$7< %=1(=. （以下、2+(=7< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!とする）
1992. 2%3.5. 5.159-161. 
58 2+(=;> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !5N5!. SH::(=(); A 29. 16 30> 1991 *. 5.35-38. 
59 B%?=0)%&:()7( 5OM !5N5! «6/ %?)%&)"@ )010:0@ )0E7%)0:;)%-*%?980+?=&())%*% 9?=+%<?=&0 
!%??7<?$%< N(8(+0E77 (% N(8(+0=7&)%3 8%*%&%+()» // 2+(=7< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 
2%3.5. 5.156-159.  
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言」を契機に、ロシアでは様々な分野で「ロシアの自立化」を達成するための改革が同時

に、かつそれらが交錯しながら進んだ様子を見てきた。ソ連解体までのこうした「改革の

交錯」状況をまとめると、次のようなことが言える。 

第一に、「改革の交錯」は以下のような経過を辿った。「国家主権宣言」がロシア法のソ

連法に対する優位などを宣言し、「ロシアの自立化」を明確に打ち出したことを契機として、

ロシア国内で経済的にも政治的にも様々な改革が急速に進められることになった。経済的

には、「法律戦争」と呼ばれる争いの中で、資源や財産の管轄に関する法律が矢継ぎ早に制

定された。これらの法律は体系だった政策の下で作られたものではなかったので、その後

多くの問題を引き起こすことになるが、この時点ではこれらの法律がロシアの市場経済化

を大きく進展させた。政治的にも、ロシア共和国の権力の中心として大統領制が導入され

た。「法律戦争」を経験する中でロシアの政治制度の脆弱さが改めて痛感され（ロシアは他

の共和国と比べもともと政治機構が貧弱であった）、ソ連中央からの自立を目指した政治改

革として大統領制導入が議論されたのである。ロシアにおける議会制度の整備は、ある程

度連邦中央の意図に従って行われたものであったのに対し、大統領制の導入はエリツィン

の主導で行われたものであり、その結果は連邦中央の当初の改革の意図とは大きく異なる

ものとなった。 

第二に、このような過程では、それが政治的問題であるか、経済的問題であるかにかか

わらず、各勢力の政治的志向性の違いは克服され、「ロシアの自立化」というスローガンの

もとで最高会議や人民代議員大会では比較的容易に多数派を形成することができた。私有

化をはじめとする経済的問題においても、大統領制導入のような政治制度に関する問題に

おいても、イニシャチヴを取って議事を進行したのは「民主ロシア」であったが、これと

拮抗する「ロシア共産主義者」が激しく抵抗し、意思決定が困難になるというような事態

には陥らなかった。むしろ、細かな政策的論点をめぐる対立や権力闘争が起こることはあ

っても、「ロシアの自立化」という方向性に対して両者は一致した見解を示した。 

そして以上のような経過と同時に、ソ連とロシアの 2 つの連邦条約締結が準備された。

ロシアをはじめ多くの共和国が、ソ連中央に対して政治的・経済的な権限拡大を要求し、

その関係が不安定になる中で、ソ連の連邦条約はそうした状況を安定化することを目指し

ていた。しかし、ロシア内部の連邦問題が同時に浮上したことで事態は複雑化することに

なった。ただし、この問題はクーデター事件という突発的な出来事によって前提条件が大

きく変化してしまい、議論は停滞することになった。ソ連の連邦条約は、連邦解体直前ま
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で締結の努力が続けられたが、結局ソ連の解体によってもはや不要となってしまった。そ

して、ソ連の連邦条約と連動していたロシアの連邦条約をめぐる議論についても、関係す

る主体間で合意には至らず、議論はその後しばらく停滞した。 

このように、「国家主権宣言」を契機に、1990 年から 1991 年にかけては様々な分野で大

きな変革が進められたが、ソ連の解体によって、体制転換の過程は新たな局面に進むこと

になった。クーデター事件をめぐる行動で一躍国民的な支持を獲得したエリツィンを中心

に、1992年初頭から急進的な市場経済化が推し進められることになったのである。 
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第4章 市場経済化の開始と議会内ブロックの離合集散（1992年） 

 

 

1991 年 8 月のクーデター失敗により、連邦指導部の権威は一気に失墜し、最終的にソ連

が解体したことで、「重層的転換」をめぐる対抗関係は新たな局面を迎えた。1つには、1990

年から 1991年にかけての政治過程を規定していた「ソ連対ロシア」という対立の構図がな

くなった。そのため、ロシアの政治エリート（特にエリツィン大統領）は、ロシアがソ連

を構成する 1 つの共和国であるという制約の中で行動せざるを得なかったそれまでとは異

なり、独自の経済改革を遂行できるようになった。しかしその一方で、これまでよりも具

体的で包括的な改革プログラムを示す必要が生じた。それまでは「ソ連に対するロシアの

優位」の確立こそが最大の目的であり、それを掲げていればある程度の支持を得られたが、

ソ連の解体以降は、ソ連という存在に依らない新たな改革の展望を示すことが求められた

のである。 

ソ連解体により生じたもう 1 つの変化とは、ロシアの政治エリートが形成していた連合

の流動化である。1990年から 1991年にかけては、ソ連との対抗関係が、ロシアにおいて人

民代議員大会を中心とした政治エリートの大連合を可能にしており、前章で私有化法制定

や大統領制導入の例に見たように、そのことが改革の迅速な実施を促進する側面もあった。

しかし、ソ連の解体によってそのような対抗関係がなくなり、具体的な改革路線をめぐっ

て主張の対立が顕在化していった。そのため、エリート連合の再流動化が生じ、複数の改

革が交錯する中で新たな対抗関係も生まれてきた。 

それでは、連合が流動化したエリートは、どのような問題をめぐって対立していたのだ

ろうか。1990 年後半以降の政治過程では、経済改革、政治改革、連邦制再編がほぼ同時並

行で進んだが、1992年以降そうした状況は変化した。まず、1991年の大統領制導入は、ロ

シア内部に政治を主導する権力の中心をもたらしたという意味で、政治改革における 1 つ

の帰結点となった。また、ソ連とロシアの 2 つの連邦条約に代表される中央・地方関係の

再編問題は、ソ連の連邦条約締結直前の 1991年 8月に起きたクーデター未遂事件によって

頓挫したために、いったん停滞を余儀なくされた。かくして、1991 年 8 月以降、エリツィ

ン大統領にとっての直近の課題は、急進的な市場経済化の本格的実施にあった。 

この章では、ソ連解体後 1年間の政治過程を考察する。政府は 1992年初頭から本格的な

市場経済化を開始したため、1992年前半は経済改革をめぐる対立が顕著であった。しかし、
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その年の後半にかけては、ロシアの経済政策に対して責任を持つ機関は何か、そして、よ

り一般的に、各機関の権力関係をいかなるものとすべきかという問題が浮上し、大統領と

最高会議議長の権力闘争と絡みながら、事態が進行した。すなわち、中央の意思決定機関

に関する争いが再び重要な政治課題となったのである。1991 年に大統領制が導入された際

には、ソ連からの「自立化」を進めるために、制度形成を迅速に行うことが何よりも重視

された。そのため、こうした問題が詳細に議論されることはなかった。しかし、エリツィ

ンが 1992年初頭から進めた本格的な市場経済化の成果は芳しくなく、社会は大きな混乱状

況に陥っていた。そうした状況で大統領に対する批判は強まっていき、それが政治制度を

めぐる争いへと繋がっていったのである。 

以下では、まず第 1 節で、ソ連解体前後の政治状況を概観した上で、1992 年以降の政治

過程に関わる政治主体を整理する。続く第 2 節及び第 3 節で、経済政策をめぐる争いが政

治的権限をめぐる争いへと展開していく政治過程を考察する。ソ連解体後の政治過程につ

いては、既存研究にもかなりの蓄積があるが、その多くはソ連解体以降 4 度開催された人

民代議員大会における議論を中心に扱っている（例えば、Remington et.al. 1994; 佐藤 1998; 

上野 2001; 森下 2001）。本稿は、それに加えて、日常的に立法作業を行っていた最高会議で

の議論とそこでの議員の連合関係の変化を取り上げて、この時期の変化をより動態的に捉

えることを試みる。 

 

第1節 ソ連解体前後の政治主体 

 

本稿の視角は、体制転換期には政治主体の利益や選好も変化していくことを考慮し、イ

シューごとに各政治主体の利益や選好を整理しながら、政治エリートが形成する連合の変

容を明らかにすると同時に、「改革の交錯」がいかに生じたかを論理的に明らかにすること

で、ロシアの統治機構が持つ特徴がいかに生じたのかを説明しようとするものである。そ

こで、本節ではまず、この時期の政治過程で中心的役割を担った大統領、議会内ブロック、

地方行政府という 3 種の政治主体の行動を規定する条件や制約要因を、おおまかに整理す

る。 

 

第1項 大統領――特別権限の獲得 
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ソ連解体後の政治過程において、各政治主体がどのような条件や制約のもとで行動した

のかを考えるためには、1991 年 8 月のクーデター未遂事件にまでさかのぼる必要がある。

ソ連指導部内部から起こったこの事件は、ゴルバチョフの権威を大きく失墜させたと同時

に、ロシア最高会議ビルの前に登場して戦車の上で演説を行い、クーデターの違法性を訴

えたエリツィンを、一躍国民的な人気者とした。そうした情勢は議会内にも波及し、それ

は少なくとも 1991年 10月に再開された第 5回人民代議員大会までは継続した1。エリツィ

ン大統領は、この大会中の 10月 28日に行った演説の中で、8月クーデターを経てロシアは

政治的自由を守ったが、今度は経済分野で改革を進めて、経済危機からの脱出を図らなけ

ればならないと主張した。そして、そのためには、経済の自由化と安定化を同時に推進す

るとともに、私有化、独占排除、軍民転換などの構造転換を迅速に進めることが必要であ

るとした。特に、私有化については、中小企業の 50％を 3 ヶ月以内に私有化するとも言及

した（西村 1993, 50-51）。このように、エリツィンは経済改革を最優先の課題として設定し、

その経済政策の眼目は、市場経済化実施のスピードにあった。そして、エリツィンは、こ

の経済改革を遂行するためには、1年間の期限付きで、自らが自由に政府を編成できる特別

な権利が必要であると訴えた2。 

大会は、エリツィンの演説で述べられた経済改革の基本原則を承認した上で3、急進的経

済改革を実施するために、1992年 12月 1日までの約 1年間、エリツィン大統領に非常に大

きな権限を与えることを定めた 2 つの決定を採択した。それは第一に、閣僚会議（政府）

法が制定されるまでは、大統領が独自に中央行政府の再編問題を解決すること、そして、

全てのレベルにおいて行政府と立法府の選挙の実施を禁止し、地方
ク ラ イ

、州、自治州、自治管

区、市及び地区の行政府長官を大統領が任命することを定めたものであった（共和国につ

いては規定なし）4。また、2 つ目の決定は、現行の法律に反する経済改革関連の大統領令

については、それが最高会議に提出されてから 7 日以内に最高会議がその大統領令草案を

否決しなかった場合には、そのまま施行され、否決した場合にも、大統領提出の法案とし

                                                        
1 第 5回人民代議員大会は、1991年 7月に招集されたが、一時中断していた。 
2 B>="< (&)(%1(+(8)%<) 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!, 10-17 7H:>, 28 %$=>/+>-2 )%>/+> 1991 
*%80: 5=()%*+0G71(?$7< %=1(=. 1992. （以下、B>="< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!とする。）
2%3.2. 5.4-29. 
3 B%?=0)%&:()7( 5OM !5N5! «6 ?%E7%-R$%)%371(?$%3 C%:%#()77 & !5N5!» // B>="< 5D(-8 
)0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 2%3.3. 5.263-264. 
4 B%?=0)%&:()7( 5OM !5N5! «6/ %+*0)7-0E77 7?C%:)7=(:;)%< &:0?=7 & C(+7%8 +087$0:;)%< 
R$%)%371(?$%< +(G%+3"» // B>="< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 2%3.3. 5.264-265. 
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て 10日以内に最高会議で審議されることを定めた5。この 2つの決定は、期限付きではある

ものの、大統領が議会に対する優位の下で独自に政策を決定することを可能にし、地方の

行政府長官の任命権を大統領に付与することによって、その政策の実行をも担保すること

を意図したものであった。そして、これらの決定は、人民代議員大会で圧倒的多数で可決

された。８月クーデター後のエリツィンの国民的人気が継続していたこの時期には、人民

代議員の大半が急進的な経済改革を大統領が主導することを承認していたことを示してい

る6。こうして、エリツィンは、急進的市場経済化を実施するための特別権限を手に入れた。 

また、大統領の行動を理解する上でもう 1 つ重要な特徴がある。それは、エリツィン大

統領は、1991 年 7 月の就任以来一貫して、自らが国民の直接選挙で選ばれたという事実を

強調し7、特定の社会集団や地域に依拠するのではなく、国民全体の指導者であることを演

出しようとしたということである。このことは大統領にとって強みであると同時に、弱点

ともなった。前者について、エリツィン大統領は、直接選挙で選出されたという自らの「民

主的正統性」を強調することで、自分がロシア国民にとって最もふさわしい指導者である

と喧伝し、実際そのような戦術は相当程度成功した。大統領就任以降、エリツィンに対す

る国民の支持率は大きく変動していたものの、ソ連解体以降は低下傾向にあった。しかし、

それでもエリツィンは、他の政治家と比べると比較的高い支持を得ていた。エリツィンは、

政治エリート間の交渉が行き詰まった際に、問題を国民投票に付して国民の支持を勝ち取

り、事態を突破するという政治手法をたびたび取ることになるが、それはこのような状況

が前提となっていた。 

他方で、「国民全体の指導者」を目指したために、確固たる政治基盤の形成に力を割かな

かったエリツィン大統領は、重要な政治的決断を行うたびに、自分の決定を支持する勢力

を探し求める必要があった。しかし、そのようにして作られる連合は当然不安定なもので

あり、大統領は常にそうした連合を求め続けなければならなかった。このことは大統領の

行動における大きな制約となった。そしてこの点において、大統領は、自らの立場が他の

主体との関係に大きく規定される独特の存在であり、後述する他の政治主体（議会内ブロ

ック、地方行政府）とは異質な存在であった。 

                                                        
5 B%?=0)%&:()7( 5OM !5N5! «6 C+0&%&%3 %/(?C(1()77 R$%)%371(?$%< +(G%+3"» // B>="< 
5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 2%3.3. 5.265-267. 
6 第一の決議は、総投票数 870に対し、賛成 787、反対 56、棄権 27であり、第二の決定は、総
投票数 853に対し、賛成 753、反対 59、棄権 41であった（B>="< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 
2%3.3. 5.113）。 
7 ソ連のゴルバチョフ大統領は、人民代議員による選挙で選ばれていた。 
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第2項 議会内ブロック 

 

次に、1991 年末から 1992 年初頭にかけての議会内の状況を整理する。上記のとおり、8

月クーデター以降一定の期間は、人民代議員大会においても最高会議においても、多くの

議員がエリツィン大統領を支持していた。しかし、中期的にみれば、それは非常事態を経

験した後の特異な状況であり、エリツィン大統領に安定的な支持基盤があったわけではな

かった。人民代議員大会設立直後には、「民主ロシア」と「ロシア共産主義者」という 2つ

の有力な勢力が拮抗しつつも、その他に多数のグループが形成され、各議員が複数のグル

ープに所属するという状況が続いたが、議会規則が整備されるにつれ、議員はいくつかの

会派へと分かれていった。 

「会派」と呼ばれるのは、議会内に形成される政治的原則に基づく集団のことである。

1991 年 10 月の人民代議員大会暫定規程の改正により、50 名以上の代議員が集まることで

会派の形成が可能になり、複数会派への所属が禁止された。また、3会派以上が集合して「ブ

ロック」を形成することも認められた8。人民代議員大会に登録されている各会派は、最高

会議においてもその名の下で活動するようになり、これが議員連合の基本となった9。 

1992年 4月に招集された第 6回人民代議員大会では、「改革連合」「建設的勢力」「ロシア

の統一」という 3つのブロックが形成された。一般的な評価としては、「改革連合」は、「民

主ロシア」を中心として、急進的な市場経済化を求める勢力であり、大統領と良好な関係

を保持していた。それに対し、「ロシアの統一」は、「ロシア共産主義者」を中心として、

このような急速な市場経済化に反対する立場をとっていた。ただし、1991 年の私有化関連

法の制定過程において、私有化を進めること自体にはコンセンサスが存在していたことか

らも分かるように、「ロシアの統一」の中でも、市場経済化自体に反対している者はごくわ

ずかであった。両者の中間に位置する「建設的勢力」と「主権と平等」会派は、中道派と

位置づけられることが多い10。「建設的勢力」は、主に企業経営者の利益を代表する勢力か

ら構成された。彼らは、市場経済化自体は支持していたが、企業に対する補助金供与を主

張するなど、新自由主義を旨とし緊縮財政を掲げる政府とは異なる立場にあった。また、「主

                                                        
8 '(8%3%?=7 5OM 7 '5 !5N5!. 1991. A 44. 5=. 1438. 
9 各会派については、参考資料１を参照。 
10 以下では、「主権と平等」会派も「建設的勢力」にまとめて扱うこととする。 
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権と平等」会派は、主に民族的・領域的選挙区から選出された議員から構成されており、

共和国の権限拡大を主張していた。図 4-1及び表 4-1はそれぞれ、1992年前半における最

高会議と人民代議員大会におけるブロック、会派の分布である。 

これらの会派・ブロックは、「主権と平等」を例外として、主に経済改革に対する志向性

に基づいて形成されていた。そのため、ソ連解体以前と同様、議会内の連合は社会階層に

基づき形成されたと理解できる。また、1992 年 4 月頃の人民代議員大会・最高会議におけ

る会派とブロックの分布を見てみると、各ブロックは単独では過半数に達しておらず、議

事の可決には、無所属議員や諸派（表 4-1、図 4-1では「その他」に分類）を取り込むだけ

では不十分で、他のブロックとの協力が不可欠であった。 

 

 

図  4-1 最高会議内のブロック・会派分布（1992年 5月 -6月） 11 

 

注：数値は議席数、パーセンテージは議席率を示している。 

出典：T(=&(+=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. SH::(=(); A 64. 29 30> 1992 *. 5.47. 

 

 

 

 

                                                        
11 最高会議メンバーは定期的に若干の変更がある。1992年 10月には「ロシアの統一」ブロック
は 59名、「その他」に分類される議員は 54名であった。 

改革連合
70 

28%

建設的勢力
41 

17%主権と平等
23 
9%

ロシアの統一
58 

23%

その他
56 

23%



  

99 
 

表  4-1 第 6回人民代議員大会における 3つのブロックと所属会派  

会派名 議席数（ブロック名） 

急進民主主義者 

294（27%） 

（改革連合） 

民主ロシア 

進歩のための合意 

自由ロシア 

左翼センター／協力 

主権と平等 64 (6%) 

労働者同盟／ショックなき改革 
170 (16%) 

（建設的勢力） 
産業同盟 

刷新（新政策） 

ロシア 

290 (27%) 

（ロシアの統一） 

祖国（6=17-)0) 

ロシア共産主義者 

農業同盟 

その他 269 (25%) 

出典：P(<)7? 2005, 2%3.2, 15-16. 

 

次節以降では、1992 年の 1 年間の政治過程を概観するが、特に最高会議で審議が行われ

た 3つの重要事例について、各ブロックの投票行動を詳しく分析する12。ただし、この時期

は、他のポスト社会主義諸国と同様に、ロシアにおいても議員の選好は非常に流動的であ

り（Remington 1994, 6）、各ブロックに所属する議員の顔ぶれとその数は、大きく変化して

いた。しかし、資料の制約のために、どのブロックにどの議員が所属していたかを時系列

に沿って追跡することはできない。したがって、以下では、各ブロックの勢力の変遷自体

を明らかにするのではなく、ソ連崩壊直前の時期にある会派・ブロックに所属していた議

員同士は、その後も議会内の投票行動を共にしていたのかどうかに注目する。それによっ

て第一に、それぞれの議会内ブロックが、どの程度議員の投票行動を制約することができ、

どの程度組織としての一体性を保持していたのかという問題を考察する。また第二に、ブ

ロック間の関係はどのように変遷し、議会内の全体的な勢力関係がどのように変遷したの

                                                        
12 分析の方法については、Andrews (2002) を参考にした。 
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かという点についても考察する。 

第一の点（各ブロックの組織としての一体性）を、本稿ではブロックの「凝集度」と言

い表す。より正確には、「凝集度」とは、ある投票におけるあるブロックの過半数の投票行

動を、そのブロックの基本的な投票パターンとみなしたときに、どの程度の所属議員がそ

の投票パターンと同じ行動を取っているかを示す値とする13。凝集度が最大値 100%をとる

のは、ブロック内の投票行動が完全に一致したときであり、凝集度が最小値 50%となるの

は、当該ブロックに所属する議員の投票行動が二分したときである。すべてのブロックの

凝集度が高い状態が一定の期間維持されれば、それらのブロックを中心として議会内には

政党システムが安定化していくことが予想される。逆に、一部またはすべてのブロックの

凝集度が低下すれば、その分裂した勢力同士によって新たな連合が形成されるか、議会内

には多くの勢力が乱立した状態――サルトーリ（2000）の言う「原子化」状態――となる

ことが推定される。サルトーリは、「それぞれのリーダーの周囲に結集したごく小さな集団

がいくつか集合した政党」を「原子化した政党」と呼び、このような政党から構成され、

政党制の構造強化に先立ち、それぞれの政党が単なる「ラベル」の意味しか持たない状況

を「原子化多党制」（サルトーリ 2000, 132, 470）と定義した14。 

また、上で述べたように、この時期には単独で議会の過半数を占めるような勢力は存在

していなかったので、各ブロック内部の動きだけでなくブロック間の関係の変遷を観察す

ることが重要である。つまり、議会内で過半数を獲得するために、各ブロックがどのブロ

ックと協調行動をとったのかを考察することが必要となる。これが次節以降の分析におけ

る第二のポイントである。特に、各ブロックの凝集度が低い場合に議会がどのような状態

になるのかを分析する上で、ブロック間関係の考察は不可欠である。 

 

第3項 連邦構成主体行政府 

 

ソ連末期、共産党の権力が相対化され、ソ連とロシア双方で中央・地方関係が流動化し

                                                        
13 議事が可決するには、投票者の過半数ではなく、議員総数の過半数が必要であるため、「棄権」
や「投票せず」（ここには欠席者も含まれるが、資料からは区別できない）も「反対」と同一視

した。 
14 サルトーリの類型は安定的な政党制に関するものであるので、複数政党制が認められて間も
ないこの時期のロシアにその類型をそのまま援用することはできない。しかし「原子化」は、

政党制が「構造化」される以前の状態を指す用語であることから、本稿でもこの用語を用いる

ことにする。 
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たが、そのことは結果的に地方（連邦構成主体15）における政治主体の台頭を促した。地方

においても、ソヴィエト改革、共産党改革が進められ、地方レベルのソヴィエト及びその

執行委員会が同レベルの共産党委員会よりも優位に立つようになっていたが、この執行委

員会から組織された行政府16が、私有化過程で力を付け始めた経済エリートと相互浸透しな

がら、地方における有力な政治主体として台頭した（Stoner-Weiss 2004, 161-164）。ソヴィ

エト時代、地方の党・国家官僚は、上級機関からできるだけ多くの資材を獲得するという

点において、企業と利益を共有し、企業とのネットワークを通じて権力を行使してきたが

（Rutland 1993; Hough 1971, 60-64）、「重層的転換」が進む状況でも、政治的・経済的な既得

権益を守るという点で両者の利害は一致していた。特に、私有化はソ連時代に形成された

地方のエリート・ネットワークにとって脅威となりうるものであった。そのため、彼らは

このエリート・ネットワークを活用することで、急激な変化に対応しようとした（Slider 1997, 

105-117）。そして実際、1992 年以降に実施された私有化の多くは連邦構成主体と地方自治

体が管轄することになったので、このエリート・ネットワークは大いに活用されることに

なった。 

1990年から 1991年にかけて、激しい論争を引き起こした中央・地方関係の再編は、1992

年 3月に連邦条約が調印されたことで、1つの区切りがついた（次節で詳述）。したがって、

1992 年の 1 年間に、地方行政府が重要な政治主体として活動する機会はそれほど多くなか

った。しかし、中央での政治対立が過熱していくにつれ、特に 1993年に入ると、地方行政

府の役割は急速に重要になっていった。もちろん、ロシアは広大な領域に及ぶために地域

的な多様性は大きく、連邦構成主体の種類も複数あるという法的にも非対称な連邦制をソ

連時代から採用していたため、すべての連邦構成主体が利益を共有していたわけではない。

また、それゆえに、中央に対する要求の程度にも連邦構成主体ごとに大きな違いがあった

のも事実である。例えば、資源を持ち裕福な地域は、その天然資源に対する所有権を中央

に要求するのに対し、貧しい地域は中央からの補助金確保を求めた。また、連邦条約では、

共和国が他の連邦構成主体より優遇されたのに対し、地方
ク ラ イ

や州といったロシア人地域は、

                                                        
15 この時期の憲法には、「連邦構成主体」という用語は用いられておらず、「ロシア連邦を構成
する共和国、自治州、自治管区、地方、州、モスクワ市及びサンクト・ペテルブルク市」とい

うように記載されていた。だが、以下では便宜上これらを「連邦構成主体」とまとめることに

する。 
16 地方行政府の組織は、以下の大統領令に基づく。U$0- C+(-78()=0 !5N5! «6 )($%=%+"@ 
&%C+%?0@ 8(>=(:;)%?=7 %+*0)%& 7?C%:)7=(:;)%< &:0?=7 & !5N5!» // '(8%3%?=7 5OM 7 '5 !5N5!. 
1991. A 34. 5=. 1146. 
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全ての連邦構成主体の同権を主張するなど、行政区分ごとの主張の違いも存在した。ただ

し、各連邦構成主体が、モスクワでの政治的対立に大きな関心を抱いており、主権、天然

資源の統制、地域の法律の優位などを主張するという点では立場は共通していた（Kahn 2002, 

119）。 

 

第2節 急進的市場経済化と私有化 

 

第1項 背景 

 

エリツィン大統領は、1991年 11月の第 5回人民代議員大会で承認された 1年間の特別権

限を梃子に、急進的な市場経済化に乗り出した。吉井（2004, 27-35）によれば、社会主義的

な計画経済システムを、市場経済の原則に則り再編成するためには、経済システムの改革、

マクロ経済の安定化、経済構造改革の 3 つが必要である。ソ連の社会主義経済システムの

特徴は、第一に生産手段が共有（主に国有）であったこと、第二に需給の調整を価格メカ

ニズムではなく、命令的計画で行ったことにあったから、経済システムの改革は、この 2

つを変革すること、すなわち生産手段の私有化と価格の自由化を必要とした。ただし、需

給調整メカニズムを急激に転換すると、社会主義時代に隠されていた需給の不均衡が露呈

するため、生産の低下とハイパーインフレが生じる。新しい経済システムの下で、価格が

需給調整のシグナルとして機能するためには、インフレを抑制することによってマクロ経

済を安定化させることが必要であり、社会主義時代の歪んだ経済構造を修正するための構

造改革も必要となる。 

1992 年初頭からの本格的な市場経済化は、まず、価格の自由化と国内・対外的な経済活

動の自由化によって始められた。しかし、ソ連末期からの物不足を背景として、消費者物

価は 1992年 1月だけで 3.5倍になった。さらに、通貨供給量の抑制によって、このインフ

レに対応しマクロ経済を安定化させようとしていた政府・中央銀行が、これを断念し、徐々

に通貨供給量を増加させた。そのため、年末には消費者物価は 26 倍にまでなった。また、

それと同時に、補助金の打ち切りや、ゼロに近い輸入関税によって輸入品が国産品を駆逐

したことなどの影響で、大幅な生産の低下も生じた。（田畑 2004, 44-46）。 

この急進的な市場経済化を主導していたのは、1991年 11月に副首相兼経済相に就任した

ガイダルを中心とする若い経済学者たちであった。ガイダルは、エリツィンの側近として
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信頼を得ていたブルブリス17が閣内に引き入れた人物であった（エリツィン 1994, 下巻, 

26-34；ガイダル 1998, 108）。ガイダルのチームは、新自由主義的理論の下での経済改革（緊

縮財政、価格自由化、迅速な私有化）の実施を唱え、価格の自由化を行えば、直ちに新し

い価格・生産均衡が生じ、市場経済へとスムーズに移行することが可能であると主張した。

欧米諸国や IMF（国際通貨基金）からの支援の下で、この新自由主義的路線に基づく急進

的な市場経済化が実施され、それは「ショック療法」と呼ばれた。 

しかし、このような社会・経済の劇的な変化は市民生活を困窮させたため、エリツィン

に対する国民の支持は著しく低下した。ある世論調査によると、1992年 2月には 45％の人

が彼を「完全に、またはかなり信用する」と答え、その割合は 4 月には 57％にまで増加し

たが、同年 10月には 27％にまで減少した。一方エリツィンを「全く、またはかなり信用し

ない」と答えた人は、1992年 2月の 18％から 10月には 34％にまで上昇した18。そして、そ

れに伴い、圧倒的多数がエリツィンを支持していた第 5 回人民代議員大会とは打って変わ

って、1992 年 4 月にソ連解体後初めて行われた第 6 回人民代議員大会では、エリツィン政

権が主導する急進的な市場経済化政策に対する批判が強まった。 

 

第2項 第 6回人民代議員大会 

 

ソ連解体後最初の人民代議員大会として、1992 年 4 月に第 6 回人民代議員大会が招集さ

れた。この大会は、2つの意味で重要な意味を持つものであった。第一に、経済改革に関し

て、大統領・政府は、年初から開始した急進的経済改革路線の修正を早くも迫られた。こ

の大会で、エリツィン大統領やガイダル第一副首相（1992年 3月より副首相から配置換え）

は、経済改革の経過について報告を行ったが、価格の自由化によるインフレが当初の予測

を上回ったことを認め、農業・工業部門への補助金供与にも言及し、市場経済化の 1 つの

柱である緊縮財政策の緩和を示唆した19。そして、大会は、市場経済化の必要性を認めつつ

                                                        
17 ブルブリスは、1991年の大統領選挙の際に選挙運動を指揮した頃から、エリツィンの側近と
して活躍し、その後国務長官に就任した。1991年 11月からは第一副首相も兼任した。 
18 しかし、エリツィンの支持低下が他の人物の支持率を増大させたわけでもない。例えば、最
高会議議長のハズブラートフに対しては、1992年 4月の段階で彼を「完全に、またはかなり信
用する」と答えた人は 12％、「全く、またはかなり信用しない」と答えた人が 41％であり、1992
年 10月には前者が 5％、後者が 57％であった（.(:;/+0? 1993, 78, 97）。 
19 P(?=%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !%??7<?$%< N(8(+0E77, 6-21 0C+(:> 1992 *%80: 
5=()%*+0G71(?$7< %=1(=.（以下、P(?=%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N とする）2%3.1. 5.118-139, 
150-156. 
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も、これまでの改革の経過は満足いくものではないとして、改革の適切な修正を行うこと

を大統領に提案する決定を採択したのである20。この決定に対し、政府は、人民代議員大会

が採択した政策の遂行の責任はとれないとして、大統領に対して突如総辞職の請願を提出

した（.0<80+ 1997, 177）21。このように、人民代議員大会と政府が経済政策をめぐって対立

したが、その後最高会議幹部会と政府の合同会議が開かれて妥協案が模索された結果、人

民代議員大会は、4 月 15 日に「ロシア連邦における経済改革の支持について」という宣言

を採択した。この宣言は、経済改革に向けた「大統領、最高会議、政府の行動を支持」す

るものであったため、ガイダルらが提起した政府総辞職は回避された22。 

しかし、この第 6 回大会の議員の投票行動は、ほぼ 1 年前の第 3 回人民代議員大会と比

べて、大統領、政府及びその改革路線に対する支持を大きく低下させており（P(<)7? 2005, 

2%3.2, 52-54）、大統領を取り巻く状況は厳しいものになっていた。そのため、エリツィンは

結局、政府の中枢を担っていたブルブリス第一副首相、シャフライ副首相などを解任し、

経営者ロビーが推挙するヒジャ、チェルノムィルジン、シュメイコなどの人物を閣僚に任

命し、生産部門や経営者の利益に配慮した（上野 2001, 63-68; 森下 2001, 180-182; P(<)7? 

2005, 2%3.2, 22-30）。このように、第 6回人民代議員大会での批判に直面し、エリツィン大

統領は、政府の総辞職は回避する一方で、人事面で急進的改革路線を部分的に修正するこ

とで、これを切り抜けようとした。 

第 6 回人民代議員大会の第二の意義は、1991 年 8 月のクーデター未遂事件以降、議論が

停滞していたロシアの連邦条約が、1992 年 3 月末に締結され、この人民代議員大会で承認

されたことである。連邦条約は、連邦中央と連邦構成主体の関係を規定するために作成さ

れたが、当初の連邦条約構想では、それを締結する主体は、連邦を構成する主体のうち、

20の共和国のみとされていた。だが、1992年初頭に地方
ク ラ イ

、州などとの締結を視野に入れた

権限区分協定構想が提案され、最終的には、上記 2 つの構想の折衷案として、連邦は共和

国との間に条約を結ぶだけでなく、自治州、自治管区との条約、地方
ク ラ イ

、州、モスクワ、サ

                                                        
20 B%?=0)%&:()7( 5OM !N «6 @%8( R$%)%371(?$%< +(G%+3" & !%??7<?$%< N(8(+0E77» // P(?=%< 
5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 2%3.2. 5.289-294. この決定採択の投票結果は、賛成 647票、反対
69票、棄権 28票だった（P(?=%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 2%3.2. 5.286）。 
21 エリツィンにとって、ガイダルらによるこの請願提出は、「青天のへきれき」だった（エリツ
ィン 1994, 下巻, 43-52）。 
22 M($:0+0E7> «6 C%88(+#$( R$%)%371(?$%< +(G%+3" & !%??7<?$%< N(8(+0E77» // P(?=%< 5D(-8 
)0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 2%3.4. 5.327-328. この宣言採択の投票結果は、賛成 578票、反対 203票、
棄権 64票だった。「経済改革の経過に関する決定」と比較して、賛成票も少なく、公然と反対
する票が多いことが特徴的である（P(?=%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 2%3.4. 5.106）。 
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ンクト・ペテルブルク両市との条約という、3つの条約を締結するという形式に落ち着いた。

地方
ク ラ イ

、州などのロシア人地域からすれば、連邦条約の主体となり、連邦中央との関係を条

約によって規定することができたため、一定の成果を上げたと言える。ただし、3つの異な

る条約が締結されたことが示すとおり、各連邦構成主体には完全な平等が保証されたわけ

ではなく、共和国のみに「主権」を認めるなどの差別的な条項もいくつかあった。その意

味で、この連邦条約は、共和国の要求にも配慮した結果となった（塩川 2007b, 50-54）。 

また、連邦条約に付属された議定書にも、連邦構成主体ごとの主張の違いが顕著に表れ

ていた。一部の共和国が作成した議定書は、連邦レベルの議会の 1 つの院において 50％以

上の議席を共和国、自治州、自治管区に割り当てることを要求した。88 の連邦構成主体の

うち、共和国、自治州、自治管区の数は 31に過ぎない上に23、人口面でもロシア人が 80％

超と圧倒的である中で、上記のような議席割当における優遇措置を求めたのである。それ

に対し、地方
ク ラ イ

、州、モスクワ、サンクト・ペテルブルク両市が署名した議定書は、すべて

の連邦構成主体の同権を求めていた24。このように、「国家主権宣言」で持ちあがった共和

国と地方
ク ラ イ

・州との間の立場の相違は、連邦条約でも解消されないまま残されることになっ

た。 

いずれにせよ、この連邦条約に参加しなかったのは、タタルスタンとチェチェノ・イン

グーシの 2 共和国のみであり、人民代議員大会がこれを承認したことによって、中央・地

方関係をめぐる問題は一時的に収束した25。そのため、これ以降数ヶ月（10月ごろまで）は、

大統領と政府にとっても、議会内の各ブロックにとっても、経済改革が主要な課題であり、

議論はこの点に集中した。もっとも、税制の問題は棚上げにされた上に、憲法体制におけ

る連邦条約の位置づけについては複数の解釈が可能であったこともあり、中央・地方関係

をめぐる問題は、新憲法制定問題が佳境を迎えた時点で、再度登場することになる。 

 

第3項 私有化法改正と私有化国家プログラム 

 

                                                        
23 チェチェノ・イングーシ共和国を含む。同共和国は、分離独立を要求していたため、連邦条
約には加わっていない。また、1992年 6月にチェチェン共和国とイングーシ共和国に分離した。
それに伴い、連邦構成主体の数は 89になった。 
24 Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.3/3. 2008. 5.182-183, 190-191. 
25 続いて大会で行われた新憲法草案の審議では、連邦条約は、連邦体制を規定する憲法第 4章
の核心であるとされ、「主権と平等」会派や地方代表者の合意の下で、連邦条約の規定に従って

この第 4章が改正された（!93>)E(& 2008b, 46）。 
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背景 

エリツィン政権にとって、国有・公有財産の私有化は、価格の自由化とともに市場経済

化を進める上で、避けては通れない重要な課題であった。私有化については、ペレストロ

イカの時期から既に、企業経営や所有に関する様々な法律が定められてきたが、「法律戦争」

と呼ばれるソ連との対抗関係が、私有化に関するロシア独自の法律を制定することを促進

した。特に、1991 年 7 月に、私有化を進めるための基本的枠組を定めた 2 つの法律が制定

されたことが、非常に重要であった。この法律は、私有化実施にあたっては、その目標、

優先順位、制限などを定めた私有化国家プログラムを政府が作成し、それを最高会議が承

認することを求めている。 

かくして、1991 年末からロシア政府は私有化国家プログラムの草案作成に着手した。そ

して、その草案に基づき、「1992年のロシア連邦における国有・公有企業の私有化プログラ

ムの基本規定」（以下、「私有化プログラムの基本規定」とする）が策定され、これは 1991

年 12月 29日の大統領令「国有・公有企業私有化の加速について26」で承認された。この大

統領令は、この「私有化プログラムの基本規定」に基づく私有化を、1992 年 1 月 1 日から

実施することを定めると同時に、1992年第一四半期の私有化の経過を考慮しつつ、1992年

私有化国家プログラムを 3 月 1 日までに策定することを政府に求めた。しかし、作業は予

定より遅れ、1992 年私有化国家プログラムと私有化関連法の改正をめぐる審議が実際に最

高会議で始まったのは、1992年 5月末であった。 

私有化国家プログラムの作成と私有化関連法の改正を進めたのは、もちろん急進的市場

経済化を主導する大統領・政府であったが、前章で述べたように、1991 年 7 月の私有化関

連法制定の時点で既に、ロシア議会内にも私有化実施に対するコンセンサスは生まれてい

た。ただし、私有化の具体的方法については一致しておらず、この点が主要な争点であっ

た。この点に関して、大統領、政府、そしてそれを支持する「改革連合」ブロックは、私

有化を一刻も早く実施することを重視していた。なぜなら、エリツィン政権は、国家によ

る統制の外部で私有化が進行することを危惧しており、法的枠組の確立が急務であると考

えていたからである。エリツィンが、第 5 回人民代議員大会において急進的改革の必要性

を訴えた演説で述べたように、ペレストロイカ期の法改正により生まれた新しい環境の中

で、自然発生的な私有化が起こっていたが、その多くは違法に行われ、しかもそこにはか

                                                        
26  U$0- B+(-78()=0 !N «6/ 9?$%+()77 C+7&0=7-0E77 *%?980+?=&())"@ 7 39)7E7C0:;)"@ 
C+(8C+7>=7<» // '(8%3%?=7 5OM 7 '5 !5N5!. 1992. A 3. 5=. 93. 
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つての党・国家官僚が密接に関わっていた27。このような状況を脱するためには、早急に法

改正や私有化プログラムの作成を行う必要があるというのが、彼らの認識だった。 

しかし、急進的市場経済化がもたらした社会経済状況の混乱のせいで、大統領・政府の

政策に対する批判が社会全体で高まっており、事態はそれほど容易には進まなかった。特

に、この時期、企業経営者の不満が高まっていた。それは、政府の市場経済化政策の 1 つ

の柱である緊縮財政政策が、企業への補助金削減を意味していたからである。実際、「ロシ

ア産業家・企業家同盟」などの経営者団体は、1992 年 6 月に「市民同盟」と呼ばれる社会

団体を形成し、経営者の利益保護を求めて議会での発言力を拡大していき、同時に、閣内

にも人員を送り込んだ（溝口 2005）。そして、「ロシア産業家・企業家同盟」は、私有化関

連法の改正と国家私有化プログラムの策定過程においても、経営者の利益を保護すること

をその主要な目標の 1つに掲げていた（.73C(:;?%) 1993, 36-37）。このような企業経営者の

利益を議会において代表していたのが、「建設的勢力」ブロックであった。さらには、「ロ

シアの統一」ブロックに所属する「ロシア共産主義者」などの会派は、労働者の利益保護

を求め、私有化において労働者に特権を与えるような政策を求めていた。このように、急

進的市場経済化を進める大統領・政府に対し、「改革連合」は支持を表明していたものの、

「建設的勢力」や「ロシアの統一」が異なる要求をする中で、審議は進められた。 

 

私有化法改正法と国家私有化プログラムをめぐる争点 

私有化法改正法と国家私有化プログラムの審議過程で争点となったのは、国有・公有企

業を私有化するにあたり、「誰に」その所有権を委ねるかという問題であった。特に、私有

化される企業の労働集団（労働者）にいかなる特典を供与するかが、大きな争点となった。

結果として、採択された国家私有化プログラムでは、私有化される企業ごとに以下の 3 つ

の方法から選択できるという方式がとられた。 

 

(1) 企業の労働集団構成員は、全体の 25％の優先株（議決権なし）を無償で取得し、さら

に、全体の 10％の普通株を額面の 30％引きの価格で購入できる。また、経営陣は普通

株の 5％を額面価格で購入できる。したがって、全体の 40％までが企業従業員の所有

                                                        
27 B>="< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !5N5!. 2%3.2. 5.13. このような私有化は、「ノメンクラトゥ
ーラ私有化」と呼ばれた。また、ロシア語で私有化を意味する C+7&0=7-0E7>（プリヴァチザー
ツィヤ）を捩って、略奪・強奪を意味する C+7@&0=7-0E7>（プリフヴァチザーツィヤ）ともしば
しば揶揄された。こうした私有化プロセスの実態については、ゴールドマン（2003）も参照。 
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となりうる。 

(2) 企業の労働集団構成員は、全体の 51％までの普通株を額面価格で優先的に購入できる。

ただし、株式の無償譲渡や優遇売却は行わない。 

(3) 従業員が 200名以上で、固定資産価格が 100万ルーブリから 5000万ルーブリまでの企

業に対して適用される。企業の私有化計画や倒産回避に責任を負う従業員（すなわち

経営者）グループは、労働集団総会の同意を得た場合には、20％の普通株を額面価格

で購入できる。この場合、全従業員は、20％の普通株を額面の 30％引きで購入できる。 

 

オスランド（Åslund 1995, 230- 241）によれば、全体の 25％を労働集団が無償で取得でき

るという（1）の案は、1991年末の「私有化プログラムの基本規定」で既に挙げられていた

ものであり、今回も政府案として準備されていた。それに対し、より有利な条件の設定を

要求する労働者や経営者の要求に応えるものとして、（2）、（3）の選択肢も用意された28。

このことからも分かるとおり、大統領・政府は、異なる主張を持つほぼ全ての勢力の意見

を取り入れる形で私有化プログラムの作成にあたった。大統領・政府にとっては、労働者

への配慮は平等の観点からというよりも、労働者の支持を得て迅速に
．．．

私有化を実施するた

めに必要な方策であった。そして、実施の速度こそが何よりも優先すべき問題であった。 

 

私有化法改正法をめぐる議員の投票行動 

私有化法改正法と国家私有化プログラムは、大統領・政府が望んだ私有化の迅速な実施

を確保するために、多様な勢力の見解を反映したものとなった。それでは、その審議過程

における各議員の投票行動はいかなるものだったのだろうか。 

1992年 5月 29日、まず私有化国家プログラムの審議が行われた。ここでは、このプログ

ラムの基本採択が否決され、さらに大統領に近い人物が提出した修正案なども否決された

ため、結局プログラムは私有化法改正法の採択後に審議されることになった。ここでは 3

回の投票が記名投票で行われたが、そこでの平均凝集度は、「改革連合」が 64.1％、「建設

的勢力」が 71.9%、「ロシアの統一」が 72.6％であり、後 2者に比べ「改革連合」に所属す

る議員の投票行動に不一致が目立ったことが分かる。このことは、私有化の具体的な実施

内容を定める私有化プログラムを、私有化関連法の改正によって法的基盤を確立する前に

審議することに対し、「建設的勢力」、「ロシアの統一」が強い反対を示した上に、「改革連

                                                        
28 これ以降私有化が進む上で実際に採用されたのは、圧倒的に（2）のオプションであった。 
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合」内にも反対する議員が多かったことを示している。 

続いて私有化法改正法の審議が行われたが、ここでも「建設的勢力」や「ロシアの統一」

からの批判が相次いだ。例えば、法案が所管の経済改革財産問題委員会（「改革連合」の議

員が多い）の意向ばかりを反映し、産業エネルギー委員会（「建設的勢力」の議員が多い）

などの意見を考慮していないし、労働集団の権利も十分に反映されていないという意見が

出された。そのため、審議を 1 週間延期し、担当委員会が産業エネルギー委員会や社会政

策委員会とともに再度法案を練り直すことになった29。 

私有化法改正法の審議過程では、合計で 28回の記名投票が行われた。また、17の修正案

が記名投票に付され、そのうち 6 つが採択された。全体としては、5 月 29 日の投票とは大

きく異なり、「改革連合」が 83.7%と高い凝集度を示したのに対し、「建設的勢力」は 65.3%、

「ロシアの統一」が 65.1％と相対的に低い値にとどまっている30。これを個別に見ると、採

択された修正案については、6つのうち 5つで、全ブロックの過半数の議員がこれに賛成し

ている。他方、否決された 11の修正案は、それを提出した議員の所属ブロックでは過半数

の賛成票を集めたものの、残り 2 つのブロックが反対した場合が大半である。以上のこと

から、第一に「改革連合」が他の 2 ブロックと比べて高い凝集度を示しており、法案採択

に強いイニシャチヴを発揮したということが分かる。私有化の早期実施を目指す大統領と

政府が、この法改正や私有化プログラムの作成を主導していたから、政権を支持する「改

革連合」がこの問題に対し高い凝集度を保ったのはそれほど驚くべきことでもない。第二

に指摘できるのは、修正案が採択されたのは、すべてのブロックが概してそれに賛成の立

場をとった場合だという点である。つまり、「改革連合」（及び政府）は、「ロシアの統一」

から提出された修正案についても、その一部を受容することで同ブロックとの妥協を図り、

改正法を成立させた。同時に、「建設的勢力」と「ロシアの統一」にも、その主張の一部が

受け入れられるのであれば、「改革連合」と妥協する用意があったことになる。このように、

私有化法の改正は、「改革連合」の主導権の下で進められたが、すべてのブロックの協調の

下で成立したという点に大きな特徴がある。 

6 月 11 日に再度審議が行われ、採択された私有化プログラムについては、記名投票は行

                                                        
29 T(=&(+=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !%??7<?$%< N(8(+0E77. SH::(=(); A 62 5%&3(?=)%*% 
-0?(80)7> 5%&(=0 !(?C9/:7$7 7 5%&(=0 O0E7%)0:;)%?=(<. （以下 T(=&(+=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 
5%&(=0 !N. SH::(=(); A とする）29 30> 1992 *. 5.17-27. 
30 T(=&(+=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. SH::(=(); A 65. 5 7H)> 1992 *. 5.50-64をもとに筆者
が計算。 
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われなかった。賛成は、共和国会議で 72 票、民族会議で 63 票であり、これは議員総数の

約 54.5％、投票した議員の約 70.3％であった31。 

 

第4項 ガイダル首相代行の報告に関する決定 

 

背景と決定の内容 

1992年初頭から始まった価格の自由化に加え、国家私有化プログラムと 1992年 8月に発

令された大統領令の下で、10 月から私有化小切手も配布され、私有化も本格化するなど、

市場経済化は急ピッチで進められた。しかし、この「ショック療法」と呼ばれる急進的な

経済改革は、国民生活に大きな打撃を与え、急進的改革に対する批判は徐々に高まってい

った。こうした状況で、政府は、第 6 回人民代議員大会において産業界を代表する人物を

閣僚に登用するなどして、急進的路線を修正する構えを見せた。しかし、1992年 7月には、

従来の急進的市場経済化路線を今後 5 年間は基本的に踏襲することを記した「経済改革深

化プログラム」という中長期的プログラムを策定し、これを最高会議に提出した。したが

って、大統領・政府は、人事面で路線変更を標榜しつつも、基本的には従来の路線を継続

しようとしていた。 

「経済改革深化プログラム」提出直後に最高会議はいったん休会したが、再開後の 9 月

22 日と 10 月 6 日に、最高会議においてガイダル首相代行（1992 年 6 月より第一副首相よ

り配置換え）は「共和国の社会経済状況及び経済改革の経過について」と「経済改革深化

プログラムについて」と題する 2 つの報告を行った。これに対し、最高会議は 1992 年 10

月 9日にこのガイダル報告に関する決定を採択した32。この決定は、政府の非効率性や政策

の一貫性欠如のために、経済的･社会政治的情勢に安定がもたらされていない現状を非難し、

（1）政府は、1 ヶ月以内に短期（1992 年第四四半期から 1993 年第一四半期）の具体的な

危機対策措置を最高会議に提出すること、（2）最高会議幹部会付属の高等経済会議は、1ヶ

月以内に、具体的な危機対策措置に関して、最高会議諸委員会、連邦構成主体の権力機関、

企業、社会団体、研究者をはじめとする専門家の提案をまとめ、最高会議に提出すること、

                                                        
31 T(=&(+=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. SH::(=(); A 66. 11 7H)> 1992 *. 5.36. 
32 B%?=0)%&:()7( '5 !N «B% 8%$:0803 7?C%:)>HI(*% %/>-0))%?=7 B+(8?(80=(:> B+0&7=(:;?=&0 
!%??7<?$%< N(8(+0E77 V. 2. .0<80+0 «6 ?%E70:;)%-R$%)%371(?$%3 C%:%#()77 & !%??7<?$%< 
N(8(+0E77 7 @%8( R$%)%371(?$%< +(G%+3"» 7 «6 C+%*+033( 9*:9/:()7> R$%)%371(?$%< 
+(G%+3"»» // '(8%3%?=7 5D(-80 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !%??7<?$%< N(8(+0E77 7 '(+@%&)%*% 5%&(=0 
!%??7<?$%< N(8(+0E77.（以下 '(8%3%?=7 5OM 7 '5 !N とする）1992. A 42. 5=.2341. 
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（3）中央銀行は、1 ヶ月以内に信用・金融システムの安定化措置の提案を、最高会議及び

政府に提出すること、などを定めた。すなわち、この決定は、「ショック療法」の継続を唱

える「経済改革深化プログラム」を棚上げにして、政府に対し経済の危機的状況へ対応す

るように政策の修正を求めたものであった。したがって、この決定をめぐっては、最高会

議で白熱した議論が交わされた。 

 

決定をめぐる議員の投票行動 

決定案は、最高会議経済改革財産問題委員会と最高会議の付属機関である高等経済会議

が作成した案と、「刷新（新政策）」会派の作成案の 2つが検討された後に、「刷新」案を基

本として審議が進められた。「建設的勢力」ブロックに所属する「刷新」会派は、1992年半

ば頃から政府の経済政策を批判して影響力を拡大していた会派であるが、ここでも審議を

主導する役割を担った。そして、「刷新」を中心とする「建設的勢力」の主導的役割は、こ

の決定案に対する投票行動にも表れている。 

この決定採択の審議過程では、決定の文言について計 21回の投票が行われ、そのうち 12

の議案が採択された。このケースでは、前項で見た私有化関連法の改正の場合のように 3

つのブロックの投票パターンがすべて一致した場合もわずかに観察されるが、総じて「改

革連合」に対して「建設的勢力」と「ロシアの統一」が対立するという構図が顕著であっ

た。私有化法の場合と大きく異なる点は、「改革連合」と「建設的勢力」の連合によって議

案が可決したことは 1 度もなく、両ブロックの見解の相違が明らかであったという点であ

る。上述のとおり、決定は「建設的勢力」に所属する「刷新」会派が提出したものを下地

としており、採択された修正案にも「建設的勢力」は常に半数以上の議員が賛成票を投じ

ていた。このことから、「建設的勢力」の主導権の下、同ブロックと「ロシアの統一」との

連合によって決定は採択されたと言える。 

ただし、各ブロックの凝集度は決して高くない。「建設的勢力」と「ロシアの統一」の凝

集度は私有化の場合と同程度（それぞれ 62.1%、70.0%）であり、「改革連合」のそれは大き

く低下した（62.4%）。「改革連合」の議員はこの時期 69名だったので、平均して 30名近い

議員が、「改革連合」の基本的な投票パターンとは異なる投票行動を取っていたことになる。

したがって、「改革連合」の投票行動に分裂傾向が強まったことが、それほど凝集度の高く

ない「建設的勢力」と「ロシアの統一」の連合によっても、議案を可決することを可能に
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したと考えることができる33。1992年 10月の段階で、「改革連合」の内部にも政府主導の急

進的経済改革に対する不満が高まっており、そのことが「建設的勢力」が中心となって政

府を批判する文書が作成される要因となったことが見てとれる。ただしその一方で、「建設

的勢力」と「ロシアの統一」の結束強化がそれほど顕著ではないという点も特徴的である。

既存研究は、大統領や政府の支持勢力の分裂に伴って、反対勢力が強固になっていくとみ

なす傾向にあるが（McFaul 2001, 172-179; Moser 2001, 76-83; Nichols 2001, ch.2）、この時期に

おいては「建設的勢力」と「ロシアの統一」の 2 つのブロックが、最高会議において強力

な反対派を形成していたとは必ずしも言えない。 

 

第5項 急進的市場経済化の影響 

 

1991 年 11 月に付与された特別権限を背景に、エリツィン大統領は 1992 年初頭から「シ

ョック療法」を実施した。本節では、この急進的市場経済化政策の経過と、それをめぐっ

て政治エリートの連合が変容する過程を考察してきたが、この急進的な市場経済化は、そ

の後の改革の展開に 2つの意味で大きな影響を及ぼした。 

第一に、急進的市場経済化、特に私有化が、連邦構成主体行政府の台頭を促した。1992

年 6 月に作られた「私有化プログラム」の下で実施された私有化は、その対象となった資

産の 80％以上が連邦構成主体または地方自治体の資産であった。連邦構成主体行政府や企

業長層は、この私有化プログラムの作成に直接関与していたわけではなかったが、この私

有化の機会を大いに活用し、国有企業の多くを獲得していった（溝端 2004, 67）。前述のよ

うに、私有化プログラムには 3 つのオプションがあったが、私有化された企業の多くは、

従業員が全体の 51％の株式を優先的に購入できるという（2）のオプションを選択した。こ

れは労働者の要求に応じて設けられたオプションであったが、労働者の多くは企業経営に

関する知識を全く持たず、獲得した株式の多くを企業長へ安値で売り渡した（Barnes 2006, 

75-83）。こうして「インサイダー私有化」が進み、経済資源の地域化が進んだ。また、経営

者や連邦構成主体行政府は、獲得した資産を活用して、当該地域に必要な日用品を供給す

るために他の地域とバーター取引を行ったりもした（Herrera 2005, 150-152）。かくして、地

                                                        
33 B>=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !%??7<?$%< N(8(+0E77. SH::(=(); 5%&3(?=)%*% -0?(80)7> 
5%&(=0 !(?C9/:7$7 7 5%&(=0 O0E7%)0:;)%?=(<. （以下 B>=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. 
SH::(=(); A とする）B+7:%#()7( $ /H::(=()>3 A7, 8. 
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方に基盤をおく経営者とネットワークを有していた連邦構成主体行政府は、そのネットワ

ークを活用して私有化過程で一層存在感を増し、1993 年以降その影響力は中央政治におい

ても大きなものとなっていった。 

第二には、急進的市場経済化が社会に大きな混乱をもたらしたのにつれて、その政策を

主導する政府に対する批判が強まった。本節でみてきたように、最高会議では「改革連合」

の指導力が低下し、相対的に「建設的勢力」の影響力が拡大した。こうした情勢の中で、

経済改革をめぐる争いが徐々に政策決定の主導権
．．．

（「誰が」改革を主導するべきか）をめぐ

る争いへと発展し、その主導権の所在を定めるものとして、政治制度改革の論議が再び激

しくなった。次節では、この問題を検討する。 

 

第3節 政治制度改革をめぐる争いと最高会議の「原子化」 

 

第1項 背景 

 

1992 年末にかけて、政治制度をめぐる争いが激しくなったのには、市場経済化に伴う対

立の激化の他に、さらに 2つの背景があった。まず、1991年 11月の第 5回人民代議員大会

でエリツィン大統領に付与された急進的経済改革を遂行するための特別権限が、1年間で終

了するため、その後の政策決定の方法を確定する必要があった。そのため、1992 年 4 月に

招集された第 6回人民代議員大会は、最高会議に対し、3ヶ月以内に「閣僚会議（政府）に

関する法律」（以下「政府法」とする）を採択することを求めたのである34。しかし、実際

には審議は大幅に遅れた。エリツィン大統領が最高会議に提出した法案を、担当委員会が

承認しなかったため、最高会議は、立法委員会が作業グループ35と共同で再度法案を起草す

ることを決定した36。そして、10月から 11月にかけて、最高会議は政府法の制定と、それ

に伴う憲法改正に向けて審議を行った。 

それに加え、憲法委員会により進められてきた新憲法草案の策定作業も同時期に山場を

                                                        
34 B%?=0)%&:()7( 5OM !N «6 @%8( R$%)%371(?$%< +(G%+3" & !%??7<?$%< N(8(+0E77» // P(?=%< 
5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 2%3.2. 5.289-294. 
35 この作業グループは、「改革連合」議員が 7名、「建設的勢力」議員が 4名、「ロシアの統一」
議員が 2名の合計 13名で構成されていた。 
36 B%?=0)%&:()7( '5 !N «6 C+%($=( -0$%)%& !%??7<?$%< N(8(+0E77 «6 5%&(=( ,7)7?=+%& – 
B+0&7=(:;?=&( !%??7<?$%< N(8(+0E77»» // '(8%3%?=7 5OM 7 '5 !N. 1992. A 32. 5=.1885. なお、
シュメイコ第一副首相も大統領公式代表として、法案の起草に強く関与した。 
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迎えたために、政治制度の確定に対する政治エリートの関心が非常に高まった。憲法委員

会は、1990年 6月に最高会議内に創設された新憲法草案の策定を主導する機関であり、1990

年 11月に最初の憲法草案を発表した。その後、同委員会が策定した草案は、第 5回人民代

議員大会（1991 年 10 月から 11 月）や最高会議（1992 年 2 月から 4 月）での審議を経て、

1992年 4月の第 6回人民代議員大会に提出された。第 6回人民代議員大会は、「憲法改革の

基本理念と草案の基本条項を承認」した上で、この草案に付された様々な意見や提案を考

慮して新憲法草案を完成させるよう、最高会議と憲法委員会に求めるという決定を採択し

た37。この決定に基づき、特に 1992年 9月から 11月にかけて、憲法委員会と最高会議は新

憲法草案に関する審議を集中的に行った38。新憲法草案の準備は憲法委員会創設直後から進

められていたが、特にその動きが活発になったのは、政府法案が審議された時期とほぼ重

なっている。このように、政府法策定とそれに伴う現行憲法の改正と同時に、新しい憲法

の策定作業も進んだ 1992年秋以降の時期は、政治制度の確定が最大の政治課題となった39。 

ただし、以上の経過は、決して順調に進んだわけではない。憲法委員会は最高会議に付

属する組織であったため、大統領就任によって最高会議を離れたエリツィンは、徐々に憲

法委員会と距離を置くようになった。例えば、1992 年 4 月の第 6 回人民代議員大会に向け

て憲法委員会が草案を発表したのとほぼ同時期に、エリツィンが重用していたシャフライ

副首相（ただし、1992年 3月末に辞任）が中心となって作成した新憲法草案も発表された。

このシャフライ草案は、憲法委員会草案よりも強い大統領権限を規定するものであったた

め、エリツィンも憲法委員会草案よりもシャフライ草案を好んだとみられる。実際、大統

領は、憲法委員会の草案に対して、「連邦立法権力」と「大統領」について記した 2つの章

の修正を求めた40。そのため、人民代議員大会は「憲法改革の基本理念と草案の基本条項を

                                                        
37 B%?=0)%&:()7( 5OM !N «6 C+%($=( K%)?=7=9E77 !%??7<?$%< N(8(+0E77 7 C%+>8$( 
80:;)(<L(< +0/%=" )08 )73» // P(?=%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 2%3.5. 5.442-443. 
38 その経過は以下を参照。6=1(= % +0/%=( K%)?=7=9E7%))%< K%37??77 (7H); 1990 *. – )%>/+; 
1992 *.) // Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.3/2. 2008. 5.476-478. 
39 このように、現行憲法の改正と新憲法策定は同時進行していた。しかし、新憲法草案が従来
の制度と全く異なる新しい政治制度の構築を目指したわけではなく、1990年に議会制度改革が
実施されて以降採択された様々な法令を参考にしていた。例えば、1992年 4月の第 6回人民代
議員大会に提出された憲法草案には、この草案に反映された既存の法令のリストが添付された

（B(+(1(); G(8(+0:;)"@ -0$%)%& 7 7)"@ )%+30=7&)"@ 8%$93()=%&, C%:%#()7> $%=%+"@ )0L:7 
%=+0#()7( & C+%($=( K%)?=7=9E77 !%??7<?$%< N(8(+0E77 (& +(80$E77 %= 18 30+=0 1992 *.) // Q- 
7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.3/1. 2008. 5.276-277）。 
40 6/+0I()7( B+(-78()=0 !N «K 5D(-89 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !%??7<?$%< N(8(+0E77» // Q- 
7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.3/1. 2008. 5.872. 憲法委員会において、シャフライ副首
相も同様の趣旨の発言をしている（Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.3/1. 2008. 
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承認」することによって、憲法委員会の草案が公式の憲法草案であることを示す一方で、

この 2 つの章について大統領の提案と意見を考慮した上で草案を完成させることも上記の

決定に記した。7月以降、大統領は再び憲法委員会の作業に積極的に関与し、大統領の権限

を若干強化する修正を加えた後、新たな憲法草案が 10月に憲法委員会で基本承認された41。

さらに、それは最高会議でも審議された上で、1992年 12月 1日から開催されることになっ

た第 7回人民代議員大会の議題とされた（!93>)E(& 2008a, 25-34）。 

このように、1992 年末にかけて、大統領の特別権限終了に合わせて政府法の制定と現行

憲法改正を行うという問題と、これまでの憲法改正を踏まえた上で新憲法草案を作成する

という問題が、同時に重要な政治課題となり、それは第 7 回人民代議員大会で大きな山場

を迎えた。そしてそこでは、大統領と議会の権限分割問題が、最大の懸案であった。なお、

既存研究では、政治制度をめぐる争いは、大統領制と議院内閣制のいずれかの制度をめぐ

る争いであり、後者は旧体制の保存を図る勢力と化したとみなされる傾向にあったが、大

串（Ogushi 2009, 6-7）が指摘するように、この時期に準備されたほとんどの憲法草案は大

統領制を前提としたものだった。そして、第 6 回人民代議員大会に提出された憲法委員会

の公式草案においても、ソヴィエト的特徴を有する人民代議員大会を廃止し、新たに二院

制議会を設けることは既定路線となっていた。このように、政治制度をめぐる議論は大統

領制を基本とし、その中で大統領と議会の権限区分をめぐって対立していたことをまず確

認する必要がある。ただし、それでもなお不確定な要素は大きく、この権限区分をめぐる

対立が非常に熾烈であったことも理解しなければならない。 

 

第2項 最高会議での政府法審議 

 

政府法の争点 

そこで、まず政府法における争点と、それらに対する各政治主体の主張を整理する。表 4-2

は、政府法の争点とその具体的規定をまとめたものである。論点は、大きく 4 つに分類す

ることができるが、その中で最大の争点となったのが、（1）政府の地位と構成に関する問

題であった。具体的には、政府の責任の所在（第 1条）、政府の組織方法（第 7条）、首相・

                                                                                                                                                                  
5.805-806）。 
41 B%?=0)%&:()7( K%)?=7=9E7%))%< $%37??77 !N «6 8%+0/%=0))%3 C+%($=( K%)?=7=9E77 
!%??7<?$%< N(8(+0E77 7 C%+>8$( 80:;)(<L(< +0/%=" )08 )73» // Q- 7?=%+77 ?%-80)7> 
K%)?=7=9E77 !N. 2%3.3/2. 2008. 5.264. 
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閣僚の任免方法（第 8 条、第 9 条）といった点が挙げられる。次に、（2）政府の権限に関

する問題も重要であった。この問題は、経済及び社会文化の発展分野における権限（第 20

条）と政府の専管事項（第 23条）に関するものであった。また、政府に立法発議権を与え

るかという点（第 1条第 4項）も大きな争点であった。 

以上は、大統領、政府、議会の間の権限区分をめぐる問題であったが、それに加えて、（3）

連邦政府と連邦構成主体政府の関係に関する問題もあった。この時期、両者の関係の基礎

は、1992年 3月末に締結された連邦条約の規定にあるという考えが支配的だった。ただし、

この時点で、新憲法と連邦条約の関係、すなわち、新しい憲法体制において連邦条約がど

のような地位を占めるかは不確定な問題であり、それが潜在的な論争点であった。また、（4）

政府及びそれを構成する首相や閣僚の活動規則等を規定した部分（第 6 章）については、

審議は技術的な面が中心であり、法案に対する大きな修正も加えられなかったので、以下

では割愛する。 

 

表  4-2 政府法の争点  

概要 具体的規定 

（1）政府の地位と構成 政府の責任（第 1条）、政府の組織方法（第 7条）、首相・閣僚の

任免方法（第 8条、第 9条） 

（2）政府の権限 経済及び社会文化の発展分野における権限（第 20条）、政府の専

管事項（第 23条）、立法発議権（第 1条第 4項） 

（3）中央・地方関係 連邦政府と連邦構成主体政府の関係（第 4章） 

（4）政府の活動規則 政府、首相、閣僚の活動規則（第 6章） 

出典：筆者作成 

  

以上の点について、どのような主張の対立があっただろうか。代表的な人物数名の見解

をまとめてみよう。まず、エリツィン大統領は、特別権限が認められている現状を維持す

ることを目指した。具体的には、大統領が政府を組織すること、また最高会議の同意なし

に首相及び閣僚を任免することを要求し、この法案をできるだけ早く採択する必要がある

という考えを示した42。最高会議議員の中で大統領を支持したのは、「改革連合」に所属し、

                                                        
42 大統領公式代表シュメイコ第一副首相の発言。（B>=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. 
SH::(=(); A 6. T.1. 7 %$=>/+> 1992 *. 5.4-6.） 
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経済改革・所有問題委員会委員長を務めていたクラサフチェンコであった。彼は、社会経

済の危機的状況を脱するためには、政府の効率的活動を助ける法律が必要であり、これを

迅速に採択しなければならないとして、政府法をできるだけ早く制定する必要性を唱え、

最高会議はこのような重要な決定を回避していると非難した43。 

これに対して、「建設的勢力」のゴロヴィン（「刷新」会派）は、重要閣僚の任免は最高

会議の同意が必要であるという規定を政府法には含めるべきであり、そのためには憲法も

改正すべきだということ、また、政府の組織については、大統領の提案に基づき最高会議

が承認するという手続きを導入すべきだということを主張した44。また、「ロシアの統一」

ブロックの一部には、大統領制を廃止して議院内閣制に移行すべきであるという意見や、

執行機関は立法機関に従属すべきであるという意見もあったが45、そうした意見はごく少数

であり、実際の審議にこうした要求が反映されることもなかった。 

以上のように各派の代表的人物の発言を見てみると、経済政策に対する選好と政治制度

に対する選好が対応していることが分かる（図 4-2）。つまり、「改革連合」は大統領を支持

し、大統領に大きな権限を与えることを主張したのに対し、「ロシアの統一」の中には大統

領制を廃止すべきだとの意見も見られたように、同ブロックは大統領から最も離れた選好

を持っていた。そして、「建設的勢力」は、大統領制を基本としつつも大統領の権限をより

限定的にすべきであるとの考えを示しており、「改革連合」と「ロシアの統一」の中間に位

置していた。それでは、このような選好の違いは、政府法の内容及びそれをめぐる各議員

の投票行動にどのように反映されただろうか。 

 

図  4-2  各派の代表的人物の選好  

大統領 

改革連合 建設的勢力 ロシアの統一 

大統領権限 大 小 

急進的市場経済化 賛成 反対 

出典：筆者作成 

                                                        
43 B>=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. SH::(=(); A 6. T.2. 5.7-8. 
44 B>=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. SH::(=(); A 6. T.1. 5.29-30. 
45 アスタフィエフ、チホノフの発言。（B>=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. SH::(=(); A 6. T.1. 
5.31-32; T.2. 5.10-11.） 
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審議の経過 

（1）の問題は、政府法における最大の争点であり、各派の主張の違いも大概はこの部分

をめぐるものであった。審議の結果、政府は最高会議及び人民代議員大会に対して責任を

負うこと、外交、安全保障、経済分野など 8 名の重要閣僚の任命や執行権力の機構再編に

は、最高会議の合意が必要であることなど、概して最高会議の権限を拡大するような修正

が加えられた。また、大統領の提出した修正案はすべて否決されたため、大統領側は不快

感を表明した46。法案が可決された 11月 13日の審議でも、この状態ではエリツィン大統領

が署名を拒否するであろうと指摘されていた47。 

（2）については、最高会議では、「金融・信用制度の強化策」における政府の権限は制

限される方向に修正された。他方で、価格政策や財政政策に関する政府の権限に対しても、

最高会議の権限と重複するという理由から、これを制限しようとする修正案が提出された

が、否決された48。 

（3）政府法では、連邦政府、連邦構成主体政府がそれぞれ有する権限は明示されず、連

邦政府と共和国政府の関係（第 17 条）、連邦政府と共和国以外の連邦構成主体政府の関係

（第 18 条）、連邦政府と連邦構成主体政府との意見調整（第 19 条）という 3 つの条項で、

両者の原則的な関係性が記されたのみであった。ただし、審議過程では共和国最高会議な

どから連邦構成主体の権限を拡大する、または連邦政府の連邦構成主体政府に対する権限

を制限するような修正案が提出された。しかし、これらはいずれも否決された。中央・地

方関係をめぐる問題を政府法の枠組において提起することについては、議会内の大多数の

議員が否定的であり、議員の多くは現状を追認するという姿勢をとった。 

政府法は以上のような内容を持つものとなった。その審議においては、（1）をめぐる議

論が最も白熱したが、その特徴としては次の 2 点を指摘できる。まず、大統領の政府に対

する権限を維持しようとする大統領の試みは、ことごとく拒否された。政府は大統領によ

って組織されるという規定（第 7 条第 1 項）や、首相は大統領が任免し、任命についての

み最高会議の同意を必要とするという規定（第 8 条第 1 項）をはじめとして、大統領が提

                                                        
46 大統領公式代表シュメイコ第一副首相の発言（B>=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. SH::(=(); 
A 16. 11 )%>/+> 1992 *. 5.53-54）。 
47 ハズブラートフ最高会議議長の発言（B>=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. SH::(=(); A 18. 13 
)%>/+> 1992 *. 5.50）。 
48 B>=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. SH::(=(); A 16. 11 )%>/+> 1992 *. 5.40. 
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出した修正案はすべて否決された。このことは、大統領が可決された法案に拒否権を発動

する直接的な原因となり、続いて開催された第 7 回人民代議員大会での緊張関係の高まり

を引き起こした。こうした事実は、既存研究でも指摘されてきた点である。 

他方で、政府に対する最高会議の権限を拡大し、大統領の権限を制限するような修正案

も、多数の賛成を得られずに否決されることが多かったという事実にも注目すべきであろ

う。例えば、首相の任命について、最高会議が大統領の提案した候補に同意せず、一定の

期間に大統領が新たな候補を提案しなかった場合や、提案されてもその候補に最高会議が

再度同意しなかった場合には、最高会議が首相を任命できるといった修正案は、やはり否

決された。このことから、最高会議はむやみに自らの権限拡大を目指したわけではなかっ

たということも分かる。したがって、最高会議が大統領の要求に反対し、現状より大統領

権限を制限する案が採択されたという既存研究の理解は正しいものの、そのことは、最高

会議の「反大統領」という立場での団結や、最高会議の権限の劇的拡大にはつながらなか

ったという点は、確認する必要がある。政府法の採択によって生じた大統領と議会の権限

区分に関する変化は、より穏健なものであったとみなす方が適切だろう49。 

 

政府法をめぐる議員の投票行動 

それでは、以上のような審議結果の背後には、どのような力学が働いていたのだろうか。

政府法案の審議過程では合計 145 本の修正案が投票（すべて記名投票）に付されたが、そ

のうち採択されたのは 18本のみだった。大多数の修正案が賛成票をほとんど集められずに

否決されたために（つまり、ほとんどの修正案に対して反対票が圧倒的多数であったため

に）、全体として各ブロックの凝集度は高くなっている。この事実だけを見ると、作業グル

ープと立法委員会が準備した法案は、議員の大半の支持を得るものであり、どのブロック

も法案の修正を望まなかったと理解することも可能である。そして、このような理解は、

もし法案が「反大統領派」によって作成され、大統領の権限を大きく削減するものであれ

ば、大統領と最高会議の対立という既存研究が提示してきた構図を支持するものであると

理解できるかもしれない。しかし、実際には、作業グループの構成を見ても分かるように50

法案作成には「改革連合」の方が積極的に関与していたし、大統領が提出した修正案のみ

                                                        
49 ただし当事者がどう反応したかは全くの別問題で、エリツィンは最高会議を「反改革」勢力
として強く非難したのも事実である。 
50 作業グループの構成は、本章脚注 35を参照。 
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ならず、議会の権限拡大に関する修正案の多くも否決されている。既存研究の理解ではこ

うした事実を説明できない。 

他方で、可決された修正案のみに限定して議員の投票行動を見てみると、前節で取り上

げた経済改革に関する 2 つの事例とは異なった様相が明らかになる。まず、政府法案をめ

ぐる審議過程では、ブロック間の協調行動が失われたということを指摘できる。ソ連解体

以降の議会では、どのブロックも単独では過半数に満たない状況にあったが、前節の 2 つ

の事例では、2つ以上のブロック間で協力関係があったために、法律や決定の採択が可能で

あった。私有化法の改正では 3 つのブロック全てが協調したし、ガイダル首相代行の報告

に関する決定では、「建設的勢力」と「ロシアの統一」の間に緩やかな協調関係があった。

しかし、政府法の場合にはそうした協調関係は観察できなかった。 

このようなブロック間の協調関係の喪失は、次のこととも関係している。それはどのブ

ロックも凝集度が低下し、組織的な一体性が大きく失われたということである。「改革連合」、

「建設的勢力」、「ロシアの統一」の凝集度は、それぞれ 58.3％、64.1％、63.9％と、これま

での 2 つの事例よりも低い数字であり、どのブロックも投票行動がほぼ二分していた。各

ブロックの指導者の政府法案に対する選好が経済問題に対する選好と対応したものだった

ことを考えると、政府法案の審議過程ではブロックが議員を束ねる力は大きく減退してお

り、同じ社会階層出身の議員であっても政治制度に対する利益を共有していなかったこと

が分かる。このように、可決された修正案において、会派・ブロックは所属議員の投票行

動をほとんど制約できなくなっていたことから、他の多くの修正案が否決された理由も、

作業グループと立法委員会が作成した法案を各派が積極的に支持したためというよりは、

最高会議内に緩やかながらも存在していた連合が解体し、現状（この場合は提出された法

案）を変更するような多数派の形成が困難になっていたと考える方が自然であろう。 

このような状態は、議会が「原始化」状態に陥ったと捉えることができよう。各議員の

投票行動はランダムで、同じ議員が同種の提案に対して賛成票を投じる場合もあれば、反

対票を投じる場合もあるというケースが数多く観察された。そのため、ブロック内の凝集

度は低下し、一体性を失ったブロック同士が協調する可能性も著しく低下したのである。

各ブロックの指導者周辺には、小さな集団が結集してはいたが、そこには「政党」として

の構造強化につながるような動きは全く見られなかった。 

だが、さらに疑問は残る。それは、多数派の形成が困難な状況において、そもそも政府

法が成立したのはなぜかという問題である。各ブロックの投票行動は確かに二分している
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が、既存のブロック・会派を横断するような新たな連合の契機をそこに見出すことはでき

ない。年齢、学歴、地域、所属委員会など入手可能なデータは、いずれも議員の投票行動

を説明できるものではなかった。このように、議員の投票行動はランダムで、既存のブロ

ックはいずれも分裂しつつあり、かつブロック間の協力関係も失われたにもかかわらず、

それらに代わる新たな連合が形成されることはなく、議会は「原子化」した状況に陥った

が、大統領特別権限終了の期日が迫る中で、政府法案は 1992年 11月 13日に最高会議で可

決された。 

 

第3項 第 7回人民代議員大会（1992年 12月） 

 

会派構成の変化 

政府法採択から 2週間あまり後の 1992年 12月 1日、第 7回人民代議員大会が開会した。

この時点で、人民代議員大会の会派構成は、前回大会とは大きく異なっていた（表 4-3参照）。

「ロシアの統一」は、第 6 回大会時と会派構成も議席数もほぼ同等であったが、中道派と

して 1992年半ばから後半にかけて影響力を拡大させていた「建設的勢力」は分裂し、一部

は「改革連合」から離脱した勢力と合流し、「民主センター」という新たなブロックを形成

した。「改革連合」の凋落も著しく、294 名をほこった第 6 回大会時と比べて勢力はほぼ半

減した。このように、第 7 回人民代議員大会では、最大勢力の「ロシアの統一」ですら全

体の 3 割にも満たず、小さな会派・ブロックが乱立する状況にあった。最高会議の原子化

状況は、人民代議員大会の会派・ブロック構成にも影響を及ぼしていた。 
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表  4-3 第 7回人民代議員大会における会派とブロックの構成  

会派名 議席数（ブロック名） 

急進民主主義者 
154 (14%) 

（改革連合） 
民主ロシア 

進歩のための合意 

無党派議員 

270 (25%) 

（民主センター） 

自由ロシア 

左翼センター／協力 

主権と平等 

祖国(!%87)0) 

労働者同盟／ショックなき改革 50 (5%) 

産業同盟 51 (5%) 

刷新（新政策） 54 (5%) 

ロシア 

304 (28%) 

（ロシアの統一） 

祖国（6=17-)0) 

ロシア共産主義者 

農業同盟 

その他 185 (17%) 

出典：.(:;/+0? 1993, 16-65より筆者作成。 

 

この大会では 9つの議題を審議することになっていたが51、その中でも次の 3つの問題が

特に重要であった。第一に、経済政策の修正に関する問題である。この問題は、本章で詳

しく見てきたように、第 6 回人民代議員大会以来常にロシアにとって喫緊の懸案事項であ

った。この問題に関して、大会は、12 月 5 日に「ロシア連邦における経済政策の経過に関

する決定」を採択した。これは、第 6 回大会で採択された決定の履行に関する政府の仕事

は不十分であり、政府の経済改革が市民の大半の利益に一致しておらずに社会経済にとっ

て否定的な結果をもたらしたとするなど、政府の経済政策に対して厳しい内容を記したも

                                                        
51 B%?=0)%&:()7( 5OM !N «6 C%&(?=$( 8)> ?(8;3%*% 5D(-80 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !%??7<?$%< 
N(8(+0E77» // 5(8;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !%??7<?$%< N(8(+0E77, 1-14 8($0/+> 1992 *.: 
5=()%*+0G71(?$7< %=1(=.（以下、5(8;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !Nとする）1993. 2%3.1. 
5.520-521. 
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のであった。このように、政府の経済政策に対する批判が高まる中で、より根源的な問題

として、大統領・政府・最高会議の関係に関する問題、すなわち前項で論じた政府法制定

とそれに即した現行憲法改正の問題が議論された。これが、第二の問題である。ここには、

政府を率いる首相を新たに任命するという問題も関わっていた。そして第三に、新憲法制

定の問題があった。政府法と並行して、新憲法草案の審議も最高会議で行われ、その草案

はこの大会に提出されていた。しかし、実際に人民代議員大会が始まると、新憲法草案の

内容は審議されず、作業を継続することを求める決定が採択されただけであった。 

そこで以下では、この人民代議員大会において最も論争的であった第二の問題について、

検討していく。 

 

憲法改正と首相任命をめぐって 

11 月に最高会議で採択された政府法は、大統領が拒否権を行使したために、その修正が

必要となり、最高会議での審議が人民代議員大会に持ち越されていた。したがって、憲法

改正の問題における最大の争点も、やはり大統領、政府、議会の関係であった。具体的に

は、（1）最高会議が、大統領による重要閣僚の任免に同意を与える権利、（2）最高会議が

省庁を組織、再編、管理する権利、（3）政府の立法発議権、（4）政府の人民代議員大会、

最高会議、大統領に対する責任という 4つの問題が重要であった。そしてこれと関連して、

これまでエリツィンが大統領と兼任してきた首相の役職に新たな人物を正式に任命するこ

とも、人民代議員大会の議題となっていた52。このように、エリツィンは、憲法改正という

制度的課題とともに、ガイダルを首相に据えて彼を中心とする急進改革派政府を維持でき

るのかという人事的課題も抱えていた（P(<)7? 2005, 2%3.2, 154-163）。 

エリツィンは、大会初日の演説で、「反改革勢力から国を守る」必要性を説き、「改革」

を核として諸勢力が団結することを訴えるなど、自らを「改革派」と位置づけ、自分に敵

対する者に「反改革勢力」というレッテルを張ることによって、これを非難した。このよ

うに、エリツィンは自分の主張に反対する勢力との対決姿勢を明確にした。また、政府法

によって自らの権限（特に上記（1）に関して）の一部が最高会議に移ることを防ぐために、

組閣手続きは現状を維持して大統領が行うことを提案し53、政府法の採択やそれに関連した

                                                        
52 ガイダルは、実質的に政府の政策決定を主導する役割を担っていたが、形式的には 1992年 6
月以来、首相代行という立場であった。 
53 この提案は、他に以下のような条件も含むものだった。（1）人民代議員大会は憲法改正に集
中し、その他の立法は最高会議に任せる。人民代議員大会と憲法裁判所のみが最高会議の法律
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憲法改正に反対した54。つまり、エリツィンは、第 5回人民代議員大会で与えられた権限が

終了した後でも、自らの強い権限を現状どおり維持することを求めていた。この立場は、

最高会議で政府法審議が始まった時と変わらないものであった。 

これに対し、ハズブラートフ最高会議議長の演説は、主にこれまでの政府の経済政策を

批判するものであった。ハズブラートフは、市場経済化の路線には、新古典派自由主義路

線と社会志向路線の 2 つが考えられるが、取るべき路線は後者であると主張し、具体的に

は、マクロ経済の安定化や市民の労働・生活条件の改善、多様な所有関係の推進（急激な

私有化に反対）などの必要性を指摘した。また、現在改革そのものに反対するものはごく

少数しかいないにもかかわらず、政府の政策に批判的な者を「反改革勢力」として責任を

転嫁しようとする動きがあるとして、暗にエリツィンを非難した。さらに、政府法や憲法

改正の問題については、強い執行権力の必要性に言及しつつも、権力分立を厳格に維持し、

「緊急」の行動は回避し、憲法を尊重する必要があると述べた55。 

12 月 5 日、憲法改正をめぐる上記の争点のうち、（1）について、第一副首相、副首相、

外務相、国防相、内務相などに加え、経済関係の重要閣僚の任免は最高会議の同意を必要

とするという条項（第 123条）が審議されたが、憲法改正に必要な定数の 3分の 2（694名）

にわずか 4票届かず、否決された56。12月 7日にも、別の条項（第 119条）でこの問題が投

票に付されたが、やはり過半数は獲得したものの 3 分の 2 には到達せず、否決された。他

方で、「政府は、大統領、人民代議員大会、最高会議に対して責任を負う」という第 123条

の規定から、「最高会議」という文言を削除するというエリツィン大統領が提出した修正案

も、約 300票の賛成票しか集めることができず、否決された57。このように、最高会議の権

限拡大を求める改正案も、その縮小を求める改正案も、どちらも否決されるという複雑な

結果となった。 

だが、エリツィンは、最高会議の権限拡大を求める修正案が否決されたことから、状況

は自らにとって有利であると判断した。エリツィンは、大統領の権限縮小を意味する憲法

改正（国防相、保安相、外相、内相の 4 閣僚は、最高会議の同意の下で大統領が任命する

                                                                                                                                                                  
を変更・無効にできる。（2）連邦の執行・命令活動は政府が行う。政府は大統領と人民代議員
大会に報告義務を負う。（3）経済分野の重要な決定は大統領が行い、それに責任を負う。（4）
以上のものが採択された場合、大統領は経済改革の法的統制に関する追加権限の延長を拒否す

る。（5(8;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 2%3.1. 5.46-67.） 
54 5(8;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 2%3.1. 5.345-347. 
55 5(8;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 2%3.1. 5.74-93. 
56 5(8;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 2%3.1. 5.509. 
57 5(8;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 2%3.2. 5.89-97. 
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というもの）を今度は自ら提案する一方で、ガイダルを正式な首相候補として指名し、ガ

イダルの首相就任に対する支持を求めるという取引を試みたのである58。このことから、制

度的課題と人事的課題という、エリツィンがこの大会で直面した 2 つの課題のうち、彼は

後者を重視していたことが分かる。しかし、このエリツィンの提示した取引は完全に失敗

に終わった。エリツィンの提案に対し、人民代議員の多くは考えを翻さなかったのである。

12 月 9 日の投票では、エリツィンが提案した憲法改正案を可決した一方で、政府の経済改

革は完全に破綻したとしてこれを非難し、ガイダルの首相就任を賛成 467 票、反対 486 票

で否決した59。そのため、エリツィンの示した大幅な譲歩は、全く報われないばかりか、彼

にとっては現状よりも後退する結果となった。 

 

「憲法体制安定化に関する決定」とチェルノムィルジン内閣発足 

自分を支持するように人民代議員大会を仕向けることに失敗し、様々な批判を浴びて、

「完全に虚脱状態」（エリツィン 1994, 下巻, 87）にまでなったエリツィンは、事態を打開

するために、新たな戦術に打って出た。エリツィンは、人民代議員大会及びハズブラート

フと一緒に仕事を続けることは、これ以上不可能だと述べ、国民が大統領と議会のどちら

の路線を支持しているのかを明らかにするために、国民投票を実施することを提案した。

そして、この演説の後、エリツィンと彼を支持する人民代議員の一部は議場から退場した60。

大統領制を導入した際にもエリツィンは国民投票に訴えたが、またしても国民投票を通じ

て窮地を脱するという方法をエリツィンは選択した61。これには、ハズブラートフ最高会議

議長が強く反発し、エリツィンの提案に対抗するために、人民代議員大会は大統領と議会

の繰り上げ選挙に関する国民投票を行うべきだという声明を採択した。 

このように、大統領と議会の権限区分をめぐる対立は国民投票をめぐる問題へと飛び火

し、過熱した。しかし、ゾリキン憲法裁判所長官の仲裁による円卓会議において、エリツ

ィン大統領とハズブラートフ最高会議議長が交渉を行った結果、両者は合意に達した。そ

                                                        
58 5(8;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 2%3.2. 5.105-106. 
59 5(8;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 2%3.3. 5.124. また、人民代議員大会は、レファレンダ
ム発議権を大統領に付与するというエリツィンの別の提案も否決した。 
60 5(8;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 2%3.3. 5.126-131. シェイニスらは、対決路線は危険で
あるとしてエリツィンに翻意を促そうとしたが、その情報を得てから 12月 10日の会議が始ま
るまでに、説得する時間を得られなかった（P(<)7? 2005, 2%3.2, 167-168）。 
61 ある世論調査によれば、エリツィン支持者の数は、ハズブラートフの 5倍に上った。このよ
うな情勢も、エリツィンに国民投票という戦術を選択させた要因になったと考えられる

（S0=9+7) 7 8+. 2001, 250）。 
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して、この合意に基づき、12月 14日に人民代議員大会が「ロシア連邦の憲法体制の安定化

に関する決定」（以下、「憲法体制安定化に関する決定」とする）を採択し、事態はようや

く収拾した。この決定は、（1）1993年 4月 11日に新憲法の基本規定について国民投票を行

うこと、（2）本大会で採択されたいくつかの憲法改正条項を、国民投票実施まで施行しな

いこと、（3）最高会議は現在の三権のバランスを崩すような憲法改正案を審議しないこと、

（4）首相の選出方法、など 9 項目を定めている62。エリツィンが提案した「国民が大統領

と議会のどちらを支持しているのか」という国民投票の選択肢は、どちらか一方の存在意

義を失わせうる非常に過激なものであったが、「憲法の基本規定」に対する国民の支持また

は不支持の表明であれば、大統領と議会の直接の存在意義を問うものではないゆえに、そ

の結果がもたらしうる衝撃の度合いは、幾分緩和された。 

そして、この決定が定めた手続きに基づき、一時停止していた首相の選出プロセスも再

開した。人民代議員大会が選んだ 20名の候補者のうちから、エリツィンはガイダル首相代

行、シュメイコ第一副首相、スココフ安全保障会議書記、カダンニコフ（ヴォルガ自動車

工場長）、チェルノムィルジン副首相（燃料エネルギー担当）という 5名を選び、この 5名

について人民代議員が投票を行った。投票結果は、表 4-4 に示したとおり、スココフ安全

保障会議書記が第 1位となった。「憲法体制安定化に関する決定」によれば、大統領はこの

投票の上位 3 名の中から新首相を任命することになっていたが、軍産複合体との繋がりを

持つスココフに対して急進改革派が拒否反応を起こす可能性を考慮し、エリツィンは結局

チェルノムィルジンを首相に任命した（エリツィン 1994, 下巻, 95-101）。チェルノムィル

ジンは、ソ連ガス工業省（後のガスプロム）出身で 1992年 5月から燃料エネルギー問題を

担当する副首相を務めていた。産業界との繋がりが強く、経営者層を支持基盤に持つ「市

民同盟」を納得させることができると同時に、ガイダルを中心とする急進改革派とも一緒

に仕事ができるという点が、エリツィンが彼を選択した主な理由であった。 

こうして、第 7 回人民代議員大会に持ち込まれた様々な問題はいったん収束し、エリツ

ィン大統領によって差し戻された政府法案も、大統領の提起したいくつかの修正案を採用

し、12月 22日に成立した63。 

 

                                                        
62 B%?=0)%&:()7( 5OM !N «6 ?=0/7:7-0E77 $%)?=7=9E7%))%*% ?=+%> !%??7<?$%< N(8(+0E77» // 
5(8;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 2%3.4. 5.301-303. 
63 40$%) !N «6 5%&(=( ,7)7?=+%& – B+0&7=(:;?=&( !%??7<?$%< N(8(+0E77» // '(8%3%?=7 5OM 7 
'5 !N. 1993. A 1. 5=.14. 
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表  4-4 第 7回人民代議員大会における首相選出投票の結果  

候補者名 賛成 反対 棄権 投票総数 

スココフ 637 (69.5%) 254 (27.7%) 25 (2.7%) 916 (100%) 

チェルノムィルジン 621 (67.1%) 280 (30.3%) 24 (2.6%) 925 (100%) 

ガイダル 400 (42.6%) 492 (52.5%) 46 (4.9%) 938 (100%) 

カダンニコフ 399 (44.2%) 470 (52.1%) 33 (3.7%) 902 (100%) 

シュメイコ 283 (31.4%) 578 (64.1%) 41 (4.5%) 902 (100%) 

出典：5(8;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !%??7<?$%< N(8(+0E77. 2%3.4. 5.260-261に基づき筆者

作成。 

 

第4節 小括 

 

これまで考察してきた 1992年の政治過程をまとめると次のようになる。1992年初頭から

始まった急進的市場経済化に対する批判は、第 6 回人民代議員大会から第 7 回人民代議員

大会にかけて徐々に高まっていき、政治的権限をめぐる争いへと発展した。本章では、そ

の間に最高会議で審議された 3 つの重要な問題について、各派の主張をまとめつつ、最高

会議での議員の投票行動を分析した。第一に考察した私有化法の改正（①）は、「改革連合」

がイニシャチヴをとり、他の 2 ブロックの所属議員を取り込みながら可決されたものであ

るのに対し、第二に考察したガイダル首相代行報告に関する決定（②）は、「建設的勢力」

が主導権を取って「ロシアの統一」との緩やかな連合を形成することで採択された。それ

に対して、前節で論じた政府法の制定過程（③）では、法案の起草は各派のバランスを取

りながら組織された作業グループが行ったが、修正案の審議が始まると、①、②のケース

とは異なり、各派の投票行動は著しく統制のとれないものになった。 

この 3 つの問題の審議における各ブロックの投票行動の結果をまとめたのが、表 4-5 で

ある。①においては「改革連合」が、②においては「ロシアの統一」が比較的高い凝集度

をほこっていたが、③の政府法の審議過程では、各ブロックともに所属議員の投票行動を

統制できていない様子がうかがえる。各ブロックの代表的人物が表明した政治制度に対す

る選好の分布は、経済政策に対するそれと一致するものであったが、実際の審議過程では、

各ブロックは所属議員の投票行動を統制できなかった。それに加えて、100以上の修正案が

提出されたため、審議は非常に混乱した様相を呈した。そこでは、ほぼ同じ内容の修正案
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が提示されても、各議員の投票行動が一貫しないことも多々あった。そのため、最初の 2

つの事例でみられたようなブロック間の協力関係が失われていっただけでなく、各ブロッ

ク内の凝集度も低下していった。1992 年を通じて、大統領・政府の政策に対する批判は高

まっており、総じて見れば確かに、既存研究の指摘する「大統領と議会の関係の悪化」が

生じたと捉えることも可能である。しかし、反対勢力から大統領の政策に対する代替案は

明示されなかったため、各ブロックが分裂したもののそれに代わる新たな連合は形成され

ず、議会の意思決定能力の低下が顕著になったことも注目すべきである。 

 

表  4-5 投票における各ブロックの凝集度  

 法案作成 「改革連合」 「建設的勢力」 「ロシアの統一」 

①私有化 改革連合 83.7% 65.3% 65.1% 

②決定 建設的勢力 62.4% 62.1% 70.0% 

③政府法 三派合同 58.3% 64.1% 63.9% 

出典：T(=&(+=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. SH::(=(); A 65, 5.50-64; B>=0> ?(??7> 

'(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. B+7:%#()7( $ /H::(=()>3 A 7, 8; B+7:%#()7( $ /H::(=()>3 A 15, 

B+7:%#()7( $ /H::(=()>3 A 16を集計して作成。 

第 7 回人民代議員大会は、このような情勢を引き継ぎ、憲法改正と首相任命の問題をめ

ぐって紛糾した。エリツィン大統領は、ガイダルを首相に据えるために、大統領権限縮小

を提案するという取引を試みたが、これは完全に失敗に終わった。このようなエリツィン

の判断の誤りには、最高会議と同様に、人民代議員大会の投票行動も混乱状況にあったの

で予測が困難だったことが影響した。その後、第 7回人民代議員大会における混乱は、「憲

法体制安定化に関する決定」によってかろうじて収束した。しかし、1993 年に入ると、そ

こで定められた国民投票をめぐって、再び対立が激化することになる。 

本章の最後に、議会内のブロックが、持続的に議員の投票行動を統制できずに、議会に

混乱をもたらした理由を簡単に考察しておこう。そこには、以下の 2 つの理由があると考

えられる。第一に、経済改革が実際に進行する中で、ブロックを形成していた社会階層内

で、改革により利益を享受する者と、そうでない者との違いが生じはじめたため、階層内

の一体性が崩れ、ブロック内の凝集度も低下した。例えば、この時期多くの企業は政府か

らの補助金に依存していたが、市場経済化の中で利益をあげた企業は、インフレの誘因と

なる補助金の継続に反対したが、新しい条件に十分適応できない企業にとっては、企業の
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存続のためにも補助金が継続的に供与される必要があった。1992 年後半には、経営者の利

益保護を掲げる「市民同盟」が形成され、「建設的勢力」を経由したり、閣内に直接人材を

送り込んだりすることによって、政策決定に大きな影響力を及ぼしていたが、「市民同盟」

は組織の肥大化と対照的に、内部の一体性は失われていった（溝口 2005, 64-66）。 

そして、第二に、複数政党制が認められてからまだ間もなかったこの時期には、各ブロ

ックは組織的に非常に脆弱であり、所属議員がすべての分野において政策的志向を共有し

ていたわけでもなかった。そのため、改革が進行する中で内部に利害の不一致が生じると、

各ブロックは所属議員の行動を十分に拘束できなかった。実際、この時期ロシアで生まれ

た政党・政治運動の多くは、激しく離合集散を繰り返していたが、同じブロックに所属し

ていても、各議員の行動はイシューの変化に応じて統制がとれなくなっていった。特に政

府法案の審議過程では、各議員の投票行動の一貫性の欠如が顕著であった。そして、この

ように混乱した状況では、新たな政治ブロックの形成も進まなかった。 

かくして、社会階層に応じて形成されていた議会内会派・ブロックの影響力は弱まり、

1992 年末の政府法案の審議において、大統領・政府・議会の間の権限分割が問題となった

際には、各ブロックの凝集性、そしてブロック間の協調関係はいずれも失われ、最高会議

は「原子化」状態に陥った。このことは、2つの意味で重要である。第一に、従来の研究で

は、議会は反大統領勢力として発展していき、大統領との対立関係を先鋭化していったと

されてきたが、むしろ議会は分裂傾向にあった。確かに大統領はこの問題に関して強硬な

態度を示し、それに対抗して、議会内の一部勢力も大統領との対決姿勢を明確にしていく

が、この対決姿勢に対する支持は必ずしも議会の大勢をなすものではなかった。そして次

章で見るように、このような傾向は 1993年に入ってからも継続していくことになる。そし

て、第二に、3つのブロックの中で、大統領支持勢力であった「改革連合」の分裂傾向は特

に顕著だったので、大統領にとって、議会内に自らを支持するような多数派を形成するこ

とは著しく困難になった。また、1992 年後半は、エリツィン大統領が「建設的勢力」の所

属議員や、このブロックに親和的な人材を閣内に積極的に登用していたが、同ブロックと

の関係も安定したものにはなりえなかった。本章第 1 節で述べたように、大統領は特定の

社会集団に依拠せずに、常に様々な形での連合形成を模索してきたが、議会内の原子化が

強まると、大統領は議会の外で新たな勢力との連合を模索するようになった。 
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第5章 対立の激化と収束（1993年） 

 

 

1992 年末の政治対立の高まりは、ゾリキン憲法裁判所長官の仲介の下で「憲法体制安定

化に関する決定」が採択されたことで、かろうじて回避された。しかしそれも束の間に、

1993 年に入ると、国民投票の実施をめぐってエリツィン大統領とハズブラートフ最高会議

議長の個人的な権力闘争が激化した。前章では、大統領と議会の権限分割問題が政治的議

論の焦点となった 1992年末にかけて、最高会議が原子化していったことを示した。そのよ

うな状況において、ハズブラートフは、最高会議議長が持つアジェンダセッターとしての

権限を利用して、政府の政策を否定するような法案を次々と提起し、エリツィンとの対決

姿勢を明確にした（Ostrow 2000）。これに対して、エリツィンの側でも、多数派形成が困難

である上に、一部の勢力が強硬姿勢を強めている議会を迂回しようとする動きが明確にな

っていった。このように、1993 年の前半は、両者の舌戦が激しくなり権力闘争が過熱して

いったことが、その第一の特徴であった。しかしその一方で、チェルノムィルジン首相な

どを仲介として、妥協点を模索するために水面下で交渉も続けられた。このように、対立

の先鋭化と水面下での交渉が同時進行していたことが、この時期の大きな特徴であった。

また、連邦構成主体がこの争いに介入しながら、自らの権限拡大を目指す動きも目立つよ

うになった。大統領と最高会議指導部が共に連邦構成主体の支持を梃子に事態を有利にし

ようとする状況に乗じて、連邦構成主体も存在感を増しながら、新憲法策定において主導

権を握ろうとした。ただしその過程では、これまで先延ばしにされてきた連邦構成主体間

の対立も次第に顕在化した。 

憲法制定に向けた動きは、1993年 4月に実施された国民投票以降加速した。1993年 6月

には、大統領のイニシャチヴで憲法協議会が創設され、これが新憲法草案の策定において

大きな役割を果たした。特にこの場において、大統領制の問題と連邦制の問題がトレード

オフ関係になったことが、新しい憲法体制の特徴を決定する上で非常に重要であった。1993

年 7 月に憲法協議会が憲法草案を採択した後も激しい政治対立が繰り広げられ、1993 年秋

には二重権力状態とも言えるような状況が一時的に生じたが、12 月に新憲法が制定され、

ロシアの体制転換過程は 1つの節目をむかえることとなった。 

これまでと同様、本章の目的も第一に 1993年の諸勢力の対抗関係の変遷を明らかにする

こと、そして第二に、「改革の交錯」の展開を論理的に明らかにすることにある。さらに、
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この章では、その結果としてどのような政治制度が形成されたのかを明らかにすることも

課題となる。 

1993 年に入ると、最高会議では記名投票による議事の決定がほとんど行われなくなり、

前章で行ったような最高会議議員の投票行動を継続的に分析することはできなかった。そ

こで、本章では、議会内の政治主体としては、議会の議事進行をコントロールしたハズブ

ラートフを中心とする議会指導部、議会内ブロックとして唯一ある程度の一体性と影響力

を維持していた保守派勢力「ロシアの統一」に注目し、この 2 つに大統領と連邦構成主体

を加えた 4種の政治主体が、1993年 12月の新憲法制定に至る過程においてどのような立場

をとったのかをできる限り抽出し、成立した憲法体制の特徴を説明することを試みる。 

 

第1節 権力闘争の激化 

 

1992年末に一度調停された大統領と議会の権限区分をめぐる争いは、1993年初頭からエ

リツィンとハズブラートフの個人的な権力闘争という形で再燃した。ハズブラートフは、

先の「憲法体制安定化に関する決定」が定めた国民投票は社会対立を深めるだけだとして、

再びその実施に反対するようになり、代わりに大統領と人民代議員大会の同時選挙実施を

主張するようになった（W0?/9:0=%& 1993, 3-17, 20-24）。ハズブラートフは、エリツィンが最

高会議議長だった 1991年半ばまでは最高会議副議長を務め、エリツィンの大統領就任に伴

い最高会議議長になったこともあり、ソ連解体以前は勿論のこと、政府の経済政策への批

判が高まった 1992年以降も、エリツィンに対して常に過激な言動を繰り返していたわけで

はなかった。経済政策に関しては、政府を批判しつつもその主張は「社会志向的な市場経

済化」を求めるものであり、それは「建設的勢力」の主張と非常に親和性が高いものであ

った。また、第 6回人民代議員大会までは、「ロシアの統一」を中心とする保守派と政府と

の対立を調停する役割も担っていた。しかし、1993 年に入ると、エリツィンと交渉を続け

妥協点を模索しつつも、彼の言動には「反エリツィン色」が強まっていき、その中には「ロ

シアの統一」の主張と重なるようなものもあった。「ロシアの統一」は、反エリツィン派の

新たな組織として 1992 年 10 月に「民族救済戦線」を結成し、エリツィン政権の政策に強

硬に反対する立場をとっていたが1、国民投票に関しては、ハズブラートフと同様に、それ

                                                        
1 「民族救済戦線」は、結成直後に大統領令によって解散を命じられたが、大統領令は憲法違反
であるとしてこれを無視し、活動を続けた。 
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がロシア国内の対立を煽るだけであるという理由からその実施に反対し、大統領と人民代

議員大会の任期満了前の繰り上げ選挙を要求していた（Q?0$%& 1997, 228-230）。 

 

第1項 「円卓会議」の組織 

 

このように、国民投票をめぐる情勢は 1993年に入ってすぐに不安定化したが、一方で第

7回人民代議員大会の決定に従って交渉も継続していた。1993年 1月 11日には、この決定

が求めた危機対策及び改革発展プログラムを作成することを目的として、最高会議幹部会

と政府が共同で「円卓会議」を組織した。この円卓会議は、政府、最高会議双方がその活

動の責任を負い、大統領、政府、最高会議の各代表のみならず、連邦構成主体の代表、学

者、企業やその他社会団体の代表など、多様な構成から成る機関として設けられた2。ポー

ランドの「円卓会議」を模して作られたこの会議は、恒常的に大統領、政府、最高会議の

意見を交換できる場となることが意図された。そこでの議論の中心は、当初は経済問題で

あったが、すぐに国民投票の問題へとシフトしていった（P(<)7? 2005, 2%3.2, 214-215）。 

2 月に入り、ゾリキン憲法裁判所長官が国民投票の延期を提案したこともあり、2 月 15

日に円卓会議は、新憲法の基本規定に関する国民投票の実施は不適当であるという結論に

達した3。そこで、国民投票を含めた今後の日程と、大統領と議会の権限区分などについて

の合意の可能性を探るために、最高会議憲法委員会とエリツィンは互いに協定案を作成す

ることになった（M%/+%@%=%& 7 8+. 1994, 269-271）。 

しかし、それにもかかわらず、双方は互いの協定案を受け入れる姿勢を見せなかった。

リャボフ最高会議副議長は、エリツィンの協定案は「立法権力の一方的義務のみを示して

いる」としてこれを批判し4、最高会議はエリツィンが作成した国民投票の設問案にも同意

しなかった。大統領側も、憲法委員会が作成した協定案を大統領は受け入れられないとい

う考えを示した。特に、憲法委員会の協定案では、1993年 11月に人民代議員大会を招集し

てそこで新憲法を採択するという日程が示されていたが、これに対して、「古い」人民代議

                                                        
2 B%?=0)%&:()7( B+(-787930 '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N 7 B+0&7=(:;?=&0 !N «6/ %+*0)7-0E77 
«$+9*:%*% ?=%:0» 8:> &"+0/%=$7 +($%3()80E77 $ C+%*+03303 0)=7$+7-7?)"@ 3(+ 7 +0-&7=7> 
+(G%+3» // Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.4/1. 2008. 5.475-482. 
3 !(-%:HE7> -0?(80)7> «$+9*:%*% ?=%:0» «B% &%C+%?9 % +(G(+()893(» // Q- 7?=%+77 ?%-80)7> 
K%)?=7=9E77 !N. 2%3.4/1. 2008. 5.489. 
4 P(?=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. SH::(=(); A 14. 5%&3(?=)%*% -0?(80)7> 5%&(=0 
!(?C9/:7$7 7 5%&(=0 O0E7%)0:;)%?=(<. （以下、P(?=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. SH::(=(); 
A とする）5 30+=0 1993 *. C.7-11. 
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員大会が新憲法を採択することは、「システムの基本的欠陥」であると言及されるなど、両

者の間には憲法の内容だけでなく、憲法採択の方法をめぐっても大きな隔たりが存在した5。 

このように、国民投票をめぐって、エリツィンとハズブラートフの交渉が難航する中で、

中央における政治対立を利用する形で、地方勢力が再び存在感を増し始めた。2月から 3月

にかけて、共和国首長会議は、エリツィン、ハズブラートフ、ゾリキン等と会談を重ねて

いたが、2月 9日に同会議は、国民投票は危機の回避という「憲法体制安定化に関する決定」

の目的と矛盾しており、また、新憲法制定の作業の観点からも時機を逸したものであると

して、その実施に反対する声明を発表した6。この声明には、チェチェンとイングーシの 2

共和国を除く 19の共和国の代表が署名しており、共和国は、この問題に対してほぼ一致し

た立場を示した。また、3月 9日にも、共和国首長会議は、人民代議員大会に対して、国民

投票の中止を決定するように提案する声明を発表した。この声明はさらに、ロシアの連邦

制は連邦条約を基盤とすることを想定しているため、その連邦条約の実現メカニズムを定

めた法律を制定することが必要であり、それによって、ロシアの国家制度の法的基盤が形

成されるという見解を示した。そして、国内の安定を確保するために、この連邦条約実現

メカニズム法と新憲法の採択までは、現行憲法修正、レファレンダム、大統領や議会の繰

上げ選挙の実施を凍結し、憲法委員会の仕事も停止することを提案した（Q?0$%& 1997, 

270-272）。このように、共和国は、国民投票に反対の立場を表明することで、中央の政治に

関与し始めた。そしてそれと同時に、新憲法の制定にあたっては、何よりもまず中央・地

方関係の確定を優先することの必要性を主張することによって、新憲法制定過程における

存在感をアピールした。 

国民投票に対しては、既に多くの議員が反対を表明していたが7、このように共和国まで

も国民投票に対して反対の声を上げたことは、共和国をはじめとする地方勢力の取り込み

                                                        
5 M%$:08)0> -0C7?$0 7?C%:)>HI(*% %/>-0))%?=7 )010:;)7$0 .%?980+?=&())%-C+0&%&%*% 
9C+0&:()7> !. 6+(@%&0 B+(-78()=9 !%??7<?$%< N(8(+0E77 S.O. V:;E7)9 %= 16 G(&+0:> 1993 *. ? 
$+0=$73 0)0:7-%3 C+%($=0 «5%*:0?%&0))"@ C+(8:%#()7< C% 9$+(C:()7H 7 +0-&7=7H 
$%)?=7=9E7%))%*% ?=+%> !%??7<?$%< N(8(+0E77», &)(?())"@ !0/%1(< *+9CC%< K%)?=7=9E7%))%< 
$%37??77 // Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.4/1. 2008. 5.551-554. 
6 6/+0I()7( *:0& +(?C9/:7$ $ B+(-78()=9 !%??7<?$%< N(8(+0E77, B+(8?(80=(:H '(+@%&)%*% 
5%&(=0 !%??7<?$%< N(8(+0E77, B+(8?(80=(:H K%)?=7=9E7%))%*% ?980 !%??7<?$%< N(8(+0E77 // 
Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.4/1. 2008. 5.484-486.  
7 例えば、1993年 3月 4日から 5日にかけての最高会議では、国民投票実施を定めた第 7回人
民代議員大会の決定を無効にするために、第 8回臨時人民代議員大会を開催するか否かという
問題が議論され、各会派の代表が演説を行ったが、そこでは軒並み国民投票実施に否定的な意

見が表明された（P(?=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. SH::(=(); A 13. 4 30+=0 1993 *.; A 14. 5 
30+=0 1993 *.）。 
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を図っていたエリツィンにとっては痛手であった。反対に、国民投票を中止させたいハズ

ブラートフにとっては、これは追い風となった。また、国民投票に関連付けて共和国が連

邦制に関する問題を再び提起したために、新憲法制定に向けて、大統領と議会の権限区分

に関する問題に加えて新たな懸案が浮上することにもなった。かくして、1993 年に入り、

新憲法策定という課題を媒介として、中央の権力分立の問題と中央・地方の権限分割の問

題が、強く交錯するようになった。 

 

第2項 第 8回人民代議員大会 

 

「憲法体制安定化に関する決定」の無効化 

第 8回人民代議員大会は 3月 10日から始まり、国民投票の実施をめぐる問題を議論する

ことになった。しかし、ハズブラートフのイニシャチヴで、大会は国民投票だけでなく、

1992年 12月に「憲法体制安定化に関する決定」に結実した合意全体の無効化を目的として、

決定のその他の事項も取り上げることにし、大統領との対決姿勢を明確にした（P(<)7? 

2005, 2%3.2, 237-239）。 

この「憲法体制安定化に関する決定」について、ハズブラートフと近しい関係にあった

リャボフ最高会議副議長は、次のように述べた。この決定は、人民代議員大会と最高会議

による大統領への一方的妥協であったにもかかわらず、事態の改善はもたらされず、それ

どころか現実には対立が悪化し、社会が不安定化した。また、国民投票の実施を決定した

ことは完全な誤りであり、この決定を無効にした上で、1994 年春に大統領と人民代議員の

選挙を同時に実施すべきである。そして、新憲法の策定はこれまでどおり憲法委員会が行

うべきである8。 

また、ハズブラートフは、連邦構成主体の行政府や立法府の長を兼任する人民代議員に

対し、連邦構成主体の代表として発言する機会を与えた9。既に国民投票に反対の意向を表

明していた連邦構成主体の代表に改めてそうした発言を促すことで、国民投票を中止に追

い込もうとしたのである。このようなことは、それまでの人民代議員大会においてはあま

り見られないことであった。連邦構成主体の代表者たちはまず、現在の中央での政治対立

が国家全体にとって脅威となっているとして、対立を即座に止めることを求めた。そして、

                                                        
8 '%?;3%< (&)(%1(+(8)"@) 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !%??7<?$%< N(8(+0E77, 10-13 30+=0 1993 *.: 
5=()%*+0G71(?$7< %=1(=.（以下、'%?;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N.）M. 1993. 5.51-67. 
9 '%?;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. C.45-51, 308-311. 



  

135 
 

「ロシアの運命を決めるのは最高会議でもクレムリンでもなく、連邦条約の主体である連

邦構成主体であると認識することを求める」と述べるなど、連邦構成主体の存在感をアピ

ールした。現状でまずなにより優先すべきなのは、ロシアの連邦体制の基礎である連邦条

約を実現するメカニズムを定めた法律の制定であり、この法律に、（現状よりも地方の権限

を拡大した形で）中央・地方間の権限区分や、新憲法の準備や採択手続きも記すことを要

求したのである10。さらには、1993年から 1994年の間は、国民投票だけでなく、大統領や

人民代議員の繰り上げ選挙も凍結することを主張した。こうした主張は、前項で述べた共

和国首長会議の 3月の声明とほぼ同じものであった。 

その他にも、共和国出身の人民代議員数名にも発言の機会が与えられたが、彼らも同様

の見解を軒並み披露した。そして、現時点での国民投票に反対であるという立場は、共和

国の代表者だけでなく、ロシア人地域である地方
ク ラ イ

や州の代表からも聞かれた。このように、

連邦構成主体は国民投票に反対という立場でほぼ一致していた11。 

表 5-1 は、第 8 回大会での主要な争点に対する大統領、最高会議指導部、連邦構成主体

の立場をまとめたものである。新憲法の制定方法や、大統領及び議会の繰上げ選挙に対す

る考えは、最高会議指導部と連邦構成主体で異なっていたが、大統領が主張する国民投票

の実施に反対という点では、両者の主張は一致していた。そのため、ハズブラートフは、

まず国民投票を中止させるために、連邦構成主体の意向を取り込むことを決断した。結果

として、大会に提出されたいくつかの決定案の中で、大会が実際に審議した決定案は、連

邦構成主体の意向を強く反映したものであった12。 

これに対して、エリツィンも妥協案を提示してなんとか国民投票を実施にこぎ着けよう

とした。エリツィンは、1992年末の合意を反故にしようとするハズブラートフを、1993年

初頭から非難し続けていたが、議会指導部や地方勢力が国民投票反対に傾く中で、強硬な

態度を貫くことは難しくなっていた。そこで、国民投票を 4月 25日に延期した上で、その

設問を「憲法の基本規定」ではなく「憲法改革の基本問題」に関するものへと変更するこ

                                                        
10 マトチキン・カリーニングラード州行政府長の演説（'%?;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 
5.310-311）。 
11 '%?;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 5.368-374. ただし、リャボフの報告によれば、サラト
フ州、カムチャツカ州、アムール州は、国民投票に賛成の立場を示した（'%?;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 
8(C9=0=%& !N. 5.374-375）。 
12 決定案起草者の 1人には、連邦構成主体立法府代表者の声明を読み上げたスミン・チェリャ
ビンスク州人民代議員ソヴィエト議長が名を連ねた。 
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とを提案して、なんとか国民投票の実施を確保しようと努めた13。大統領の提案どおり、国

民投票の設問が「憲法改革の基本問題」となれば、新しい憲法の制定のみならず、現行憲

法の改正もそこに含まれうる。これは、現状と新憲法との間の急激な断絶を懸念している

勢力を取り込んで、国民投票を実現するための大統領の妥協案の提示であった。また、自

分の提案が採択されなければ、安定保持のために追加的措置をとると発言し、脅しをかけ

もした14。しかしその甲斐もなく、大統領が提案した決定案は、賛成 286、反対 422、棄権

121で否決された15。大統領が第 7回大会で即興的に提起した国民投票への批判は根強く、

その延期や設問の変更をしたからといって、国民投票の実施は多くの人民代議員にとって

容易に受け入れられるものではなかった。 

 

表  5-1 第 8回人民代議員大会における各勢力の立場  

 
国民投票 新憲法 

大統領及び議会の繰

上げ選挙 

大統領 賛成 
国民投票に新憲法基本規定を

付す 
反対 

最高会議指導部 反対 憲法委員会での策定 賛成 

連邦構成主体 反対 
連邦条約実現メカニズム法で、

その採択手続きを規定 
1994年まで凍結 

出典：筆者作成 

 

このような経緯を経て、3月 12日から 3月 13日にかけて、人民代議員大会は 2つの決定

を採択した。まず、第 7回大会で採択された「憲法体制安定化に関する決定」を無効とし、

大統領、最高会議、憲法委員会は、3ヶ月以内に合意に達した上で、新憲法草案の基本規定

を連邦構成主体に送付すること、そして、現時点で国民投票を実施することは「妥当では

ない」ため、国民投票の問題は、憲法草案の基本規定送付後に再度審議することが定めら

れた。さらには、第 7 回人民代議員大会で採択されたが、「憲法体制安定化に関する決定」

によって国民投票まで施行を保留とされていた議会権限の拡大に関する憲法規定を有効と

                                                        
13 Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.4/1. 2008. 5.716-717; '%?;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 
8(C9=0=%& !N. 5.349-350, 362-363.  
14 '%?;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 5.264-265. 
15 '%?;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 5.385. 
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することや、新憲法草案を策定する際に連邦構成主体の提案を考慮するための仕組みを整

備することも定められた16。こうして、第 8回人民代議員大会では、連邦構成主体の要求を

取り込みながら、最高会議指導部が求めた内容が、ほぼそのまま決定に反映されることに

なった。 

 

連邦構成主体の影響力拡大 

以上のように、この決定の採択過程においては、連邦構成主体の影響力が急速に拡大し

たことを指摘できる。モスクワにおける大統領と議会の一部勢力との憲法の権限をめぐる

対立は、国家の分裂をも招きかねない深刻な事態であることは、誰もが認識していた。と

いうのも、ソ連の解体を直前に経験していたために、ロシアもまた解体してしまうのでは

ないかという危惧は多くの人々にとって非常に現実的で、差し迫った危険のように思われ

たからだ。そのような状況の中で、1993 年初頭から、連邦構成主体は大統領、最高会議議

長双方と会談を重ねるなど、この問題に積極的に関与し始めたのである。エリツィン大統

領にとっては、国民投票を全国で実施するためには、連邦構成主体の協力は不可欠であっ

た。前章で述べた最高会議の原子化により議会での支持基盤確保が困難になっていたこと

も、連邦構成主体の重要性を高めていた。一方、最高会議指導部も、第 8 回人民代議員大

会前から国民投票に反対の立場を表明していた連邦構成主体を取り込もうとした。ハズブ

ラートフが人民代議員大会において連邦構成主体の代表者に演説の機会を与えたことは、

そのような文脈から理解できる。また、第 8 回大会が採択した決定の起草者の 1 人は、連

邦構成主体の主張が正しいことを認め、この決定が多くの連邦構成主体に支持されている

ことを強調した17。そして、実際に決定の内容には、その主張が組み込まれた。このことか

らも、議会指導部による地方勢力の取り込みの意図が透けて見える。 

しかし、連邦構成主体の側には、ハズブラートフと協力したり、中央での対立を諌めた

りするという意図以上に、この対立状況に乗じて、連邦構成主体の地位を向上させようと

する意図が強く見られた。彼らは、しばしば「連邦条約の実現メカニズムを定めた法律の

                                                        
16 B%?=0)%&:()7( 5OM !N «6 3(+0@ C% %?9I(?=&:()7H $%)?=7=9E7%))%< +(G%+3" & !%??7<?$%< 
N(8(+0E77 (6 C%?=0)%&:()77 ?(8;3%*% 5OM !N «6 ?=0/7:7-0E77 $%)?=7=9E7%))%*% ?=+%> 
!%??7<?$%< N(8(+0E77»)» '%?;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 5.415-417（採択の際の投票結
果は、賛成 656、反対 184、棄権 41であった（'%?;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 5.306））; 
B%?=0)%&:()7( 5OM !N «6 &?(+%??7<?$%3 +(G(+()893(» '%?;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 
5.418.（採択の際の投票結果は、賛成 643、反対 141、棄権 34であった。（'%?;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 
8(C9=0=%& !N. 5.393）） 
17 ドルキンの発言（'%?;3%< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 5.381-384）。 
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制定が最優先事項である」という趣旨の発言をし、連邦条約を中心に連邦制を構築するこ

とを前提とし、それに法的根拠を付与しようとした。そして、新憲法の制定は、この法律

の制定後に連邦構成主体が参加した上でなされるべきだと主張した。驚くべきことに、こ

のような発言をしたのは、連邦条約によって優遇されていた共和国だけではなかった。そ

れまで全ての連邦構成主体の同権を主張し、共和国と対立していた地方
ク ラ イ

や州というロシア

人地域の代表からも、同様の主張が見られたのである。 

大統領、議会指導部双方が、連邦構成主体との協力を求めたことは、当然連邦構成主体

が求める利益の実現にとって有利な状況を生み出した。しかし、連邦構成主体が 1993年に

入り影響力を拡大した理由は他にもある。第 4章第 1節及び第 4章第 2節で述べたように、

各連邦構成主体の行政府と、そこを拠点とする企業の経営者との間には、ソ連時代から培

われたエリート・ネットワークが存在しており、彼らはそこから有形無形の利益を得てい

た。ペレストロイカ以降に進んだ私有化過程は、こうした既得権益を持つ連邦構成主体の

エリートにとっては脅威となりうるものであったが、彼らの多くは既存のネットワークを

活用し「インサイダー私有化」を進める中で、むしろ私有化によってさらなる利益を享受

した。特に、1992年夏以降に始まった私有化では、その対象となった資産の 80％以上が連

邦構成主体または地方自治体の資産であっただけに、連邦構成主体行政府の影響力は非常

に大きなものとなっていたのである（溝端 2004, 67）。こうした傾向は、市場経済化の過程

で利益の対立が激しくなり原子化していった議会内ブロックとは対照的であった。このよ

うに、連邦構成主体行政府の利益集約機能は、その他の政治主体と比べて相対的に高かっ

た。それ以前にも、連邦構成主体は様々な形で権限拡大を図ってきたが、特に 1993年初頭

以降にその影響力が高まっていった背景には、このような事情があった。 

 

第3項 「特別統治秩序」 

 

1993年 3月 12日から 13日にかけて第 8回人民代議員大会が採択した決定は、国民投票

の当面の中止と大統領権限の縮小を定めたので、これに反発したエリツィンは、3 月 20 日

に突如テレビ演説を行った。その演説で、エリツィンは、現在のすべての問題の根源は、

執行機関と立法機関との対立ではなく、「国民と、ボリシェヴィキ的で反国民的な旧体制と

の深刻な対立」にあるとして、後者にあたる人民代議員大会を激しく糾弾し、「権力危機克

服までの特別統治秩序に関する大統領令」（以下、「『特別統治秩序』に関する大統領令」と
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する）に署名したことを明らかにした18。この大統領令は、政策決定において重要な役割を

果たしていた大統領の諮問機関である安全保障会議においても議題とされず19、シャフライ

などエリツィン周辺のごく少数の補佐官によって極秘に作成されたものであった（エリツ

ィン 1994, 下巻, 108）。エリツィンによれば、この大統領令は、（1）4 月 25 日に大統領と

副大統領の信任投票20と、新憲法草案及び（現在の議会に代わり新設される）連邦議会選挙

法案の投票を行うこと、そして（2）大統領令や大統領命令、政府決定の取消しまたは執行

停止を求める決定は、どの機関のものであれ、法的効力を持たないことを定めたものであ

った（ただし、大統領令そのものは公表されなかった）。 

この「特別統治秩序」は、事実上大統領の決定を絶対的なものにし、人民代議員大会や

最高会議を機能停止とするものであったので、最高会議指導部や「ロシアの統一」が反発

したのはもちろんのこと、議会内外で激しい反発を招いた。最高会議幹部会は、大統領の

演説と同日に「ロシア連邦の市民へ」と題した声明を発表し、大統領の行為は「権威主義

的な独裁確立の試み」であって憲法に違反しており、同時に国民の死活的利益にも反して

いると訴えた21。また、翌日に開かれた最高会議では、チェルノムィルジン首相はエリツィ

ン大統領の行為を直接的に評価するような発言を控えたが、ルツコイ副大統領やゾリキン

憲法裁判所長官はこれが憲法違反であると述べた。また、スココフ安全保障会議書記もこ

の大統領令案に連署することを拒否した旨を報告した22。そして最高会議は、憲法裁判所に

対して大統領の行動及び決定の合憲性を審査するよう求めると同時に、この大統領令作成

に関わった人物の責任問題を検討するよう検事総長に求める決定も採択した23。 

このように、大統領、最高会議双方が、自らは「国民」の側に立って憲法体制を守って

いるとしてその正統性を主張し、相手を「反国民的」「反憲法的」であると批判しあった。

この時点で、両者の主張は完全に相容れないものとなり、これまで以上に妥協点の模索は

困難になった。ただし、この「特別統治秩序」に関する大統領令、特にその（2）の規定は、

憲法違反の可能性が高かったので、ルツコイ副大統領やスココフ安全保障会議書記をはじ

                                                        
18 !%??7<?$0> *0-(=0. 23 30+=0 1993 *. 
19 スココフ安全保障会議書記の最高会議での発言（P(?=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. 
SH::(=(); A 17. 21 30+=0 1993 *. 5.17）。 
20 大統領には国民投票（レファレンダム）を発議する権限がなかったため、「信任投票」という
言葉が用いられた。 
21 B%?=0)%&:()7( C+(-787930 '5 !N «6 ?%-"&( -0?(80)7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !%??7<?$%< 
N(8(+0E77» // '(8%3%?=7 5OM 7 '5 !N. 1993. A 13. 5=.470. 
22 P(?=0> ?(??7> '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. SH::(=(); A 17. 21 30+=0 1993 *. 
23 B%?=0)%&:()7( '5 !N «6/ 6/+0I()77 B+(-78()=0 !%??7<?$%< N(8(+0E77 $ *+0#80)03 !%??77 
20 30+=0 1993 *%80» // '(8%3%?=7 5OM 7 '5 !N. 1993. A 13. 5=.461. 
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めとする大統領周辺からも反対の声が多かった。ルツコイ副大統領は、最高会議での報告

に加え、ゾリキン憲法裁判所長官、リャボフ、ヴォロニン両最高会議副議長、ステパンコ

フ検事総長と共に、合同記者会見を開いて「特別統治秩序」に反対の立場を表明した。こ

うしたことは、エリツィンの立場を不利にした。また、エリツィンは、先のテレビ演説に

おいて連邦条約の効力は維持されると述べることで、連邦構成主体に対して配慮を示して

いたが、「特別統治秩序」に対しては連邦構成主体からの支持も得られなかった。1992 年

12 月の国民投票の提案に始まり、この頃のエリツィンの行動はしばしば即興的で事前の調

整を伴わないことが多かったが、「特別統治秩序」を発表する前に、このように自分の側近

や連邦構成主体からの支持すら取り付けていなかったことは、エリツィンにとって大きな

失敗だった（上野 2001, 83; Shevtsova 1999, 72）。さらに、3月 23日には、憲法裁判所もその

内容を違憲とする判断を下した24。そのため、後に実際に公表された別名の大統領令25では、

（1）大統領の信任投票のみを行う、（2）憲法裁判所の裁定なしに大統領令・命令の取消し

を求める決定は、法的効力を持たない、という内容に変更されており、実質的に「特別統

治」は取り下げられることになった。 

 

第4項 第 9回人民代議員大会 

 

大統領と最高会議議長の解任問題 

多方面からの反対により「特別統治秩序」は撤回されたが、最高会議は第 9 回臨時人民

代議員大会を 3月 26日から開催することを決定した。そこでは、当然エリツィン大統領に

対する非難の声が大きかったが、それでもなおエリツィン大統領とハズブラートフ最高会

議議長の間では、事態を打開するために、水面下で交渉が続けられた。 

大会では、まず、1992年 12月の第 7回人民代議員大会以降「第三勢力」としてしばしば

対立の調停を仲介していたゾリキン憲法裁判所長官が、憲法危機を脱出するメカニズムと

して、以下の 10 項目を提案した（表 5-2 参照）。この提案は、1993 年秋に大統領、人民代

                                                        
24 40$:H1()7( K%)?=7=9E7%))%*% 5980 !N «6 ?%%=&(=?=&77 K%)?=7=9E77 !%??7<?$%< N(8(+0E77 
8(<?=&7< 7 +(L()7< B+(-78()=0 !%??7<?$%< N(8(+0E77 S.O. V:;E7)0, ?&>-0))"@ ? (*% 
6/+0I()7(3 $ *+0#80)03 !%??77 20 30+=0 1993 *.» // '(8%3%?=7 5OM 7 '5 !N. 1993. A 13. 
5=.466. 
25 エリツィンがテレビ演説の中で言及した「特別統治秩序」に関する大統領令は公表されてお
らず、実際に公表された大統領令は、「権力危機克服までの執行機関の活動に関する大統領令」

という名称であった。また、公布日は演説の日と同じ 3月 20日であった。 
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議員の選挙を実施するが、本来の任期が終了するまで人民代議員の身分を保証することに

よって、人民代議員の合意を確保し、また、新憲法策定作業に連邦構成主体を参加させる

ことにより、連邦構成主体の合意も確保しようとした。さらに、反大統領の立場を強める

勢力に対しては、政府の強化（相対的に大統領の権限は制限される）も提案している。し

かし、この提案、特にその第 10項の内容は、エリツィンにとって受け入れがたいものであ

った。 

 

表  5-2 ゾリキン憲法裁裁判所長官の提案  

1. 人民代議員大会は、国民主権、人権尊重、連邦制、権力分立などのロシアの憲法体制の基

本原則の堅固さを確認する。 

2. 人民代議員大会は、憲法体制の原則に関する文書案及び新憲法草案の準備や、憲法草案の

国民投票への提起における、連邦構成主体の参加に関する決定を採択しうる。 

3. 憲法第 104条及び第 109条［筆者注：人民代議員大会、最高会議の権限］の規定は、憲法

第 1条及び第 3条の権力分立原則と合致しなければならない。 

4. 人民代議員大会を廃止し、二院制議会の選挙を実施するための憲法的法律を採択する。 

5. 選挙法、国民投票法、政党法、社会団体法、憲法裁判所決定の不履行に対する責任法を至

急採択する。 

6. 大統領、人民代議員の繰上げ選挙の可能性に関する憲法改正を行い、大統領の合意の下で

その実施日を 1993年秋とする。 

7. 新しい選挙までの期間、職業主義と国民的合意という原則に基づいて、政府を強化する。 

8. 人民代議員大会は、大統領、人民代議員大会、最高会議に付与された権限の堅固さを確認

しなければならない。この点について、憲法第 104条と第 109条の適当な改正の後、憲法

改正を一時停止する。 

9. 人民代議員は、その任期中はその地位や議員活動の保障が保たれる。 

10. 大統領の声明及び大統領令の準備に際して、大統領に誤った行動を取らせた人物は、解任

され、責任を取らなければならない。 

出典：M(&>="< (&)(%1(+(8)"@) 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !%??7<?$%< N(8(+0E77, 26-29 30+=0 

1993 *.: 5=()%*+0G71(?$7< %=1(=.（以下、M(&>="< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !Nとする）1994. ,. 

5.31-32. 
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そこでエリツィンは、ゾリキンの提案を支持するとしながらも、憲法危機の解決に最も

重要なのは新憲法の採択であるとして、独自の見解を述べた。まず、その採択すべき新憲

法草案としては、1992 年 4 月の第 6 回人民代議員大会で採択されたものに立ち返ることを

主張した。これは、第 7 回大会以降の憲法改正が大統領権限を縮小する方向で進んでいた

ために、そうした傾向が新憲法草案に影響することを防ごうとするものであった。また、

今日の最大の問題は経済にあるが、これまでの改革路線は「社会的志向性」が不十分であ

ったとして、改革の修正の必要性を訴えた。そして、政府がこの経済政策の新しい路線を

主導する上で、連邦構成主体の人材や責任ある政治勢力を活用する必要があると述べた26。

改革の「社会的志向性」は、これまで「建設的勢力」やハズブラートフが政府の経済政策

を批判する際に多用してきたキーワードであった。エリツィン自身が改革の修正の必要性

をこれほど明確に示し、「社会的志向性」の重視を訴えたことは、経営者層を支持基盤とす

る中道派勢力への配慮であったと言えよう。議会内ブロックとしての中道派（「建設的勢力」）

は、既に分裂し力を失いつつあったが、チェルノムィルジン首相をはじめとして閣内にも

かなりの中道派勢力が入っていたため、エリツィンはこうした勢力を繋ぎ止める必要があ

った。また、この演説では、連邦構成主体の人材を政府に登用することも示唆されており、

連邦構成主体への配慮も明らかであった。 

一方、議員の構成が変わりつつも、1993 年に入っても議会である程度の影響力を保持し

ていた「ロシアの統一」は、「特別統治秩序」演説以降エリツィンへの批判をさらに強め、

連邦構成主体を取り込んで、大統領の弾劾を実現しようとしていた。しかし、連邦構成主

体の側は、この問題について議会内勢力に利用されることを嫌った。連邦構成主体は、第 8

回大会の時には国民投票に反対の立場から最高会議指導部と歩調を合わせたが、表 5-1 に

示したようにその他の点については意見が異なっていた。そのため、今回は連邦条約の実

現を重視して議会の強硬反対派とは異なる立場をとり、大統領の弾劾に反対した。そのた

め、大統領弾劾問題をこの大会の議題とすることは、いったん却下された。 

そうした中、チェルノムィルジン首相を仲介として交渉が行われ27、エリツィンとハズブ

ラートフは共同で、「権力危機の克服とロシア連邦の憲法体制の維持に関する決定案」を作

成した28。決定案作成にあたり、エリツィンは、大統領による憲法違反は「許容できない」

                                                        
26 M(&>="< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. C.41-45. 
27 チェルノムィルジンは、ゾリキン憲法裁判所長官と共に、エリツィンとハズブラートフの仲
介役を果たしていた。 
28 Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.4/1. 2008. 5.799-800. 
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という文言を入れることを容認した。また、ゾリキンとチェルノムィルジンの説得により、

ハズブラートフが主張していた議会と大統領の同時選挙も受け入れた。他方で、ハズブラ

ートフの側は、この同時選挙で組織される「議会」が「二院制議会」となること、すなわ

ち、既存のものとは異なる新しい議会制度が作られ、人民代議員大会は解体されることを

容認した。 

ハズブラートフが人民代議員大会の解体を認め、新たな議会の選挙を準備しようとした

ことは、多くの議員の反感を買った29。さらに、「特別統治秩序」を発表したエリツィンと

ハズブラートフが交渉を行ったこと自体が、そもそも多くの議員には受け入れがたいもの

だった。そのため、この決定案に賛成票を投じたのはわずか 130 名であり、反対票 687 票

により否決された30。ハズブラートフは、最高会議議長としての権限を利用して、議事の進

行をコントロールすることはできたが、議会内の支持基盤は堅固でなかった。そのため、

権力闘争を展開しながら進めていた大統領との交渉で合意に達することはできても、そう

した行動に対して議会全体から支持を得られないというジレンマに陥っていた。 

大会は、エリツィンとハズブラートフの交渉の結果提出されたこの決定案を否決した後、

一度棄却された大統領弾劾問題を、再び議論することにした。さらに今度は、エリツィン

と交渉を行ったハズブラートフの最高会議議長からの解任問題も同時に取り上げることに

なった。この両者の解任動議は、共に「ロシアの統一」に所属する保守派議員であるイサ

コフが提出したものであった。エリツィン大統領弾劾問題を議題として取り上げるか否か

を決定するための投票は、過半数の 594 票の賛成により可決された。だが、エリツィン弾

劾を採択するには人民代議員総数の 3 分の 2（689 票）以上の賛成票が必要であったため、

大統領の弾劾が成立する見通しは低かった（P(<)7? 2005, 2%3.2, 274）。そして実際、賛成

617票、反対 268票により、この動議は否決された。また、ハズブラートフ議長の解任問題

は、可決には人民代議員総数の過半数が必要であったが、賛成 339 票、反対 558 票で同じ

く否決された31。 

この両者の解任問題に対する投票結果が示すものは、いささか複雑である。まず、エリ

ツィンの解任問題は、確かに過半数の議員が賛成しており、議会内でのエリツィン支持勢

                                                        
29 ハズブラートフは、エリツィンの国民投票提案に対抗するために、当初から大統領と議会の
繰上げ選挙を要求していたが、多くの議員はそもそも選挙をできるだけ回避することに利益を

見出しており、早期の選挙実施に反対していた（Brudny 1995, 92）。 
30 M(&>="< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 5.247-248. 
31 M(&>="< 5D(-8 )0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 5.311-313. 投票はいずれも無記名投票で行われた。 
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力の弱体化は明らかであった。また、ハズブラートフの解任動議が提出されたことは、ハ

ズブラートフの支持基盤もかなり脆弱であったことを示している32。他方で、「特別統治秩

序」が議会を無力化しうる内容だったことを考えると、エリツィン弾劾問題に 3 分の 2 以

上の票を集められなかったことは、この採決のイニシャチヴを取っていた保守派勢力も、

それほどの影響力を持たなかったことを示している。そして、保守派勢力は、ハズブラー

トフ解任にも結局失敗した。ここでもやはり、1992年末以降の最高会議･人民代議員大会が、

「反エリツィン勢力」として一致団結していたというよりは、原子化し、混乱した状況に

あったことを確認することができる。 

 

国民投票実施へ 

こうして、保守派による大統領と最高会議議長解任の試みは共に失敗したため、事態は

またしても国民投票実施に向けて動き出した。ハズブラートフも保守派勢力も、それまで

反対していた国民投票の実施を受け入れざるを得なくなったが、今度はその設問を変更す

ることにより、望ましい結果を得ようとした。 

4月 25日に実施されることになった国民投票では、4つの設問が問われることになった。

表 5-3に示したのが、その設問の内容である。最初の設問は、エリツィンが 3月 20日のテ

レビ演説後に実際に公布した大統領令（権力危機克服までの執行機関の活動に関する大統

領令）の中で、既に提示されていたアイデアであったが、これと関連する問題として第二

の設問が追加された。社会経済政策は、必ずしも大統領と政府のみで行っているわけでは

なく、立法作業を行っている最高会議や人民代議員大会にも責任の一端があると考えられ

るが、保守派勢力は、このような設問にすることで、厳しい状況が続く社会経済の責任を

全て大統領と政府に負わせようとした。また、第三、第四の設問は、大統領と議会に対し

てそれぞれの繰り上げ選挙を問うというものであった。 

このように、1993 年初頭以降の政治的混乱を経て、国民投票で問われることになった内

容は、1992年 12月の「憲法体制安定化に関する決定」に規定されていたもの（新憲法の基

本規定）よりも、「大統領と議会の対立」という構図をより強調するものになったと言える。

「大統領と議会の対立」の激化という事態は、国民投票に批判的な勢力が、まさに国民投

                                                        
32 ハズブラートフは、議会内において少数ではあるが存在していたエリツィンを支持する勢力、
エリツィンを批判する保守派勢力の双方から批判された。こうした状況は、ソ連末期のゴルバ

チョフと類似している。 
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票に反対する理由として挙げていたことを考えると、これは皮肉な結果であった。しかし、

交渉を続けつつも互いに激しく非難し合うというこの時期の双方の行動は、結果的に対立

を先鋭化する方向に作用し、その分だけ互いが取りうる選択肢も限定されていった。そし

て、その結果として、下のような設問で国民投票が実施されることになった。 

 

表  5-3 1993年 4月 25日の国民投票の設問  

(1) あなたはエリツィン・ロシア連邦大統領を信任しますか？ 

(2) あなたは 1992 年からロシア連邦大統領とロシア連邦政府により進められている社会経済

政策を承認しますか？ 

(3) あなたはロシア連邦大統領の繰り上げ選挙実施が必要であると思いますか？ 

(4) あなたはロシア連邦人民代議員の繰り上げ選挙実施が必要であると思いますか？ 

出典：B%?=0)%&:()7( 5OM !N «6 &?(+%??7<?$%3 +(G(+()893( 25 0C+(:> 1993 *%80, C%+>8$( 

C%8&(8()7> (*% 7=%*%& 7 3(@0)7-3( +(0:7-0E77 +(-9:;=0=%& +(G(+()8930» // M(&>="< 5D(-8 

)0+%8)"@ 8(C9=0=%& !N. 5.463-466. 

 

第2節 国民投票 

 

第1項 国民投票の結果 

 

国民投票の結果を「支持」とみなすためには、有権者の過半数が必要か、それとも投票

者の過半数が必要かという点も論争の対象となったが、憲法裁判所の決定により、憲法改

正と関係のない（1）と（2）の問題については、投票者の過半数で「支持」とされること

になった。これは、常識的な判断であると考えられるが、エリツィンにとっては当然追い

風となった。 

国民投票の実施が確定してから、投票日の 4 月 25 日までは、1 ヶ月ほどの期間しかなか

ったが、エリツィンは、様々な団体と会談を重ねただけでなく、行政資源を駆使して「ば

らまき」的政策を次々と大統領令で発し、この国民投票の 4つの設問に対し、「ダー、ダー、

ニェト、ダー」と投票するよう、国民に積極的に訴えかけた（上野 2001, 86-90; S0=9+7) 7 8+. 

2001, 311-320）。投票の結果は、表 5-4に記したとおりである。（3）と（4）の設問はいずれ

も過半数を下回るものとなったため、すべてがエリツィンの意図どおりの投票結果となっ
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たわけではなかった。しかし、この 2 つについては、エリツィンは第 9 回人民代議員大会

の際に行われたハズブラートフとの交渉過程で既に受け入れていたし、より重要な問題で

あった（1）と（2）は、エリツィンの目論見どおり過半数に達したので、概してこの結果

は大統領を信任するものであった。 

他方、保守派勢力にとっては、これは予想外の結果であった。特に、厳しい社会経済状

況を反映して、（2）の設問に国民は反対票を多く投じるだろうと期待されていたが、その

期待は裏切られた。この頃の世論調査では、政治全体に対する不信感が非常に高まってお

り、エリツィンの支持率は決して高くなかったが、それ以上に国民の議会に対する不信感

は強かった。そのような相対的な大統領への支持が、この結果に表れたと言えよう。エリ

ツィンが国民投票という手段に訴えて事態を打開しようとしたのも、まさにこのような状

況に鑑みてのことであった。こうして、1991 年に大統領制導入について行われた国民投票

に続いて、またしてもエリツィンは国民投票を利用して、自らに有利な状況を生み出すこ

とに成功した。 

 

表  5-4 1993年 4月 25日の国民投票の結果  

設問 総投票数（％） 賛成票数（％） 反対票数（％） 無効票数 

(1) 68,869,947 (64.2%) 40,405,811 (58.7%) 26,995,268 (39.2%) 1,468,868 

(2) 68,759,866 (64.1%) 36,476,202 (53.0%) 30,640,781 (44.6%) 1,642,883 

(3) 68,762,529 (64.1%) 34,027,310 (31.7%) 32,418,972 (30.2%) 2,316,247 

(4) 68,832,060 (64.1%) 46,232,197 (43.1%) 20,712,605 (19.3%) 1,887,258 

注：設問の内容は、表 5-3を参照。 

出典：5%%/I()7( J()=+0:;)%< $%37??77 &?(+%??7<?$%*% +(G(+()8930 %/ 7=%*0@ +(G(+()8930, 

?%?=%>&L(*%?> 25 0C+(:> 1993 *%80// Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !%??7<?$%< N(8(+0E77. 

2%3.4/1. 2008. 5.851-852. 

 

次に、連邦構成主体ごとの投票結果に目を転じてみよう。投票が行われなかったチェチ

ェン共和国を除く 88の連邦構成主体の（1）と（2）の設問の投票結果を見てみると、次の

ような傾向を見出せる。まず、モスクワ、サンクト・ペテルブルクという大都市で、エリ

ツィンは高い支持を獲得した。また、エリツィンの出身であるスヴェルドロフスク州を含

むウラル地域や、極東地域でもエリツィンに対する支持が比較的高かった。それに対し、
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エリツィンへの支持が低かったのは、「赤いベルト」と呼ばれ、1990年代半ばには共産党の

票田となったモスクワ周辺の中部地域、共和国が多い北カフカス地域や沿ヴォルガ地域で

あった（下斗米 1994, 100-105）。 

また、行政区分ごとに投票結果を比較してみると、（1）の設問について、共和国ではそ

の半数の地域でエリツィンへの支持が 50％未満であったのに対し、地方
ク ラ イ

・州では、エリツ

ィン支持が 50％未満であったのは 3割以下であった。それに対し、全体の賛成票が（1）よ

りも少なかった（2）の設問では、共和国で 60％、地方
ク ラ イ

・州で 49％の地域で、賛成票が 50％

未満という結果であった（表 5-5参照）。このように、エリツィン個人に対する支持（設問

（1））は、共和国と地方
ク ラ イ

・州の間で大きな違いが観察されるが、社会経済政策に対する支

持（設問（2））については、その違いは相対的に小さなものとなっている。全体でも半数

近くの地域で支持が 50％を下回り、ロシア全土で社会経済状況に対する不満はかなり高か

ったことが分かる。ただし、それでもなお、エリツィン個人に対する支持は、（たとえそれ

が消極的支持であっても）維持されていた33。 

 

表  5-5 国民投票において賛成票が 50％未満であった連邦構成主体の数  

行政区分（連邦構成主体の数） 設問（1） 設問（2） 

共和国 (20*) 10 (50%) 12 (60%) 

地方
ク ラ イ

・州 (55) 15 (27%) 27 (49%) 

連邦的意義を持つ市（2） 0 (0%) 0 (0%) 

自治州・自治管区（11） 1 (9%) 1 (9%) 

合計（88） 26 (30%) 40 (45%) 

* チェチェン共和国を除く。 

出典：Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !%??7<?$%< N(8(+0E77. 2%3.4/1. 2008. 5.853-856を基に、

筆者が算出。 

 

第2項 2つの憲法草案 

 

この国民投票は、新憲法策定過程における 1つの大きな分岐点となった。エリツィンは、

                                                        
33 1991年の大統領選挙と比べ、1993年 4月の国民投票は投票率が低下したが、エリツィンの得
票率はほぼ同じであった（上野 2001, 91-94）。 
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自らの弾劾問題が第 9 回人民代議員大会で議題となると、側近のシャフライ副首相に憲法

委員会の草案とは異なる新たな憲法草案の策定を依頼していた（P(<)7? 2005, 2%3.2, 

339-340）。そして、国民投票の直前に独自の新憲法草案の基本規定を発表した。上述のとお

り、国民投票は新憲法の内容とは直接的には関係ないものとなったが、草案発表のタイミ

ングは明らかに国民投票を意識したものだった。国民は、この草案を精査する時間的余裕

はないが、エリツィンに対する支持が投票で示されれば、この草案に対しても一定の正統

性が与えられることになる。そして実際、その目論見どおりに事態は進んだ。国民投票後

の 4 月 29 日には、エリツィンは、この草案の全文を公表し34、連邦構成主体首長会議にお

いて、憲法を策定するための独自の会議を創設すると発表した35。この「憲法を策定するた

めの独自の会議」を具体化したのが、次節で検討する憲法協議会であった。 

エリツィンが 4 月 29 日に公表したこの草案（以下、「大統領草案」とする）は、シャフ

ライ副首相、ソプチャク・サンクトペテルブルク市長、憲法学者のアレクセエフ人権研究

センター会議議長という 3 名が起草したものであった。そこでは、組閣手続きについて、

大統領が首相候補を議会に提案し、上院が首相を任命すること、大統領は首相の提案の下

で議会との協議の後に閣僚を任命することが定められた（第 73 条、第 106 条）。また、こ

れまでの草案ではあまり規定されなかった議会の解散権や国民投票発議権も、大統領に与

えられた（第 73条）。一方、議会（連邦議会）は、上院（連邦会議：5%&(= N(8(+0E77）と

下院（国家会議：.%?980+?=&())0> M930）から成る二院制議会が新たに設けられ、上院は各

連邦構成主体の代表を 2 名ずつ選出した上で、共和国、自治州、自治管区からは、これら

の代表が上院全体の 50％を超えるように追加的に代表を選出するとされた（下院は 300 名

で構成）（第 85条）。このように、この大統領草案ではまず、憲法委員会がこれまでに公表

した草案よりも明らかに強い大統領権限を規定していた。また、連邦制については、憲法

の第 2 編として連邦条約が添付され、上院の構成についても共和国などの民族地域を優遇

しており、共和国の要求を重視する形となった。ただし、連邦制の細かな規定については

議論の余地を残すものであった。 

以上のようなエリツィンの動きに対して、当然ハズブラートフやこれまで新憲法策定作

業を主導してきた憲法委員会は反発した。エリツィンが独自の草案を発表しただけでなく、

それを審議するための独自の会議を創設することまで決定したことにより、憲法委員会は

                                                        
34 K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7( 29 0C+(:> – 4 )%>/+> 1993 *. 5=()%*+033". ,0=(+70:". 
M%$93()=".（以下、K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(とする）1995. 2%3.1. 5.12-68. 
35 K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.1. 5.3-5. 
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その存在意義を否定される可能性があったからである。そのため最高会議は、大統領草案

が発表されたのと同じ 4月 29日に決定を採択し、6月 30日までに憲法委員会が憲法草案を

策定し、11月 17日に招集される人民代議員大会においてそれを審議し、採択するという日

程を定めた36。これは、第 7 回人民代議員大会が採択した決定（「新憲法草案のさらなる作

業について」）に則った手続きであり、憲法委員会はこれこそが「正当な」手続きであると

主張した。 

また、憲法委員会独自の憲法草案も準備された37。この草案も大統領制を採用していたが、

首相やその他重要閣僚の任命に議会の合意が必要とされている点、大統領に議会の解散権

が認められていない点など、大統領草案よりも大統領の権限は限定的なものであった。ま

た、連邦制については、連邦構成主体の管轄事項や上院の形成方法などにおいて、複数の

案が併記されており、大統領草案と同様こちらも議論の余地を残すものであった。しかし

いずれにせよ、国民投票の結果に正統性を求める大統領と、これまでの人民代議員大会の

経過に依拠する最高会議（憲法委員会）双方が、「公式」の憲法草案を準備し合うという状

況が生まれた。 

ただし、国民投票後の最高会議では、新憲法の草案策定とその採択方法について、意見

が集約していたわけではなかった。1993 年 5 月に入ってからも、最高会議ではこの問題に

ついて議論が続けられた。上述のとおり、ハズブラートフ議長と憲法委員会は、エリツィ

ンによる憲法協議会創設の動きに反発し、従来どおり憲法委員会を中心として新憲法草案

の策定を行うという決定案を提出した。そしてそこには、連邦構成主体の意見を取り込む

ための手続きも定められていた。他方で、国民投票に至るまではハズブラートフと良好な

関係にあったリャボフ副議長は、国民投票後一転してエリツィンの提案を支持し、憲法協

議会の存在を受け入れることを定めた別の決定案を提出した。リャボフは、大統領が準備

した憲法草案と憲法委員会が準備する草案を統合する必要性があり、かつその内容につい

て連邦構成主体の合意を得なければならないこと、また、そのような状況で、憲法協議会

は統合された草案を作成するための前提条件となることも主張した38。 

                                                        
36 B%?=0)%&:()7( '(+@%&)%*% 5%&(=0 !N «6 -0&(+L()77 +0/%=" )08 C+%($=%3 K%)?=7=9E77 
!%??7<?$%< N(8(+0E77» // '(8%3%?=7 5OM 7 '5 !N. 1993. A 19. 5=.696. この決定に則り、7月 17
日に憲法委員会が策定した草案が、人民代議員と連邦構成主体に送付された（Q- 7?=%+77 
?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.4/3. 2009. 5.240）。 
37 Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.4/2. 2008. 5.63-129. 
38 もっとも、これは憲法委員会の廃止を意味するわけではなかったし、リャボフは、憲法を最
終的に採択するのは人民代議員大会であるという考えも同時に示した（P(?=0> ?(??7> 
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この 2 つの決定案はどちらも最高会議で否決されたため、その後の審議の中で次のよう

な妥協案が提示され、これが 6月 4日に採択された39。この決定は、憲法協議会の創設を認

めつつも、それは憲法委員会に意見や提案をするための協議機関であり、最終的な草案の

策定は憲法委員会が行うというものであった。国民投票後の情勢がエリツィンに有利にな

る中で憲法協議会の創設は不可避であり、それを容認しないよりはむしろそこに関与する

こと、そして憲法委員会の憲法協議会に対する優位を確保することが選択されたのだと言

える40。こうして、ハズブラートフ、憲法委員会をはじめとして、議会側からも憲法協議会

へ参加することが決定した41。 

 

第3節 憲法協議会 

 

国民投票後にエリツィンが構想を発表し、その計画が具体化した憲法協議会は、ロシア

の憲法成立過程において重要な意義を持つ機関であった。しかしながら、憲法協議会はか

なり複雑な様相を呈した組織であり、既存研究のこの機関設立に対する評価にも不一致が

見られる。一方では、憲法協議会は法的根拠を持たず、国民投票で勝利したエリツィン大

統領が、議会の反対勢力を排除するために創設した機関であるという評価がある（Frye 1997; 

,%+%- 2007）。他方で、エリツィンは国民投票後すぐには憲法協議会設立には動かず、曖昧

な態度を保ったとも評価されている（McFaul 2001）。実際、憲法協議会はエリツィンによる

一方的決定と反対勢力の懐柔という両面を持つものであったが、本節では、その実態につ

いて考察する。1993年 12月に採択された憲法は、憲法協議会で採択された草案を土台とし

たため、憲法制定過程における憲法協議会の重要性は改めて強調するまでもないが、これ

までそこでの審議過程にまで踏み込んだ研究はなされていない。 

以下では、まず憲法協議会創設の経過を概観する。国民投票の後に、2つの「公式」の憲

法草案が作られたが、憲法協議会創設の過程では、両案の折衷が重視された。他方で、そ

                                                                                                                                                                  
'(+@%&)%*% 5%&(=0 !N. SH::(=(); A 31. 14 30> 1993 *. 5.27-29）。 
39 B%?=0)%&:()7( '5 !N «6 C%+>8$( ?%*:0?%&0)7> 7 C+7)>=7> C+%($=0 K%)?=7=9E77 !%??7<?$%< 
N(8(+0E77» // '(8%3%?=7 5OM 7 '5 !N. 1993. A 24. C=.875. 
40 ルミャンツェフ憲法委員会責任書記も、憲法協議会を創設する権利を大統領は保持するとい
う旨の発言をしている。 
41 憲法委員会は、大統領草案を完成させるためではなく、新憲法の基本原則の合意のために憲
法協議会に参加するという点をルミャンツェフ憲法委員会責任書記は強調した（Q- 7?=%+77 
?%-80)7> K%)?=7=9E77 !%??7<?$%< N(8(+0E77. 2%3.4/2. 2008. 5.485-486）。 
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の背後ではエリツィンとハズブラートフの対立も過熱した。この相反する状況の併存は、

本章で見てきた 1993年前半の政治過程の大きな特徴であり、憲法協議会もそうした特徴の

延長線上に位置づけられる。第 1 項ではこの点について述べる。続いて第 2 項では、憲法

協議会の組織形態を整理し、エリツィン大統領及びその側近が、どのような意図を持って

この機関を創設したのかを明らかにする。そして第 3 項では、憲法協議会における憲法草

案の審議過程を考察し、そこで採択された憲法草案がどのようなものであったのかについ

て論じる。 

 

第1項 憲法協議会の創設 

 

エリツィン大統領は、5 月 12 日の大統領令で、憲法草案の審議とその準備作業完了のた

めに、6月 5日に憲法協議会を創設し、そこに各連邦構成主体から 2名ずつの代表と、合意

に基づき議会内会派の代表を招集することを定めた42。また、憲法草案作成のために作業委

員会を設立した。この作業委員会は 43名から構成されたが、そのうち最高会議議員は 6名

にとどまり、連邦構成主体からは 19 名が集められた43。このように、大統領は新憲法策定

のためにイニシャチヴを取り始めたばかりでなく、そこで連邦構成主体の代表者を重用す

る姿勢を見せた。 

憲法協議会の準備過程におけるもう 1つの特徴は、大統領草案と憲法委員会草案という 2

つの憲法草案の統合が模索されたことである。先に述べたように、最高会議も自らの立場

の優位性を確保しつつも、ハズブラートフを代表として憲法協議会へ参加することを決定

していた。憲法協議会に対する態度をめぐって、最高会議内部には対立があったが、国民

投票で大統領を支持する結果が出たこともあり、大統領と徒に対立するのではなく、憲法

協議会に参加して折衷案を作成するという方向性を支持する議員も少なくなかった44。また、

同時期に憲法委員会草案と大統領草案の 2 つの草案を審議した多くの連邦構成主体も、最

高会議と大統領の妥協が必要であるという立場を示した45。こうした流れを受けて、憲法協

                                                        
42 U$0- B+(-78()=0 !N «6 3(+0@ C% -0&(+L()7H C%8*%=%&$7 )%&%< K%)?=7=9E77 !%??7<?$%< 
N(8(+0E77» // 5%/+0)7( 0$=%& B+(-78()=0 7 B+0&7=(:;?=&0 !N. 1993. A 20. 5=.1757. 
43 !0?C%+>#()7( B+(-78()=0 !N // 5%/+0)7( 0$=%& B+(-78()=0 7 B+0&7=(:;?=&0 !N. 1993. A 20. 
5=.1828. 
44 ただし、「ロシア共産主義者」など、憲法協議会への参加を拒否する会派もいた。 
45 B7?;3% 5($+(=0+> K%)?=7=9E7%))%< $%37??77. // Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 
2%3.4/2. 2008. 5.607-616. 
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議会は実際に、大統領草案と憲法委員会草案双方を審議の対象とすることにした。 

このように、連邦構成主体の役割を重視しつつ、憲法委員会草案との妥協も模索すると

いう傾向に、憲法協議会において様々な主体間の利害が調整される可能性を見出すことが

できる。この点は、次項で憲法協議会の構成について述べる際にもう一度確認する。しか

し、憲法協議会初日の審議は、一転して激しい対立の様相を見せた。まず、開会の演説で、

エリツィンは「ソヴィエト型の権力は改革を支持しないことが明らかになった。ソヴィエ

トと民主主義は両立しない。新憲法では他の方法の権力組織を厳格に規定し、その下でで

きるだけ早いうちに、連邦レベルでの選挙を通じてその方法が実現されなければならない」

と述べた46。この時期の議会制度は、人民代議員大会から互選された最高会議
ソヴィエト

を頂点に、

連邦構成主体レベル以下にもソヴィエトが組織されていた。確かに、権力分立原則の導入

によってソヴィエトは立法機関へと再編され、10 月革命後の執行と立法を兼ねた機関とし

てのソヴィエトからは大きく変容していたが、このエリツィンの発言は、明確に最高会議

と人民代議員大会への批判と現在の議会制度との決別を意図したものであった。 

これに対し、ハズブラートフは当初の議事予定を変更して、自分に発言の機会を与える

ように求めた。しかし、多くの参加者がこれを妨害し、ハズブラートフの演説はかき消さ

れた。そして、怒ったハズブラートフと彼の支持者数名は混乱状態の議場から退場すると

いう事態になった47。こうして、憲法協議会はハズブラートフの不参加のまま作業を続ける

ことになった。このように、交渉や妥協の用意がある勢力（連邦構成主体、憲法委員会）

は積極的に取り込む一方で、敵対姿勢が顕著なハズブラートフらはそこから排除するとい

うのが、この頃のエリツィンの基本的態度となった。 

 

第2項 憲法協議会の構成 

 

憲法協議会の構成は、表 5-6 のとおりである。憲法協議会は、①連邦国家権力機関、②

連邦構成主体国家権力機関、③地方自治体、④政党・労働組合をはじめとする社会団体、

⑤商品生産者・企業家という 5 つのカテゴリーの代表者グループごとに会議を開催し、各

会議で憲法草案及びその修正案の審議を行った。また、全体の作業を取りまとめる作業委

員会が、憲法協議会における中心的な機能を果たした。作業委員会の構成は表 5-7 のとお

                                                        
46 K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 1995. 2%3.2. 5.6. 
47 K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 1995. 2%3.2. 5.14-16. 



  

153 
 

りである。 

 

表  5-6 憲法協議会の構成  

所属（責任者） 人数 内訳 

① 連邦国家権力機関 

（チェルノムイルジン首相ほか） 
162 

憲法委員会 95名、大統領・政府 50名、議会会派 14

名、科学アカデミー3名 

② 連邦構成主体国家権力機関 

（シャフライ副首相ほか） 
352 

各連邦構成主体につき、行政機関 1 名、立法機関 1

名、専門家 2名 

③ 地方自治体 

（ヤロフ副首相ほか） 
26 

 

④ 政党、労組、宗教団体等 

（ソプチャク・サンクトペテルブ

ルク市長ほか） 

172 

政党及び社会団体 100名、労組 58名、 

宗教団体 18名 

⑤ 商品生産者、企業家 

（シュメイコ第一副首相ほか） 
46 

 

合計 762  

注：ただし、憲法協議会の参加人数は若干の変動があり、総数は不確定であった。 

出典：K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.1. 5.465; 2%3.2. 5.24. 

 

表  5-7 作業委員会メンバーの構成  

所属 大統領府 連邦政府 最高会議 連邦構成主体 その他 合計 

人数 4 10 6 19 3 42 

出典：K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.1. 5.69-71. 

 

この 2 つの表から分かることは、第一に、憲法協議会は、それまで新憲法草案の策定作

業を行っていた憲法委員会をはじめとする、最高会議議員を排除していないということで

ある。先行研究では、この時期の大統領と議会の対立の側面を強調するあまり、憲法協議

会を「大統領が独断で憲法制定作業を進めるための組織」とみなすものもあったが（Frye 

1997, 544; ,%+%- 2007, 465-468）、それは必ずしも正しくない。確かに、100名から構成され

た憲法委員会と比べ、762名と人数も多く、その分多様な人材から構成されている憲法協議
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会では、憲法委員会や最高会議議員の立場は相対化された。また、作業委員会に選ばれた

最高会議の代表はいずれも「改革連合」に属した人物であり、そこに大統領の意向が強く

反映されていることは間違いない。だが、憲法協議会に最高会議議員の参加が確保されて

いることは、指摘に値する。1992 年末にかけて議会内の原子化傾向は顕著になっており、

1993 年から大統領と最高会議議長の権力闘争が激化すると、最高会議議員の多くは、この

権力闘争を遠巻きに眺めるようになり、憲法協議会に対する対応も分かれた。そしてその

中には、国民投票の結果が大統領を支持するものであったことを受けて、大統領の主宰す

る憲法協議会へ参加する方が賢明であると考える議員がいたことも当然であった48。また、

1993 年初頭に設立された「円卓会議」以降、多様な代表から成る会議を構成することで、

その会議の正統性を高めるという試みは繰り返し行われており、憲法協議会もそうした試

みの 1 つと捉えることもできる（ただし、ハズブラートフ最高会議議長らを排除したとい

う点では、それまでと大きく異なっていた）。 

また、実際の審議においても大統領が提出した憲法草案と、憲法委員会の策定した草案

の双方が検討対象とされた。もちろん基調となったのは大統領草案であったが、この 2 つ

の草案がともに検討されていること、そして、憲法協議会が多様な主体で構成されている

ことは、憲法協議会の場でもたびたび指摘されており、エリツィン大統領は、このように

して統一的で合意に基づく憲法草案の策定が可能になったとして、憲法協議会の正統性を

アピールした49。 

そして第二に、より重要なのは、憲法協議会全体においても、作業委員会においても、

連邦構成主体の代表が半数近くを占めたという点である50。このことから、大統領は、原子

化した議会での支持獲得を半ば放棄し、連邦構成主体の代表者の支持を獲得することによ

って、新憲法策定を目指したことが窺える。実際、作業委員会や全体審議を行う総会にお

いて、連邦構成主体の代表が大統領草案と憲法委員会草案の統合に積極的に介入するなど、

                                                        
48 その典型的人物が、リャボフ最高会議副議長であろう。彼は、国民投票以前はハズブラート
フと良好な関係を維持していたが（本章第 1節第 2項での議論を参照）、憲法協議会への参加を
表明した後には両者の関係は急速に悪化した。リャボフに同調したミチュコフが委員長を務め

ていた最高会議立法委員会は、ハズブラートフによって廃止に追い込まれた（溝口 2005, 66）。
また、トラフキン民主党党首のように、議員を辞職し、近いうちに実施されると考えられた議

会選挙に向けた準備を進める者もいた（Hale 2006, 39）。 
49 例えば、K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.10. 5.305, 307. 
50 憲法協議会の召集について定めた 5月 12日や 5月 20日の大統領令では、憲法協議会におけ
る連邦構成主体国家権力機関の代表は、各連邦構成主体から 2名ずつ（連邦構成主体の行政機
関、立法機関から 1名ずつ）が予定されていたが、専門家 2名が新たに追加され、合計 4名と
なった（K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.1. 5.72-73, 75）。 
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連邦構成主体代表の発言力の大きさが目立った。また、それと同時に、1993 年初頭から連

邦構成主体がアピールするようになった中央・地方関係の問題が、いよいよ重要な政治的

焦点としてクローズアップされた。連邦構成主体国家権力機関グループは、エリツィン大

統領が発表した憲法草案の起草者の 1 人であるシャフライ副首相がその代表を務めていた

が、彼は、同グループが憲法協議会の中で見解の相違が最も顕著であり、困難なグループ

であることを指摘した51。 

 

第3項 新憲法をめぐる審議内容 

 

続いて、憲法協議会での審議内容を具体的に検討してみよう。憲法協議会における主要

な論点は、第一に新憲法草案の内容をめぐるものであり、第二に憲法の制定手続きとその

憲法の下で設けられる新しい議会の選挙についてであった52。 

 

新憲法の内容をめぐって 

第一の論点については、憲法協議会は、1993 年 4 月末に公表された大統領草案を基本と

しつつ、憲法委員会が策定した草案も部分的に検討する形で作業を進めた。審議は、1993

年 6月 4日から集中的に行われ、7月 12日に新憲法草案が採択された53。憲法協議会が採択

したこの草案は、人権等の規定については憲法委員会草案を積極的に取り入れていたが、

大統領権限に関しては、連邦構成主体のグループが大統領草案を基本的に支持したことも

あり54、首相の任命手続きなどについて大統領草案を部分的に修正しつつ、その多くを踏襲

するものとなった55。 

他方で、連邦制の規定に関しては激しい議論が交わされた。特に、連邦条約に従って民

族地域（共和国）と領域的区分地域（地方
ク ラ イ

・州）を区別するのか（つまり、連邦構成主体

の中で共和国に特別の地位を与えるのか）、それとも連邦構成主体の同権を憲法の規定に盛

                                                        
51 K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.2. 5.474. 
52 例えば、憲法協議会開会時のエリツィンの発言を参照。K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.2. 
5.3-14.  
53 草案の内容は、K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.17. 5.361-412. 
54 Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.4/2. 2008. 5.543-544. 
55 1つの重要な変化は、大統領の議会解散権に関するものである。大統領草案では、「国家権力
の危機が、憲法が定めた手続きで解決できない場合」には大統領は議会を解散することができ

るとされていたが、そのような規定は憲法協議会が採択した案からは取り除かれた（表 5-8も参
照）。 
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り込むのかという点が、大きな焦点になった。この点は、「国家主権宣言」が採択された 1990

年 6 月の時点から既に問題となっており、1992 年 3 月の連邦条約調印の際にも最大の争点

となったものの、最終的な決着はその都度先送りにされてきた問題であった。 

この問題に関して、1993年 4月に発表した大統領草案の段階では、エリツィン大統領は、

連邦議会上院の半数を共和国などの民族地域から選出することを規定するなど、共和国を

優遇する姿勢を示していた56。しかし、憲法協議会での審議が始まると「連邦構成主体の同

権」を連邦制の基礎と位置付けることで、共和国の自立化傾向を押さえこもうとした57。例

えば、シャフライ副首相は、連邦構成主体の同権を草案に盛り込むことが憲法協議会の課

題であり、共和国との交渉を通じてこの点を解決する必要があると述べている。この主張

どおりに「連邦構成主体の同権」が認められれば、当然上記の上院構成方法にも大きな修

正が加えられることになるため、この点は大きな論争点となった。これについて、表 5-6

に挙げた①、④、⑤の各グループは、連邦構成主体の同権を憲法に記すことに賛同してい

た58。さらに、若干の例外を除いて、ロシア人地域の地方や州の代表者もこの考えを支持し

ていた59。しかし、それに対して、強硬な立場を貫いていたタタルスタン、バシコルトスタ

ン、ウドムルトの 3 つの共和国を中心に、共和国側は、共和国を優遇する規定を持つ連邦

条約を基礎として、憲法では共和国の権限をさらに拡大することを要求した60。 

連邦構成主体国家権力機関グループの責任者であったシャフライは、こうした状況を受

けて次のような提案をした。すなわち、ロシア連邦の内部で「主権国家」としての地位を

有する共和国は、民族自決権を持ち、その域内で大統領ポストを設けることができ、憲法

を制定することもできるなどの点において、他の連邦構成主体とは異なっているため、連
．

邦構成主体の
．．．．．．

種別ごとの定義を明確にした上で、その他の分野で
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

は
．
連邦構成主体は
．．．．．．．

「同権」
．．．．

である
．．．

ことを憲法に記すべきだというのである61。これは、従来の草案では、共和国、地方
ク ラ イ

、

州などがどういったものであるのかという具体的な規定が欠如しているという批判に対応

                                                        
56 4月草案では、連邦議会上院には各連邦構成主体から 2名ずつ選出した上で、共和国、自治州、
自治管区からは、これらの代表が 50%を超えるように、追加的に代表を選出するとされていた。 
57 この時期、エリツィンの故郷であるスヴェロドロフスク州を中心とした「ウラル共和国」宣

言など、いくつかの地方
ク ラ イ

、州が自らの地位を「共和国」に変えることを宣言して、権限拡大（共

和国との同等の地位）を求めた（下斗米 1999, 168-170）。 
58 また、6月 10日に第１グループは、連邦条約を憲法に含めないという決定も採択した。
K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.4. 5.463-465, 2%3.5. 5.375-377, 381-386. 
59 サラトフ州の代表は、「連邦構成主体の同権」という文言を憲法に入れることに対して懐疑的
な考えを示した（K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.6. 5.113-114.）。 
60 K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.4. 5.463-465, 2%3.5. 5.369. 
61 K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.6. 5.131-133. 
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したものであった。 

結局、連邦構成主体国家権力機関グループにおいて、「共和国は主権国家である」という

連邦条約の規定を残しつつ、「連邦権力機関との関係においては
．．．．．．．．．．．．．．．

、連邦構成主体は互いに同

権である」（傍点引用者）ことについて合意し62、この点が 7 月草案に盛り込まれた。これ

は、連邦構成主体の対称性と非対称性を同時に記すという折衷案であった。つまり、共和

国だけが憲法を制定することができ、大統領職を設けることができる（その他の連邦構成

主体は憲章を定め、その行政府の長は知事が務める）というように、各連邦構成主体内の

統治形態については、共和国は他の連邦構成主体と区別され、連邦構成主体間の非対称性

が確認されるが、連邦レベルの議会への各連邦構成主体の代表は同数とするというように、

「連邦権力機関との関係においては」各連邦構成主体は同権であるとされたのである63。 

このように、上記の規定は必ずしも矛盾を孕んでいたわけではなかったが、そこには曖

昧さが内在していたのは明らかであった。これまでと同様、憲法協議会も、連邦制に関す

る問題に明確に決着を付けることはせず、むしろ内容を曖昧にすることで事態の収束を図

った。当初から自立化傾向が強く、連邦条約にも調印しなかったタタルスタン共和国は、

この時すでに連邦政府と権限分割条約の交渉を始めていたこともあり、憲法ではエリツィ

ンの意図した「連邦構成主体の同権」という規定を含めつつも、共和国の地位にも配慮す

る必要があったと言えよう。 

以上のように、大統領が創設した憲法協議会は、多様な勢力を集めた巨大な組織であっ

たが、その中で特に連邦構成主体の代表者の存在感が強く、連邦制をめぐる問題が最大の

争点となった。社会階層に応じて形成されたものの、組織的な脆弱さを露呈した議会内ブ

ロックと比べ、連邦構成主体の代表者は、ソ連時代のエリート・ネットワークを活かして

利益の拡大を目指し、一貫した行動をとることが可能であった。大統領は、そのような連

邦構成主体の代表者を新たな交渉相手として憲法協議会に集め、強い大統領権限を憲法に

定めることについては一定の支持を獲得した。他方で、大統領に有利な憲法を制定するた

めには、大統領の側からも彼らに一定の利益を供与する必要があった。こうして、大統領

権限の問題と連邦制の問題はトレードオフの関係になった。大統領権限を強化するには連

邦構成主体の要求を受け入れる必要があり、連邦構成主体の要求を受け入れなければ大統

                                                        
62 K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.7. 5.284. 
63 この問題に関するシャフライ副首相の発言を参照（K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.12. 
5.29-31）。 
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領は孤立し、自らが起草した憲法を採択することは困難であった。だが、連邦制の規定を

めぐって連邦構成主体間の見解の相違が新たに問題となったので、事態は一層複雑になっ

た。そのため、7月に採択された憲法草案は、中央・地方関係について非常に曖昧な内容を

持つことになった。 

 

新憲法の採択方法をめぐって 

憲法協議会のもう 1 つのテーマは、新憲法の採択方法であった。憲法協議会初日の演説

で、エリツィンは新憲法採択の過程を 3 つの段階に区分した。それは、第一に憲法協議会

で新憲法草案を採択すること、第二に連邦構成主体がその草案に仮調印すること、そして

第三に人民代議員大会が草案を全体採択することというものであった64。フィラトフ大統領

府長官やブルブリスなど大統領の側近であった人物も、憲法採択についていくつかの方法

を提案していたが、その方法にはいずれも、人民代議員大会で憲法草案を採択するという

段階が含まれており、少なくとも 1993年 6月の段階では人民代議員大会を完全に迂回する

ことは困難だと認識されていた65。しかし、憲法協議会が審議を行った草案は大統領草案を

基調としていたこともあり、人民代議員大会がこれを採択する見込みは高くなかった。実

際、議会側はこれまでの人民代議員大会の決定内容に則り、1993年 10月までに憲法委員会
．．．．．

が作成した
．．．．．

草案の審議を終え、11 月にその草案を採択するために人民代議員大会を招集す

るという日程を決めていた。そのため、両者の歩み寄りは極めて困難な情勢にあった。 

憲法協議会では、国民投票での採択や、新たに憲法創設会議を組織し、そこで採択する

などの案も提示されたが66、どの方法も困難が予想された上に、参加者の多くもやはり人民

代議員大会を通過することが必要だという考えを持っていた（P(<)7? 2005, 2%3.2, 367-369, 

417-423）。そうした状況でエリツィンは、新憲法の内容だけでなく、その採択手続きについ

ても連邦構成主体の協力を得ようとした。連邦構成主体の代表から構成される連邦会議を

新たに組織し、そこでの憲法採択を計画したのである。これは、1993 年 4 月の大統領草案

                                                        
64 K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.2. 5.3-14. 
65 5%C+%&%87=(:;)%( C7?;3% +9$%&%87=(:> .930)7=0+)%*% 7 C%:7=71(?$%*% E()=+0 «5=+0=(*7>» 
..F. S9+/9:7?0 !9$%&%87=(:H X837)7?=+0E77 B+(-78()=0 !%??7<?$%< N(8(+0E77 5.X. N7:0=%&9 
%= 19 7H)> 1993 *. $ 0)0:7=71(?$%39 30=(+70:9 % 3(@0)7-30@ C+7)>=7> )%&%< K%)?=7=9E77 
!%??77 // Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.4/2. 2008. 5.631-632;  
5:9#(/)0> -0C7?$0 !9$%&%87=(:> X837)7?=+0E77 B+(-78()=0 !%??7<?$%< N(8(+0E77 5.X. 
N7:0=%&0 B+(-78()=9 !%??7<?$%< N(8(+0E77 S.O. V:;E7)9 %= 29 7H)> 1993 *. % &%-3%#)%3 
3(@0)7-3( C+7)>=7> K%)?=7=9E77 !%??7<?$%< N(8(+0E77 // Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 
2%3.4/2. 2008. 5.673-674. 
66 K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.8. 5.505. 
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やこの憲法協議会が採択した草案に規定されていた連邦議会上院と同名のものであった。

この上院は、連邦構成主体の代表から組織されるものであったから、エリツィンはこれと

類似した組織を作り、新憲法草案を採択させようとした。しかし、結局この方法もメドが

立たないまま、1993年秋の混乱を迎えることになった。 

 

第4節 「10月政変」と憲法制定 

 

1993年 7月 12日に憲法協議会が憲法草案を採択した後も、状況にはあまり大きな変化は

なかった。最高会議は、憲法委員会に憲法草案策定作業を継続することを求める決定を採

択した。それを受けて憲法委員会も、連邦構成主体に対し、憲法委員会が準備した憲法草

案への意見を求めた67。また、最高会議憲法的法律委員会68の委員長であった保守派のイサ

コフは、実現が困難な憲法採択手続きを定めた法案を最高会議に提出するなど、最高会議

では憲法協議会での議論とは異なる独自の憲法採択方法を定めようとする動きもあった。

それに対し、大統領も、憲法協議会が採択した草案に対する合意を得るために連邦構成主

体との協議の必要性などを記した大統領令を発した69。このように 1993 年 7 月から 8 月に

かけても、依然として憲法協議会と憲法委員会の 2 つの憲法草案が存在し、双方が連邦構

成主体の協力を求めようとする状況が継続していた。 

 

第1項 「10月政変」 

 

しかし、憲法制定をめぐる争いは、1993年の秋に急激に最高潮に達した。まず大統領が、

1993年 9月 21日に最高会議と人民代議員大会の機能停止を定めた「ロシア連邦における段

階的憲法改革に関する大統領令」（以下、「段階的憲法改革に関する大統領令」とする）に

署名した70。ハズブラートフ最高会議議長やルツコイ副大統領ら一部勢力は、即座にこれに

                                                        
67 Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.4/3. 2009. 5.300-303. 
68 この委員会は、1993年 4月国民投票後に生じた最高会議内の権力闘争の中で、ハズブラート
フが立法委員会を廃止した際に新設されたものである（本章脚注 48も参照）。 
69 U$0- B+(-78()=0 !N «6 C%+>8$( ?%*:0?%&0)7> C+%($=0 K%)?=7=9E77 !%??7<?$%< N(8(+0E77» // 
5%/+0)7( 0$=%& B+(-78()=0 7 B+0&7=(:;?=&0 !N. 1993. A 31. 5=.2837. 
70 U$0- B+(-78()=0 !N «6 C%R=0C)%< $%)?=7=9E7%))%< +(G%+3( & !%??7<?$%< N(8(+0E77» // 
5%/+0)7( 0$=%& B+(-78()=0 7 B+0&7=(:;?=&0 !N. 1993. A 39. 5=.3597. この会議では、1993年 12
月 11日から 12日にかけて、新たな議会の下院となる国家会議の選挙を実施することを、第一
の課題とするという連邦会議の決定が配布される予定であったという。ただし、日程はその後
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反発した。ハズブラートフはエリツィンの行動を「クーデター」であると断じ、最高会議

幹部会は、第 7 回人民代議員大会での憲法改正に依拠して、上記の大統領令発布と同時に

エリツィンの大統領権限が終了したことを宣言し、ルツコイ副大統領が大統領代行となる

ことを確認した71。また、憲法裁判所も、大統領令及びその演説は憲法に違反しており、そ

れがエリツィンの解任の根拠となるという決定を下した72。 

ハズブラートフらの勢力は最高会議ビルに立て篭もり、大統領側は最高会議ビルを封鎖

した。その後数日間は膠着状態が続き、その間に連邦構成主体、憲法委員会、総主教アレ

クシイ 2世などによる仲介の試みが続けられたが（!93>)E(& 2009, 66-68）、反大統領勢力の

外部協力者がこの封鎖を解こうとしたことから、10 月 3 日に両者の間に衝突がおこり、軍

を出動させた大統領側がこれを制圧し、ルツコイやハズブラートフらは逮捕された73。エリ

ツィンはその後、政治活動に関与し「国を内戦の淵に追いやった」として、新憲法採択ま

で憲法裁判所の活動を停止しただけでなく、連邦構成主体に対する統制も強め、自らの行

動の障害となりうるものを次々と抑え込んだ74。 

このいわゆる「10 月政変」によって非常事態に近い状況が生じたため、連邦構成主体代

表者から構成される連邦会議を通じた憲法制定の試みも、結局頓挫した。エリツィンは、8

月から連邦会議創設に向けて動き出し、9 月 18 日にはクレムリンで連邦構成主体の立法機

関、執行機関の代表者、憲法裁判所などを招集し、連邦会議創設に関する協定案も提示さ

れた。そして、武力衝突の前日である 10 月 2 日にも、連邦会議を 10 月 9 日に開催するこ

とを定めた大統領命令を発した75。このように、連邦会議創設はかなり具体的な計画として

進められていた。しかし、エリツィン自身の回想によれば、エリツィンは 9 月の初めには

既に議会を解散することを決心しており、「段階的憲法改革に関する大統領令」もイリュー

                                                                                                                                                                  
10月 5日に変更され、その後中止された（!93>)E(& 2009, 57-58）。 
71 B%?=0)%&:()7( B+(-787930 '5 !N «6 )(3(8:())%3 C+($+0I()77 C%:)%3%17< B+(-78()=0 
!%??7<?$%< N(8(+0E77 S.O. V:;E7)0» // Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.4/3. 2009. 
5.481. これら勢力は、人民代議員大会や最高会議の場において正式にエリツィンの憲法違反と
解任を採択しようと試みたが、いずれも定足数に達しなかった（森下 2001, 196-197）。 
72 40$:H1()7( K%)?=7=9E7%))%*% 5980 !N «6 ?%%=&(=?=&77 K%)?=7=9E77 !%??7<?$%< N(8(+0E77 
8(<?=&7< 7 +(L()7< B+(-78()=0 !%??7<?$%< N(8(+0E77 S.O. V:;E7)0, ?&>-0))"@ ? (*% U$0-%3 %= 
21 ?()=>/+> 1993 *. A 1400 «6 C%R=0C)%< $%)?=7=9E7%))%< +(G%+3( & !%??7<?$%< N(8(+0E77» 7 
6/+0I()7(3 $ *+0#80)03 !%??77 21 ?()=>/+> 1993 *.» // Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 
2%3.4/3. 2009. 5.486-500. 
73 事態の経過については、8"+9:.. ;+4'1-93 (1994)を参照。 
74 U$0- B+(-78()=0 !N «6 K%)?=7=9E7%))%3 598( !%??7<?$%< N(8(+0E77» // 5%/+0)7( 0$=%& 
B+(-78()=0 7 B+0&7=(:;?=&0 !N. 1993. A 41. 5=.3921. 
75 !0?C%+>#()7( B+(-78()=0 !N «6 C+%&(8()77 & ,%?$&( -0?(80)7> 5%&(=0 N(8(+0E77» // 
5%/+0)7( 0$=%& B+(-78()=0 7 B+0&7=(:;?=&0 !N. 1993. A 40. 5=.3856. 
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シン大統領補佐官を中心に 1 週間ほどの時間をかけて準備されたという。さらに、この大

統領令策定作業が始まって以来、すべての仕事はこの「大統領令とのからみで検討」され

た（エリツィン 1994, 下巻, 169-177）。連邦会議創設と「段階的憲法改革に関する大統領令」

の準備がどの程度連関して計画されていたのかは明らかでないが、両者はほぼ並行して行

われていたのは確かである。しかし、大統領令公布に端を発した「10 月政変」によって、

新憲法採択における連邦会議の意義はほとんど失われてしまったのである。 

 

第2項 最終草案の策定 

 

「段階的憲法改革に関する大統領令」が発せられた 9月 21日以降、憲法協議会は再び活

動を始めた。憲法協議会はそれまで表 5-6に記した 5つのグループから構成されていたが、

社会院（6/I(?=&())0> C0:0=0）と国家院（.%?980+?=&())0> C0:0=0）という 2つの会議に再

編された76。9月 25日に行われた社会院会議では、1993年 12月に国家会議議員選挙を実施

し、これを下院とする連邦議会によって新憲法を採択するという方法が提案された。しか

し、「10月政変」によって事態は大きく変化し、10月 15日の大統領令は、1993年 12月 12

日に憲法草案採択の是非を問う「全人民投票」を行うことを決定した77。かくして、「10 月

政変」以降の非常事態に近い状況の中で、これまでの懸案の 1 つであった憲法採択の方法

は「全人民投票」という方法で行われることになった。 

エリツィンは国家院と社会院という 2つの会議を憲法協議会内に新たに設けたものの、

この 2つの会議はあまり頻繁には開催されなかったため、その重要性は大きくなく、最終

的な憲法草案策定のための審議はもっぱら作業委員会によって行われていた。作業委員会

は従来から憲法協議会における中心的な役割を果たしてきたが、この時期においてもそれ

                                                        
76 社会院は、第 3、第 4、第 5の 3つのグループを中心に 9月 24日に設立され、移行期間にお
ける連邦権力機関に関する規定と、（新設される予定の）国家会議議員選挙に関する規定を審議

することになった（!0?C%+>#()7( B+(-78()=0 !N «6/ %/+0-%&0)77 6/I(?=&))%< C0:0=" 
K%)?=7=9E7%))%*% ?%&(I0)7>» // 5%/+0)7( 0$=%& B+(-78()=0 7 B+0&7=(:;?=&0 !N. 1993. A 39. 
5=.3674）。また国家院は 10月 11日に創設され、憲法草案の修正を検討することになった
（!0?C%+>#()7( B+(-78()=0 !N «6/ %/+0-%&0)77 .%?980+?=&())%< C0:0=" K%)?=7=9E7%))%*% 
?%&(I0)7>» // 5%/+0)7( 0$=%& B+(-78()=0 7 B+0&7=(:;?=&0 !N. 1993. A 42. 5=.3999）。ただし、ど
ちらの会議もそれほど活発には活動しなかった。 
77 U$0- B+(-78()=0 !N «6 C+%&(8()77 &?()0+%8)%*% *%:%?%&0)7> C% C+%($=9 K%)?=7=9E77 
!%??7<?$%< N(8(+0E77» // 5%/+0)7( 0$=%& B+(-78()=0 7 B+0&7=(:;?=&0 !N. 1993. A 42. 5=.3995. 
大統領は国民投票（レファレンダム）の発議権がないため、「全人民投票」という言葉が用いら

れた。 
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は変わらなかった。作業委員会は 10月 15日から 10月 29日までの間に 13回会議を開き、

憲法草案策定に大きな役割を果たしたのであった（P(<)7? 2005, 2%3.2, 456）。さらにその

後、憲法協議会内に設けられた憲法的仲裁委員会において細かな修正が重ねられ、11月 10

日に国民投票に付される最終草案が発表された78。 

表 5-8は、エリツィン大統領が国民投票直後の 1993年 4月に公表した憲法草案（大統領

草案）、憲法協議会が 1993 年 7 月に採択した草案、上記の最終草案という 3 つの憲法草案

における大統領権限と連邦制に関する規定をまとめたものである。まず大統領権限につい

ては、最終草案は 7 月草案と比べて大統領に強い権限を付すものとなった。特に首相の任

命に関して、7月草案では大統領が首相候補を下院（国家会議）に提案し、下院が任命する

という手続きであったのが、最終草案では大統領が下院の同意を得て任命するという手続

きに変更された。また、下院が大統領の提案した首相候補を 3 度拒否した場合、大統領が

下院を解散するという規定は 7月草案にもあったが、7月草案ではこの場合大統領は首相代

行を任命することになっていた。しかし、最終草案では、このような場合に大統領は（正

式な）首相を任命した上で、下院を解散することができるようになった。 

以上のような規定の変更には、この時期に経験した激しい政治対立を経て、大統領が議

会に対して優位を確保しようとする意図があったことは明白である。しかし、こうした変

化はそれほど劇的なものでもなかった。その他の規定については、7月草案がほぼ踏襲され

たし、1993 年 4 月段階の大統領草案にあった「国家権力の危機が、憲法が定めた手続きで

解決できない場合」大統領は議会を解散できるという規定が復活することもなかった。 

むしろ、より大きな変化は中央・地方関係に関する規定の方にあったと言えよう。まず、

これまで憲法第 2 編として記載されていた連邦条約が削除された（ただし、連邦中央の管

轄事項、連邦構成主体の間の管轄事項、両者の共同管轄事項に関する規定は、7月草案とほ

ぼ同じままであった）。連邦条約を憲法の第 2編として含めることは、共和国の強い要求で

あったことは本章で見てきたし、エリツィン自身も、1992年 3月の連邦条約署名の際には、

連邦条約は新憲法を構成する一部になると発言していた79。そして実際、4月草案及び 7月

草案でもそのような形式が採用されていた80。だが、最後の段階で、憲法草案はより連邦構

成主体間の対称性を重視するものとなった。これは、共和国を「主権国家」と位置付ける

                                                        
78 K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.20. 5.545-589. 
79 Q- 7?=%+77 ?%-80)7> K%)?=7=9E77 !N. 2%3.3/3. 2008. 5.164. 
80 1993年 5月の憲法委員会草案では、連邦条約を第 2編として組み込む方式と、連邦条約の内
容を憲法の連邦制に関する規定に記す方式の 2つが併記された。 



  

163 
 

規定や共和国に従来認められていた国籍（市民権）設定の権利が削除された点にも共通す

る。このように、異なる形の連邦構成主体が並存するという意味で連邦制の非対称性は維

持されたものの、連邦制に関する規定は、連邦構成主体間の対称性をより強めた形に修正

された。エリツィンが、憲法協議会の中で「連邦構成主体の同権」を憲法規定に含めるこ

とにこだわっていたことからすれば、こうした規定もやはりエリツィンの意図を強く反映

したものだと言えるだろう。 

このような憲法規定の変化は、当然共和国の強い反発を招いた。共和国はエリツィンに

対し、この問題に関する特別協議会の開催を要求し、さらに最終草案策定の段階で大きな

役割を果たしていたフィラトフ大統領府長官を非難した。しかし、これに対してエリツィ

ンは動じず、結局上記の変更はそのままとされた（P(<)7? 2005, 2%3.2, 460-461）。このよ

うに、「10月政変」の結果として中央の地方に対する統制の強化も一定程度進められること

になった。 

しかし、こうした出来事がそのまま中央集権化につながったわけではなかった。一応憲

法の優位性を確認はしたものの、最終草案においても連邦中央と連邦構成主体の間で個別

に「その他の条約」を結ぶ可能性は残されることになった。そして、連邦と連邦構成主体

の管轄事項及び権限の区分は、「憲法、連邦条約及びその他の条約による」こととなった（第

11条）。連邦政府とタタルスタン共和国政府との間の権限区分条約を締結する交渉は、この

時既に始まっており、この規定はそうした状況に配慮したものだった81。また、この点は、

4月の大統領草案の段階ではまだ存在せず、憲法協議会の中で新たに加えられた規定であっ

た。憲法協議会では、連邦構成主体の支持を得るために、中央・地方関係について大統領

はかなり妥協したと言えるが、こうした規定は、最終草案策定段階の修正を経ても、ある

程度残されることになったのである。 

 

  

                                                        
81 この条約は 1994年 2月に調印された。 
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表  5-8 大統領権限と連邦制に関する規定の変遷  

  
1993 年 4 月草案 

（大統領草案） 

1993 年 7 月草案 

（憲法協議会が採択） 

1993 年 11 月草案 

（最終草案） 

大統領の地位 国家元首 (5, 70) 国家元首 (80) 国家元首 (80) 

首相 

大統領が首相候補を議会に

提案 。連邦会議（上院）が
任命 (73, 94, 106) 

大統領が首相候補を国家会

議（下院）に提案 (83)。国
家会議が任命 

大統領が国家会議（下院）

の合意を得て任命 (111) 

閣僚 

上院との協議の後、首相の提

案にしたがい大統領が任免 
(73) 

首相の提案にしたがい大統

領が任免 (83) 
首相の提案にしたがい大

統領が任免 (83) 

拒否権 
あり。両院議員総数の 2/3以
上で法案成立 (103) 

あり。両院議員総数の 2/3以
上で法案成立 (106) 

あり。両院議員総数の 2/3
以上で法案成立 (107) 

議会の解散 

上院が、大統領が提案した首

相候補を 2度拒否し、その後
議会で首相が任命されなか

った場合;  
国家権力の危機が、憲法が定

めた手続きで解決できない

場合 (73, 74) 

大統領が提案した首相候補

を下院が 3度拒否した場合 
(111) 
（大統領は首相代行を任命） 

大統領が提案した首相候

補を下院が3度拒否した場
合 (111) 
（大統領は首相を任命） 

 
   

憲法と連邦条

約の関係 

憲法及びそれと不可分な連

邦条約に基づき、連邦構成主

体が統合 (2) 

ロシア連邦の国家権力は、立

法、執行、司法権力の分立に

基づき、及び憲法、連邦条約、

管轄事項と権限の区分を定

めたその他の条約が定めた

国家機関の権限に従って、行

使される (10) 

連邦と連邦構成主体の管

轄事項及び権限の区分は、

憲法、連邦条約及びその他

の条約による (11) 

連邦条約 憲法第 2編に記載 憲法第 2編に記載 なし 

連邦構成主体

間の関係 
特になし 

連邦国家権力機関との関係

において、すべての連邦構成

主体は同権 (5) 

連邦国家権力機関との関

係において、すべての連邦

構成主体は同権 (5) 

共和国の主権 なし 
共和国はロシア連邦を構成

する主権国家 (5) なし 

連邦会議（上

院）の構成 

各連邦構成主体から 2名選
出。共和国、自治州、自治管

区からは、これらの代表が全

体の 50%を超えるように、
追加的に代表を選出。 (85) 

各連邦構成主体から 2名選
出 (94) 

各連邦構成主体の執行機

関と立法機関から1名ずつ
の 2名により構成 (95) 

出典：K%)?=7=9E7%))%( 5%&(I0)7(. 2%3.1. 5.12-68（4月草案）; 2%3.17. 5.361-412（7月草案）; 

2%3.20. 5.545-589（11月草案）を基に筆者作成。 

 

第3項 国民投票による憲法制定 

 

エリツィン大統領が 11月 10日に発表した憲法草案は、12月 12日に実施された国民投票

の結果、採択されることになった。国民投票の結果は、表 5-9 のとおりである。1993 年 4



  

165 
 

月に行われた国民投票と比べ、今回の国民投票の投票率はさらに低下し、権力闘争に明け

暮れる政治状況に対して国民の無関心が拡大していたことが分かる82。また、賛成票は総投

票数の半数を超え、憲法は採択されたが、有権者全体の 3 割程度しか賛成票を集められて

いないことを問題視する声や、そもそもこの投票結果の信ぴょう性を疑う声もあった（White 

et.al. 1997; Y9$;>)%& 2009）83。さらに、この国民投票と同時に、新憲法の下で設立される連

邦議会選挙も実施されたが、憲法の採択を問う国民投票と、その憲法の存在が前提となる

はずの議会の選挙を同時に実施するという手続きも問題視された。このように様々な問題

点を指摘されながらも、エリツィンは 3 度目の国民投票でも、それまでと同様自分に有利

な結果を得ることに成功した。こうして、激しい政治対立の時期は収束し、体制転換とい

う面からしても、ロシアは 1 つの節目を迎えた。そして、この憲法が規定するゲームのル

ールの下で、ロシアは新たな段階を迎えることになった。 

 

表  5-9 1993年 12月 12日の国民投票の結果  

総投票者数（投票率） 58,187,755 (54.8%) 

賛成票数（賛成率） 32,937,630 (58.4%) 

反対票数（反対率） 23,431,333 (41.6%) 

注：賛成率、反対率は、投票者数を基数とする。 

出典：J()=+0:;)0> 7-/7+0=(:;)0> $%37??7> !N. B%?=0)%&:()7( «6 +(-9:;=0=0@ &?()0+%8)%*% 

*%:%?%&0)7> C% C+%($=9 K%)?=7=9E77 !%??7<?$%< N(8(+0E77» // Q- Q?=%+77 ?%-80)7> 

K%)?=7=9E77 !%??7<?$%< N(8(+0E77. 2%3.4/3. 2009. 5.870-871.  

 

採択された憲法では、大統領権限の部分的強化、共和国の「主権」を定めた条項の削除

などがなされたほかに、7月草案では憲法の一部に含まれていた連邦条約が、そこから排除

された。このように、7月草案と比較すると、この最終草案は、大統領の議会に対する優位

だけでなく、中央の地方に対する優位も確保しようとしたことがうかがえる。その意味で、

確かに「10月政変」はロシアの憲法制定過程における大きな転機であった。 

しかし他方で、第 11条第 3項に「ロシア連邦の国家権力機関とロシア連邦の連邦構成主

                                                        
82 特に、最終段階でそれまでのエリツィンとの約束を反故にされた共和国の反発は強く、軒並
み投票率は低かった。松里（2000, 30-32）を参照。 
83 当時大統領の報道官であったコスティコフも、公表前に自分が見た投票結果よりも、投票数
と賛成票数が増えており、新憲法の採択という結果に変わりはないものの、投票結果の集計か

ら公表の過程で改竄が行われたことを指摘している（K%?=7$%& 1997, 266-268）。 
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体の国家権力機関の間の管轄事項及び権限の区分は、この憲法、管轄事項及び権限区分に
．．．．．．．．．．．．．．．．

関する連邦条約ならびにその他の条約によって行う
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

」（傍点引用者）という規定が設けられ

た。この規定が、「憲法」「連邦条約」「その他の条約」を並列したことにより、1994年から

1998 年にかけて連邦政府と連邦構成主体政府の間で個別に結ばれた権限分割条約が、憲法

と同等のものとみなされる可能性を与えた84。そして、実際に、権限分割条約は、ロシアの

連邦制の非対称性を増幅し、当初から自立化を希求していた一部の共和国にとどまらず、

連邦構成主体全体の自立性が 1990年代を通じて拡大していく上で、重要な契機となったの

である（Kahn 2002, ch.6）。 

 

第5節 小括 

 

本章では、1993 年の政治過程を分析し、新しい憲法がいかなる経過の下で採択され、そ

れがどのような特徴を持つものであったのかを論じてきた。1992 年末の合意により収まっ

たかに見えた権限区分をめぐる対立は、年が変わるとすぐにエリツィンとハズブラートフ

の間の権力闘争として再燃した。そして、1993 年前半の政治はかなり複雑な過程を経なが

ら展開した。すなわち、一方では、大統領と最高会議指導部が互いに相手の正統性を否定

する形で非難し合っていたが、他方では双方が妥協点を求めて交渉を続けるという奇妙な

経過を辿ったのである。このように、双方が交渉を続けながらも、強硬姿勢を取った理由

としては次のようなことが考えられる。まず、中央での対立が激化して国家の分裂に至る

ことは、国民全体が恐れていた事態であり、それを回避すること、少なくともそれを回避

しようと努力する姿勢を示すことは双方にとって必要であった。したがって、両者ともに

交渉の席に着き、何とか妥協点を見出そうと努力を続けていた。しかし、大規模な変化が

生じている状況では交渉のルール自体が不明確であり、ルールを変更する余地が残されて

いたことが大きな問題であった。そのため両者は交渉を続けながらも、できる限り強硬な

姿勢を見せ、ルールを自分に有利なものに変更しようともした。人民代議員大会による「憲

法体制安定化に関する決定」の無効化や、大統領による「特別統治秩序」演説は、そうし

た試みとして理解できる。 

一方、1993 年を通じて、各政治勢力の対抗関係はどのように推移しただろうか。人民代

議員大会における議員連合の変遷を分析した既存研究の多くは、大統領と議会が対立する

                                                        
84 権限分割条約をめぐる政治過程については、中馬(2009)を参照。 
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過程で、議会における大統領支持勢力は縮小し、保守派勢力が拡大していったと述べてい

る。確かにそれは部分的には正しい。前章でも見たように、議会における大統領支持勢力

は確実に減少しており、大統領弾劾が人民代議員大会で投票にかけられたことからも明ら

かなように、大統領に対する批判は強まった。しかし、こうした批判は必ずしも大勢を成

すものではなかった。ましてや、ハズブラートフがこれら強硬な反対派勢力を組織し、こ

れを率いていたわけでもなかった。議員の多くは、エリツィンとハズブラートフの対立の

行方を見ながら、時にはハズブラートフを支持し、時には彼を辞任させようともした。そ

して、国民投票後に多くの議員は憲法協議会への参加を表明した。エリツィンは、しばし

ば自分に批判的な勢力を「抵抗勢力」として一緒くたに批判する傾向にあったが、ハズブ

ラートフがエリツィンとの交渉の席に着き続けたこと、そして、それを契機に彼の解任動

議が起こったことは、議会内保守派勢力とハズブラートフを同一視すべきではないことを

示している。 

こうした情勢の中、連邦構成主体は中央での政治対立を利用し始めた。大統領にとって

は、国民投票を全国で実施するためには連邦構成主体の協力は不可欠であった。反対に、

ハズブラートフ最高会議議長は、国民投票に否定的な連邦構成主体の立場を利用して、国

民投票の中止を決定する方向に人民代議員大会を誘導しようとした。このように、大統領、

最高会議議長双方が連邦構成主体の協力を求めたために、連邦構成主体の要求は、中央の

政治において非常に受け入れられやすい状況になった。さらに、私有化過程を利用して力

を付け始めていた連邦構成主体は、国民投票の問題で民族地域とロシア人地域の違いを超

えて一致した立場を示し、憲法体制における連邦構成主体の重要性を強くアピールした。

これまで、新憲法をめぐる議論の焦点はまず、中央における権限区分にあったが、上記の

大統領や最高会議議長の行動を利用して、連邦関係の確定がより優先すべき課題であるこ

とを主張し、議論を巧みにすり替えることに成功した。 

1993年 4月に実施された国民投票の結果は、概してエリツィンを支持するものであった。

エリツィンは、一方では自らに有利な憲法の制定を目指して行動しようとしていたが、他

方で、その憲法にいかに正統性を付与するかということに執心していた。この 2 つの間で

いかにバランスをとるかが模索される中で、考え出されたのが憲法協議会を通じて憲法草

案を策定するという方法であった。このような意図の下で大統領は憲法協議会を組織した

が、連邦構成主体は、これに参加することで、憲法に自らの要求を反映させようとした。

新憲法採択のために、連邦構成主体の協力は欠かせないと考えていたエリツィンにとって
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も、連邦構成主体側の接近は好都合であった85。こうして大統領と連邦構成主体が接近した

ことにより、憲法規定において大統領権限をめぐる問題と連邦制をめぐる問題の間に、ト

レードオフの関係が生まれた。この関係はロシアの憲法体制にとって大きな意味を持った。

だが今度は、それまで一致した立場を示すことで影響力を発揮していた連邦構成主体間の

対立が顕著になった。エリツィンは、このような意見の対立を解決するのではなく、連邦

制については曖昧な折衷案を採用することでなんとか大半の連邦構成主体の支持を得て、

最大の目的である「強い大統領制」を憲法に盛り込むことに成功した。しかし、その帰結

として、連邦制は非対称性を残すものとなった。 

このようにして、強い大統領制と非対称な連邦制は憲法に併記されることとなった。上

記の過程から明らかになったように、ロシアの憲法草案にそのような内容が含まれること

になる上で、憲法協議会での審議が非常に重要であった。なぜならそこで、大統領制の問

題と中央・地方関係の問題がトレードオフの関係になったからだ。したがって、ロシアの

憲法体制は、集権的統治を志向する強い大統領制を導入したにもかかわらず
．．．．．．．

、非対称な連

邦制も同時に内包したというよりはむしろ、強い大統領制が導入されたからこそ
．．．．

、連邦制

は非対称なものとなったのだと言える。そして、この憲法規定の下で 1994年以降にバイラ

テラルな権限区分条約が締結されたことで連邦構成主体間の非対称性は増し、1990 年代の

ロシアの中央・地方関係は一層遠心化していくことになった。 

                                                        
85 レミントン（Remington 2001, 110）は、このような対立過程を経て、大統領は連邦構成主体指
導者との連携へと戦術を変更したと述べているが、以上の過程から明らかなように、1993年初
頭の時点で既に、大統領の側からも、連邦構成主体の側からも連携のための行動は起こされ始

めていた。国民投票の結果がエリツィンに有利な状況を生み出し、憲法協議会創設に踏み出さ

せたのは事実だが、その前後で事態が大きく断絶しているわけではない。 
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第6章 結論 

 

 

第1節 「改革の交錯」状況の推移と対抗関係の変遷 

 

ロシアの体制転換が「重層的」であるという特徴が、いかにその帰結（制度形成）に影

響を及ぼしたのかを考える上で、本稿は 2つの方法から接近した。それは第一に、「改革の

交錯」という状況がいかに推移したかを論理的に明らかにするというアプローチであり、

第二に、そうした推移の中で各政治勢力の対抗関係がいかに変遷したかを明らかにすると

いうアプローチである。これは、所与の利益や選好を持つ政治主体間の権力バランスによ

って制度形成を説明してきた既存研究の視角では、ロシアが体制転換過程で形成した政治

制度の特徴を十分に捉えることができないという批判に基づくものであり、既存研究が持

つこうした限界の克服を目指すものであった。 

既存研究の多くは、資源や権力が優勢な政治主体が自らに有利な政治制度を形成した―

―つまり、権力が優勢であったエリツィンが強い大統領制を選択した――という説明をし

てきた。これに対し、第一のアプローチは、このような主意主義的な制度選択論を批判し、

制度形成の背景や形成された制度間の関係性を明確化することで、形成された政治制度に、

その制度の設計者が意図しない特徴が生じたのはなぜかを説明することを可能にするもの

である。また、こうした「改革の交錯」が生じている状況では、その過程を十分に検討し

ていない既存研究の議論よりも複雑な対抗関係が生じていたのは明らかである。この点に

ついてより緻密な考察を展開するために採用したのが第二のアプローチであった。この 2

つのアプローチを合わせて用いることにより、「政治制度の形成は合理的な政治主体の選択

に基づく」という既存研究の多くに内在する合理的選択論的な仮定を批判し、政治主体の

合理性の限界や、政治主体の選択は意図せざる結果をもたらしうるという主体の選択の限

界を示すことが可能になった。このアプローチは、合理的選択論と同じくミクロなレベル

に分析の焦点を置きつつも、政治主体を取り巻く構造的な要因や環境の変化も分析の射程

に取り込むことで、従来の合理的選択論が有していた限界を克服し、合理的選択論と構造

論の折衷を図ったものである。 

以上のように、ここでは、各政治主体の行動を制約する社会構造的な要因も検討するこ

とによって、より緻密に制度形成過程を考察してきたが、分析の主眼は、先行研究の多く
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と同様に政治エリートにおいた。それは、ロシアの体制転換は概して「上から」起こった

ものであり、社会運動は、一時的な盛り上がりを見せたものの、ソ連保守派によるクーデ

ター未遂事件が起きた 1991年 8月をピークに徐々に終息してしまったためである。多くの

市民は社会経済の混乱の中で政治に幻滅し、関心を失いさえした。したがって、ロシアの

憲法体制成立の過程においては、「下からの」市民運動が大きな役割を果たすことはなかっ

た。本稿の分析がそうした要素をある程度捨象しているのは、このような理由に基づく。 

第 2 章から第 5 章までの実証分析の結果明らかになった、ソ連／ロシアの体制転換過程

における「改革の交錯」の展開をまとめると次のようになる（参考資料 2 の年表も参照）。

ソ連の「党＝国家体制」は、ノメンクラトゥーラ制によって人事権を掌握することで、国

家及び社会の大部分を取り込み、政治と経済を一体化させながら支配していた。しかしシ

ステムの肥大化によってその非効率性が徐々に顕著になり、1985 年にゴルバチョフがソ連

共産党書記長に就任した頃には、改革が不可避なものになっていた。党書記長就任後、ゴ

ルバチョフは経済改革にとどまらず、経済政策の遂行を担う党機構にまで改革のメスを入

れた。このようにペレストロイカが共産党の集権的機構の改革にまで及び、各共和国で議

会改革が進むと、共和国の政治エリートが台頭し始めた。彼らは大衆の支持を得るために

ナショナリズムを喚起し、共和国の権限を拡大するような自立的な決定をするようになっ

た。 

ロシアでは、1990年 5月から 6月にかけて開催された第 1回人民代議員大会が、そのよ

うな自立化における重要な契機であった。特にこの大会における「国家主権宣言」の採択

以降、1991年 8月までの約 1年間に、「自立化」をめぐるソ連との対抗関係が、複数の分野

の改革を同時にかつ急激に推し進めた。だが、1991 年 8 月の保守派によるクーデターの試

みが、こうした動きを一時的に停止させた。なぜなら、ソ連指導部の権威が急激に低下し

たことにより、それまでの 1 年間を規定していた「ソ連対ロシア」という対立構造が崩れ

てしまったからである。 

続いて、1991年 12月のソ連の解体は、ロシアの体制転換過程における大きな転機となっ

た。エリツィン大統領は、1991 年 11 月に与えられた 1 年間の特別権限の下で、1992 年初

めから急進的市場経済化政策を実施した。そしてこの急進的改革は 2 つの重要な帰結をも

たらした。1つ目は、連邦構成主体行政府の台頭を促したということである。経済改革の目

玉の 1 つとして、1992 年 6 月に私有化プログラムが制定され、私有化が公式にスタートし

た。この過程で私有化の対象となった企業の大半は、連邦構成主体が管轄するものであっ
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たので、そこから有形無形の利益を得た行政府は急激に力を付けたのであった。2つ目の影

響は、市場経済化策がハイパーインフレや大幅な生産の低下を引き起こし、市民生活を大

いに困窮させたため、大統領と政府の経済政策に対する批判が高まり、そこから政策決定

の主導権（政治的権限）をめぐる争いが激化した。こうして、1992 年末にかけて、政府法

の制定とそれに関連した憲法の改正問題が重要な課題となり、それがエリツィンとハズブ

ラートフの権力闘争とも交錯しながら、1993 年の新憲法制定をめぐる争いへと繋がってい

った。 

以上のような経過において、多様な政治勢力の対抗関係はどのように変遷しただろうか。

まず、1990年から 1991年にかけては、議会では「民主ロシア」と「ロシア共産主義者」と

いう二大勢力が拮抗していたが、「ロシアの自立化」という目標の下に大連合が形成された

ため、意思決定は非常に迅速に進んだ。しかし、1991 年末のソ連解体によって「敵」を失

ったこれらの議会内勢力は、次第に 3つのブロックに再編された。この 3つのブロックも、

市場経済化の進展に伴い徐々に分裂していき、1992 年末には議会は原子化状況に陥った。

このような状況で台頭してきたのが、私有化で利益を得ていた連邦構成主体の指導者たち

であった。1993 年になると、大統領も多数派形成が困難な議会を回避し、連邦構成主体行

政府と積極的に交渉を重ね、自らに有利な憲法を制定しようと試みた。こうして、大統領

権限を強化した憲法草案を採択するためには、連邦構成主体の支持が欠かせないものとな

り、大統領制の問題と連邦制の問題との間にトレードオフの関係が生まれた。憲法協議会

での審議を経て、エリツィンは、憲法に大統領の強い権限を盛り込むことには成功した。

他方、連邦制の規定について、エリツィンは一貫した主張を持っていたわけではなかった

が、憲法協議会に提示した自らの案をそのまま通すことはできなかった。それは、上述の

とおり、憲法草案全体への支持を得るためには連邦構成主体の要求をある程度受け入れる

必要があったからである。ただし、連邦構成主体の中にも利害の不一致があり、連邦制に

関する規定は非常に曖昧なものとなった。 

以上の過程を経て形成されたロシアの憲法体制は、制度設計を主導したエリツィンにと

って、想定外の特徴を孕むことになった。次節でその制度の特徴について論じるが、その

前にエリツィンが制度設計を「主導」できた理由について、もう 1 点指摘しておきたい。

それはエリツィンがとった戦術に関するものである。つまり、エリツィンは、政党形成を

促進するなどして、特定の支持基盤に支えられた統治を行おうとはせずに、国民全体の指

導者として自分を演出した。こうした政治手法は特に、国民投票という手段の多用に表れ
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た。3年足らずの短い期間に、エリツィンは国民投票を 3度実施したが、そのいずれにおい

ても投票結果はエリツィンを利するものとなった。エリツィンは窮地を脱する手段として

国民投票をうまく利用したが、そうした手段を有効なものとして保持しておくためには、

特定の支持基盤に依拠するよりも、国民全体に訴えかけることの方がより重要であった。

しかし、この方策と表裏一体な問題として、エリツィンは安定的な支持基盤を失ったので

あり、結果として、重要な政治的決定を行う際に、議会や憲法協議会において支持勢力を

確保するのに苦労することになった。このように、エリツィンのとった戦術は、「諸刃の剣」

とも言えるものであった。エリツィンは制度設計を「主導」することはできたが、支持勢

力確保のために対処療法的な対応を余儀なくされたことは、その制度が自らの予期せぬ特

徴を孕む一因となったのである。 

 

第2節 強い大統領制と非対称な連邦制 

 

ロシアの大統領制は、他の国々と比較しても大統領権限が強い点に大きな特徴がある。

憲法制定過程においてエリツィン自身がしばしば言及していたように、これは、過渡期の

混乱を克服するために、強力な指導力を大統領に期待した結果であった。そのため、その

是非はともかく、憲法制定後は、大統領による効率的な統治が行われることが当然期待さ

れていたし、エリツィン自身もそのような意図を持っていた（Colton 2008, 280）。そして、

国民投票の結果にも表れているように、このような見方は国民の間でも一定の支持を伴っ

ていたのである。しかし、実際には、憲法制定以降も大統領の統治能力は非常に限定的で、

1990年代を通じて政治的、経済的な混乱期が続いた。 

このようにエリツィンに付きまとった統治能力の限界は、既存研究が指摘してきたよう

に、彼の資質や健康状態に起因する部分もあるのは確かである。しかし、「重層的転換」が

複雑な政治過程を経る中で生まれた憲法は、制度設計者（エリツィン）の意図を超えて、

連邦中央の統治能力を削ぐような側面を有していたという点もまた重要である。1993 年憲

法は、大統領に強い権限を与えた一方で、その権限を確保するための手段として連邦構成

主体の取り込みを図った結果、大統領制と連邦制の問題がトレードオフ関係になり、連邦

制をめぐる規定が曖昧になった。特に、憲法制定以前からタタルスタンなどとはバイラテ

ラルな条約の交渉が始まっており、憲法の中でそのような条約を憲法や連邦条約と並列し

たことが、1994 年以降に、多くの連邦構成主体が遠心化し、そのことが翻って大統領の統
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治能力を弱める大きな原因となった（Solnick 2000）。政治体制における「統治」が、意思決

定を行う局面とその決定を実施する局面から構成されると考えると、特に「政策の実施」

に関わる部分が「非対称な連邦制」によって弱められた。 

ただし、これは、「強い大統領制」と「非対称な連邦制」という 2つの制度が独立に存在

し、後者のみを原因としてロシアの統治機構が非効率になったというわけではない。この

「強い大統領制」と「非対称な連邦制」という 2 つの政治制度の特徴は、どちらも「重層

的転換」が伴った複雑な政治過程に起因しており、その意味で両者は表裏一体で、これら

は 1993年 12月に生まれたロシアの憲法体制に内在するものであった。 

大統領の権力が憲法上の権限のみによって規定されるわけでもないし、国家の力（統治

能力）が大統領の権力に正比例するわけでもないということは言うまでもない。ただし、

ロシアの例に限定して言えば、新憲法策定にあたって、強い権限を持つ大統領は効率的な

統治を行う上で必要だという考えがそれなりの影響力を持っていた。しかし実際には、大

統領権限を強めたことが、連邦構成主体の統制を困難にする一因となり、それが結果的に

ロシアの統治能力を弱めることになったのは皮肉な結果である。 

憲法制定以降、1994 年 2 月にタタルスタン共和国と結んだ条約をはじめとして、連邦政

府は、多くの連邦構成主体と個別に権限区分条約を結んでいった。その結果、ロシアの連

邦制度は非対称性を増していき、エリツィン時代の中央・地方関係は、大統領と連邦構成

主体行政府長との個人的、家産的な関係に基づくひどく不安定なものとなった。1990 年代

のロシアでは、オリガルヒと呼ばれる新興財閥の政治的影響力が非常に大きかったが、彼

らはこのような不安定な統治機構の間隙を突いて政権の中枢にまで入り込んだと言えるだ

ろう1。 

プーチンは、2000 年に大統領に就任する前から、この個人的、家産的な関係に依拠する

統治機構が、政策遂行の面で非効率であることや、指導者の交代や外部環境の変化などの

影響を受けやすいという統治機構自体の脆弱性を強く危惧していた。各連邦構成主体が自

立的な行動を続ける中で、ロシアは 1998年夏の金融危機に至るまで長らく経済的不況に苦

しんだし、政権の継承ごとに政治エリートの連合が流動化し、体制が極度に不安定化する

可能性もあったのである（Hale 2005）。そこでプーチンは、大統領に就任後すぐに、連邦制

                                                        
1 しかし、それにもかかわらずこのシステムがエリツィンの大統領としての任期のほぼ全てを耐
え抜いたことを考えると、この不安定さと表裏一体なものとして、大統領と連邦構成主体行政

府との間に相互補完的な関係が存在していたとも考えられる。この問題を実証的に分析するこ

とは今後の課題である。 
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改革をはじめとする中央集権化と与党「統一ロシア」の整備に積極的に取り組んだ。前者

は、プーチンが「法の独裁」や「垂直的権力」というキーワードを多用したことからも分

かるように、中央の決定が地方できちんと履行されることや、連邦法と連邦構成主体法と

の齟齬をなくすことを目指したものだった（上野 2010, 6-13）。そして後者は、中央・地方

関係を「統一ロシア」という 1 つの政党内部に閉じ込めることで、体制の安定化や規律強

化、そして統治の効率化を達成することを目標としていた（溝口 2011b）2。 

9.11 事件後の国際環境の劇的な変化、原油価格の高騰により好調であったエネルギー産

業を基軸とした経済成長、チェチェン戦争の成果に対する国民の支持など、今世紀に入る

と政権の安定化に寄与する様々な要因が生じたが、体制の安定化にとって最も重要であっ

たのは、まず 1993年憲法に内在していた統治機構の不安定性を除去するために、それを新

たな形に再編したことであった。1990 年代のロシアと現在のロシアでは、政治体制の様相

はかなり異なっているが、以上のように、それは依然として 1993年の憲法制定によって成

立した統治機構を基軸とした変化であり、この憲法がロシア政治の第一の「ゲームのルー

ル」であることには変わりがない。現在のロシアを分析する上でもその基底に位置する憲

法体制の意義は全く失われておらず、それどころか、この憲法体制を正確に理解すること

こそが、ロシアを理解する上で最短の道筋を示すものである。 

 

  

                                                        
2 政党が、中央の意思決定と、政策実施のための中央・地方の架橋の両方を担うという統治形態
は、「党＝国家体制」にも見られたものであり、その実態は大きく異なるにせよ、この点が「統

一ロシア」がソ連共産党に準えられる一因となっている。 
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参考資料１ ロシア人民代議員大会・最高会議の主要会派1 

 

1. 急進民主主義者 

第 1 回人民代議員大会において議員グループとして結成された。急進的改革を支持し、

ソ連解体以前は、ロシアの「国家主権宣言」を強く支持し、党ノメンクラトゥーラの権力

停止などを主張。ソ連解体後も、大統領府や政府からの党・国家ノメンクラトゥーラの無

条件の駆逐を求めた。経済改革においては、独占解体と競争的環境の整備、国営企業の私

有化、全てのロシア市民への土地の所有権の提供などを主張し、政府に政策のさらなる急

進化を求めた。 

 

2. 民主ロシア 

1990 年の人民代議員選挙の際に結成された選挙ブロック「民主ロシア」を経て、そのま

ま人民代議員大会内のグループとして組織された。当初は 200 名以上が所属したが、その

後複数の勢力に分裂していった。当初からエリツィンを支持し、経済政策においては、効

率的私有化の早急な実施、価格と収入の自由化、売買を含む土地私有権の実現、独占解体、

中小企業の支援など、新自由主義的政策を志向した。 

 

3. 無党派議員 

1000 万人の無党派市民の利益を守ることを目的として結成された会派。政治分野では、

個人の自由及び権利を重視し、軍、KGB、内務省、国営企業などの党からの分離を求めた。

経済政策においては、経済の「脱イデオロギー化」と国家による中央統制の拒否を主張し、

急進的な土地改革と軍民転換を支持した。 

 

4. 自由ロシア 

自由、団結、公正、平等、ロシアの変容と繁栄を目的とする会派。「教義的ではなく、現

実的な政党」として、生活に関わる具体的問題の解決を掲げた。また、経済政策において

は、競争的な市場の創設を支持した。他方で、社会保障が確保される限りで、急進的改革

を支持するという立場をとった。また、ロシアの経済政策が IMF に依存していることを批

判した。 
                                                        
1 .(:;/+0? (1993); 2.-"3')4 34560.0) 7"++// (1998)をもとに作成。 
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5. 左翼センター 

中道左派、自由民主主義勢力が、過激主義を抑制し、政治的な振れ幅を小さくすること

で、社会を安定化できるという主張の下に結成された。政治的には CISの強化を重視する。

経済分野では、一般市民が困窮しない限りにおいての市場経済への移行を求めた。私有化

は中小企業、商業施設、サービス業に限定すべきとの意見を持っていた。また、国家によ

る年金生活者、低所得労働者へのケアの充実も求めた。 

 

6. 主権と平等 

ロシア・旧ソ連諸国内に住む少数民族の権利保護問題に取り組むために結成された。ロ

シア連邦の国民国家建設問題の決定に対する積極的な参加を政治活動の目的とし、ロシア

の連邦条約準備にも関与した。経済政策に関する具体的記述はないが、政府の戦略的路線

は支持していた。所属議員には民族会議議員が多数を占めた（最高会議内には「主権と平

等」所属議員が 23名いたが、うち 17名が民族会議の議員であった）。 

 

7. 刷新（新政策） 

第 1 回人民代議員大会において登録された議員グループの 1 つ。当初は「民主ロシア」

を支持していたが、その後組織的にも思想的にも分離し、政府を厳しく批判するようにな

った。緊縮財政策が著しい生産低下を招いており、この経済の危機的状況は、何よりも「政

府の活動」に原因があるという立場を取った。 

 

8. 産業同盟 

中道派、中道左派の工業、建設、輸送組織代表者、その他の生産管理者から構成された

会派。急進的改革（市場構造の形成、労働者の利益に基づく私有化等）を支持。ただし、

燃料エネルギー資源をはじめとする一部製品の価格は政府が管理し、段階的な自由価格へ

の移行を主張した。弱者に対する社会的保護も求める。私有化においては、25％の普通株

式を労働者が無償で取得できるようにすることを主張した。 

 

9. 労働者同盟 

IMF の圧力の下で、政府が粗野な市場を形成したことを批判し、法律によって統一的な
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経済活動の秩序を設けた上での市場関係への移行を主張した。また、改革過程で一時的に

失業した者に対する社会保障の必要性も唱えた。 

 

10. ロシア共産主義者 

社会的志向性をもった社会と国家の発展を目指す会派。共産主義思想を拒否しないが、

現実的な目標は社会主義と社会主義への運動にあるとした。ロシアの歴史的・文化的な伝

統、民族の特徴から、集団的所有権を優先しており、集団的所有権の方が、労働のより高

い効率と社会的保護を実現できると主張した。土地の私有及びその売買は認めない。政治

制度としては、政治的多元主義や議会制民主主義の下で、ソヴィエト型の権力形態を維持・

発展させ、議会主義の長所とともにソヴィエト型の長所も保持することを目指した。 

 

11. 農業同盟 

農産複合体労働者の法的保護など、農業経済の発展を重視した会派。政府の改革路線に

は反対していた。 

 

12. ロシア 

ロシアの再生を目的として結成された会派。市場経済は否定しないが、経済の脱集権化、

所有権の改革、価格形成システムの改正などの課題が達成されるには 10 年から 15 年以上

が必要と考えた。そのため、政府の急進的改革路線には反対であった。 

 

13. 祖国 

ロシアの愛国主義勢力を統一する独立した社会運動の創設を目的とした会派。ロシアの

国家的一体性の確保、主権と安全保障の保持などを唱えるが、独自の経済政策は持ってい

なかった。ロシアの共産主義者、農業同盟とともに、生産手段の公有、企業の労働者管理

などを定めた憲法草案を策定した。 
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参考資料２　年表

年月日 全般 中央＝地方関係 政治制度 経済改革

1990.1

1990.2 ヤブリンスキー・プログラム作成

1990.3 ロシア共和国人代大選挙

ソ連所有法

1990.4

1990.5 第1回人代大

1990.6

　ロシアの連邦条約に関する作業開始 憲法委員会創設

1990.7 ⇒連邦評議会創設 500日計画作成に着手

1990.8 「ほしいだけ飲みこめ」発言

⇒主権のパレード

1990.9 シャターリン・ヤブリンスキー案を基本承認

1990.10

1990.11 第2回人代大

1990.12 ロシア所有法

1991.1

1991.2 大統領制導入にむけた準備

1991.3 国民投票 ソ連邦維持に関する国民投票⇒賛成多数 大統領制導入に関する国民投票⇒賛成多数

第3回人代大 大統領選挙の日程決定

1991.4 9＋1合意 大統領選挙法、大統領法採択

1991.5 第4回人代大 地方行政長官ポストの導入 大統領制導入を決定

⇒地方自治の拡大、行政機関のソヴィエトからの
独立

1991.6 大統領選挙⇒エリツィンの勝利

1991.7 私有化法・私有化口座法採択

1991.8 保守派クーデター ソ連の連邦条約調印予定

大統領代表制度発足

1991.9

1991.10

1991.11 第5回人代大

1991.12

1992.1 価格自由化

1992.2

1992.3 タタルスタンの主権レファレンダム

ロシアの連邦条約締結

1992.4 第6回人代大 ⇒連邦条約承認。連邦制に関する憲法改正

1992.5

1992.6

1992.7 私有化法改正

⇒本格的私有化の開始

1992.8

1992.9

1992.10 最高会議、政府法審議開始 最高会議、危機打開策提示を政府に要求

1992.11 最高会議、政府法採択⇒大統領拒否権行使

1992.12 第7回人代大

ガイダール首相就任拒否

⇒「憲法体制安定化に関する決議」、チェルノムイ
ルジン首相就任。

政府法採択・憲法改正（主要省庁大臣は最高会議
の同意必要など）

1993.1

1993.2

1993.3 第8回人代大

⇒「憲法体制安定化決議」を無効化。新憲法策定
において連邦構成主体との協力へ向かう

特別統治秩序

1993.4 第9回人代大

⇒エリツィン、ハズブラートフの解任をともに否決

国民投票実施
大統領、国民投票直前に、共和国の主権を容認

する憲法草案を発表

1993.5

1993.6 憲法協議会創設

1993.7 憲法協議会、新憲法草案採択　⇒ 3つの連邦条約を含む 大統領優位型

1993.8 大統領、新憲法採択のために連邦会議設置提案

1993.9 議会機能を停止する大統領令

⇒議会は、大統領解任を決定

1993.10 武力衝突⇒大統領による鎮圧

1993.11 新憲法最終草案公表　⇒ 「その他の条約」を憲法、連邦条約と併記 大統領優位型

1993.12 国民投票⇒新憲法採択

議会選挙

第1回人代大で主権宣言採択

憲法改正⇒自決権を含む諸民族の主権的権利尊
重。自治共和国・自治州・自治管区の主権宣言を

肯定的に評価

新憲法について、憲法委草案、シャフライ草案を
検討⇒継続審議を決定

政府の経済政策に対する批判⇒その後支持表明
（政府法採択の必要性指摘）

「法律戦争」
ソ連機関の法令のロシア領内の効力に関する法

律、経済主権法の成立

⇒ロシア人地域の「共和国化」宣言

大統領に、経済改革・地方首長任命に関する非常大権付与

!"共和国が最高
会議を支持する
声明#
⇒大統領との政
治的取引要求
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